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特集：2021北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟
第12回日露エネルギー・環境対話イン新潟

プログラム
全体テーマ　変容する世界―ウィズコロナ社会と北東アジア経済
主 催　NICE実行委員会（新潟県、新潟市、ERINA）
後　援　外務省、経済産業省、国土交通省、新潟大学、駐日中華人民共和国大使館、駐日モンゴル国大使館、在日ロシア連邦大使館、

駐新潟大韓民国総領事館、一般社団法人東北経済連合会、一般社団法人新潟県商工会議所連合会、
一般社団法人新潟県経営者協会、新潟経済同友会、日本海沿岸地帯振興連盟、公益財団法人にいがた産業創造機構、
一般社団法人新潟青年会議所、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、
一般社団法人日本経済団体連合会、一般財団法人日本エネルギー経済研究所、一般財団法人石炭エネルギーセンター、
一般社団法人ロシアNIS貿易会、株式会社国際協力銀行（JBIC）、石油連盟、一般社団法人日本プロジェクト産業協議会、
世界省エネルギー等ビジネス推進協議会、新潟日報社、毎日新聞新潟支局、読売新聞新潟支局、産経新聞新潟支局、
朝日新聞新潟総局、日本経済新聞社新潟支局、共同通信社新潟支局、時事通信社新潟支局、NHK新潟放送局、
BSN新潟放送、N　S　T新潟総合テレビ、TeNYテレビ新潟、UX新潟テレビ21、ケーブルテレビNCV、エフエムラジオ新潟、
FM�KENTO

参加者　国内外約750人（うち国外：�約230人　中国、ロシア、モンゴル、韓国、ドイツ、チェコ、アメリカ合衆国、オーストラリア）

※日露地域交流年認定事業

■1st ステージ　中国経済の拡大と北東アジア経済協力―米中摩擦と COVID-19の中で
　開催日時：2021年1月22日（金）　13：00－17：00
　開催実施方式：オンライン（同時配信）
　使用言語：3カ国（日英中）同時通訳
　プログラム
▪開会挨拶　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事　河合正弘
▪基調講演　　　　中国社会科学院学部委員、山東大学国際問題研究院院長　張薀嶺
▪パネルディスカッション
▪閉会挨拶　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事　河合正弘
＜パネリスト＞
中国商務部国際貿易経済合作研究院地域経済研究センター主任	 張建平
東京大学社会科学研究所教授	 丸川知雄
慶熙大学校国際大学特任教授、韓国現代中国学会前会長、暁星化学理事	 王允鍾（ワン・ユンジョン）
極東連邦大学東洋研究所地域国際研究院副所長・准教授	 ルキン・アルチョム
モンゴル科学アカデミー国際関係研究所中国研究部長	 シュルフー・ドルジ
中国社会科学院アメリカ研究所教授	 李枏
中国社会科学院学部委員、山東大学国際問題研究院院長	 張薀嶺

＜コーディネーター＞
NICE 実行委員長、ERINA代表理事	 河合正弘

■2nd ステージ　変容するグローバルサプライチェーン
　開催日時：2021年1月28日（木）　14:00－16:45
　開催実施方式：オンライン（同時配信）
　使用言語：3カ国（日英中）同時通訳
　プログラム
▪開会挨拶　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事　河合正弘
▪基調講演　　　　名古屋外国語大学教授　真家陽一
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開催概要
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▪パネルディスカッション
▪閉会挨拶　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事　河合正弘
＜パネリスト＞
MCMグループホールディングス会長、8M8	LLC	CEO	 メネンデス・マヌエル
北京市大地律師事務所シニアパートナー	 熊琳
独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部上席主任調査研究員	 若松勇
双日株式会社海外業務部中国デスクリーダー	 林千野
株式会社TOWA	JAPAN代表取締役社長、新潟ベトナム協会会長	 渡邉豊
ツバメロジス株式会社常務取締役、栄光海運株式会社代表取締役	 山田剛弘
名古屋外国語大学教授	 真家陽一

＜コーディネーター＞
ERINA経済交流部長	 安達祐司

■3rd ステージ　日露エネルギー・環境対話―パリ協定と北東アジアのエネルギー安全保障
　開催日時：2021年2月3日（水）　14:00－17:30
　開催実施方式：オンライン（同時配信）
　使用言語：3カ国（日英ロ）同時通訳
　プログラム
▪開会挨拶　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事　河合正弘
▪基調講演　　　　公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）気候変動とエネルギー領域ディレクター　田村堅太郎
▪パネルディスカッション
▪閉会挨拶　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事　河合正弘
＜パネリスト＞
中国国家発展改革委員会エネルギー研究所副所長	 高世憲
韓国エネルギー経済研究所（KEEI）国際エネルギー協力グループ上級研究員	 梁義錫（ヤン・ウィソク）
モンゴル環境観光省気候変動特使	 バトジャルガル・ザンバ
ロシア科学アカデミーシベリア支部エネルギーシステム研究所国内電力網研究室長	 ポドコバルニコフ・セルゲイ
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）調査部（併）ロシアグループ担当調査役	 原田大輔
新潟県産業労働部産業振興課長	 田中健人
公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）気候変動とエネルギー領域ディレクター	 田村堅太郎

＜コーディネーター＞
ERINA調査研究部主任研究員	 エンクバヤル・シャクダル

■ Final ステージ　変容する世界―ウィズコロナ社会と北東アジア経済
　開催日時：2021年3月10日（水）　13:00－18：00
　開催実施方式：リアル、オンライン（同時配信）
　会場（リアル）：朱鷺メッセ　スノーホール
　使用言語：5カ国（日英中韓ロ）同時通訳
　プログラム
▪主催者挨拶　　　新潟県知事� 花角英世
　　　　　　　　　新潟市長� 中原八一
　　　　　　　　　NICE実行委員長、ERINA代表理事� 河合正弘
▪来賓挨拶　　　　在新潟ロシア連邦総領事館総領事� セルゲェーフ・ミハイル
　　　　　　　　　中華人民共和国駐新潟総領事館総領事� 孫大剛
　　　　　　　　　在新潟モンゴル国名誉領館名誉領事� 中山輝也
　　　　　　　　　【メッセージ】駐新潟大韓民国総領事館総領事� 権相熙（クォン・サンヒ）
　　　　　　　　　外務省欧州局日露経済室首席事務官� 宮川清巳
　　　　　　　　　経済産業省通商政策局北東アジア課総括課長補佐� 宮里孝則
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▪特別講演　「アジアダイナミズムへの戦略的対応」　　　　　一般財団法人日本総合研究所会長、多摩大学長
� 寺島実郎
▪第2回 Future�Leaders�Program�―北東アジアの未来シナリオ
　�１．東北公益文科大学公益学部
　�２．新潟大学経済学部
　�３．新潟医療福祉大学医療経営管理学部
　�４．東北大学経済学部
　�５．新潟大学経済学部
▪2021NICE 報告
　1stステージ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�ERINA調査研究部長・主任研究員� 新井洋史
　2ndステージ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ERINA経済交流部長� 安達祐司
　3rdステージ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�ERINA調査研究部主任研究員� エンクバヤル・シャクダル
▪ Future�Leaders�Program（表彰式）

■クロージング・リマーク　　　　　　　　　　　　　　　			NICE 実行委員長、ERINA代表理事� 河合正弘
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2021北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　1stステージ　中国経済の拡大と北東アジア経済協力―米中摩擦とCOVID-19の中で
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新型コロナウイルス感染拡大は北東ア
ジアに大きな影響を及ぼしている。2020
年の経済成長率は、中国を除く北東アジ
ア各国でマイナスになった。現在、中国は
米国に次ぐ世界第2位の経済大国である
が、経済、テクノロジー、安全保障など様々
な課題に直面している。
最近特に世界的な注目を集めているの

が米中摩擦と新型コロナウイルス感染拡
大である。1stステージでは、この2つの問
題が、中国経済に対して、さらには中国と
北東アジア諸国との経済関係にどのような
影響を与えるか、どのような新しい課題が
あるかが議論された。
張薀嶺氏の基調講演「新たな文脈に

おける北東アジア―地域協力が鍵―」で
は、今や世界最大の経済圏となった北東
アジアにとって、日中韓3カ国の協力関係
の構築が非常に重要であることが指摘さ
れた。現在、北東アジアは、経済統合を
推進していくうえで、米中摩擦、コロナ、経
済安全保障といった様々な難問を抱えて
いるが、これは同時に協力する機会を生
み出している。例えば、感染症対策におけ
る国際的・地域的な協力や地域包括経済
連携協定（RCEP）の締結、米国の政権
交代などにより北東アジアの経済統合は大
きく前進しうる。また、中国は「双循環」と
いう新たな政策などを通じても地域協力の
機会を提供している。
基調講演に続いて、中国、日本、韓国、

ロシア、モンゴル、北朝鮮の各国の視点か
らパネル報告が行われた。
中国商務部国際貿易経済合作研究院

の地域経済研究センター主任・張建平氏は
「中国のマクロ経済と北東アジアの経済
協力戦略」を報告し、「一帯一路」の発展
と中米関係にとってのアジア太平洋地域
経済協力の重要性を指摘した。特に、昨
年締結された米中の「第1段階の合意」
が地域経済協力に肯定的な影響を与える
ことが期待される。
東京大学社会科学研究所・丸川知雄

教授は「2020年代における中国の産業
政策」と題する報告において、米中貿易
紛争が「中国製造2025」政策に与える影
響や中国の産業政策の変化について概
観した。具体例として、集積回路（IC）の
国内調達率の目標追求を断念する方向
に産業政策が変化したという見方が示さ
れた。
慶熙大学校国際大学特任教授・韓国

現代中国学会前会長の王允鍾（ワン・ユン
ジョン）氏は「中国と北東アジアの経済協
力―韓国の視点から―」を報告し、米中
貿易紛争とCOVID-19が韓国経済に与え
る影響、「一帯一路」への韓国の立場、日
中韓FTA実現の可能性などの問題を検
討した。
極東連邦大学東洋研究所地域国際研

究院副所長・ルキン・アルチョム准教授は、
エネルギー・農業・輸送分野や極東開発の
問題の観点から「中露経済関係と極東ロ
シア」について報告した。多くの分野で中
国との協力は、ロシア側が期待したほどの
成果を上げておらず、他方で中国市場へ
の過度な依存によるリスクが顕在化してい
る例もある。

モンゴル科学アカデミー国際関係研究
所の中国研究部長シュルフー・ドルジ氏は
「中国サプライヤーから地域サプライヤー
への移行―モンゴルの視点から―」を報
告し、モンゴルが中国一国への供給国か
ら地域の複数の国々への供給国へ移行
するという戦略変更の重要性を強調した。
中国社会科学院アメリカ研究所教授・
李枏氏は、「朝鮮民主主義人民共和国の
国家戦略の再形成と中朝関係―中国の
視点から―」を報告し、1月に実施された
ばかりの朝鮮労働党第8回党大会の議事
内容を要約し、北朝鮮の国家戦略の再構
築と中朝関係に関する見方を紹介した。
1stステージでは基調講演者とパネリス

トとの議論を通して、中国の台頭が北東
アジア諸国に大きな経済的機会を提供し
ていると同時に、過度な中国依存のリスク
ももたらしていることが明らかになった。特
に、米中貿易摩擦と新型コロナウイルス感
染症の状況下において、サプライチェーン
の問題が浮き彫りになった。今後の展望と
して、短期的には、バイデン政権の下で米
中関係がどうなるか、この前提の下で地域
各国の対中関係もどうなるかを見極める必
要がある。さらに長期的には、北東アジア
諸国の協力が地域の平和、安定の鍵にな
る。1stステージの議論を通して、協力強
化に向けた域内対話の拡大と信頼感の
醸成、FTAなどの制度的協力体制の構
築が必要であるという政策的示唆が得ら
れたと考える。

中国経済の拡大と北東アジア経済協力
� ―米中摩擦とCOVID-19の中で
ERINA調査研究部長・主任研究員
新井洋史

1stステージ　要 　 約
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北東アジアは今、三つの大きな課題に
直面している。一番目は、依然として深刻
な新型コロナウイルス感染である。世界の
ほとんどの国が巻き込まれ、その終息が見
えない状況にある。しかし、一つはっきりと
しているのは、各国がそれぞれに問題を
抱えているとしても、我々は協力するべきだ
ということである。我々は相互依存の世界
に生きているので、世界的大流行を前にし
て、他の選択肢はない。特に今、新型コロ
ナウイルスの蔓延を封じ込めるためのワク
チンの生産や接種での協力が必要不可
欠である。

二番目の課題は、経済に関するものだ。
現下の課題は、過去の経済危機とは異な
る。今回は、感染拡大の影響で、ほとんど
の国がマイナス成長の状況に陥ってしまっ
た。中国は昨年、国内の努力によってなん
とか2.3％の成長を達成したが、この数字
は以前に比べて非常に低い。地域経済に
しても世界経済にしても、マイナス成長や
低成長の問題を解決する方法を模索し続
けなければならない。唯一の方法は、開か
れた市場環境を整備し、政策面での統一
を図りながら、経済回復に向けて協力する
ことである。

三番目は、北東アジアの地域関係の再
構築、再調整である。我々は長い間、平
和に暮らしてきたが、現在は、紛争が起き
た場合に、それが制御不能に陥り戦争に
まで至るかもしれないという不安を抱えて
いる。これまで長い間、戦争の発生を心配
しなくてよかった。今後も平和が続くことを
願っているが、状況は変化し、新たな課題
に直面している。今の状況を管理する方
法を見出して、苦労して勝ち取った平和を
守るために、我々はできることを全てやる必
要がある。

地理区分としての北東アジアには、中
国、日本、韓国、北朝鮮、ロシア、モンゴ

ルが含まれる。第二次世界大戦後、この
地域は大きく変化した。最も重要かつ重大
な変化は経済の成長である。ここで想起さ
れるのは、1960～70年代の日本、それに
続く1980～90年代の韓国の経済成長で
ある。1990年代から2010年頃にかけて中
国が成長期を迎え、ほぼ現在まで続いて
いる。このような北東アジアの経済成長の
波は「雁行形態型経済発展」と呼ばれる
こともある。しかし、現実はそれ以上のもの
であった。北東アジアに経済的ネットワーク
が構築され、世界最大の経済圏ができあ
がったのである。北東アジアの著しい経済
成長の背景には、地域の経済統合があっ
たのである。

北東アジアの経済成長を支えた要因の
中で、最も決定的なものは中国の「改革開
放」政策であり、これが中日韓の経済的ネッ
トワークの構築につながった。今では、この
ネットワークは、ビジネスから政府間協力に
至るまで幅広い分野に広がっている。中国
は大きな可能性を秘めた大国である。中
国の成長は、他の多くの国々に比べ、規
模が大きく、長く続いている。今や、中国は
北東アジア地域で最大の、そして世界でも
第2位の経済大国となった。2035年頃まで
には世界最大の経済大国になるだろう。

中日韓の協力関係は、こうした経済統
合に基づくものである。「ASEAN＋3」の
枠組みから始まり、2008年に独立した日
中韓（CJK）の枠組みとなり、三国協力事
務局が支えている。どんなことが起きても、
三国協力事務局は機能を続けている。中
日韓は投資協定を締結し、自由貿易協定

（FTA）についても交渉を継続している。
さらに、ロシア、モンゴルなどを交えた「CJK
＋（プラス）」の枠組みがあり、そこには米
国をはじめ関心を持つ全ての国が参加で
きる。

北東アジアの経済統合には、残された

課題も多い。経済面では、米中摩擦の深
刻化があげられる。トランプ政権下、中国
は米国の戦略的ライバルとして認識され、
貿易制裁や緊張関係、ハイテクのデカップ
リングが進められた。このことは米国にとっ
て有益ではないので、バイデン政権で変
化することを期待している。私個人は、多
くの変化が起こると信じている。トランプ政
権は中国に対して多くの単独制裁を実施
したが、今こそ両国は貿易交渉を開始す
べきである。これまで、米国側は意見交換
の機会をほとんど閉ざしていた。両国が話
し合いの場につくことで初めて解決策を見
つけることができる。現状がもたらしている
害は、中国、米国にとどまらず、他の国々
にも及んでいる。

相互依存の世界では、世界市場から離
脱できる国はほとんどない。貿易データによ
れば、昨年、数々の貿易制裁にもかかわ
らず、中国と米国の貿易は拡大し、米国に
よる中国からの輸入も増え続けている。多
くの米国企業が対中投資を継続している
理由は非常に簡単で、中国市場のポテン
シャルが最も大きく、利益を得るための最
善策が中国への投資だからである。ところ
が、中日韓の経済関係は、トランプ政権下
で実施された制裁によるダメージを被った。
中日韓の経済全般、そしてハイテク分野が
米国の政策から大きな影響を受けている。

我々にとって共通の脅威である新型コ
ロナウイルスは、新たな協力関係の機会を
提供している。それは、北東アジア全体に
おける公衆衛生制度の確立のための協
力である。新型コロナウイルス感染拡大の
深刻な影響は、今日の経済・社会活動だ
けでなく、将来にも及ぶ可能性がある。感
染拡大の再発は起こりうることである。実
際、日本政府は観光客を歓迎すると発表
したが、感染者数が急増したため、急遽
国境を閉鎖せざるを得なくなった。また、中

新たな文脈における北東アジア�―地域協力が鍵―
中国社会科学院学部委員、山東大学国際問題研究院院長
張薀嶺

1stステージ　基 調 講 演
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入大国であり対外投資大国でもある米国
に近づいていく可能性がある。これは地域
にとっても世界にとっても良いことだ。ただ
し、それは短期的または突然の変化では
ない。この経済移行にはおそらく長い時間
が必要となる。少なくとも、20年はかかるだ
ろう。

北東アジアの話に戻ろう。この地域は最
もダイナミックに変化していると同時に、多く
の課題と危機を抱えている。我々が必要と
し、期待するのは、分断した北東アジアで
はなく、安定した協力的な北東アジアであ
る。トランプ政権は北東アジアを分断しよう
とした。しかし、米国の新政権下で、原点
に立ち戻り、何をなすべきかを改めて考え
ることができるだろう。

未来への新しい考え方を持つべきだ。
中国は、未来を共有していくための共同体
の構築を呼びかけた。これは、共生の新し
い考え方である。この呼びかけは、実は、
将来を見据えた戦略である。中国はそれ
がどのようなコミュニティであるかを示して
いないが、我々はそのためには前進と貢
献を行わなければならない。未来を共有す
るための共同体の構築は、経済発展、文
化、保健、新型コロナウイルスへの対応な
どの上に成り立ちうる。カギとなるのは、地
域の協力だ。中国の戦略は、このように理
解すべきだろう。

北東アジアは、新型コロナウイルスと地
域協力推進という2つの大きな緊急課題に
直面している。新型コロナウイルスがまだ収
まっていないので、協力を強化しなければ
ならない。また、北東アジアにとって経済成
長は重要な関心事である。我々は、「グリー
ンチャネル」方式での旅行や出張を認める
ことにより、若干の交流促進を実現した。こ
の土台の上で、我 に々できることはもっと多
い。新型コロナウイルス感染症を完全に治
療する薬はまだ存在しない。今後も医療品
の研究開発協力が必要である。

北東アジアにとって中日韓協力は不可
欠であり、首脳会談を開催するために3カ
国の協力を再活性化する必要がある。2
年前、中日韓3カ国首脳は会談の継続を
約束したが、それに向けた行動はまだ見
られない。実際、オンライン会談なら簡単
に開催できるはずである。首脳会談は非
常に重要である。過去数千年の歴史の中

なものになると期待できる。したがって、中
国の成長は良いこととして考えるべきであ
る。しかし、残念ながら、それをトラブルや
脅威として捉える人もいる。中国は他国と
異なる独自の行政と政治のスタイルをとっ
ている。中国の憲法では、平和と発展を希
求することが約束されている。さらに、中国
は超大国や覇権国の地位を求めて争うこ
とはしないと幾度も公言してきた。我々は中
国を信じるべきである。物事は常に順調に
進むわけではないが、中国は開放を続け、
国際社会に参加し続け、国際的行動や振
る舞いに対する責任を持ち続けている。先
日、中国とEU は投資協定を締結した。こ
れは、中国が国際市場への開放と統合を
目指すという意志を示している。この協定
の中で、中国は、市場を開放し、以前であ
れば到底受け入れられなかっただろう多く
のことを受け入れると約束している。

中国は、世界および地域社会にしっか
りと参加しなければならないと同時に、自
国の政治システムを維持しなければならな
い。したがって、我々は、他国とは異なる中
国と、そして開放的かつ協力的な中国と
共生する方法を学ばなければならない。実
際、どの国も他の国とは異なるのだから、そ
の違いをうまくコントロールする方法を学ぶ
必要がある。そのためには、あらゆる面で
の努力が求められる。我々は互いに依存し
あう世界に住んでおり、利害は全員に関係
している。必要なのは、対峙したり競争し
たりすることではなく、一緒に暮らし、違い
を解決する方法を見つけることである。

経済の話に戻ろう。最近、中国は「双
循環」という新しい政策を発表した。この
政策はすでに何年も前から議論されてき
た。輸出に大きく依存する経済成長モデル
を中国が続けることは不可能だということ
を理解する必要がある。中国は国外に依
存するのではなく、国内経済資源と市場を
動員し、より多くのイノベーションを実現しな
ければならない。とはいえ、これは内向きで
はなく、外向きの発展戦略である。「双循
環」とは、これまでと異なるアプローチで中
国と世界の関係を考えようとするものであ
る。これまで中国は国外市場に大きく依存
してきた。将来的には、中国は国内市場
への依存を強めつつ、新しい形で外の世
界と結ばれることになるだろう。中国は、輸

国でも、海外から来た人々の中で感染者
が急増したため、国境を閉鎖した。人命に
かかわる問題には、慎重に対処しなけれ
ばならない。いつ元に戻れるのかはわから
ない。恐らく2021年中は、各国政府は細
心の注意を払い続けざるを得ず、すぐには
普通の生活に戻れないだろう。こうした異
常な状況において地域の関係をどのように
再構築していくかが非常に重要になってく
る。

最近になって突如前面に出てきた経済
安全保障の問題は、北東アジアの経済統
合に新たな課題に突き付けている。その最
大の懸念は、この問題が一体どこまで深
刻化するかがわからないことだ。非常に複
雑な影響を及ぼすこの問題を制御するた
め、多くの通常の経済交流もストップしてし
まう可能性がある。これまでは、安全保障
と言えば、国家の安全保障に関わるもの
であった。しかし、今や、パンデミックの影
響で、社会やビジネスにおける安全保障が
より重みを増している。企業は、自社の戦
略を見直し、より効率的で持続可能なサプ
ライチェーンネットワークを構築する必要に
迫られている。また、人々は、保健上の措
置のため、今までのように自由に旅行できな
くなっている。コロナ禍以前は、毎年何億
人もの中国人が世界中いたるところを旅行
していたが、今では安全面から再考せざ
るを得なくなった。これらすべてが、政策や
ビジネス、市民生活に深刻な影響を及ぼし
ている。

しかし、課題には常にチャンスがついてく
る。中国が国内の感染拡大を効果的かつ
迅速に封じ込め、経済を急速に回復させ
たことは、地域協力と経済回復を促す役
割を果たしている。地域的な包括的経済
連携協定（RCEP）交渉の妥結は、開放と
協力が続くことを示す強力なシグナルであ
り、RCEPを背景として中日韓の FTA 交
渉に拍車がかかるだろう。さらに、米国の
政権交代により、中国と米国の関係に緊
張緩和の可能性が出てきた。両国は、これ
を機に対話を開始し、緊張関係を緩和す
べきである。

今回の会議の主題は、中国と北東アジ
アである。中国は今後もより強力になり、成
長を続けるだろう。中国がより強くなることに
よって、北東アジア地域への貢献もより大き



7ERINA REPORT PLUS

で、中日韓が平等に協力することはなかっ
た。今、我々は何があってもそれを続けな
ければならない。今年の早い時期に、次
回の首脳会議の実現に着手するべきであ
る。

また、今こそ安定的な経済サプライ
チェーンを再構築する時期だと思う。北東
アジアにはオープンなデジタルネットワーク
が必要であり、将来的にはより多くの経済

的、社会的活動がデジタルネットワークと結
びつくだろう。これに着手することが重要
だ。

全体として、北東アジアは様 な々課題に
直面している。我々はより良い未来を築くた
めに協力すべきだ。言い換えれば、北東ア
ジアで何が起ころうとも、協力が平和、安
全、福祉の鍵なのである。後戻りして、失
敗するわけにはいかない。さらに、北東アジ

アの協力は開かれているので、「CJK＋」
の場でもやるべきことは多い。「CJK＋」
は、他の北東アジア諸国、米国、ASEAN
などにも開かれている。

北東アジアの基盤は平和にある。平和
が保たれ、戦争が起こらなければ、努力次
第でどんなことでも実現できる。

中国は、経済が衰退し新型コロナウイ
ルスの感染拡大という衝撃下にあっても、
2020年に一貫してプラスの経済成長の速
度を保ってきた。周知のとおり、過去の平
均 GDP10％以上の成長から、6％前後
の成長速度を保つという「新常態（ニュー
ノーマル）」に突入した。しかし、2020年、
新型コロナウイルスの感染が爆発的に拡
大し、最新のデータによれば、中国の昨年
の GDP 成長率は2.3%となった。日本など
先進国も含め、世界経済が縮小した中で、
プラス成長を実現できたことは賞賛に値す
るだろう。

中国の成果は、徹底的な防疫措置によ
る。それと同時に、一連の経済政策を推
進することで、国内の経済回復と発展を支
援した。例えば、減税、社会保障面での
手厚い支援策、中小企業への全面的な
金融支援などである。多くの中国企業が、
一般特恵関税制度のさまざまな恩恵を受
けた。このほか、積極的な財政政策を採っ
たことで、政府財政赤字率はここ数年で
初めて3％の目標レベルを超えて、4％以上
に達した。

欧米はまだ新型コロナウイルスの徹底的
な抑え込みができておらず、深刻な状況に
ある。北東アジアでは、中国と韓国の感染
対策は成果を上げている。2021年には、
世界各国が有効な防疫措置と国際的な

衛生協力を通じて、感染拡大を抑え、経
済の衰退から抜け出してほしい。

中国の GDP は100兆元を超え、米国と
の経済規模の差を一層縮めている。背景
には、中国国内の巨大な市場をけん引す
る経済政策がある。また、中国は世界最大
の製造業の中心で、世界最大の貿易国で
ある。これらの要素を合わせると、中国は
衰退傾向にある世界経済の中で非常に
重要な支柱である。OECDと日本の予測
によれば、中国は2028年頃にはアメリカを
上回る世界最大の経済大国になる。しか
し、中国の人口が14億人であるのに対し
て、アメリカは4億人であり、人口1人あたり
GDP では、中国とアメリカや日本の間には
なお何倍もの差がある。こうした点からみる
と、中国は経済発展の質の向上に努めな
ければならない。すなわち、住民の所得水
準を段階的に引き上げ、環境保護や温室
効果ガス排出削減を進めながら、持続可
能な発展の方向に進まなければならない。

中国は現在新しいラウンドの改革開放
を進めている。現在21の省に自由貿易試
験区が設置された。海南省では、世界最
大の自由港の建設が進められている。これ
らの試験区は、中国の対外経済への開放
を前提として設置された。国際経済貿易
のルールに対応させることによって、改革
の加速化、政府・企業間関係の見直し、

ビジネス環境の改善を進めることが目指さ
れている。ここで注目すべきは、中国の貿
易・投資・金融の自由化が大きく進んだこと
である。自由貿易試験区は新しい高付加
価値の製造業やサービス業が集まるプラッ
トホームとなっており、日本、韓国、欧米か
ら多くの新規投資がなされている。

同時に、中国は「一帯一路」イニシアチ
ブを提起し、世界の大陸をまたぐ巨大な国
際経済協力発展のプラットホームを構築す
ることに努めている。このことに関連して、
130余りの国と30余りの国際組織が中国と
の協力協定を締結している。国際連合も、

「一帯一路」が17分野からなる持続可能
な開発目標（SDGs）の重要なプラットホー
ムになることを期待している。将来的に、中
国は、日本や韓国などの近隣諸国との第
三国協力を始めとして、「一帯一路」の体
系的な協力を広範囲に展開することによっ
て、世界で持続可能な発展を推進していく
ことができる。この面で、我々は大きな貢献
ができると信じている。北東アジア地域各
国は、異なる方法で発展し、異なる形で世
界のバリューチェーンとリンクしていることか
ら、相互補完的な関係にある。この意味
で、経済的な好条件はそろっている。実
際、我々の協力関係はますます緊密になっ
ている。

特筆すべきは、2020年の地域的な包括

中国のマクロ経済と北東アジアの経済協力戦略
中国商務部国際貿易経済合作研究院地域経済研究センター主任
張建平

1stステージ　パネルディスカッション
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的経済連携協定（RCEP）の調印である。
この世界最大の自由貿易地域が2021年
に発効するよう望む。世界が停滞する中
で、RCEP は地域内におけるより多くの貿
易、投資、そして就業の機会を中国に与
えてくれる。北東アジア経済の活力を頼りと
して、地域各国が低迷から抜け出すだけ
でなく、中国も世界経済の復興に新たに貢
献できる。

RCEPを踏まえ、中国が日本と韓国との
間で自由貿易協定（FTA）協議を継続す
べきかについて、研究者間で意見が分か
れる。私自身は、協議の必要性は大きいと
考える。中日韓の発展レベルは総じて高く、
北東アジア全体の経済発展を牽引する役
割が大きいからである。それだけでなく、3
カ国は中日韓 FTA 推進から利益を得ら
れる。中日韓 FTA が、自由化とルールの
面で RCEPよりも進んだものとなり、また環

太平洋パートナーシップに関する包括的
及び先進的な協定（CPTTP）につながる
ものとなれば、その牽引の役割はさらに大
きくなる。習近平国家主席は最近中国の
CPTTP 加入について積極的姿勢を明確
にしている。将来的なアジア太平洋経済
一体化推進において、中日韓 FTAは大き
な役割を果たすだろう。

米国新政権発足に伴い、中国と米国
の経済貿易関係を改めて考える必要があ
る。これまでの4年間、米国の急進的な関
税政策や米国が主導してきた貿易摩擦に
よっても、米国の貿易赤字が解決するどこ
ろか、拡大している。それだけではなく、両
国がマイナスの影響を受け、その負の影響
を世界経済も被っている。中国側は、バイ
デン政権と経済貿易について対話し、建
設的な協力関係を形成したいと望んでい
る。米国は中国を競争相手と見るが、両

国は競争と協力の関係を発展させ、持続
可能な発展と安定した協力関係に基づく
相互利益のある二国間関係を築く必要が
ある。これは、アジア太平洋地域の安定と
一体化にとっても重要である。

最後に、結論を述べる。北東アジア経済
協力と経済一体化の歩みが、アジア太平
洋地域の安定と繁栄に貢献することを期
待したい。また、RCEP が軌道に乗って、
全参加国の発展につながることを望む。経
済危機や金融危機があるたびに、北東ア
ジアの地域協力の重要性を切に感じる。
現在の世界経済の衰退と新型コロナウイ
ルスという二重の衝撃のもと、世界は不確
実性や複雑さに直面しているが、中日韓協
力を中心として北東アジア地域がさらに緊
密になって、協力してこの困難な時期に立
ち向かうことを期待したい。

2020年9月以来、米中貿易戦争の終
了につながると期待される三つの出来事
があった。まず、米国が導入した広範囲
の中国製輸入品に対する関税について、
WTO 規則違反の判断が示された。第二
に、昨年11月に提示された第14次五カ年
計画案の中で、「中国製造2025」が明示
されず、実質的に消えたと考えられる。第
三に、ジョー・バイデンがアメリカ大統領選
挙に勝利した。今日は2番目の「中国製造
2025」の問題に焦点をあてる。これはトラン
プ政権の下で発生した米中摩擦の焦点
の一つであった。
「中国製造2025」は10分野を優先産

業として定義した。このことが、マイク・ペ
ンス前副大統領による「中国は最新産業
の90％を独占しようとしている」という批判
を招いた。しかし、中国が急に特別なこ
とを言い出したわけではない。第12次五
カ年計画にも「戦略的新興産業（SEIs）」
という構想があり、これはほぼ「中国製造

2025」の優先産業と重なっている。現在の
第14次五カ年計画案は、第12次五カ年
計画の延長線上にあり、「戦略的新興産
業」が再度提起されている。そこでは、こ
れら2つの五カ年計画の間に出てきた「中
国製造2025」は言及されていない。
「中国製造2025」の特徴は、その下で

実施された諸政策に表れている。具体的
には、核心産業の技術ロードマップと11の
産業ごとの実施計画、その他戦略的な任
務のための7つの行動計画指針があった。
これらの指針のほとんどは2020年に廃止
された。もしこれらの指針が更新されてい
れば、「中国製造2025」はまだ実効性が
あると判断できるが、そのような動きは見ら
れない。

ここからは二つの産業に焦点をあてた
い。まず集積回路（IC）を取り上げる。「中
国製造2025」では、曖昧にではあるがハ
イテク産業のローカライゼーションについて
触れられている。そこでは「核心的な部品

と重要な基礎材料」について、2020年ま
でに40％の「自主保障」を実現し、さらに
2025年までに70％へ引き上げることが記さ
れている。この「自主保障」が何を指すか
不明瞭であるが、ハイテク製品と主要部
品の生産拠点の国内移転を含むと考えら
れる。政策の詳細を記述した「技術ロード
マップ」には、中国が近い将来発展させる
べき56の技術について、2020年と2025年
の国産化率の目標が示されている。「中
国製造2025」は技術ロードマップを常に
更新することを規定していて、2015年版と
2017年版が公布されたが、その後の改
訂版は公布されていない。技術ロードマッ
プを立案したのは、馬凱副首相（当時）を
リーダーとする指導グループの下にあった
「国家製造強国建設戦略諮問委員会」
だが、そのホームページには2018年3月に
退任した馬凱の名が残されている。こうし
たことから、諮問委員会は2018年後半か
ら活動していない可能性がある。

2020年代における中国の産業政策
東京大学社会科学研究所教授
丸川知雄
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当初のロードマップでは、IC の国産化
率は2020年までに49％、2030年までに
75％へ引き上げることが目標として示され
ていた。この目標は2017年版では、2020
年58％、2030年80％に改訂された。中国
は、主に東アジアから毎年3000億ドル以
上の ICを輸入している。韓国と台湾が最
大の輸出元である（図１）。中国による国産
化拡大はこれらの国々のIC企業の生産と
輸出の減少につながる。

しかしながら、実際の国産化率はロー
ドマップが示すほど高くない。私の計算で
は、2019年は35％である。技術コンサル
会社の ICインサイトによれば、2014年は
15.1％、2019年は15.7%と低かった。2020
年の実際の国産化率はロードマップの目
標を大きく下回った可能性が高い。

実際には、国家 IC 産業投資基金や
清華紫光集団を含む政府によって作成さ
れた IC 国産化に向けた方針があり、これ
が政府目標の代わりとなっている。これに
対して米国は非常に敏感に反応し、商務
省は2015年に中国のスーパーコンピュー
ターへのインテル製 IC の輸出を停止し

た。中国は、2016年と2017年にスパコンラ
ンキングで世界第1位になった「Sunway 
TaihuLight（神威太湖之光）」向けに独
自の ICを開発した。2018年には、ZTE

（中興通訊）への IC の輸出が停止され、
2019年にファーウェイが米国の制裁対象
リストに追加され、同社への IC 輸出が停
止された。米国は2020年8月にファーウェ
イに対する攻撃を強め、米国の技術とソフ
トウェアを使用する世界中の企業がファー
ウェイに ICを提供すること、また TSMC

（台湾積体電路製造）が製造サービスを
提供することを禁止した。

これらの出来事を受けて中国は IC 国
産化推進という解決法に乗り出した。し
かし、その努力もアメリカの妨害を受け
た。「21世紀経済報道（2020年9月23日
付）」は、中国が IC 国産化の目標を放棄
したと伝えている。これによれば、中国の
国産化は見せかけにすぎず、14次五カ年
計画ではハイテクの国産化は言及されず、
かわりに「サプライチェーンのレベルを強化
する」ことに重点が置かれているという。中
国の政策は、国産化から、サプライチェー

ンの安全性とレジリエンスの強化にシフトし
ていると思われる。

中国産業政策のもう一つの焦点は新エ
ネルギー自動車（NEV）である。中国は
国産の電気自動車（EV）の開発と自動車
メーカー育成において大きな成功を収め
た。技術ロードマップでは、国内 NEV 産
業の目標を、2020年70％、2025年80％と
している。2015年、政府の工業情報化部
はEV電池企業を一覧にした「EV電池に
おける規制条件」を公布した。リスト掲載
企業のバッテリーを搭載した NEV のみが
購入補助金の対象となり、すべての外国
バッテリーメーカーはリストから除外された。
CATL（寧徳時代）や BYD（比亜迪）の
ような国内のバッテリーメーカーは保護のも
とで急速に成長した。しかし、2018年6月、
自動車製造の外資規制が緩和された。
NEV についても、外国企業が認可される
ようになった。米国のテスラは2019年に上
海に独資で年産50万台の EV 工場を設
立した。「EV 電池における規制条件」は
2019年6月に廃止された。中国は開放政
策に移行しつつある。国内の現地ブランド
による中国の EV 市場シェアは技術ロード
マップの目標には及ばず、60％に低下する
だろう。おそらく目標はすでに忘れられてい
る。

結論としては、第一に、「中国製造
2025」はすでに有名無実化している。これ
は、第14次五カ年計画の目標に示されて
いないこと、そして、米国の妨害の下で IC
の国産化目標を維持することは難しいこと
による。第二に、EV に関して、保護政策
は十分な成果が得られたため、NEV の保
護政策を廃止し、開放へ舵を切る時期が
来ている。第三に、中国政府は今後もハイ
テク産業の発展に対して深く関与し続ける
だろう。なぜなら、第14次五カ年計画の目
標では、「科学技術強国建設へのアクショ
ンプラン」が必要だと言及されているから
である。
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図1　中国の IC 輸出入と生産の動向

出所：中国の IC 国内生産量は尹麗波（2019）の「新興産業発展報告」より作成、IC 貿易データは UN Comtrade の
データベースより作成
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はじめに、韓国に対する米中貿易戦争
の影響について見ていく。韓国は米中両
国に輸出面で依存してきたため、米中貿
易戦争から深刻な影響を受けた。韓国の
両国への輸出は輸出全体の約40～45％
を占めている。2017年以降、対中輸出は
大きく減少し、対米輸出が若干増加した。

新型コロナウイルス感染流行の初期に
は、生産に必要な主要材料の中国からの
供給が滞った。こうした一時的な問題は
解消したが、韓国はサプライチェーンネット
ワーク多様化の必要性をはっきりと認識す
るようになった。リショアリング政策は選択
肢の一つだが、そこに明るい展望は見られ
ない。技術的、物理的な問題により、ハイテ
ク産業を中国から韓国へ戻すのは困難で
ある。中国にある多くの韓国工場が撤退で
きないのは、莫大なサンクコストを抱えてい
るからである。加えて、韓中関係の悪化も
望ましいものではない。それよりも、20年以
上の間に貿易と投資によって構築されたサ
プライチェーンをさらに安定化させる方法
について考えなければならない。

米中間では、2020年1月に「フェーズ1」
の合意ができたとはいえ、中国からの輸入
関税は平均19％前後で、貿易戦争以前
の3％よりも高い。米国が得たのは、農産品
などをより多く輸入するという中国側の約
束だけである。その実行率は約58％に留
まりそうであり、結局、米国が大きく負ける
ことになりそうだ。トランプ政権の貿易赤字
削減努力によって、中国からの輸入は減
少したが、ベトナムなどからの輸入は顕著
に伸びている。現在、米国はベトナムを為
替操作国に認定している。さらにトランプ政
権の下で、米国は世界の貿易システムに
おけるリーダーとしての信頼を失った。今こ
そ、安保を理由とした保護主義に走るので
はなく、自由貿易体制を維持するため、実
効性のあるリーダーシップを示すべきだ。

米中貿易戦争は、両国の戦略的な競
争の一面にすぎない。1992年に中国と外

交を樹立して以来、韓国はリスクヘッジ戦
略を採り、中国とは経済の面で、米国とは
軍事や安全保障の面で協力してきた。米
中の戦略的な競争は韓国にとって極めて
好ましくない状態を生み出している。この状
況を克服するために、金大中、廬武鉉、文
在寅大統領は北朝鮮との平和的な対話
を行ったが、その努力も無駄になった。

韓国のリスクヘッジ戦略は中国が発言
力をますます強めていく将来においても維
持可能なのか。韓国と米国は70年間、北
朝鮮の脅威に対処するため同盟関係を
維持してきた。この脅威が完全に消滅しな
い限り、韓米同盟は維持されるはずだ。し
かし、中国も地域において重要な戦略的
なパートナーであり、韓中両国は、経済・非
経済領域で二国間の戦略的な協力関係
を強化するように努めなければならない。さ
らに重要なのは、米中ともに、韓国に対し
てどちら側を選ぶのか圧力をかけてはなら
ないということだ。

次に、韓日中 FTA への韓国の見方を
示したい。朱鎔基首相は2002年11月、カ
ンポジアのプノンペンで開かれた3カ国サ
ミットで韓日中 FTA の実行可能性につい
ての共同研究を提起した。2003年10月、3
カ国サミットで共同研究の結果が発表され
たが、いまだに韓日中3カ国は FTA の必
要性についての公式的な合意に至ってい
ない。3カ国は外交のレトリックとして関心を
示しただけである。本格的かつ実行可能
な合意がすぐになされることはないだろう。
とはいえ、何もしないよりは、経済的統合に
ついての対話を首脳レベルで始めることが
重要である。

提案されている韓日中 FTA は、市場
主導型ではなく政府主導型の制度的な枠
組みによる地域経済統合の再構築の可
能性を示している。ASEAN10の国々は
ASEAN 自由貿易地域（AFTA）を開始
させており、東アジアの経済統合におい
て3カ国がリーダーシップを示すためには、

ビジョンとロードマップを提示する必要があ
る。この際、韓日中 FTAを含まない東アジ
ア FTAと、それを含む東アジア FTA の
二つの方向がありうる。RCEP は韓日中を
除く東アジアFTAに近いが、他のメンバー
としてオーストラリアとニュージーランドが参
加している。

2002年早々に、廬武鉉政権下の韓国
政府は、韓日中 FTA の実行可能性など
について検討を始めた。私は対外経済
政策研究院（KIEP）の上席研究員とし
て2003～5年にこの調査プロジェクトに関
わった。私の結論はシンプルで、いかなる
経済統合も、その実現には経済利益だけ
でなく政治的資本が必要である、というも
のである。

もちろん、貿易統合は3国が特に産業
内貿易を通じて確固たるサプライチェーン
を構築していく上で明らかに有益である。
2004年11月、私は、韓国の学術雑誌に

「貿易構造はいかに経済成長に影響す
るか？韓日中の FTAを例として」という論
文を発表した。そこでは、韓日中3カ国は
伝統的な比較優位に基づく産業間貿易よ
りも産業内貿易を増やしてきていたため、
FTA の成立によって産業内貿易が増加
するだろうと述べた。

それでは、どのようにして政治資本を増
やすことができるだろうか。私は3カ国の文
化的な連結が必要だと考えるが、現実に
は文化的分断が生じている。最近、韓国と
中国は国交樹立30周年を記念して2021
～22年を文化交流年と定めた。日中間の
国交は、韓中間より20年早い1972年に正
常化した。今、我々は如何に相互に好意
的な認識を広めるかを真剣に考える必要
がある。隣人に対して極めて深刻なネガ
ティブバイアスと偏見を持っていることは、
残念である。エコーチェンバー効果や確証
バイアスを通じて、人々はますますお互いを
敵視するようになっている。2021～22年の
韓中文化交流年を、韓日中文化交流年に

中国と北東アジアの経済協力―韓国の視点から―
慶熙大学校国際大学特任教授、韓国現代中国学会前会長、暁星化学理事
王允鍾（ワン・ユンジョン）
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拡大すべきだ。私は東京オリンピックの成
功を願っているが、そうしたあらゆる機会を
生かして、韓日中の文化交流を進めるべき
だ。

最後に、中国の勃興による挑戦と機会
について論じたい。豊かになった中国は、
日本がかつてそうだったように大きな市場
を提供するので、我々は中国の勃興を歓

迎しなければならない。しかし、中国の独
断的、攻撃的、好戦的な外交はアジアの
近隣諸国には歓迎されないだろう。中国は
穏当かつ真正で魅力的なソフトパワーによ
るリーダーシップを発揮すべきである。

北東アジアの経済協力の将来を考えて
みよう。北東アジアは「平和と繁栄」という
共通の利益を持つ。北東アジアが共通の

アイデンティティを持つ可能性もあるが、確
信はない。北東アジアの国々で価値観とビ
ジョンは共有されていない。また、協力を強
化するための制度的枠組みもない。歴史
的な負の遺産と安全保障問題は未解決
のままである。しかし、焦る必要はない。次
世代がよい解決法をみつけるだろう。

極東ロシアに焦点を当てて、ロシアと中
国の経済関係を見ていく。

2009年以降、中国はロシアの最大の
貿易相手国になった。2019年、ロ中貿易
額は3.4％増加し、過去最高の1110億米
ドルに達した。2020年、主に新型コロナ
ウイルスの影響で、両国の貿易額は2.9％
減少し、1077.6億ドルになった。主要対中
輸出品である石油価格の下落の影響もあ
る。新型コロナウイルスの影響もあって、ロ
シアの対中経済依存度が著しく上昇し、ロ
シアの対外貿易に占める中国のシェアは
2019年の16％から2000年の18.1％に上
昇した。中国の貿易総額に占めるロシア
のシェアは1％程度だろう。つまり、お互い
の経済的依存度には大きな非対称性があ
る。市場の論理に従って、ロシアが徐 に々
中国の経済軌道に引き込まれることは避け
られない。中国には天然資源とエネルギー
に対する大きな需要があり、ロシアは天然
資源とエネルギーの主要な供給国である。
同時に、ロシアが中国を主要な経済パート
ナーとしたのは、ウクライナ危機とそれに続
く西側との対立から生まれた政治的判断
でもあった。

中国との経済関係緊密化の現実は、当
初の予想よりも複雑である。ロシアにとって
最大の失望は、中国からの外国直接投資
が少ないことである。今のところ、中国の投
資家は静観姿勢を保っている。他の外国
企業と同様に中国の投資家も、ロシア市場
に参入するリスクは高く、利益はさほど大き

くないと考える傾向がある。
中国の経済軌道に取り込まれつつある

中、政治的独立や主権を守るため、ロシア
は中国への過度な依存を回避しようとして
いる。実際、ロシアは中国の融資受入に
慎重で、多額の債務を負わないように注意
している。これは、単に対外債務累積を
嫌っているだけでなく、ロシアに対する中国
の金融レバレッジを避けようとする意志の
表れでもある。

過度な依存を回避する方針は、ロシア
が中国との自由貿易協定を急いでおらず、
2019年10月に発効した非関税貿易円滑
化協定にとどまっていることにも表れてい
る。インドと同様、ロシアは自国の競争力
が低く、中国への市場開放は国内産業に
とって大きなリスクだと認識している。

米中関係のロシアへの影響は一意で
はない。ロシアの著名な経済学者は、2
大経済大国のデカップリングは、世界経
済にとっても、ロシアにとっても悪影響があ
ると述べている。ロシアは中国のバリュー
チェーンに統合されることで、その悪影響
を部分的に打ち消せるかもしれないが、そ
こには中国への過度な依存のリスクがあ
る。したがって、米中間で進行中の経済
的デカップリングからロシアが利益を得るこ
とはないだろう。

ロシア極東は、政府の努力にもかかわら
ず、外国企業にとって魅力に乏しく、政府
や国営企業の資金に大きく依存し続けて
いる。外国資本により近年完成した、ある

いは進行中の大規模プロジェクトはほとん
どない。2014年以降、地域発展のために
中国から資金を誘致することを期待して、
ロシアは極東への投資に対する非公式か
つ暗黙の制限を解除した。ただし、現時
点で、極東での中国の FDIプロジェクト
で、比較的大規模といえるのは4件しかな
い。ロシアは第三世界の国 と々は異なり、
天然資源の開発利用や中国人の労働雇
用などにおいて、中国企業を監督、規制し
ている。ロシアの規制は厳しく、また中国企
業に例外を設けたくもない。中国のロシア
への投資を思いとどまらせるもう1つの要因
は、外国資本による港湾など戦略的資産
の支配に対する制約である。中国遠洋海
運集団有限公司（COSCO）に主要港で
あるピレウスを売却したギリシャの対応とは
異なる。こうしたことによって、中国人がこ
れまで極東ロシアの輸送およびエネルギー
インフラへの投資を控えてきた理由が説明
できる。極東と国境を接している中国東北
部は、それ自体が長期的な経済停滞と人
口減に苦しんでいる「ラストベルト」であっ
て、助けにはならない。

北東アジアでは天然資源の消費が減
少する傾向がみられ、ロシア極東の明るい
未来を描くことは難しい。歴史的にロシア
極東の豊富な自然資源の主要消費国で
あった日本は、人口減少とエネルギー効率
改善により、すでに資源消費のピークを過
ぎた。同様に韓国でも、天然資源の需要
量は減少傾向に移るだろう。中国の経済も

露中経済関係と極東ロシア
極東連邦大学東洋研究所地域国際研究院副所長・准教授
ルキン・アルチョム
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成熟しつつあり、ロシア極東の資源に対す
る需要は遅かれ早かれピークに達する。し
たがって、ロシアはそれに備えなければなら
ない。

エネルギー貿易はロ中二国間経済関係
の最も重要な部分である。2019年12月、
巨大な天然ガスパイプラインシステムである

「シベリアの力（Power of Siberia）」が
稼働した。ロシア極東、東シベリアの天然
ガスが順調に中国に輸出されている。さら
に、西シベリアからモンゴル経由で中国に
天然ガスを輸送する2番目のパイプラインも
計画されている。

食品は石油に次ぐ2番目に大きな対中
輸出品目で、今後農業分野はさらに重要
になっていくだろう。問題は、中国が大豆

に注目しているのに対し、ロシアは豚肉をは
じめとした肉類やその他の農産物も幅広く
中国に輸出したいと考えていることである。
中国は現時点で、肉市場をロシアに開放
することに消極的だ。

運輸・ロジスティクス分野では、ロシア極
東と中国を結ぶ輸送インフラ整備で大きな
進展があった。両国の境界であるアムー
ル川を越えてロシアと中国を結ぶ史上初
の二つの橋梁が特に重要である。ブラゴ
ヴェシチェンスクと黒河を結ぶ自動車橋は
2020年春に完成したが、感染拡大の規制
により、まだ供用開始していない。ニジネレ
ニンスコエと同江を結ぶ鉄道橋は建設の
最終段階であり、2021年か22年に完成す
る予定である。

最後に、中国への過度な依存リスクの
例として魚類輸出を取り上げる。ロシアの
魚類輸出の60％以上が中国向けだが、
2020年12月、新型コロナウイルスの懸念に
より、中国の港湾はロシア産魚類の陸揚げ
を停止した。ロシア極東海域のスケトウダ
ラの輸出先として、中国に代わる市場はな
く、水産会社にとって大問題である。最善
の解決策は、加工して輸出することだと思
うが、加工施設を整備するには、長い期
間と多くの投資が必要である。この例は、

「戦略的パートナー」であったとしても、一
つの主要な売り先に頼ることがいかに危
険かを示している。

1990年以降、モンゴルは市場移行を
進め、鉱物資源の開発輸出指向型の経
済システムに転換していった。この間、中
国市場はモンゴルの経済規模拡大と対外

貿易増加の面で重要な役割を果たしてき
た。対外貿易はモンゴルの経済成長を推
進する主要な原動力であり、モンゴルの貿
易額の対 GDP 比は過去20年間に100％

増加した。さらに、モンゴルの経済規模と
貿易額は12倍に拡大した（図2）。モンゴ
ルの輸出額は2000年の5億ドルから2019
年の76億ドルへと14.1倍になり、輸入額
は6億ドルから61億ドルへと10倍になった。

中国の台頭はモンゴルに様々な影響
を及ぼしている。第一に、中国はモンゴル
の鉱物資源などの巨大市場である。対中
貿易は2020年に74億ドル（総貿易額の
57.5％）で、瀝青炭と銅精鉱が対中輸出の
36.6％と32.4％を占めた。第二に、中国はモ
ンゴルへの工業製品、IT製品、消費財の
主要供給国である。「グリーン成長」、「双
循環」などの中国の新しい政策は、モンゴ
ルの輸入にプラスの影響を与えるだろう。
第三に、中国はモンゴルの主な投資国の
一つである。中国はカナダに次ぐ2番目の
投資国であり、1991年以来モンゴルへの
FDIは51億ドル、2005年以来モンゴルに
18億ドルのソフトローンを提供し、1991年以
来32億人民元の無償援助を提供してい
る。また、中国は地域経済統合と大陸を横

中国サプライヤーから地域サプライヤーへの移行
� ―モンゴルの視点から―
モンゴル科学アカデミー国際関係研究所中国研究部長
シュルフー・ドルジ

2000年 2005年 2010年 2015年 2017年 2018年 2019年
GDP 1137 2500 7189 11750 11426 13067 13640

貿易量 1151 2249 6109 8467 10538 12887 13742

輸出量 536 1065 2909 4669 6201 7012 7620
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図2　モンゴルの GDPと貿易規模の推移

出所：モンゴル国立統計局および世界銀行データより作成
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断する接続性の原動力でもある。中国・モ
ンゴル間の最大の国境検問所であるエレ
ンホト（内モンゴル自治区）経由の貨物量
は、2020年に前年比13.5％増の1700万ト
ン超となった。エレンホト経由の中国～ヨー
ロッパ貨物列車のルートは全部で43あり、
ウランバートル鉄道（UBTZ）によると2017
年に539本、2018年に855本、2019年に
1454本、2020年に2300本の列車が通過し
た。

中国台頭のマイナス影響もある。第一
に、貿易が一国の市場に過度に依存し
ている。鉱業部門はモンゴルの GDP の
25％、鉱工業生産の72％、輸出の90％を
占めているが、輸出の90％は中国向けで
ある。第二に、中国市場の市況や政策
変更に対する脆弱性が強まっている。例
えば、中国では2018年から2050年の間
に、発電燃料に占める石炭の割合を64％
から30％に引き下げ、非発電用の石炭消
費量を19％減少させることを目標にしてい
る。CGE モデルを使ったシミュレーションに
よれば、中国の石炭需要が着実に減少
すると、モンゴルの輸出は年平均1.1％、
経済成長は同0.7％ポイント低下する。

モンゴルはこれまで、工業化、都市化、
インフラ近代化といった課題を克服し、良
好な対外環境と改革開放時代の恩恵を
受けてきた。今日、新型コロナウイルスの
感染拡大のほか、地理空間的、地政学
的、そして生態学的な多くの新たな難題
に直面しているが、これらの課題は、より
豊かで、より公正で、より環境に優しい未
来の基礎を築く貴重な機会でもある。

新型コロナウイルスに関しては、モンゴ
ルは、経済を順調に動かしていくために中
国との良好な関係を維持しなければならな
いと同時に、国内での感染拡大を防ぐこと
も求められている。2020年2月下旬、ハル
トマーギーン・バトトルガ大統領は約5時間

の中国訪問を行い、新型コロナウイルス発
生後に中国を訪問した初の外国首脳とし
て、習近平国家主席に温かく迎えられた。
中国は、モンゴルが戦略的パートナーとし
て3万頭の羊を寄贈したことに感謝の意を
表した。

コロナウイルスの感染拡大により、国
家介入を求める声が高まる中、新興経
済国では、政府の役割の拡大が長期的
にプラスになるかマイナスになるか難しい
判断を迫られている。欧州復興開発銀行

（EBRD）の最新の移行報告書によると、
旧共産圏の国の45％の人々が国有企業
の比率を高めることを支持している。

インフラ整備に関わる地理空間的課題
もある。モンゴルの広大な国土と人口密
度の低さは、経済開発全般、特にインフ
ラ投資における特有の課題を生んでいる。
これらモンゴル特有の課題は、過去15年
間の経済成長を牽引してきた鉱業部門に
対する過度の依存とも関連している。世
界銀行の「2020 InftraSAP」報告書によ
ると、モンゴルは、鉱物、畜産、観光、エ
ネルギー、輸送、サービスなど主要産業
のバリューチェーンに注目し、それぞれに
特有のインフラ制約に対処する必要があ
る。

一方、過去2年間で、戦略プロジェクト
に大きな進展も見られた。国有企業であ
るエルデネス・タバントルゴイ社の売上と純
利益が劇的に増加し、鉄道、道路、選炭
プロジェクトへの投資が拡大した。さらに、
新ウランバートル国際空港の供用開始準
備が進み、石油精製施設が完成し、最
初の多国間送電線が試運転され、主要
な国境検問所の改良プロジェクトも開始さ
れた。さらに、モンゴル縦貫道路・鉄道網
の改修プロジェクト、モンゴル経由の「シベ
リアの力2」ガスパイプライン建設プロジェ
クト、国際送電線に沿った大規模な熱・再

生可能エネルギー開発といった、多国間
メガプロジェクトの実現可能性も高まってい
る。モンゴルの県間道路網のうち7412.5㎞

（49.65％）が舗装済みとなり、ほとんどの
県庁所在地が首都ウランバートルと舗装
道路で結ばれている。また、アジア・ハイウェ
イAH3の一部であるウランバートルからダ
ルハンまでの200㎞の2車線道路を4車線
の１級幹線道路に改修するプロジェクトが
進行中だ。タバントルゴイ～ズーンバヤン
鉄道新線の建設によって、タバントルゴイ
の原料炭は単一市場への依存を脱する
ことができ、鉄道沿線で未開発の約40の
鉱床の資源も含めて、国際市場価格で
外国に供給されることになる。完成時期
は、当初予定の2022年ではなく、2023年
3月の見込みだ。もう一つ重要なプロジェク
トは、タバントルゴイ～ガシュンスハイト鉄道
プロジェクト（全長267㎞）で、年間最大
3000万トンの石炭輸出が見込まれている。
これにより輸送費を1トンあたり約8ドル削減
でき、隣国や第三国市場への輸送コスト
は自動車輸送の4分の1になる。

2020年10月21日、アジア開発銀行
（ADB）は、中国の内モンゴル自治区とモ
ンゴルとの国境に面した地域の経済・生
活環境を改善するために、最大4億2000
万ドルをマルチトランシェ融資ファシリティ

（MFF）として承認した。
最後にまとめると、モンゴルにとって、単

一の大市場への依存度を下げ、「鉱物資
源の呪い」を回避し、経済と輸出市場を
多様化するために、北東アジアの大市場
に鉱物を輸出し、地域統合に参加するこ
とが、最短かつ最も実現可能な方法であ
る。輸送回廊と物流施設の整備は、モン
ゴルの道路・鉄道システムとアジアのネット
ワークの統合、そして国と地域の経済成
長や貧困削減に貢献した。
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2020年、北朝鮮経済は深刻な問題に
直面した。新型コロナウイルスの流入を防
ぐため、2020年1月24日、国家緊急防疫
体制として、国境封鎖を宣言した。物資
の流入を厳しく管理したため、経済への
負荷が強まった。これらに加え、2020年
の自然災害により、北朝鮮の国内経済発
展は大きく圧迫された。

北朝鮮の市場における米・ガソリンなど
の主な商品価格と為替レートは、2～4月
の感染爆発初期に大きく変動した後、安
定傾向に戻った。北朝鮮は食糧の供給
不足を補うために、必要不可欠な穀物と
食用油の輸入を継続しているほか、ロシ
アからの食糧援助を受けた。大豆油、小
麦粉、ショ糖などの制裁対象外の食品の
輸入額は、5月の貿易再開当初、前年同
期と比べ大幅に増加した。しかし、輸出
がより大きく減少したので貿易赤字は拡大
した。観光などからの外貨収入が限られ
る中で、貿易赤字を長期的に維持するの
は困難だ。とはいえ、少なくとも短期的に
は、貿易により食糧難が一部緩和された。

2021年1月に開催された朝鮮労働党
第8回大会に関する概要記事からは、北
朝鮮の国家戦略の方向性を見てとれる。
政治方針としては、経済建設を中心にお
いた国家戦略を強化している。この際、
経済発展の原動力に「人民大衆第一主
義」がおかれた。また、内閣は責任をもっ
て経済運営に取り組むことが求められてい
る。大会では、制度的な問題や古い業
務体制からの思考の転換の必要性が繰
り返し指摘された。

軍事面では、国防力を発展させる方針
が示された。核兵器開発は過去5年間の
最大の成果であり、これをさらに発展させ
る意思を示している。戦術核兵器や大型
核ミサイルの開発を継続し、核兵器による
先制や報復能力を高めようとしている。水

中及び地上から打ち上げる固体燃料大
陸間弾道ミサイルの開発事業や、原子力
潜水艦建造や戦術核兵器の水中発射実
験も提起されている。国家戦略が経済建
設中心の方向に移行するに伴い、国防で
もハイテク分野の発展に重点が置かれる
ようになった。北朝鮮が核兵器開発を強
化しているのは、党の政治的地位を高め、
軍事的抑止力で国内の団結と安定を図
る必要があると同時に、米韓などに軍事
力を示すためでもある。

経済面では、「自力更生」の経済発展
路線を提唱し、段階的発展の道を模索し
ている。新五カ年計画の中心的な課題
は、金属工業と化学工業を鍵とし、人民
経済の全部門の生産を回復させることで
ある。農業部門、軽工業部門、観光部
門などにも言及している。

対外政策の面では、韓国と米国に対
する北朝鮮の姿勢はより強硬なものとなっ
た。大会の概要記事では、南北関係は
2018年4月の「板門店宣言」発表前に
戻ったと指摘されている。北朝鮮は、米
韓合同演習に対して何度も警告している
のに韓国側の反応がないこと、その一方
で、防疫、人道協力、個人旅行事業など
本質的ではない問題で緊張を緩和させよ
うとしていることを強く非難している。

大会で示された対米政策は、「強対
強、善対善（アメリカが強硬策にでれば北
朝鮮も強硬策で対応する、軟化すれば軟
化する）」というものだ。バイデン政権によ
る北朝鮮政策の変更を見込んでいないこ
とを示唆する表現もある。北朝鮮としては、
韓国と米国が先に態度を示す形を望んで
いる。

中朝関係では、2018年以降に大きな
進展があった。両国関係の修復が北朝
鮮外交政策における重要な課題となって
いる。こうした変化は北朝鮮の国際環境

認識や判断によるものであると同時に、中
米関係を反映したものでもある。

2018年3月、金正恩委員長が初めて中
国を訪問し、習近平国家主席も国事訪問
を行った。これは14年ぶりの中国指導者
の正式訪問であった。相互訪問の中で
両者は、中朝友好協力関係を発展させる
ことは確固たる方針であり、唯一の正しい
選択だという点で合意した。

さらに、両国はいくつかの分野での交
流協力の段階的拡大を望んでいる。中国
は北朝鮮の新たな発展戦略路線を明確
に支持している。2018年以降、政治、外
交、軍事、文化、教育、観光、メディア、
地方などの分野での交流が進み、双方
の代表団訪問回数は40回余りに達してい
る。両国の世論も改善した。

中朝関係の安定と修復は、北朝鮮の
国家戦略の重要な外的条件である。朝
鮮半島の安定維持のためには、中朝関
係を改善して、半島情勢に協力して対処
する必要がある。朝鮮半島での戦争や
武力衝突の防止が、両国にとっての最低
ラインである。さらに、経済発展、人民生
活の改善の観点でも、対中政策の調整
が北朝鮮にとって最良の選択である。外
交的に孤立している北朝鮮の経済発展に
は、対外関係改善と中朝友好協力関係
の回復が必要である。

最後に、「一帯一路」に対する北朝鮮
の認識について述べたい。「一帯一路」
が提起された当初、北朝鮮の研究者は、
その内容を理解できなかったし、現在でも
意見が割れている。

2019年、中朝関係が回復し始めた時
期、10月1日の中国国慶節当日に「労働
新聞」が珍しく長い記事を発表した。北
朝鮮記者によるハルビン、大慶、フフホト
の現地取材を踏まえて、各地の経済発展
状況を細かく叙述し、中国の「一帯一路」

朝鮮民主主義人民共和国の
�国家戦略の再形成と中朝関係―中国の視点から―
中国社会科学院アメリカ研究所教授
李枏
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ディスカッション

コーディネーター
上手く管理できれば、中国の台頭は脅

威にはならないという時、どのような管理を
想定しているか。また、リーマンショック後の
内需活性化の議論と現在の「双循環」は
同じものと考えてよいか。

張薀嶺
中国の台頭は平和的なものであり、脅威

というよりも世界に貢献するものである。3
つの理由がある。第1に、中国は開放、開
発、協力のコミットメントを維持している。中
国にはそれ以外に選択肢はなく、自らの発
展には長い時間が必要だ。第2に、中国
は単独行動をとるのではなく、他国との間
で利害を共有し、多国間協力体制を支持
し続ける。第3に、多国間での危機管理
体制を構築できるかもしれない。これは中
国だけでできるものではなく、米国など他の

国々の努力も必要である。それを規定する
要因は、過去に大国が台頭した時代とは
異なる。世界は高度に統合され、相互に
依存しており、相互に信頼しなければなら
ない。懸念が現実化しないように、努力し
なければならない。

現状は、2008年の世界金融危機とは異
なる。当時は経済危機に至る過程で、世
界の需要が急減した。この際、中国は国
内企業を支えるために投資を拡大した。し
かし、今回は新しい経済成長のエンジンに
転換する必要がある。数カ月前には生産
側の議論がなされていたが、今は国内消
費を刺激する必要性が認識されている。
政府の貧困削減政策により貧困人口が減
少したので、1人当たりGDP が10000米ド
ルを超えている可能性もある。

また、「双循環」はイノベーションにも依
存する。これまで、中国は国外の技術進歩
や投資に大きく依存してきた。現在は自ら
がイノベーションの主体になりたいと考えて
いる。それは決して、内向きになるというこ

とではなく、資金を国内のイノベーションに
振り向けて、成長エンジンとすることを意図
している。米国の対中貿易制裁にも関わら
ず、中国でのイノベーションは続いている。
「双循環」戦略は、外部の資源に依存

する経済発展から、より国内資源への依
存が高い経済体制への移行を進めるもの
である。これにより中国が消費主導、イノ
ベーション主導の経済に転換する中で、日
本や韓国の企業は中国企業と共に、北東
アジアの経済連携を再構築することができ
るだろう。

コーディネーター
中国は新たな改革開放の段階として、

日本や欧米のような市場経済型の経済発
展ではなく、いわゆる国家資本主義型の
経済発展を目指しているのか。

張建平
2020年に施行した新たな外商投資法

により、外資企業は内国民待遇を受けられ

イニシアチブは国際協力、共同繁栄を実
現するために重要な貢献をしていると賞賛
した。この報道を通じ、北朝鮮は「一帯
一路」への参加に強い関心を持っており、

「一帯一路」を通じたロシアやモンゴルな
どの国 と々の多国間経済協力を望むとい
う明確なメッセージを送っている。

しかし、北朝鮮はすぐに「一帯一路」
に参加できるとは考えていない。核問題の
解決には長い時間がかかり、国連制裁の

下で、中国が北朝鮮を「一帯一路」に組
み込むことは難しい。米国は「一帯一路」
に否定的で、韓国の態度も煮え切らない。

「一帯一路」への参加が本当に利益をも
たらすのかについての疑念もある。北朝
鮮が経済データを開示しなければ、国際
的な経済組織への参加も無理である。こ
れらのことから、北朝鮮はまだ「一帯一路」
を観察している段階にある。

国際制裁と核問題がある中、中朝関係

は修復段階にある。中朝は非制裁分野
で段階的協力を進めることはできるが、実
質的な経済協力は国連制裁が解除され
てからとなる。中朝両国はこうした情勢を
認識しており、行き詰まりを打開すべくそれ
ぞれが努力している。将来的に北朝鮮も
加わって、北東アジア経済一体化の歩み
に新しい章が開かれることを期待する。

張薀嶺氏によるコメント

新型コロナウイルスの影響により、韓国
の輸出は若干減少する可能性はあるが、
中国の大きな市場に依存しているため、す
ぐに回復するだろう。北東アジアにおける
潜在的な市場は北朝鮮である。ただし、核
問題など多くの問題の先行きは不透明で
あり、北朝鮮を地域に統合する道筋はみえ
ない。私は、北朝鮮の参加を実務レベルで
実現できないかと考えて、北東アジア経済
協力に関する局長級あるいは次官級の会

議開催を提起したことがある。技術的問
題であれば、制裁に抵触せずに北朝鮮を
招いて議論ができ、これによって北朝鮮に
地域情勢を理解させ、関与させることがで
きるだろう。中朝関係は継続するにしても、
平和の維持には他の手段も必要だ。北朝
鮮は、北東アジアの平和にとって非常に重
要であり、バイデン政権下で交渉が続くこと
を願っている。

今日の議論は、北東アジアが前向きにな
る必要性を示唆している。韓国と日本が現
在の困難を脱する方法を見つけることを
願っている。この複雑な問題の解決は、歴

史問題を克服する政治的知恵に係ってい
る。日韓関係の改善がなければ、中日韓の
三国間関係を円滑にすることはできない。
その三国間関係がなければ、「CJK＋」へ
の協力拡大もできない。新型コロナウイル
スに関する協力を一つの機会として利用
できるかもしれない。また、これまでの中日
韓協力の経験が政治問題や歴史問題の
克服に資するかもしれない。このことは、モ
ンゴル、ロシアを含むこの地域のすべての
国にとって重要になるだろう。
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成果は得られていない。おそらく、EAEU
が EUと同様に関税同盟であるのに対し、

「一帯一路」は漠然とした構想にすぎな
いからだ。誰も、それらを統合する方法も実
現可能かもわからない。ロシアは、ロシア単
独としても、EAEUとしても中国との FTA
を締結することは考えていない。ロシアは
中国とは競争できない。

ロシアにとって、中国との経済関係は長
期的課題である。10年前、ロシアの主要
な経済パートナーは EU だった。ロシア自
体もEAEUも経済規模が小さいので、独
自の経済プラットホームを構築することはで
きない。したがって、ロシアは EU か中国
かを選択しなければならない。しかし今日、
政治的な理由から、EUとの経済的統合
のオプションは閉ざされている。西側との関
係が改善されない限り、中国と結びつく選
択肢しかない。長期的には、ロシアが中国
の衛星国になる可能性が高い。

コーディネーター
日本は「日モ EPA」を締結しているが、

モンゴルに対して何ができるのか。また韓
国に何を期待するか。

シュルフー・ドルジ
モンゴルは、財政、技術、人的資源が非

常に限られているし、国内市場も小さい。
これは短時間で解決できない。ここで考慮
すべき点は2つある。

第1に、鉱物など膨大な天然資源を持っ
ていることだ。しかも、中国、ロシアという巨
大市場と国境を接しているし、日本、韓国、
台湾などの多くの先進国市場も非常に近く
にある。

第2に、モンゴル市場は非常に小さい。
したがって、高度な技術や適切な管理が
必要である。優れた国家政策を通じて、よ
り多くの外国投資を誘致しなければならな
い。市場の多様化と投資資金の面では、
中国とともに日本が重要である。日本は、モ
ンゴルが FTAを締結した最初の国であ
る。中国市場は重要であり、非鉱物製品
を生産、輸出する企業をより多く設立する
必要がある。これにより、経済の多様化が
実現できるが、それには何年もかかるだろ
う。モンゴルは、製造業や畜産業、観光
産業や輸送産業などのサービス産業に焦

本が心配していた「中国製造2025」が14
次五カ年計画に盛り込まれない見込みに
なったことは評価すべきではないか。「本
当は裏でやっている」と邪推しないほうが
いい。ただし、IC の投資ファンドなど既存
の動きが止まったわけではない。「中国製
造2025」は、ビジョンを示して鼓舞するとい
うタイプの政策なので、表面上見えなくなっ
たということは、意味がほとんどなくなったと
いうことだ。

中国は、IC の国産はするが、国産化率
は追求しないだろう。米国との摩擦を通じ
て痛感したことは、DRAM など世界各国
から調達できるものをわざわざ国産化する
意味はなく、そのための設計ツールなど肝
心な部分を国産化するか複数のソースを
持つことが、産業の安全性の面では重要
だということだ。これは正しい発想だ。国産
化率をむやみ追求すると、米国や日本など
近隣国に対して、「もう買わない」と宣言す
ることになり、無用な摩擦を招くだけだ。中
国がサプライチェーンの安全性を強調した
のは、弱点を補強するという趣旨だ。

コーディネーター
日中韓 FTA の障がいとして指摘され

た文化的デカップリングは韓国の問題なの
か。日本にも同じ問題はあるか。日本と中
国は日中韓 FTA に積極的で、韓国が一
番消極的なのではないか。

王允鍾（ワン・ユンジョン）
文在寅政権の外交における最大の関

心事は米朝二国間協議である。外交部
長官は、北朝鮮問題の専門家である鄭義
溶氏に交代する予定であり、日中韓 FTA
への政権の関心は薄く、その考え方を変え
るのはとても難しい。

コーディネーター
中国とロシアは「一帯一路」と「ユーラ

シア経済連合（EAEU）」の連携を進めて
いる。これによって、ロシアが中国の衛星
国になってしまうという危惧はないのか。

ルキン・アルチョム
2015年5月の習主席のモスクワ訪問

時、両首脳は「一帯一路」とEAEU の連
携に関する合意に署名した。しかし十分な

るようになった。外資企業の事前審査・認
可の流れは国内企業と全く同様である。
企業設立後は、中国における資産が徴収
されることがなくなったほか、政府調達にも
参加でき、知的財産権も保護される。2020
年の世界の海外直接投資は30～40％程
度減少したが、中国への直接投資は6％
増えた。日本や韓国も含めて、対中投資は
ますます増えるだろう。中国はサービス業
やハイエンド製造業の対外開放を拡大し
ている。外資を制限、禁止している業種は
30足らずだ。

中国は21省に貿易自由試験区を設置
し、これを通じて世界的な FTA のネット
ワークに参加している。試験区とFTA が
相互に連関することで、中国の新たな改
革開放が促進される。RCEP のルールを
地域でも導入していく過程で、中国の対外
開放が進む。これにより、第14次五カ年計
画の目標の達成が可能になる。

中国を「国家資本主義」であるという見
方は正確ではない。国有企業数は大幅に
減少しており、インフラ、金融、エネルギー、
通信サービスなどの基盤産業に限られる。
民営企業数はすでに3000万社に迫って
いる。民営企業の貢献は「五六七八九」
という5つの数字にまとめられる。民営企業
の貢献は50％（「五」）、GDP、固定資本
投資、対外投資の面では60％（「六」）、
技術革新の分野では70％（「七」）を上
回り、主導的な役割を果たしている。さ
らに、80％以上の都市労働者は民営企
業で雇用され（「八」）、新規就業機会の
90％は民営企業によって提供されている

（「九」）。このような状況をみれば中国に
は「国家資本主義」は当てはまらないだろ
う。

コーディネーター
第四次産業革命、AIやIT、IoTなどで

高品質な半導体の必要性が高まる中で、
中国はその国産化をあきらめたとは思えな
い。「中国製造2025」をやめたのではなく、
用語を使わなくなっただけではないか。

丸川知雄
電気自動車や5G で満足できる成果が

得られたので、「中国製造2025」は不要
になったという言い方ができよう。米国や日
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点を合わせて発展させる必要がある。地
理的位置のおかげで、モンゴルの発展に
は大きな可能性がある。また、経済発展と
産業の多様化のためには、優れたインフラ
プロジェクトも必要である。将来、モンゴル
は世界をつなぐ回廊の一部になりたいと考
えている。

コーディネーター
北 朝 鮮は2013年から2017年にかけ

て、核開発と経済建設の併進路線をとっ
た後、2018年に経済建設に集中する方向
にシフトした。今回の党大会は併進路線へ

の復帰であると見なせるか。また、これまで
の5カ年計画はなぜ破綻したのか。新5カ
年計画の実現可能性をどう評価するか。

李枏
党大会終了後、ただちに最高人民会議

が開催され、今年度予算に占める国防費
の割合は15.9％で、従来水準に維持され
た。経済予算は0.6％上昇した。北朝鮮は
経済発展に重点をおいていることがわか
る。さらに自国の5G の精度を向上させると
した。北朝鮮は経済発展を優先させる前
提のもとで、特にハイテク技術を経済開発

に活用しようとしている。
北朝鮮は五カ年計画が成功しなかった

ことを表明した。国際制裁と硬直的な経
済体制がその要因だと総括している。他に
も頻発する自然災害や国家と市場の関係
が明確でないことも要因だと思う。後者の
問題を解決しなければ、硬直的な業務体
制も変えられない。

次の五カ年計画には、比較的実現可能
性が高いプロジェクトがある。例えば、ピョ
ンヤン地下鉄の改築、公共交通インフラ建
設である。また、民用住宅建設の目標も5
年のうちに実現できる。

A. （王允鍾（ワン・ユンジョン））韓日関
係は非常にデリケートな問題となっている。
韓国の与党は、日本に対する国民感情を
利用して政治的支持を得ようとして、頑な
な態度をとっている。私はこのような雰囲
気を非常に懸念していて、韓日関係の正
常化について議論したいのだが、正常化
を口にするだけで、「あなたは韓国にいる
日本人だ」と言われるので、口を閉ざさな
ければならない。韓国で、このような雰囲
気を変えるのは難しい。この関係を改善
するには、より勇気のある政治指導者が
必要かもしれない。

最近、文在寅大統領は日本に対する
態度を軟化させた。東京オリンピックへの
金正恩総書記の招待を提案したとされる。
もちろん重要なイベントであるが、効果はよ
くわからない。それよりも、日米との関係を
深めることが重要だ。GSOMIAを更新し
て、韓日間で軍事情報を交換する必要が
あるが、文大統領には関心がなさそうだ。

Q 5 .  「自由で開かれたインド太平洋
（FOIP）」は北東アジアにどう影響するか。
中国の「一帯一路」とFOIPは対立する概念
か。

A. （張建平）中国が「一帯一路」を
提起するのは、発展と協力のための包
括的プラットホームを構築したいからであ
り、どの国であれ協力の希望があれば
排除しない。「一帯一路」はユーラシア
大陸から、アフリカ、オセアニア、ラテンア
メリカまで広がる協力プラットホームである。

Q2. 安全保障の観点からの米国の対中
警戒感が緩和されるとは考えられない。

A. （丸川知雄）米中間、日中間でデカッ
プリングしなければいけない分野は主に軍
事関係であり、その分野では中国はすで
に国産化している。例えば、中国版 GPS
やスーパーコンピューターの IC は、かつて
は米国から輸入していたが、今は国産化
している。デカップリングにあたり、軍民を
分けて考えることが重要だが、トランプ政
権は民用品でもくさびを打とうとした。それ
は筋の悪い政策なので、うまくいかず、米
国自身にも打撃をもたらしていることから、
早晩是正されるだろう。

Q3. ロシア極東での新港の建設に中国
が参加する場合、ロシアはどのような態度
をとるか。

A. （ルキン・アルチョム）ロシアは、極
東のインフラや港湾への投資を含め、中
国の投資を非常に歓迎している。その際
重要なのは、ロシア側が港湾プロジェクト
の過半数のシェアを持つことである。問題
は、中国の投資家も過半数の株式を取得
できない限り、投資したくないということだ。
そのため、多くのプロジェクトにおいて、中
国投資を誘致することが困難となってい
る。

Q4. 本来なら準同盟関係である日韓関
係が、政治的に難しい状況にあって貿易
にも影響している現状をどう評価するか。

質疑応答

Q1. 米国がファーウェイなどに対して制裁
を行っている状況でサプライチェーンの再
構築は難しいのではないか。北東アジア
は米国の政策にどのように対応すればよ
いか。

A. （張薀嶺）米国の制裁は短期間では
終わらないので、制裁対象外での協力を
探る必要がある。例えば、デジタルデータ
リンクの面での緊密で開放的なルールづく
りに中日韓が協力することが考えられる。
制裁の中心は半導体の部品供給であり、
ルール面での協力は可能だ。

コロナにより断絶した多くのサプライ
チェーンの調整が必要だ。一部は速やか
に回復できるだろう。また、「双循環」に伴
う革新の中で、3カ国が研究開発のため
のコミュニティを作ることもできよう。特に自
動車産業、新エネ産業は競争が熾烈で
ある。コロナ以前に、中韓、中日は充電
池で協定を作ったが、中断してしまった。
こうした技術発展はとても速い。中日韓は
いずれも自動車製造大国であり、協力す
ればルールづくりをリードできる。やりやす
い部分からやるべきだ。

同時に、アメリカに一方的制裁をやめる
よう要求するなど中米間の交渉は継続す
る。すぐには無理だが、半年後くらいには
交渉を再開できると思う。
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協力の在り方はともかくとして、北東アジア
地域も「一帯一路」の範囲に入る。中国
が「一帯一路」を提起した時、北東アジ
アでは中モロ経済回廊とユーラシアランド
ブリッジという2つの経済回廊の建設が非
常に重要であった。また、大図們江イニシ
チブ（GTI）を、北東アジア地域のサブリー
ジョナルな協力枠組みにすることができる。
「一帯一路」の協力は、政治、コミュニ
ケーション、インフラの相互通行、双方向

の貿易と投資、金融支援、市民交流など、
広範囲にわたる。北東アジアの国々は興
味のある分野と方法を選択して協力でき
る。

FOIP には、一定の戦略的指向性があ
る。しかし、実際の協力内容、その進め
方、目標の定め方などの面で、はっきりと
しない部分がある。これらの点には今後も
注意を払っていきたい。グローバル化が進
むなかで、様々なイニシアチブや戦略が

相互に対立して闘争するのではなく、お互
いに包括することを希望する。囲碁を例に
とると、自らの陣地内部にしっかりと布石
すれば最終的に勝利するが、相手陣地を
奪うことばかりしていると、表面的に利点
があっても、最終的な勝負で負けてしまう。
グローバル化と地域一体化で協力すると
いう潮流を尊重しなければならない。「一
帯一路」もこの潮流に従ったものである。
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2ndステージでは、米中貿易摩擦、新型
コロナウイルス感染症、アメリカ新政権の
発足を踏まえた現状において、今後の米
中関係や両国の政策の展開が日系企業
の事業継続やサプライチェーンにどのよう
に影響するかについて、報告と意見交換
が行われた。この際、海外展開中の企業
の参考となるような実務的な内容となること
が企図された。

名古屋外国語大学・真家陽一教授は、
基調講演「変容するグローバルサプライ
チェーン」において、（1）新型コロナと米中
摩擦問題、（2）中国の政策動向、（3）日本
企業の海外展開の方向性、（4）中国での
日本企業の事業運営、（5）サプライチェー
ンの再編の行方、という5点に注目して、中
国の政策や日系企業の動向等について
現状と展望を解説した。同氏は、ジェトロの
調査報告などを参照しながら、厳しい現状
の中でも、9割超の日系企業が中国市場の
潜在力を高く評価し、事業の拡大・維持を
考えていること、一方で、サプライチェーン
の再編が進み、中国に次ぐ進出先としてベ
トナムが注目されていることを指摘した。事
例紹介として、コマツの「市場（需要地）で
の生産」とオムロンの「選択と分散」のコン
セプトが取り上げられた。

6人のパネリストによる報告と、真家教授
による補足説明が行われた。

MCMグループホールディングス会長兼
CEOのメネンデス・マヌエル氏は、自身の
長年にわたる中国ビジネスの経験に基づき

「グローバルサプライチェーンの展望」を
提示した。同氏は、事業継続計画（BCP）
の観点から効率的なサプライチェーンの
構築・再構築はどのようなものか、それを阻
害する要因は何か、今後の方向性はどの
ようなものかについて見解を示し、サプライ
チェーン再編の際のリスク回避には製造
拠点の分散化や地産地消が有効であるこ

とを指摘した。
北京市大地律師事務所シニアパート

ナーをつとめる企業法務専門の弁護士で
ある熊琳氏は「第14次5カ年計画と日系
企業の対中進出～コロナ期を振り返る～」
を報告し、中国政府の第14次5カ年計画、
2035年の長期目標、企業支援のためのコ
ロナ対策、在中国日系企業の動向を概観
した。同氏は、中国政府の新しい政策とし
て国内外の需要をバランスよく発展させる

「双循環」戦略を紹介し、また、真家教授
と同様に、中国事業の継続を選択する日
系企業が多いことを指摘した。

ジェトロ海外調査部上席主任調査研
究員・若松勇氏は「バイデン新政権の対
中政策と在米日系企業の対応」を報告し
た。米国民の対中感情悪化を背景に、バ
イデン政権も中国への強硬姿勢を維持す
るとみられるとの見解を示した。また、ジェト
ロの調査によると、在米日系企業の4割は
米中摩擦のマイナスの影響を受けていると
いう。選挙結果の事業への影響をプラスと
評価する企業の方が多い一方で、マイナ
スの影響を懸念する企業も少なくないとい
う調査結果も紹介された。

双日株式会社海外業務部中国デスク
リーダー・林千野氏は自社の中国事業の
変遷に関して「双日の中国事業～サプライ
チェーンのあり様から考える～」と題し報告
した。近年、力をつけてきた中国企業との
競争が激しくなる中で、中国を拠点とした
東南アジアなど他の市場へのアクセスや
地産地消型のサプライチェーンの構築な
どを今後の戦略として考える必要があると
いう見解が示された。

株式会社TOWA JAPAN代表取締
役社長、新潟ベトナム協会会長の渡邉豊
氏は「コロナ後のベトナム（都市から地方
へ／地方から地方へ）」と題して、1996年
から始まったベトナムでの事業展開の経

緯を説明した。ベトナム経済は、コロナ禍の
2020年においても2.3％増のプラス成長を
記録しており、コロナ後にはベトナムへの外
国投資が加速し、それに伴ってベトナム市
場の競争が激化すると予想される。この状
況において、ベトナムに進出する場合は、
迅速な事業計画立案と実行が必要である
ことが指摘された。

最後に、ツバメロジス株式会社常務取
締役、栄光海運株式会社代表取締役の
山田剛弘氏は「政経分離、中国事業から
複数拠点体制へ」と題して、上海の現地
法人を拠点に中国での事業展開について
説明した。その中で、コロナの影響により、
在中国日系企業での日本人の不在状況に
より、業務効率の悪化や製品の品質低下
といった問題が生じ、上海現法での製品
検査、調達、貿易代行の業務が増加した
という同社にとってプラスの影響があった
という興味深い報告があった。

真家教授はパネリストの報告を踏まえて、
また基調講演の補足として、コロナ禍によっ
て顕在化した日系企業の中国事業展開の
3つの課題について解説した。3つの課題と
は、（1）産業用ロボットの活用等による生産
性向上や省力化、（2）日本本社から現地工
場・法人への権限移譲による現地化、（3）
中国の地方政府との関係強化、である。

パネルディスカッションの2巡目において、
コーディネーターの質問に対し、メネンデス
氏は外資系企業に対する中国地方政府
の支援策の重要性、熊氏は中国市場の潜
在力と日系企業の生き残り策、若松氏はバ
イデン政権の政策に対する日系企業の期
待と懸念、林氏は中国の半導体市場にお
ける日本企業のビジネスチャンス、渡邉氏
はベトナム進出の背景の詳細、山田氏は
中国から欧州への鉄道輸送の現状、そし
て真家氏は2020年の中国経済成長の要
因について、それぞれ見解を発表した。

変容するグローバルサプライチェーン
ERINA 経済交流部長
安達祐司

2ndステージ　要 　 約
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新型コロナウイルスと米中摩擦の問題、
中国の政策動向、日本企業の海外展開
の方向性、これらを踏まえた中国での日本
企業の事業運営、最後にサプライチェーン
再編の行方の5つの点について話す。

はじめに日本経済の変化に触れる。過
去20～30年の間に日本経済の稼ぎ頭は
貿易から投資に変わってきた。1999年と
2019年を比較すると、貿易収支は14.1兆
円から0.4兆円に大きく減り、投資収支は
6.5兆円から21.0兆円に大きく増えた。つま
り日本企業は海外での投資を拡大してい
く過程で、非常に複雑なサプライチェーン
をグローバルに形成してきた。現在、この
サプライチェーンに新型コロナと米中摩擦
の問題が大きな影響を及ぼしている。

昨年1月に新型コロナウイルスの感染拡
大が中国で起こった時、多くの人は中国で
2002年～2003年にかけて起こったSARS
を連想したのではないか。今回のコロナ感
染がこのSARS並の被害でとどまっていれ
ば、サプライチェーンの問題はそれほど深
刻化しなかったかもしれない。しかし、新型
コロナウイルスがグローバルに拡大する感
染症リスクとなったことで、単に中国での事
業のウェイトを引き下げれば解決できる問
題ではなくなった。

また、米中摩擦は、2018年7月以降、両
国が相互に追加関税を掛け合う貿易戦争
とも言える状況になっていった。追加関税
の最後の第4弾は2回に分けて発動される
形になっていた。2019年12月にこれが発
動されれば、特に、米国の中国からの輸入
品にはスマホ、パソコン、ゲーム機といった
一般消費財が多く含まれていたため、両
国経済へ甚大な影響が懸念されたが、交
渉の結果、土壇場で追加関税の発動は
見送られた。

そして2020年1月15日、米中両国は第
一段階の合意として、経済・貿易協定に

署名した。協定では、知的財産権の保護
と執行の強化、技術移転に関して外国企
業への圧力の禁止、中国は2年間で米国
からの輸入を2000億米ドル以上増やすと
いった、中国にとっては非常に厳しい内容
であった。

この協定によって米中の摩擦が終わる
とは誰も思っていなかったが、1年半にわ
たって続いた米中の貿易戦争が一時休
戦になったところで新型コロナウイルスの
感染拡大が起きた。

米中貿易戦争の構図を私なりに整理し
てみる。中国は、産業高度化政策である

「中国製造2025」の名称を米国からか
なり非難されたことから、最近は公式には
使っていないが、政策は現在も続いてい
る。産業を高度化させ、中所得国の罠を
回避しつつ、中国の夢、中華民族の偉大
な復興を実現していくことが目標だ。

一方、米国の実質的な狙いは、中国が
経済の覇権を握ることを阻止し、安全保障
上の優位性を維持するところにある。この
ため中国の知財侵害やサイバー攻撃など
を問題視し、関税引き上げなどを通じて譲
歩を迫る一方で、国防権限法を根拠に輸
出、投資の規制を強化している。

これに対して中国は、今は経済的にも軍
事的にも米国と対等に戦う力はないため、
輸入の拡大等々で譲歩しているが、「中
国製造2025」についての妥協は難しく、一
方では自力更生の道も模索し、最近では
特に米国に対抗して貿易や投資の規制を
強化している。

このように米中共に妥協の余地は限定
的であり、落としどころが見当たらない。そも
そも米中摩擦の本質は大国同士の覇権
争いであり、私は多くの人と同様に長期戦
は必至であろうと見ている。

次に、最近の中国の政策動向を見てい
く。2020年10月に中国で5中全会という中

国共産党の非常に重要な会議が開催さ
れた。この会議では、主に、今年から始ま
る第14次5カ年計画と2035年までの長期
目標の策定に関する共産党中央委員会
の建議が審議され、採択されている。この
第14次5カ年計画は、3月5日から開催が
予定されている全人代で審議された上で
正式にスタートすることになるが、その基本
方針がこの建議である。

全部で60項目にもわたる建議の中で特
にサプライチェーンに関係しているのは、

「現代産業システムの発展を加速し経済
システムを最適化・高度化を推進」という
項目である（表1）。この項目の最初に「産
業チェーン・サプライチェーンの現代化レ
ベルの向上」があり、これは5年前の第13
次5カ年計画の建議にはなかったものであ
る。

ポイントは、中国の産業チェーン・サプラ
イチェーンの長所は鍛錬し、脆弱部分は
補完していくことである。つまり長所として、
新興の産業チェーンを構築し、伝統産業
のハイエンド化、スマート化、グリーン化を
推進し、サービス型製造業を発展させる。
他方、脆弱部分とされている産業基盤の
再構築プロジェクトを実施し、重要製品と
基幹・コア技術の難関攻略に力を入れ、
先進的な適用可能技術を発展させ、産業
チェーン・サプライチェーンの多元化を推進
していくということが謳われている。

この項目にはもう1点「デジタル化の発展
加速」が入っているが、これも第13次5カ
年計画の建議の中にはなかった。今回、
世界的にデジタル経済が発展している中
で、このことが1つの建議として掲げられ
た。この中で、デジタルの産業化、産業の
デジタル化を推進し、デジタル経済と実態
経済の高度融合を推進して国際競争力
のあるデジタル産業、クラスターを構築して
いくこと等々が掲げられている。また、21世

変容するグローバルサプライチェーン
名古屋外国語大学教授
真家陽一

2ndステージ　基 調 講 演



21ERINA REPORT PLUS

のである。国内需要の減少は、日本の少
子高齢化、人口減少による。国連の人口
予測統計では、今後30年間で日本の人口
が2000万人以上減少し、生産年齢人口
であり消費や生産の担い手となる人口が
減っていくと予測されている。今後30年間
に日本は人口減少という非常に厳しい構
造問題を抱えることになる。これはすぐに解
決は難しいため、当面日本企業は海外市
場に活路を見出していかざるを得ない。

日本企業にとって米国と中国は経済的
に見ればどちらも非常に重要なパートナー
である。貿易面で1位、2位の相手国であ
り、日本企業は海外に多額の投資をして
収益を上げているが、その直接投資の収
益で見てもダントツの1位、2位であり、二者
択一はあり得ない。

実際、ジェトロのアンケート調査でも海
外で事業拡大を図る国・地域の1位は中国

（48％）、次はベトナム（41％）、タイ（36％）
と続くが、4位に米国（32％）が入っており、
この4カ国はいずれも30％を超え、米中は
経済的に大事なパートナーである。

しかしながら、米中摩擦の問題が深刻
化し、デカップリングのリスクも指摘されてい
る中で、これから中国ビジネスの戦略をど
のように再構築していくべきかが、日本企業
にとって非常に大きな課題となっている。

そこで、中国での日本企業の事業運営
の現状を見ていく。ジェトロの2020年12月
に発表された最新のアンケート調査の結
果によると、中国における今後の事業展開
について、拡大という回答は36.6％、現状
維持が55.6％、移転撤退は1.0％、縮小は
6.7％であり、9割を超える日本企業が中国
での事業を今後も拡大ないし維持していく
と回答している。

事業拡大の理由として、一番多かった
のが現地市場、中国での売り上げの増
加、2番目が成長性・潜在力の高さであっ
た。他方、一部ではあるが、縮小ないし移
転・撤退と回答した理由として一番多かっ
たのが現地市場での売り上げの減少、2
番目が人件費などのコストの増加である。
米中の問題、貿易制限措置の影響を挙げ
る回答はごくわずかであった。

この背景には中国に進出している日本
企業の構造の要因がある。その売り上げ
は、中国国内での販売（内販）か輸出か

白書によれば、都市間の高速鉄道、5G、
ビッグデータ、新エネ自動車用の充電スタ
ンドといった7分野を新型インフラと位置づ
けて投資をしていくとしている。2025年まで
に直接的な投資で10兆人民元近く、関連
投資は約17兆人民元をこのような分野に
今後強力に投資していく方向性が打ち出
された（表2）。

表2　新型インフラ建設の投資規模
� （2025）

出所：中国電子情報産業発展研究院「新型インフラ建
設発展白書」（2020年3月）を基に作成

次に、日本企業の海外展開の方向性を
見ていく。日本貿易振興機構（以下、ジェト
ロ）による日本企業へアンケート調査では、
今後の海外進出方針について、拡大とい
う回答が5割を超えており、多くの日本企業
が海外進出をさらに拡大する方向性を打
ち出している。

その理由として、一番多かったのが海
外需要の増加、次に国内需要の減少であ
り、だから海外に活路を見出したいというも

紀の石油とも呼ばれているデータ資源の
開発や、国家データのセキュリティによる個
人情報保護の強化といった方向性も打ち
出されている。

もう1つの注目点は「強大な国内市場を
形成し、新たな発展の枠組みを構築」と
いう項目である。ここでは国内大循環の円
滑化を基本としつつ、国内と国際の双循
環を促進していくという方針が謳われてい
る。最近、中国の政策を語るキーワードとし
て「国内大循環と双循環」がよく使われて
いる。この政策は、2021NICE 1st ステー
ジの基調講演で張薀嶺氏が解説したよう
に、中国も今後20年程度で、世界最大の
内需で国内経済を回し、さらに世界第2位
の貿易大国であり、対外的に世界第１位
の経済大国として世界とグローバルにつな
がる米国型の経済にしていこうというイメー
ジだ。

これ以外にも内需に関連して、「消費の
全面的な促進」、特に「新型消費」を育
成していくという項目がある。「新型消費」
は、コロナ禍で発展してきたネット通販や、
現在非常に流行っているライブコマース、
オンラインによる教育や医療といった分野
を育成していくとことである。「投資空間の
拡大」は、2020年5月の全人代で出てき
た「両新一重」、新型インフラ、新型都市
化、重大プロジェクト建設の最初の文字を
取った新語だが、この中で特に新型インフ
ラが注目されている。政府系シンクタンクの

表1　5中全会建議の構成と項目（抜粋）

出所：「国民経済社会発展第14次5カ年計画と2035年までの長期目標の策定に関する中国共産党中央委員会の建
議」を基に作成
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になるが、圧倒的に内販が多く、7割弱を
占める。3割超は輸出で、その6割以上は
日本に輸出される。米国向けはわずか5％
であり、中国進出日本企業の売り上げのう
ち、中国から直接米国への輸出は2％弱と
いうことになる。したがって米中の追加関
税の直接的な影響は限定的だ。

最後に、サプライチェーン再編の行方を
見ていく。2020年7月に発表された通商白
書でこの問題への提言がなされている。そ
の1つとして、物資類型と対応策ということ
で、特に今回新型コロナウイルスで問題に
なったマスクなどの緊急物資については、
緊急時に需要が爆発的に増えるが、その
ための供給能力を平時から100％維持す
るのは非現実的であるため、国際情勢に
左右されない緊急時の確実な供給システ
ムを補完的に構築していくことが大事にな
るという提言がなされている。実際、マスク
や防護服などは安全保障上の観点からも
ある程度日本国内への生産回帰は必要
ではないか。

中国は日本の輸入の4分の１を占める最
大の輸入相手国であり、中国からの輸入
の割合が高い品目が数多くある。HSコー
ド6桁ベースで中国からの輸入のシェアが
9割を超える品目は、金額が多い順にノー
トパソコン99％、ビデオゲーム機99％、エア
コン91％であり、多くの品目を中国に依存し
ている。

これらの生産を日本に回帰すべきという
議論もあるが、これに関して経団連の中西
会長は、全てを戻せばよいという話でもな
いし、戻せるものでもないというような話をし
ている。実際、今後長期的に見ても日本
の人口は30年間で2000万人減っていく中
で、生産拠点を日本に全部戻すことは、現
実的な選択とは言えない。

サプライチェーンの再編についてジェト
ロのアンケート調査結果によれば、すでに
実施した、あるいは予定しているという回
答は7.6％であった。この中で生産地を移
管したというのは2.8％で、非常に少ない。
少ない中で、生産地の移管をどのように再
編したのかで、一番多かったのが中国か
らベトナムで24.5％、次に中国からタイが
14.5％であった。中国から日本に回帰は

7％程度であった。
この背景には日本の製造業の製造コス

トがある。製造原価に占める人件費は2
割程度で、材料費が約6割を占める。材
料を早く安く調達することが製造業のコスト
競争力を決めるわけだが、ジェトロ調査に
よれば、中国に進出している日本企業は原
材料、部品の7割近くを現地調達しており、
ここに他のアジア諸国に勝る生産拠点とし
ての中国の優位性が表れている。そのた
め簡単に中国から離れるわけにはいかな
いということがある（図）。

このような中で、今、日本企業に2つの方
向性が示されている。1つは地産地消であ
る。そのメリットは、例えばコマツの大橋会
長が挙げているように市場＝需要地での
生産であるため、顧客のニーズを手に入れ
やすく、地元へのコミットにより顧客の信頼
度が高まること、輸送期間やコストが低減
できることなどである。その中で、キーコン
ポーネントや基幹部品については日本で一
極生産することで、技術革新を継続し、そ
の品質保持によって完成品の品質を一定
化する。一方、他の部品については世界
で最適の調達を推進する。

もう1つは、例えばオムロンの山田社長
が述べているように、選択と分散が非常に
大事なキーワードになるのではないか。オム
ロンは米中摩擦が叫ばれ出した1～2年前
からサプライチェーンの分散を進め、米国
で販売する電子血圧計は中国の大連の
工場からベトナムに移管した。このように、
巨大な市場である中国で売るものは中国

で生産していく。一方で中国を世界の工場
とみなしてグローバルな供給拠点に位置
づけるのではなく、選択と分散を進めていく
という方向性も出てきている。

今回の話を3つにまとめたい。
1番目に、現在、日本企業にとって新型コ

ロナウイルスと米中摩擦は喫緊の2大リスク
である。ただし、新型コロナウイルスはグロー
バルに拡大する感染症リスクであるから、
単に中国の事業のウェイトを引き下げれば
対応できるという問題ではない。一方で、米
中摩擦は大国間の覇権争いなので、最近
の輸出や投資の規制強化の動きなども含
めて、中長期的な対応が求められる。

2番目に、中国ビジネス戦略の再構築に
ついては、グローバル化を止めるとことは困
難であり、とりわけ日本は少子高齢化で人
口が減少していることを背景に、日本企業
とすれば、海外に活路を見出だしていかざ
るを得ない。日本企業にとって米中は経済
的には重要なパートナーで二者択一はあり
得ないが、この米中摩擦に伴うデカップリン
グも踏まえた上で、中国ビジネス戦略の再
構築を検討していくことが必要になってき
ている。

最後に、グローバルサプライチェーンの
再編は、例えば医療関連用品といった緊
急物資の国内回帰は安全保障の観点か
らある程度必要と考えられるが、日本国内
に全ての生産拠点を戻すことは現実的な
対応とは言いがたい。従って、今後の方向
性としては、地産地消や選択と分散といっ
た動きが進展していくと予想される。

図　原材料・部材の調達

出所：ジェトロ「2020年度海外進出日系企業実態調査（アジア・オセアニア編）」2020年12月
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企業がサプライチェーンを構築する際に
重要視するポイントは、生産拠点の場所、
生産コスト、生産の仕組み、迅速な在庫補
充の可能性、安定した予測可能な政策を
有する行政、安価で信頼できる運輸インフ
ラなどである。

企業がある国を選んで生産拠点を置く
場合、生産コストだけではなく、大きな市場
があることも大事なポイントである。中国の
市場は拡大しており、中間層が非常にしっ
かりしてきている。国際ビジネスの観点から
見ると、一つの国の中で、製造・販売し、
残った製品を輸出できれば、効率化が図
られ、事業を成長させられる。中国は、現
在、世界の工場から世界の大きな市場に
育ちつつある。

貿易戦争とパンデミックは企業に影響を
及ぼしており、世界中でサプライチェーン
戦略を調整せざるを得ない状況になって
いる。サプライチェーンの途絶が頻繁して
いる。地政学的な様々な事象、あるいは
気候変動や自然災害によっても途絶が起
こる。

ただし、貿易戦争はやはりうまくいかない
ということを指摘しておきたい。大恐慌の
時代のアメリカでは、国内産業保護のため
に農産物などの輸入関税を引き上げるス
ムート・ホーリー法が制定されたが、多くの
国が報復措置を取り、うまくいかなかった。
貿易戦争は問題ばかり引き起こすというこ
とである。

中国からアメリカへの輸出に重い関税
がかかっても中国は傷つかない。傷つくの
はアメリカの消費者である。これが貿易関
税の引き上げの結果である。関税を払うの
は中国ではなく、アメリカの顧客である。

福島の原発事故や巨大な地震と津波
による甚大な影響、アメリカ東海岸を襲っ
た大嵐、ロサンゼルス周辺の大規模な山
火事などのような災害が起こった際に、企

業は1つのサプライヤーだけに頼るのでは
なく、サプライチェーンの再構築や組み替
えを行う。1つのサプライヤーへの集中は、
正常時でも拙い戦略である。生産を分散
化させ、必要な時に在庫を手当できるよう
にしておく必要がある。ほとんどの企業は
在庫を減らし、必要な時に安定的に在庫
を手当しようとしている。しかし、以前と違
う傾向として、バッファーとしての在庫を増
やす企業や、自然災害などによるサプライ
チェーンの途絶に備えて在庫を増やして
いる企業も増えている。こうした企業は、製
造拠点に近い倉庫により多くの在庫を保管
している。これは輸出のためだけではなく、
バッファー在庫として使えるようにするため
である。このことは、もちろんコスト増につな
がる。

生産拠点を他国の販売市場の近くに置
くという戦略もある。トヨタは長年この戦略を
とっており、中国の福耀（Fuyao＝自動車
用ガラスメーカー）もアメリカに拠点を置い
ている。そのほかに、最近は、輸入への依
存度を減らし、生産の現地化を進める傾向
も見られる。

自国に生産を戻すことは得策ではない。
日本は米ドル換算で23億ドルほどの補助
金を出して中国から日本に生産を戻す事
業を実施しているが、あまりよい戦略とは言
えない。補助金を活用する企業もあると思
うが、中国進出企業の多くは中国で販売
し、かなり成功を収めている。現地生産の
継続によって現地の消費、需要を賄うこと
は今後も変わらないだろう。

先ほど述べたように貿易関税もうまくいか
ない。関税は税金であり、コスト増につな
がる。アメリカは中国との貿易戦争の中で、
関税を25％、30％程度引き上げるといった
戦略をとり、アメリカ国内での生産の方がよ
り魅力があり、競争力を高めるようにしようと
したが、うまく行っていない。多くのアメリカ

企業は中国進出に成功しており、帰国する
ことはないだろう。やはり販売先の市場をに
らんで現地生産を続ける必要がある。

省、州、県といった地方政府ができるこ
とは、創意工夫して革新的、進歩的な政
策を作り、ビジネスを支援し、成功に導いて
いくことである。

また、近年ますます強まっている傾向と
して指摘できるのは、インターネット、IoT、
GPSなどを駆使した輸送や、センサーや電
子タグを用いた倉庫や小売店におけるリア
ルタイムでの在庫の管理・追跡である。これ
らの技術によって、サプライチェーンの中で
誰が何をどこで消費しているのかをリアル
タイムで把握出来るようになっている。セブ
ンイレブンやイトーヨーカドーでは、すでに何
年にもわたってPOSによって在庫を確実に
管理できる状況にある。

ブロックチェーンはもう一つの成長分野
である。ブロックチェーンは非常に広く利用
されており、ビッグデータの解析の重要性
が高まっている。サプライチェーンにとって
は、何が、いつ、どこで、どのように、誰に
よって必要とされるのかということが随時わ
かる。

製造能力、生産設備の分散化もよい戦
略であるが、それをある程度現地生産も維
持しながら行うことができれば非常によい。
そうなれば、残ったもので海外市場に回せ
るものがあれば輸出もできる。

その一方で、国内生産を増やすという
傾向はあまり見られない。国内への生産回
帰はそれほど進まないだろう。他の国への
生産拠点の移転や、在庫を積み増すこと
が現在のトレンドであり、今後も続くと思うか
らである。

ベイン＆カンパニーが約300社を対象に
行った調査によると、サプライチェーンの
柔軟性を高め、より強靱化したいと考える
傾向が企業に見られる。コストの削減を追

グローバルサプライチェーンの展望
MCM グループホールディングス会長、8M8 LLC CEO
メネンデス・マヌエル

2ndステージ　パネルディスカッション
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求する企業は減少している。というのも事
業の継続性や冗長性、在庫の積み増しを
しようとする企業が増えてきているからであ
る。サプライチェーンの途絶による損害に
ついて興味深いデータを紹介しよう（図）。
この統計では、サプライチェーンの途絶に
より、事業収益、経常利益が下がったこと
が示されている。2016年4月の熊本大地
震の時にエレクトロニクスのメーカーは、サ
プライチェーンの途絶により収益が16％落
ち込んだ。世界的なコンピューターメーカー
は、米中貿易戦争によって株価が15％も
下落し、時価総額は10億米ドルも減少し
た。これも米中貿易戦争の直接的な影響
である。世界的自動車メーカーは、2011
年のタイでの洪水によって全世界の生産
高が5％下がり、売上は50億米ドル失われ

た。サプライチェーンの分断で、このような 大きな影響が出ることになる。

2020年10月26日～29日の期間に北京
で開催された中国共産党の第19期五中
全会において、第14次5カ年計画と2035
年までの目標として、「双循環」を経済政
策の柱にすることが決定された。

第14次5カ年計画の制定と2035年まで
の長期目標は、中国共産党の中央会議
で可決された。その具体的な目標の内容
は、質と効率性を著しく向上させることを
前提とした持続可能な経済発展、経済成
長である。この「双循環」とは外需と内需
の両方をバランスよく発展させていくための
戦略を意味する。

次に指摘しておきたいのは2020年か
ら2021年に向けた政策の変化である。
2020年は、政策が全面的なコロナ支援か
ら安定化政策にシフトし、政策が臨機応
変に変更された年であった。2020年上半
期は新型コロナウイルスの蔓延により、全
国の経済を支える必要性が生じた。この
ことから、国を挙げて経済刺激策が展開

され、金融、財政、交通、物流、国際貿
易、外国投資関係など、あらゆる面で流
動性供給や規制緩和などが勧められた。
このような支援策が講じられた一方で、下
半期には刺激策を若干縮小させて政策
の安定化が模索されるようになった。

私は、大企業、中小企業に対する支
援策に関して、弁護士として実務レベル
で身近に感じている。中国政府は日系企
業も含めて企業に対する支援を行うことを
決定した。例えば、社会保険料の企業負
担分を約1年間にわたって免除する支援
策があった。この支援策について、多くの
日系企業から「助かった」という声を耳に
した。

国連貿易開発会議の発表によれば、
新型コロナの影響により、2020年の世界
全体の海外直接投資（FDI）は、2008年
のリーマンショック以来最低の水準に落ち
込んだ。中国に進出する外資系企業の
数、特に日系企業の数は、これまで通りの

ペースで推移しており、昨年は少し進出に
躊躇している傾向が見られたが、大規模
な撤退は見られなかった。この背景には、
販売市場の大きさや人材の豊富さが対中
投資、対中進出の決め手になっているか
らではないかと感じている（表）。

2020年の前半においては、ライフサイ
エンス関係で生産拠点を本国に戻す企

第14次５カ年計画と日系企業の対中進出
� ～コロナ期を振り返る～
北京市大地律師事務所シニアパートナー
熊琳

図　サプライチェーン分断による損失事例

出所：メネンデス氏の報告資料
注：熊本地震（2016年4月）、米中貿易摩擦（2018年以降）、タイの洪水（2011年）。

表　日系企業にとっての中国の魅力

出所：ジェトロ
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業が一部出てきたものの、その後、中国
での新型コロナウイルス感染がかなり落ち
着いたことで、日系企業は新しいサプライ
チェーンの形成に取り組んでいる。総じて、

中国の市場規模の大きさや成長性が圧
倒的な魅力であり、人材の質が高くなって
きたことを背景として、中国での国内販売
の拡大や事業拡大を図る日系企業が増え

ている状況が見受けられる。その一方で、
一部の企業が撤退していることも事実で
あり、実務レベルで賃金削減や持ち分譲
渡、企業清算など様 な々対応をしている。

アメリカから見たバイデン新政権の対中
政策と日系企業への影響について報告す
る。

大統領選挙は最後まで大変もめたが、
民主党のバイデン候補が勝利した。非常
に接戦であり、バイデン氏が8000万票、ト
ランプ氏も7400万票を得票し、人気はかな
りなものだった。共和党のトランプ支持者
の中には、選挙に不正があったと信じる者
もいまだに多い。議会でも民主党が上院と
下院の両方を取ったことでトリプルブルーと
なり、政策が進めやすくはなった。しかし、
半分程度の人たちがバイデン氏と民主党
を支持しないという実態があり、政策を進
めていく上で難しさが出てくるのではないか
と見ている。

こうした中で非常に激しくなってきている
米中対立が、バイデン政権になってどのよ
うに変わるかが大変注目されている。現
状では、コロナ対策や内政の方が大事に
なっており、外交政策的なところは今後明
らかになってくると思うが、これまでの発言
等からいくつか表れている方向性を少し紹
介していく。

1つは、トランプ政権はかなり単独的なア
プローチをとっていたが、バイデン政権は
同盟国との連携を重視していく。次に、国
内の研究開発、インフラ、労働者等への大
型の投資を行うが、それまでは新しい貿易
協定の交渉は開始しない。一番気になる
追加関税についてバイデン氏は直ちに関
税を動かすことはしないと発言している。
選挙終了後の記者会見でも通商交渉政
策の交渉に、労働組合と環境団体の代表
者を必ず同席させるとの発言があった。民
主党なので労働組合、労働者、人権、環

境などが重視されると予想される。
アメリカ国民自体の対中感情は非常に

悪化しており、中国を好ましく思わない人の
割合がここ数年で高まっている。新型コロ
ナウイルス感染拡大が中国のせいだという
意識もあり、反中感情が強まっている背景
があるため、対中強硬姿勢はなかなか変
わらないであろう。

アメリカは、対中強硬策として、中国から
の輸入の7割に追加関税を課している。輸
出管理や投資規制、特に Huaweiを中心
とした通信関係のネットワークへの技術流
出を阻止することに一番の力点が置かれ
ている。

ジェトロは、アメリカに進出している日系
企業への影響について2020年9月にアン
ケート調査を実施した（図）。通商環境の

影響については、業種ごとのばらつきはあ
るが、約4割の企業がマイナスの影響を受
けていると回答している。特にエレクトロニ
クスや自動車部品といった業種でその割
合が高い。影響があった具体的な措置と
して、約6割の企業が301条に基づく対中
関税を挙げている。その他には中国から
の報復関税も挙がっているが、意外なこと
に、アメリカの技術関連の輸出管理や投
資規制を挙げた企業は1割程度にとどまっ
た。全体から見ると少ないように見えるが、
輸出管理がまだ本格的に実施されておら
ず、その定義が今後どうなるかはっきりしな
いことと、対象がハイテク分野に限られてい
るため、影響しない企業が多いことも関係
するだろう。

サプライチェーンの見直しについては、

バイデン新政権の対中政策と在米日系企業の対応
独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部上席主任調査研究員
若松勇
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【具体的なマイナスの影響】
 中国工場からの輸入品に最大25％の追加関税が課されている（販売会社）
 追加関税により調達原価が悪化し収益悪化につながっている（自動車等部品）
 中国からの輸入部品の関税上昇とそれに伴う国内材の価格上昇（自動車等）

（％）

図　マイナスの影響を受ける具体的な政策（複数回答）
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1割前後の企業は調達先または生産地を
見直すと回答している。全体的に見直しを
行う企業が少ないが、これはすでに進出
先での地産地消が進んでいるということも
関係している。また、現在も中国から調達
しており、代替できないものが多くなってい
るからという声も聞かれる。

米中対立がサプライチェーンに与える
影響は、あくまでも両国間の問題であり、日
本にいる限りにおいてはあまり関係ないと
言えるが、アメリカ製の部材や技術を一定
の割合使った場合にアメリカの許可が必
要になるという輸出規制の域外適用規定
が問題になってくる。また、Huawei に輸出

する場合は、アメリカ製の技術・ソフトウェア
を用いて生産した製品も域外適用の規制
対象になる。

まだ明らかになっていない部分がある
が、今注目されているのは、中国が同じよ
うな措置を実施しようとしていることである。
中国の部材を使ったものをアメリカに輸出
する場合、規制の対象になる可能性も出て
くる。

報告の内容を3点にまとめる。
第1に、対中強硬策は続く。第2に、在

米の日系企業は約4割が実際にその影響
を受けているが、サプライチェーンを見直
す企業は1割にとどまっている。これはすで

に分散化や地産地消といった動きが進ん
できているからだと思われる。第3に、サプ
ライチェーンは、今非常に難しい試練を迎
えている。対中関税に加えて、業種は限ら
れるが、輸出管理の問題がある。民主党
のバイデン大統領が誕生したことで、より
人権を重視した輸入規制が増えることや、
環境を重視し環境規制の緩い国からの輸
入品に国境炭素税を課す可能性もある。
環境に関しては、個別企業の動きの中でも
アップルがサプライヤーに排出ガスゼロを
求めるような動きもあり、そうした意味でサプ
ライチェーンは様々な観点から点検をして
いく必要が出てきている。

双日の中国事業は、大きく機械、エネル
ギー・金属、化学品・合成樹脂、生活産業
の4つの分野で貿易と投資を行い、現在、
中国・香港に52の出資会社を持っている。

双日の対中投資の経緯を振り返ってみ
たい。双日の対中投資は1980年代末から
90年代初に始まった。この時代は日本の対
中投資が本格的に開始した「黎明期」で
あり、双日の前身であるニチメン及び日商
岩井も積極的に対中投資を進め、それぞ
れが100社以上、合計200社以上の事業
会社を保有していた。出資形態は合弁形
式であり、中国企業が土地や労働力を、日
本の製造企業が技術と生産管理ノウハウ
を提供し、双日が中国市場の知見を提供
するとともに生産設備や部品・製品等の物
流業務を担う、という形態が大多数を占め
た。

その後、日本企業の対中投資は「選別
期」を迎え、多くの企業が清算・撤退に追
い込まれていった。双日でも2000年代初～
10年頃にかけて、事業会社が淘汰され52
社まで減少した。選択と集中による絞り込
みが行われた結果と言える。

事業会社の清算・撤退として、ブラウン
管のように製品自体が市場のニーズに合

致しなくなったケースや、繊維製品のように
労働コストが上昇したことで中国の生産拠
点としての競争力が低下したケースがあっ
た。しかし、最大の理由は中国の投資環
境への見通しの甘さに起因する。つまり、
政策が変わりやすいこと、計画通りに物事
が進まずコストオーバーランを起こしやすい
こと、中国側パートナーとのトラブル、過去
の一時期の「乱収費」のように地方政府
から様 な々名目で金銭等を要求されるケー
スが発生することなど、中国市場独特の
商慣習によるものがあった。
「選別期」を経て大量の淘汰が行われ

た結果、現在、中国で操業を続けている日
系企業は、双日の事業会社も含めて、相
応の競争力を保持した企業と言える。これ
らの企業が今後も全て安泰かと言うと、そ
うではないだろう。現在、新型コロナウイル
スや米中摩擦の問題などに関心が集まっ
ているが、当社の事業会社に行ったヒアリ
ング結果によれば、むしろそうした問題が引
き起こす世界市場の縮小によって需要減
を招いていることのダメージの方が大きい
という現地側の声が聞こえている。他にも、
労働コストの上昇等に加え、着実に競争力
を付けてきた中国企業との競争に一番頭

を悩ませているという。つまり「選別期」の
後も操業を続けている企業も決して安泰
ではなく、現在は様 な々困難に直面しなが
ら生き残りをかけて切磋琢磨している「奮
闘期」にあると言えるだろう。

ここで双日の事例に基づき商社全般の
対中投資を概観してみたい。1950年代以
降、ニチメンや日商岩井等の商社は、い
ち早く中国との貿易を再開したことで、中
国市場に対する豊富な知見を得た。「黎
明期」には、この知見を活かして、製造企
業と共に中国に進出するパターンが多かっ
た。出資比率については、一般的には5～
10％程度のマイナー出資、いわゆる「お付
き合い出資」が多かった。中国での事業
展開において商社として少額出資すること
の狙いは、出資会社向けに発生する物流
収益の獲得であった。すなわち、中国で投
資を行い、設立された生産拠点には、日本
から製造設備や製造部品が輸出される。
商社はこの取引に介在して、コンスタントに
収益を稼ぐ構図が出来上がる。

少額出資に象徴されるように、商社が投
資企業の経営に深く関わったかどうかには
疑問が残る。例えば、中国政府の中・西
部開発政策に呼応して、日本を含む外資

双日の中国事業～サプライチェーンのあり様から考える～
双日株式会社海外業務部中国デスクリーダー
林千野
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企業の投資先が沿海部から徐々に内陸
部へ移転していった際、元々パートナーを
組んでいた製造企業から、「今回も一緒に
やりましょう」との声がかからなかったケース
が殆どである。沿海部への先行出資によっ
て物流を含めて中国での事業会社運営の
ノウハウを十分に習得した製造企業にとっ
て、商社に事業パートナーとして加わっても
らう必然性が低下したということだろう。つま
り、合弁会社の経営への限定的な関わり
方が、製造企業の内陸部での新規投資に
絡めなかった主要因だったと考えている。

双日の具体的な事例を見ていこう。ス
ズキが1993年に重慶に進出して設立した
合弁会社の長安鈴木には、双日の前身で
ある日商岩井もパートナーとして参画した。
パートナーに選定された理由は、中国市場
への知見と物流機能であり、当社の参画
理由は主に物流取引への関与であった。
スズキの国内工場から出荷される製造部
品を輸出し、合弁企業の所在地である重
慶までタイムリーに輸送することが当社の
主要な役割であった。1995年には「アル
ト」の生産が開始されたが、地方政府は
往々にして地元製の自動車の使用を奨励
するため、重慶では一時期、タクシーなど
にかなりアルトが使われていた。

このような背景もあり、長安鈴木は順調
に生産台数を増やしていった。中国政府
は、自国の自動車産業の振興策の一環と
して、部品の現地調達比率の引き上げを
掲げていたため、時間の経過とともに、日本
から調達していた部品が徐々に現地調達
に切り替わっていった。生産台数が増加し
ていたため、日本からの部品調達が急減
することはなかったが、現地調達比率の上
昇が、当社の物流収益に一定の影響を与
えたことは否定できない。

当社は、少額出資で持ち分法適用外で
あるため、持ち分利益が計上できないこと
や、現地調達比率が上がったために物流
収益が減少していったこと、また長安鈴木
が内部留保分を第二工場建設資金に充
当することを決定し、暫くは配当収益が期
待できない等の状況を踏まえ、2012年に
本事業から撤退した。

その後、2018年にスズキは最終的に長
安鈴木から撤退することを決定するが、そ
の背景には、中国の消費者の購買力向上

により小型車が売れなくなったこと、中国政
府が将来的に（新エネルギー車）NEV の
生産を重点拡大していく政策を打ち出した
ことで、NEVを生産していないスズキに
とっては中国に製造拠点を保持するメリッ
トが薄れていったことなどがあると考えられ
る。上記は、中国政府の方針、政策によっ
て命運を左右された一つの事例と言える
のかもしれない。

次に、サプライチェーンの観点から考え
てみたい。ジェトロや日中投資促進機構等
によるアンケート調査などから、「中国から
の生産拠点の移転は限定的」とする日本
企業が大多数を占めていることが判る。中
国での生産コスト高やその他要因により競
争力を失った日系企業は、すでに中国から
撤退済みであり、現在も操業を続けている
企業は、競争力を維持すべく懸命に努力
し、生き残っている企業がほとんどであると
いうことも要因の一つとして考えられる。

中国市場の規模は非常に大きいため、
中国で操業を続けている多くの企業は、中
国市場で引き続き頑張ってやっていこうと
考えている。また、RCEP 締結合意や昨
年末のEUとの投資協定交渉妥結等を踏
まえ、中国を拠点にした他市場へのアクセ
スが重要であるとして（図）、「中国からの
生産拠点の移転は限定的」と回答した企
業も多いのではないか。

双日は東南アジアで工業団地を展開し
ており、関連営業部隊にヒアリングしたとこ
ろ、中国からのサプライチェーンの移転実
例はあったが、件数としてはさほど多くなく、
上述のアンケート調査結果を裏付けている

と言えるだろう。
上述の通り、双日中国での事業会社か

らのヒアリング結果では、現在直面してい
る問題として、米中対立やコロナ禍の直
接的影響はさほど大きくなく、むしろ、これ
らの要因による世界市場での需要の縮小
が懸念されている。中国での生産力の回
復とともに輸出余力は増加しているが、市
場の縮小が今後どう推移するのか、先行
きの見通しが不透明であることが最大の
課題である。

当社の中国における事業会社としての
あるべき姿とは何か？中国における内需
拡大を踏まえて、地産地消型のサプライ
チェーンとして生き残りを目指していくことが
あるべき姿ではないかと個人的には考え
ている。そのための課題としては、激化す
る中国の地場企業との競合を制するため
に、技術革新をはじめとする「カイゼン」な
どの不断の努力を続けていくことが今にも
まして重要だろう。

当社のベアリングの製造会社に出向し
ている総経理は、「以前は品質が良けれ
ば高いものでも売れたが、現在は中国企業
も実力をつけつつあり、価格も安く、品質も
良くなっている。オールマイティな製品でな
ければ地場企業との競争を制していけな
い。」と語っており、このことからも、中国の
地場企業のキャッチアップが急速に進んで
いることは紛れもない事実だと判る。今後、
巨大な中国市場を制していくためには、競
争力向上のための不断の「カイゼン」を続
けていくことが必要不可欠だということを改
めて指摘しておきたい。

図　双日のアジアでの工業団地展開
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TOWA  JAPAN代表取締役、新潟ベ
トナム協会会長という肩書だが、ホーチミン
に26年住んでいる現場の経営者として今
のベトナムをどう見ているかについて話した
い。

私がベトナムに来たのは、1995年のアメ
リカの経済封鎖が終わった時であった。
1996年に第1工場を建て、第2工場は2006
年に中国への投資を止めて造った。リーマ
ンショック後の2012年から第3工場を造り、
1年ほど前にホーチミンから3時間離れた
所に、人手不足解消のための第4工場を
造り現在に至る。

工場では自動車、新幹線、マリンエンジ
ン、建設機械、農業機械、発電所関連の
重要保安部品等を製造しており、サプライ
チェーンの問題を身近に感じている。中国
での生産工場の投資は止めたが、中国は
非常に重要なマーケットであるので、上海
に商社を設立し、ベトナムで生産した製品
をFTAを使い中国へ輸出し、そこから中
国全土に販売している。

ベトナムからフック首相らが来日された時
も、サプライチェーンの問題が取り上げら
れ、私がパネルディスカッションでプレゼンを
行った。この時、ベトナムはアジアの中では
全ての条件において1番にはならないが、
消去法では非常に高い得点を取るいう話
をした。

現在、ベトナムはコロナの影響を受けて
いる。ただし、この第3、第4四半期は、多く
の製造業がかなり回復してきている。しか
し、経営者の視点で見るとコロナが収束し
ていない時点では、投資に向けた周知力
がまだ足りない。コロナ後は、ベトナムへの
投資は加速すると読んでいるが、それが、
すでにベトナムに会社を持っているものに
とっては競争の激化につながり、喜ばしい
ということではない。

ベトナムの対米黒字は日本を超えている
し、中国からの生産移管が始まっている。
アジアの中でもベトナムは非常に経済的に

安定している。アジア開発銀行の2020年
GDP成長率の予測では、ベトナム2.3％、中
国2.1％、台湾1.7％のプラス成長であった。
ベトナムは2021年度の成長が7％台であ
ると予測している。一方で、インドネシア、マ
レーシア、インドはマイナス成長、特にタイは
マイナス8％、フィリピンはマイナス8.5％であ
る。ベトナムはコロナ禍でも非常に高い経
済成長を実現している。

私は26年ベトナムに住んでおり、上海に
も駐在していたことがあるが、コロナ、SARS
を経験して、ベトナムは感染リスクが非常に
低いと評価している。というのも、社会主義
国としての国柄もあり、国土も小さいので、
徹底して隔離政策が打ち出されているか
らである。ヨーロッパやアメリカがなかなか行
きづらいということになると、旅行者がベトナ
ムへインバウンドという形で入ってくるのでは
ないかと多くの人が言っている。

コロナショックの第一波以降、インドネシ
アやフィリピンやインドで生産が滞り、サプラ
イチェーンが崩れた。このことから、ベトナム
に展開する企業がその肩代わり生産を要
請され、当社もその一部の生産を担った。
この状況が現在も続いている。ベトナムは
徹底した感染防止対策の下で製造業は
止めないという政策を実施した。

最近は、日本への生産回帰が話に出る
が、圧倒的な労働人口の減少やコスト高
のために、日本への生産回帰は非常に限
定的なものだろう。また、米中摩擦の問題
に関しては、バイデン大統領になっても、そ
う簡単には解決できるような問題ではない。

ベトナムは非常に中立的であり、多くの
企業はすでに中国とベトナムの両方に生
産拠点を持っていることに注目してもらいた
い。そうすると日系企業の場合は軸足をど
ちらに移すかということだけである。一方、
アメリカや中国の企業は違っている。私は
中国の顧客2社からベトナムに会社を造る
ためのアドバイスを求められ、助言を行っ
た。2019年に新設した第4工場がある工

業団地の隣や真向かいにはアメリカの企
業がいる。これまで投資したことのないアメ
リカや中国の企業がベトナムに来ている。
日系企業だけ見ていてもわからないが、こ
の勢いは強く、外資系企業の進出の拡大
は本当に嫌だなと思って見ている。

対米ドル為替レートの安定というのは、あ
くまでこれまでの話であり、今後、様々な形
の摩擦が出てくると思う。労働力の質と量
は比較優位である。

高層ビルのすぐ近くに波トタンを張ったよ
うな水上生活者のあばら家が混在するの
が今のホーチミンの姿である（写真）。ショッ
ピングセンターにはベントレー、ランボルギー
ニの店舗があり、気温30度の国にもかかわ
らず、下の階にはアイススケートのリンクが
ある。我々の工場が立地する工業団地の
出口にもフェラーリ、アストンマーチン、そし
てメルセデスベンツのショール－ムが3軒並
んでたっている。そして、セブンイレブン、ファ
ミリーマート、サークルKが軒を並べている。
このようにホーチミンのような都会では、す
でにサービス業、流通業、小売業界で多く
の会社が激烈な競争をしているので、これ
からベトナムへ進出しようとする日本企業は
よほどニッチな産業でないと非常に成功は
難しいだろう。

製造業では、ホーチミンやハノイあたりで

コロナ後のベトナム（都市から地方へ／地方から地方へ)
株式会社 TOWA JAPAN 代表取締役、新潟ベトナム協会会長
渡邉豊

写真
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は既に人手が不足し、都会の工業団地の
ほとんどの企業が求人募集しているが、な
かなか効果がない。他方、ホーチミンから
3時間半離れたところにある当社の第4工
場では30人の募集を出して、150人の応募
者が来た。都会では競争が非常に激しい
が、地方ではまだ開発途上にある。様々な
形で進出を考える場合、都会よりも、地方を
狙う方がまだ勝機はあるのではないか。

おもしろかったのが実際に求人を行った

ところ、日本の生活を経験した技能研修生
がたくさんいたことである。通訳のレベルで
はないが、日本語人材がいることについて
は、実際求人を行ってみて驚いた。

まとめとして言いたいことは、国際競争
は激化していくと思うし、その時に日系企業
のスピードは非常にゆっくりで、検討ばかり
している。ベトナムを投資対象に考えてい
るのは、日本企業だけではない。韓国、中
国、その他様 な々国の企業が考えている。

これは日本にいるとわからないことだ。コロ
ナ禍で誰も来られない今、しっかりと準備を
して、コロナ収束後に着実に投資すること
ができれば、日本の企業にも勝機があるか
もしれない。

最後に、投資環境調査では、国単位での
ローカルコンテンツが問題になる。ASEAN
の経済圏は単一国内ではないが、域内で
の相互調達は行いやすい環境にもあるの
で、そのことも意識することを勧める。

ツバメロジスはグループ全体として170名
ほどの社員とパートを抱えている。業務内
容としては一般的な物流業務に加え、貿
易事業や検査組立なども行っている。主な
取扱品目は、電子部品、日用品、家電、工
具、什器、機械などであり、国内5カ所、海
外では上海に1カ所の営業所がある。

現在の倉庫の規模は25000㎡ほどであ
るが、増床を計画しており、現在、輸送は
滞っているが倉庫の方で需要が増えてい
ることから、倉庫での取り扱いを増やす予
定である。

当社では多様化する顧客の要望に応
えるために、4PL1の物流アイデアの提案と
して製造から販売までを一連の流れでつ
なぐ物流システムを構築している。倉庫、
通関、検査業務だけではなく、製品を海外
で販売したい、海外から輸入したいといっ
た顧客に物流を通して様々なビジネスの
橋渡しを行っている。また、物流会社同士
のマッチングや物流会社への提案を行い、
それぞれの得意分野を組み合わせて、顧
客にとっての最適物流を実現させている。

これまでの事業展開の経緯を述べる。
2018年3月、中国市場を重視し、政経分

離の方針の下、新潟県内の国際物流事
業者としては初めて上海に現地法人を設

立した。物流事業者は海外に営業所や
駐在事務所を置くのが一般的だが、当社
は現地法人を設立した。中国で業務開拓
を始めた当初、将来の物流業務拡大の
ため、流通加工の一環として、検査・検品
の需要を見込んで顧客への営業を開始
し、その後中国国内での検査業務を開始
した。この時は中国現地の協力会社への
委託という形で業務を行っていた。2017年
頃、中国国内での業務が増えてきたところ
で、協力会社である中国国営企業から上
海の将来構想を聞き、併せて現地の関係
者から現地法人化の協力をしてもらうこと
になり、中国の壮大な都市構想、中国の底
力を実感し、将来の期待を込めて現地法
人化を決めた。日中の政治関係とは切り離
して、中国国営企業をパートナーとして一
緒に大手顧客との取引を実現させてきた。

現法を設置した2018年に米中貿易摩
擦が始まった。アメリカの関税引き上げによ
り、国際物流事業者は中国から東南アジ
アへの物流シフトを検討し始めた。私が知
る数社も東南アジアにシフトした。当社にも
アメリカの産業機器メーカーより中国製造
のパーツを東南アジアに輸送し、そこから
アメリカへ輸出してほしいといった案件が
出始めた。この時タイやベトナム、或いは日

本で組み立てができないかといった検討
を行った。しかし、多くの中国工場はアメリ
カへの出荷が減ったことで、製品価格を
下げ始めた。特に燕三条に多い雑貨工場
などが製品価格をかなり下げてきたため、
東南アジアの関税をいろいろ加味しても中
国の方が安いという事になり、中国工場が
本気を出してきたと当時のメーカーは言っ
ていた。中国での仕入れコストがかなり安く
なったこともあり、出荷までのリードタイムが
長くてもよい商品だけは東南アジアへシフト
したというように感じた。当社は、基本的に
上海を中心に業務を行っている。新潟県
と上海は近く、上海からの輸入は3日で着く
し、上海まで持っていけば中国全土に数日
で配送できる。

次に、関東への進出について述べる。
当社も多くの貨物が集まる東京、横浜、名
古屋、大阪などに拠点を増やしていきたい
という方針で、日本国内でも複数拠点化を
目指してきた。日本で第3位の貨物量を誇
る横浜港近郊で2019年から拠点を探し、
2020年2月にM&Aで栄光海運をグループ
会社とした。主要取引先のエンドユーザー
がHuaweiであり、米中貿易戦争の影響で
Huawei向けの輸出が激減した。また、新
型コロナウイルスの影響で横浜港の自動

政経分離、中国事業から複数拠点体制へ
ツバメロジス株式会社常務取締役、栄光海運代表取締役
山田剛弘

1 4PL（Forth Party Logistics）は、物流及びその管理を含む物流業務全般を外部委託する従来の3PL に、ロジスティクス戦略の企画や推進を行うコンサルティング業務も
加えた新たな物流業務の形態。
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車輸出も激減し、かなり仕事が減ったが、
輸入比率を増やしたことで前年より売上を
なんとか上げるようにしてきた。自動車輸出
をしていた同業他社では、新型コロナウイ
ルスによる影響が2020年初めからより関
東、関西など主要都市部で出始め、軒並
み仕事が半減した。従業員とトラックを抱え
ている大手企業は業界内最安値でコンテ
ナ輸送を始めた。それに乗じて当社もこのト
ラックを利用し、輸入新規顧客増と売上増
につなげた。自動車の輸出減により、自動
車を扱う物流企業のトラックが1日数百台
と空き、コンテナも空く状況となったため、安
くても仕事がしたいというトラックをかなりの
台数確保できた。

新型コロナウイルス発生から現在に至る
まで、中国から製品・部品を調達していた
日系企業の社員が中国出張できなくなり、
製品の品質悪化、業務効率の悪化などの
問題が発生するようになった。このことは、
当社の中国現法による検査代行、調達代
行、貿易代行業務の倍増につながった。

関東に続いて、関西への進出というこ
とで、2020年12月、大阪の営業所を立ち
上げた。新型コロナウイルス発生以降、中
国製品の品質悪化が続き、大手家電メー
カーから中国と大阪での検査と物流を要
望された。10月から大阪営業所の立ち上
げを準備し、2カ月で大阪南港近くに拠点
を確保し業務を開始した。

コロナ禍においてアウトドア用品の発送
が増えたことが関西拠点の業務拡張の後
押しになり、顧客のニーズを汲むことにつな

がっている。大阪拠点を作ったことにより、
北陸3県や名古屋港混雑による東海地区
の顧客からの大阪輸入業務なども増え、そ
のことが既存顧客の利便性につながって
いる。

2020年、新型コロナウイルスの影響によ
り、輸出入貨物量減を予測した船会社各
社は、古いコンテナを大量処分した。しか
し、需給バランスが崩れた結果、コンテナ
需要が拡大した上に、中国からアメリカ向
けに貨物が大量に輸出されたことにより、ア
メリカ西海岸にコンテナが滞留し、中国や
東南アジアで使うコンテナが不足した。さら
に、コロナウイルスの影響でアメリカの港湾
事業者が減ったことや、中国でのPCR検
査の強化により貨物出荷が遅れていること
などもコンテナ不足につながった。

もともと日本向け航路は運賃値下げ合
戦で格安になっていたため、日本向け貨物
は毛嫌いされ後回しされていた。中国広
東省から日本への海上運賃は、2020年初
め頃まで1TEU当たり50米ドルだったが、
5000米ドルに上がり、日本から欧米向けの
海上運賃も2000米ドルから6000米ドル、
10000米ドルへと跳ね上がった。

今後は、コロナ禍ではあるが、BCPの観
点から中国現法を拠点にASEAN、欧米
に投資して拠点を増やす構想を実現して
いくつもりである。中国依存によるリスクは
間違いなく存在するが、どの国でも同様か
それ以上のリスクがある。世界各国の情報
が入りやすく、かつ間違いなく仕事が多い
中国での需要比率を増やしつつ、次の進

出先を探していこうと思っている。
社長が世界の億万長者にも名を連ね

ている中国の大手企業から2年契約の大
きな事業も受注しており、中国事業の起爆
剤としていきたい。日本国内については横
浜、大阪と拠点を増やしたが、もともと顧客
の8割が県外ということもあり、北陸では金
沢、東海では名古屋で拠点化を進める構
想がある。これは既存顧客を囲い込むため
にも必須であり、北陸、東海の既存顧客は
大手企業のため、常に情報共有をしておく
ことが必要である。

併せて拠点化した横浜、大阪について
も、新潟本社と同様の業務ができるように
強化していきたい。コロナ収束後に競合他
社と大きな差が出てしまうので、今のうちに
強化をしていく必要がある。

ツバメロジスグループとして、中国、東南
アジアからの製品調達を本社の1事業部
で本格的に行ってきたが、国際物流事業
者の利点を生かし、EUや中東などからの
調達品、輸出品も昨年は増やしてきた。EU
のパートナー企業からも拠点進出を手助け
してくれる動きもあり、インドのパートナーとも
良好な協力関係にある。中国は量産品を
受け入れる傾向があり、中東やEUなどは
小ロットでも対応してくれるパートナー企業
が多い。

欧米諸国の中小企業も日本進出に二
の足を踏んでいる企業が多いので、ツバメ
ロジスグループとして日本でのカスタマー
サービス代行やECなどにも協力していこう
と思っている。

真家陽一氏によるコメント

今年はコロナの影響で１回も中国に行く
ことができなかったが、オンラインでのミー
ティングを通して中国にいる日本企業の関
係者と数多く意見交換を行った。多くの企
業関係者の声を聞く中で、以前からあり、コ
ロナによってさらに顕在化し、対応が必要
となっている3つの課題について補足説明
する。

第1に、生産性の向上である。日系企業
の多くは生産拠点を中国よりも人件費の安
い所に移すのではなくて、中国で地産地

消を進めていくことを考えている。一方で、
人件費をはじめ中国でのコストはこれから
も上昇していく。その中で中国事業を継続
するにしても、逆に日本に回帰するにして
も、生産性の向上は大きな課題になってい
る。企業は、生産の自動化、省力化を進
め、産業用ロボットの活用などにより生産性
を向上させていく。新型コロナ感染症対策
という意味でも、今後このような需要は増え
ていくだろう。

第2に、現地化の推進である。コロナ禍
で、在中日系企業の意思決定を日本の本
社が行うことが大きな問題として指摘され
ている。従来は、現地の代表が日本に出

張する、または日本の本社の意思決定者
が中国の現場を訪れて、OKを取るといっ
た形で事業を進めてきた。しかし、人の往
来ができなくなり、現地で意思決定が進ま
なくなった。これを契機にさらに現地化を進
めなければならないという声が多く上がっ
ている。実際に現地化のために権限委譲
を進めている企業もある。ただし、現地化
は権限委譲を段階的に進めて初めて成
功するものなので、拙速にではなく、どのよ
うにもう一段進めていくかが大きな課題に
なっている。

最後に、中国の地方政府との関係強化
である。中国各地域には日本企業の集まり
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がある。華東地域には上海、江蘇、浙江、
安徽にいる日系企業が集まる華東地域日
商倶楽部懇談会がある。1000社ぐらいが
答えたこの懇談会のアンケート調査の結果
を1つ紹介する。

「中国政府の新型コロナへの対応を評
価するか」という質問に対して、14％は「高
く評価する」、73％が「評価する」と回答し
た。つまり9割近い進出日系企業が中国政
府の新型コロナ対応を評価している。私
は、実際このアンケートの結果をどう思うか
と日系企業関係者に聞いたが、そのとお
りの評価だった。日系企業関係者の話で

は、生産や業務を再開するに当たって地
方政府が種々サポートしてくれたという。そ
の背景には政府や共産党として生産なり
操業の再開を進めなければならないという
大命令がかかったためということもあるが、
それはあったにせよ、様 な々形で地方政府
がサポートした。

また、今回のパンデミックのような事態が
起こった場合は、現地の正確な情報をど
れだけ早く入手しているかということが次
の事業展開にとって極めて大事になる。そ
の意味でも地方政府の情報が非常に効
果を上げた。したがって、リスクマネジメント

の観点からも地方政府との関係強化が重
要であり、これからも強化していきたいとい
う声が聞かれる。

今年から中国は第14次5カ年計画に
入っていく。中国での事業展開に当たって
は、中央政府の方針や政策を踏まえると
いうことも地方政府との関係強化において
非常に重要になる。その意味では第14次
5カ年計画の全般的な方向性や自社の産
業分野に関連する方針などを慎重に詳細
に検討した上で事業に臨んでいくことが大
事になってくる。

ディスカッション

コーディネーター
中国でのビジネス展開に当たって、地方

政府のビジネス支援策で有効であったも
のは何か。

メネンデス・マヌエル
中国では、地方政府により多くの優遇策

が設けられている。省や自治体ごとに内容
は変わるが、地方政府の KPI は投資を誘
致することなので、いくつもの優遇策を設け
ている。

例えば最近、私は工場をゼロから立ち
上げた。グリーンフィールド投資ということ
で、土地の格付けから電気機械の導入、
水道の供給、実際の工場建設まで、全て
交渉によって地方政府と進めることができ
た。地方政府も様々な貢献をしてくれて、
建設コストがほとんどかからなかった。省政
府や地方自治体から特別経済措置として
約1000万米ドルが無償で与えられた。

中国であれ、ベトナムやほかの国であ
れ、政府と良好な関係を作っておくことが
大事だ。労働力や開発資金、研修費など
の資金を政府が出してくれる。単に建設費
だけではない。国として誘致したい産業に
対しては税制面の優遇策もある。したがっ
て、進出する国でどのような優遇策がある
かを調べる必要がある。

中国の第14次5カ年計画はよい方向性
を示している。例えば、医薬品など多くの分
野で重点産業に指定されている産業があ

るので、そういうところもよく見ておくことが必
要になる。省や都市のレベルで様 な々優遇
策があるので全部調べておくべきである。

コーディネーター
中国政府の目指す双循環において、国

内消費を拡大させるためには国民の賃金
アップが必要になる。そうなった場合、安価
な労働力による労働集約型産業や低付
加価値の産業に属する日系の進出企業は
より厳しい競争にさらされ、中国離れが進
むのではないか。

熊琳
コロナ禍において、労働集約型産業と

低付加価値産業は少々苦戦するかと思
うが、経営方針の転換や新規事業によっ
て生き残れる会社もたくさんあるはずだ。
2020年に2.3％のプラス成長を実現した国
は中国ぐらいであり、長期的に大きなマー
ケットが存在していることは間違いない。い
かに方向転換していくかを考えることは企
業の課題である。日本やアメリカでも同じよ
うに厳しい競争はある。

今中国の人々は普通の生活に戻り、企
業は政府の支援策を受けながら生産も滞
りなく行っている。2020年末に当事務所
が総理事会を開催し、在中日系企業関係
者の話を聞いたところ、多くの企業が中国
政府から社会保険料の免除を受けたこと
で、利益が出たと言っていた。

日本企業は課題を乗り越える点におい
ては意外に強いのだが、日常の経営ガバ
ナンスがしっかりしていなく、不良債権が発

生しやすいといった面などある。そういった
点を着実にカバーして行ければ、中国国
内販売での成功も夢ではないだろう。今の
時代の中国に見合ったビジネスを着実に
展開する方法を見つけ、一生懸命努力を
することが成功につながる。

コーディネーター
バイデン新政権の下で見込まれている

1.9兆ドルもの財政出動、インフラ投資、気
候変動対策といった大型投資は、在米日
系企業や日本企業に恩恵をもたらすか。

若松勇
今年の1月7～8日、バイデン政権誕生が

確実となり、上院選挙が終わったタイミング
で今回の選挙結果が与える影響について
現地日系企業約600社に対しアンケートを
実施した。その結果、必ずしも大多数の企
業が新政権を好意的に思っているというこ
とではなく、全体としてプラスの影響という
回答が4分の1、プラスとマイナスの影響が
半 ぐ々らいというのが4分の1であり、若干
マイナスの影響を懸念するという企業も結
構あった。

プラスの影響を期待する理由として一
番に挙げられていたのは、ビザの問題であ
る。トランプ政権では、一部のビザ発給を
停止する大統領令が出たため、駐在員の
ビザが非常に出にくくなった。この点の改
善が期待されている。

もう一つは予見可能性である。トランプ政
権は何をするかわからなかった。景気が良
く、減税措置もとられたため、ビジネスの面
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業の優位性を削ぐ可能性が問題として提
起されているようだ。

日本は半導体製造分野での競争力が
低下していることを認識し、対策を取るべ
きだろう。半導体製造装置については、日
本はまだ強味を有しており、2019年は世界
のトップ15社に日系企業が8社含まれてい
る。製造装置と同様、半導体製造分野で
も日本企業の競争力を向上させていかな
ければ、中長期的な視点で見た場合、明
るい未来が待っているとは言い難い。

コーディネーター
TOWA JAPANのベトナム進出は、ドイ

モイ政策から10年しかたっていない時期、
ベトナム共産党が工業化と近代化の二大
戦略を採択した1996年に行われた。当時
は、進出先として中国が優先された時代
であったが、ベトナムを選択した要因や背
景、魅力は何か。

渡邉豊
中国には縁がなかったと思っている。地

方企業が海外に投資を行う際、その時々
の競合関係、為替レート、相手国の投資法
を考える。私は1990年代前半から香港に
合弁で商社を保有し、中国へ商品を販売
していたので、投資するなら中国だと思っ
ていた。

しかし、当時の中国の投資法では、沿
海地への進出は合弁でなければ認められ
なかった。当時、世界の8割方のシェアを
持っているTOWAブランドの縫製関係の

らかなり中国に下請を依頼しており、数十
年前からノウハウが蓄積されている。中国
は、経験や技術が必要になる前工程のウ
エハー形成（ファウンドリ）が弱いとされて
いる。専門家は、中国がこの工程で世界
水準に追いつくためには、5～10年がかか
るとみている。ファブレスに関して、アメリカ
のシェアは65％、台湾が17％であり、中国
はそれに次ぐ15％である。

一方、半導体の消費量については、
HuaweiやLenovoなどから旺盛な需要が
あり、中国の消費量が急激に増加してい
る。日本企業はフラッシュメモリーなどでは
従来からの強味を維持しているが、かつて
有していた優位性は相対的に著しく低下
している。日本の製造業の競争力が全般
的に低下傾向を示している理由は、「垂直
統合型」から「水平分業型」へと世界各
国の生産方式が移行している時流に日本
が乗り遅れていることもあるだろう。これは
韓国も同じ状況だと言われている。

中国政府は、デカップリングを考慮に入
れて、サプライチェーンの安定性、安全性
向上のために、弱いとされるウエハー形成
の工程強化にさらに注力していくだろう。

中国の半導体消費量が急激に伸びて
きている点にも注意すべきである。米国の
半導体の業界団体は、トランプ政権に対
して「人為的な市場分離は、結局は米国
の半導体製造業に対しても何のメリットもな
い」との意見書を出したという。中国への
供給停止による収益の減少が研究開発
資金の縮小を招き、米国自体の半導体産

ではトランプ大統領への評価はそれほど
悪くはなかったが、ただ予見可能性が難し
かった。この点の改善が期待されている。

また、景気刺激策にプラスの効果が期
待できるという声もある。米政府はすでに4
兆円の経済対策を打ち出している。それに
プラスして2兆ドルが、失業保険や1人当た
り2000ドルの配布といった個人所得補填
や、環境分野の大型投資に向けられる計
画がある。優れた環境エネルギー技術をも
つ日本企業にとっては、十分ビジネスチャン
スは広がっていくのではないかと思う。

一方で、一番マイナスの声が多かった
のは増税である。現在21％まで下がってい
る法人税が28％へ引き上げられる。大企
業や富裕層への課税強化の方針も出され
ているほか、労働組合の強化といった経
営的にはやや難しいような政策も出てくる
懸念もある。

また、バイ・アメリカンを強化していくことが
マイナスというところなので、決して楽観的
な見方だけではないが、これから景気も回
復していく見通しで、もともとマーケットは非
常に大きいので、日本企業にとってさらなる
チャンスはあるだろう。

コーディネーター
米中貿易摩擦による規制強化の中で、

中国は半導体の国産化を推進している
が、あまりうまくいっていないと聞く。台湾か
ら中国への半導体の供給が増えていると
いう報道もある。この点で、日本企業にもビ
ジネスチャンスはあるか。

林千野
私は門外漢であり、多分に受け売り的

回答となる。多くの日本人は、1980年代に日
本の半導体が非常に強かったというイメー
ジをそのまま引きずっているのではないか。

IC の世界の売上高に占める日本のシェ
アは2018年の9％から2019年には6％まで
落ち込んでいる（図）。2020年の半導体関
連の売上高でトップ15に入っている日本企
業は旧東芝系の Kioxia のみである。

半導体の製造を工程別に見ていくと、
中国は「設計」、いわゆるファブレス（IC 回
路設計）という工程でかなり追い上げてい
る。後工程（封止・検査）は技術的にそれ
ほど難しいものではなく、日本企業も従来か

図　日本半導体のシェアは6%に低下

出所：IC Insights
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部品があり、合弁で進出したら、TOWA
のノウハウが全部外に出てしまうのではな
いかという懸念があった。

その次に、浙江省ないし江蘇省で会社
を作ろうと思った2005～2006年頃には、
投資法の問題はクリアされていたが、中国
の地方都市でも、ある程度の資本金額で
雇用人数が多くないと歓迎されなかった。
それだけ中国への投資が集中していた時
であった。

1990年代のベトナムではドイモイ政策が
始まり、まだ電気も安定していない状況で
あったが、これから伸び代がある、そして歓
迎をしてくれる、親身に相談に乗ってくれる
という観点から、あえてベトナムを選んだ。
先ほどベトナムの地方は今グリーンフィール
ドであると言ったのは、苦労はするかもしれ
ないが、地方では海外からの投資を重視
しそれだけの協力が得られるという意味で
ある。

コーディネーター
コロナの影響で日本からヨーロッパ向け

の海上運賃が高騰している。ツバメロジス
は中欧班列を活用した欧州との物流は取
り扱っているか。

山田剛弘
中国から欧州へ鉄道で運ばれている主

な貨物は電子部品、家電、自動車部品等
であるが、現在、ブッキング（予約）が難し
い状況である。日系では日通や日新などが
取り扱っているが、多くの中華系の物流企
業も取り扱っており、ブッキングには1カ月か
かる状況であり、鉄道貨物の運賃も決して
安くはない。鉄道で上海からハンブルグに
持っていくと、10000米ドル程度かかるし、
イスタンブールに持っていくと12000米ドル
程度かかってくる。

このように現在、鉄道運賃も決して安くな
く、ブッキングも取れない状況が続いている
ので、当社も手配はしているが、なかなか
貨物は集まらないといったことが起きてい
る。

コンテナを一杯にできないので混載で運
びたいという中小企業の顧客に対しては、
混載の手配もできるが、ブッキングがなかな
か難しいという現状である。また、どうして
も輸送手段がない時は、新潟から上海に

持っていき、上海から欧州に持っていくとい
う提案もするが、現状ブッキングも難しい。

今年は、中国で新幹線型の貨物列車に
よる輸送が始まると言われているので、今
後はより早く運べるようになり、コストも下が
るだろう。

コーディネーター
2020年の中国のプラス成長を牽引し

たのが企業の工場やインフラ、不動産へ
の投資であったと言われている。様 な々リ
スクをはらむ不動産投資の加熱の状況と
2021年の中国経済をどのように評価する
か。

真家陽一
昨年の中国は主要国の中では唯一の

プラス成長を達成できた国であった。新型
コロナウイルスの感染拡大を抑えられたこ
とが一番大きな要因であると思う。現地の
話を聞くと、感染がかなり抑えられているの
は事実のようである。

一方で、2019年の6％の成長率と比べ
ると2020年の2.3％はかなり落ちていると言
える。消費の落ち込みが要因として大き
かった。経済成長への消費の寄与率は大
体6割弱で、消費が強く成長を牽引してき
た。しかし、特に飲食や宿泊といった接触
型の消費が大きなダメージを受け、成長率
が大きく落ち込んだ。

その落ち込みを支えたのが投資と輸出
である。投資の約7割は製造業、インフラ、
不動産開発の3分野が占めている。その
中で製造業の設備投資はマイナス2.2％で
あった。インフラ投資が中国の経済を牽引
したとよく言われるが、昨年の投資全体の
伸びよりもインフラ投資の伸びが低かった。
景気回復の大きな要因となったのは、不動
産開発投資が昨年コロナ禍の中で7％も
伸びたことである。

輸出の伸びは2019年にはわずか0.5％
であったが、2020年に3.6％に伸びた。コロ
ナ禍でテレワークが普及したこともあって、
輸出品の中で一番金額が多いパソコンの
需要が大きく伸び、輸出が増えたことが要
因の1つである。その他に、医療器機、繊
維製品、プラスチック製品などの感染症防
止に係る製品の需要が増えた。

不動産投資が伸びた理由の1つは、コ

ロナ禍で購買が制限されていた不動産売
買が、感染が抑えられた後にリベンジ消費
として増えたことがある。景気対策のため
にかなり金融緩和した結果、様々な投機
資金が不動産売買に流れ込んだことも指
摘されている。

このようにややバブルの傾向が見られた
ことから、中国人民銀行などの当局は大
晦日に急遽、不動産向けの融資や住宅
ローン残高の上限規制を発表し、2021年
１月１日から施行した。若干乱暴とはいえ、
当局が、不動産バブルの兆候をいち早く
抑える政策を打ってきているので、不動産
が高騰してバブルが崩壊するリスクはあま
りないとの印象を持っている。

国際機関が出した成長予測では、2021
年の中国の成長率は概ね8％前後と予測
されている。低い水準にあった2020年と2
年間で平均すると5％程度となるので、この
予測値は妥当な数字ではないかと思う。
2022年は5％前後の成長が予測されてい
るので、中国経済はなだらかな減速が続
いていくだろう。

懸念材料の1つは新型コロナウイルスの
問題である。中国でも変異種が発見され、
現在も感染が増えている都市もあり、まだ
完全に収束したわけではない。もう1つは
米中摩擦である。バイデン政権になって予
見可能性が高まることはプラス材料ではあ
るが、民主党政権の下でトランプ政権以
上に中国の人権問題に対して様 な々摩擦
が起きる可能性もある。大統領就任式の
前日、ポンペオ前国務長官が新疆での問
題をジェノサイドだと発言し、民主党政権も
同様の見解を示したことから、米中の政治
的関係がどうなるかが懸念される。

中国は2021年7月に共産党結党100周
年という節目を迎える。2022年は最高指導
部を決める5年に1回の党大会が控えてい
るので、政治色の強い今年、来年となるこ
ともあり、米国との関係は劇的な改善はな
かなか望めない。そうした中で相互に投資
や輸出の規制を強化しあっている。米中
関係は日本にも影響を及ぼす。米中とも輸
出に係る域外適用をかける法律があり、日
本企業も影響を被る可能性があるというこ
とで、様々な要因を考えるとまだ予断を許
さない1年になるだろう。
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3rd ステージでは、エネルギー専門家や
政府関係者らが、北東アジアにおけるエネ
ルギー安全保障とパリ協定の実施に関連
する政策と成果、地域協力の可能性につ
いて議論した。
（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）

の田村堅太郎氏は、「パリ協定と北東アジ
アのエネルギー安全保障」と題する基調
講演を行った。田村氏は、講演の中で、世
界の温室効果ガス（GHG）排出量のピー
クを早め、パリ協定で合意された1.5℃目標
を2050年までに、2℃目標を2075年までに
達成し、GHGがネットゼロとなる「脱炭素社
会」に移行する必要があると述べた。これ
は、一次エネルギーの90％近くを化石燃料
に頼っている北東アジア地域にとって大き
な課題である。そのためには地域協力の
強化が重要であり、その前提として地域の
安全保障が必要であること、それには米中
関係が大きく影響することが指摘された。
基調講演に続いて、6人のパネリストが登
壇した。

中国国家発展改革委員会エネルギー
研究所の高世憲副所長は、「中国のエネ
ルギー政策と北東アジア協力」について
報告した。世界最大のエネルギー消費国
かつ生産国であり、最大の GHG 排出国
でもある中国は低炭素・クリーン・安全なエ
ネルギーへの移行を進め、2060年までに
カーボンニュートラル社会を実現することを
目指している。また、中国は北東アジア諸
国とエネルギーインフラの接続、水素・二酸
化炭素回収・有効利用・貯留（CCUS）・再
生可能エネルギーに関する技術などの分
野で協力を強化したいと考えている。同氏
は、協力強化には、世界的なエネルギー
統治システム構築の加速が必要であると
指摘した。

モンゴル環境観光省気候変動特使の
バトジャルガル・ザンバ氏は「モンゴルのパ
リ協定 NDC（自国が決定する貢献）とエ
ネルギー部門」を報告した。モンゴルの
GHG 総排出量は少ないが、一人当たり排
出量は世界のトップ10に入る。モンゴルは、
2030年までに22.7％（趨勢型シナリオ）の
排出量削減を目指し、その半分を再生可
能エネルギーとエネルギー効率改善によっ
て実現しようとしている。モンゴルは「国家
長期開発ビジョン2050」を策定し、2050年
以降に排出量を純減させ気候変動に対
応するための目標を打ち出した。

韓国エネルギー経済研究所の梁義錫
（ヤン・ウィソク）氏は、「パリ協定の目標達
成に向けた韓国の国家エネルギー移行コ
ンセプトと、地域協力の観点から見たエネ
ルギー安全保障」について報告した。そこ
では、エネルギーシステムを中央集権型か
ら分散型に置き換え、水素経済を構築す
るエネルギーマスタープランが紹介された。
これは、持続可能な成長と生活の質の向
上を支えるエネルギー移行政策を基礎づ
けるものである。また、グリーンニューディー
ル政策はクリーンエネルギーに焦点を当て
たもう一つの政策パッケージである。同氏
は、水素エネルギーとサプライチェーンの
構築が北東アジアの新しい協力分野とな
ることを指摘した。

ロシア科学アカデミーシベリア支部エネ
ルギーシステム研究所のポドコバルニコフ・
セルゲイ氏は、「ロシアのエネルギー安全
保障、パリ協定の気候変動目標の達成、
北東アジアにおけるエネルギー協力に関
する政策」について報告した。ロシアは
2035年までのエネルギー戦略を持ってい
るが、現在、2050年に向けた低炭素長
期開発戦略を策定している。ロシアは、長

期的には低炭素開発において輸出の潜
在力が大きいカーボンフリーの水素エネル
ギーとCCUS の利用が重要な役割を果た
すことを期待している。同氏は、ロシアは世
界のエネルギー安全保障・環境問題・国際
エネルギー協力、とりわけ北東アジアにお
いて、大きく貢献していると強調した。また、
北東アジア地域における電力系統の相互
接続が実現可能性と経済的な有益性にも
注意が向けられた。

JOGMECの原田大輔氏は、「北極圏の
資源開発の活発化と課題：Arctic LNG-2
の背景と意義、日本の参加について」の報
告を行った。北極圏のLNG開発プロジェ
クトには北東アジア諸国が参加しており、
特にロシアは持続的なLNG供給を確保す
るためにプロジェクト開発を推進している。
その中には成功したものも失敗したものも
あり、経済、政治、環境問題に関連した機
会も課題も現れている。同氏は、ネットゼロ
に向かう世界的な潮流がプロジェクト開発
者に不確実性をもたらすが、EUのベース
ライン・シナリオのように、エネルギー安全保
障を確かなものにするために、化石燃料は
ネットゼロ・シナリオのエネルギー・ミックスの
一部を構成することを指摘した。

新潟県産業労働部産業振興課長の田
中健人氏は「新潟県の再生可能エネル
ギー・次世代エネルギー政策の概要」を紹
介した。昨年、日本の菅首相は2050年まで
にカーボンニュートラルを達成することを宣
言した。これに倣い、新潟県知事も同様の
宣言を行った。新潟県は、日本の「グリー
ン成長戦略」に従って、ネットゼロの目標を
設定した。その一方で、関東・東北地方で
の LNG の国内・輸入の供給・流通インフラ
を活用し、今後も日本のエネルギー供給の
ハブとしての役割を果たそうとしている。ま

日露エネルギー・環境対話
―パリ協定と北東アジアのエネルギー安全保障
ERINA調査研究部主任研究員
エンクバヤル・シャクダル
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た、新潟は再生可能エネルギーの潜在力
も大きく、次世代エネルギーである水素エ
ネルギーの活用を推進し、そのための水
素サプライチェーンビジョンの策定を進め
ている。さらに、佐渡などにおけるクリーン
エネルギーへの移行の可能性も検討され
ている。

3rd ステージでの議論を通して、北東

アジア諸国がパリ協定の目標の達成に向
けて様々な努力をしていることが明らかに
なった。一方で、各国の NDCとパリ協定
の目標との間にかなり大きなギャップがある
ということも国際連合環境計画の報告で
指摘されている。各パネリストは、国際的・
地域的な協力、国際的な技術移転、相互
に有益な政策の実行によって、このような

ギャップを埋めることができると指摘した。
アジア開発銀行（ADB）と国際連合アジ
ア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）
が推進している北東アジア地域間電力系
統連携（NAPSI）は地域協力の一例であ
る。また、次世代のクリーンなエネルギー源
として水素を推進できるという意見がパネ
リストの間で共有された。

最初にパリ協定が何を目指しているかを
紹介し、次にその長期目標の達成には今
後30～40年というエネルギーの分野では
短い期間でエネルギー構造を大転換し、
ネットゼロ排出／脱炭素化を実現しなけれ
ばならない、という話をしたい。その後、そう
した大転換が化石燃料に依存している北
東アジアのエネルギー安全保障にとって、
どのような意味を持つのか、ということにつ
いても話したい。

エネルギー安全保障という言葉は、一
般的に、必要十分なエネルギーを合理的
な価格で確保すること、と定義づけられる
が、今回はもう少し広くこのエネルギー構
造の大転換自体が社会経済にも大きく影
響を与え、社会経済的なインパクトを最小
限に抑え込む、という意味も含めて話がで
きればと思う。大きな課題に直面する中で、
この地域でどういう取り組みや協力が可能
なのか、ということについても触れていきた
い。

パリ協定が目指すものは、長期の目標
として地球の気温上昇を産業革命前に
比べて2℃よりも十分低く抑えて、さらには
1.5℃に抑えるための努力を追求すること
である。現在の気温は、産業革命以前に
比べ既に約1℃上昇しており、このまま進
むと2040年頃には1.5℃になってしまう（図
1）。そうしたことは科学的に指摘されてい
るが、これをなるべく1.5℃に抑えようという

努力をするためには、まず世界の温室効
果ガスの排出量を早期にピークアウトさせ、
今世紀後半には人為的な排出量と吸収
量のバランスを達成しなければならない。差
し引きで排出ゼロ、いわゆるネットゼロ排出
を達成することがこのパリ協定に盛り込ま
れている。

ここで重要なことは、温暖化を止める
ためにはネットゼロしかないということであ
る。これは気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）でも確信が高い結論として明確
に記されている。温暖化による気温上昇
は、人類がこれまで排出してきた二酸化炭
素の累積排出量に比例するので、気温上
昇を止めるためには追加的な排出をゼロに
しなければならない。要するに排出と吸収

を差し引きでゼロにしなければならないとい
うことだ。

ただ、いつゼロにするのかについては、
パリ協定では今世紀後半と言っている。ど
のタイミングか、が次の重要なポイントにな
る。前述のとおり、温暖化のレベルは我々
がこれまで排出してきた総排出量、つまり
累積排出量に比例するので、逆に、気温
上昇を抑制した状態で安定化するには、
なるべく早い時点でネットゼロに到達しなけ
ればならない。

その意味でこの IPCC の1.5℃特別報
告書では1.5℃を目指すなら2050年頃には
二酸化炭素の排出量を正味でゼロにしな
ければならない、と結論づけている。これ
が2℃だと2075年頃にネットゼロになる。い

パリ協定と北東アジアのエネルギー安全保障
公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）気候変動とエネルギー領域ディレクター
田村堅太郎

3rdステージ　基 調 講 演

図1　パリ協定が目指すもの
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ずれにせよ、ネットゼロ、あるいは脱炭素化
への時間はせいぜい数十年しかない。

こうしたことを受け、昨年2020年には主
要国を含めゼロ宣言が相次いだ。9月に
中国の習近平国家主席が2060年に炭素
中立を目指すと発言した後、日本、韓国も
2050年に炭素中立を目指すと宣言したこ
とは記憶に新しい。そして米国、バイデン
大統領がこれまで選挙公約では掲げてい
たが、1週間くらい前にホワイトハウスのプレ
スリリースの中で、2050年にネットゼロを目
指すということを、正式に表明している。

中国、米国、EU、日本など世界の CO2

排出量の約68％を占めている国々がネット
ゼロを達成すると宣言している。つまり世界
が今後30年、40年で脱炭素化に向けて
舵を切ったということだ。このことは自ら脱
炭素化を掲げている以外の北東アジアの
国々、ロシアやモンゴルにも、世界全体が
脱炭素化に向かう中で少なからず影響を
与えている。

この2050年ネットゼロを目指すと言った
時に、グローバルモデルを用いたシナリオ
研究では化石燃料、特に石炭火力からの
急速な脱却が想定されている。先程も少し
触れたIPCCの1.5℃特別報告書では、天
然ガスが大体8％の発電量で、石炭火力
についてはほぼ0％、これはいわゆる炭素
回収貯留技術（CCS）の石炭火力であっ
てもあまりにも時間が短いので、その役割
はほとんど限定的だと言われている。

似たような結論は、2020年末に出た
IEA の2050年ネットゼロシナリオの中でも
描かれていて、今後は再生エネルギーが
ますます増加し、化石燃料、特に石炭火
力等は限定的な役割しか果たしていかな
い、と言われている。

そうしたことを前提に北東アジアの国々
を見てみると、化石燃料への依存度という
のは非常に高い（図2）。一次エネルギー
消費に占める燃料別の割合を見ると、ロシ
アにおいては化石燃料の割合が88％、日
本、韓国も同じ88％、中国が85％という形
で、9割近くが化石燃料によって賄われて
いる。

発電を見ても同じようなことが言え、なら
してみると大体7割が化石燃料によって賄
われている（図3）。

こうしたことを受けて今後エネルギー構

造は化石燃料依存型から大きく変わって
いかなければならない。ネットゼロシナリオ
においては、様 な々エネルギーミックスが考
えられているが、共通して言えるのは再生
可能エネルギーが主力電源として位置づ

けられ、その背景には図4にあるように過去
10年間で急激にコストが低下したことがあ
る。

これは当然、北東アジアの国々にとって
も大きな影響を与えるわけで、技術的な問

図2　化石燃料に依存するエネルギー構造：一次エネルギー

図3　化石燃料に依存するエネルギー構造：発電

図4　化石燃料に依存するエネルギー構造からの脱却⇒大変革
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題のみならず、雇用や貿易構造の問題、
さらにはエネルギーの安全供給という、より
多面的な観点からの検討が必要になって
くる。

次に問題点をみていく。まず、雇用につ
いては、今後、徐 に々減っていく化石燃料
関連の雇用を再生エネルギーによる雇用
創出によって吸収していこうという考え方が
ある。その背景としては、この再生可能エ
ネルギーは実はかなり労働集約的な電源
であって、十分に化石燃料関連の雇用を
吸収できるのではないかと言われている。

図5では、中国の省別の石炭産出量を
表し、白色から赤色にかけてより多くの石
炭を産出している。それに対して円は、再
生可能エネルギーのポテンシャルを表し、
緑色が太陽光、青色が風力で各省におけ
るポテンシャルを示している。例えば、新疆
ウイグル地区や内モンゴルでは石炭の産
出が多い反面、再生可能エネルギーのポ

テンシャルも非常に大きい。こうした地域で
は、炭鉱から再生エネルギーへの雇用の
シフトが物理的には可能であるだろう。た
だし必ずしもそうでもない例としては、中部
の州の西部や中西部の州などは石炭をか
なり多く産出しているが、そこまで再生エネ
ルギーのポテンシャルは高くない。さらに、
再生可能エネルギーも段階に応じて幅広
い技能レベルを必要とするため、化石燃
料関連の労働者の技能がそれにマッチす
るのか、また、雇用が生まれるタイミングと
失われるタイミングがきちんと合っているの
か、など様 な々問題が含まれる。狭義のエ
ネルギー政策を超えて労働政策、人材育
成、社会保障など幅広い社会経済の政策
と連動させていく必要がある。これは中国
だけではなく他の北東アジアの国々全般、
そして世界全体についても言える大きな課
題だろう。

図6はロシアとモンゴルにおける総輸出

額に占める化石燃料の割合を示してい
る。両国にとって化石燃料というのは主要
な輸出産業となっている。ロシアは輸出総
額の56％、モンゴルは38％が化石燃料関
連で、冒頭で示したとおり、世界の7割近く
の国々が脱炭素化に向かう中で、こうした
国 も々当然大きな影響を受ける。

ロシアはおそらく当面、化石燃料の中で
も二酸化炭素の排出量の少ない天然ガ
スの輸出に力を入れていくことになるだろ
う。実際、ロシアはシベリアから中国吉林
省に向けてのパイプラインが2年前に稼働
していて、2024年には本格稼働する。ま
た温暖化によって北極海での資源開発が
より容易になるということもあって、この地域
での天然ガスの開発が進み、ヨーロッパあ
るいはアジア向けのガス開発プロジェクト
が出てくる。今世紀半ばの早い段階で世
界の排出量をゼロにする必要があるので、
それに向けて化石燃料の中では排出量
が少ない天然ガスも徐 に々その割合を減ら
していく必要があるので注意が必要にな
る。

したがって、もう一歩先というのは、天然
ガスを排出することによって水素を製造す
ることだ。それに CCSをつけることによって
カーボンフリーの水素の製造が今後は求
められる。

次に、天然ガスの輸入国をみてみる。北
東アジアの日本、中国、韓国は液化天然
ガスLNG の3大輸入国である（図7）。し
かし、他の地域、例えば欧米に比べると、
調達コストは様 な々理由で高くなっている。
したがって、当面は天然ガスの役割が高ま
るという点で、日中韓のいわゆるバイイング
パワーとしての力を発揮することで、より安
定的かつ安い値段で調達することが1つ
の協力のあり方だと思う。現実には、2021
年初めの LNG の価格高騰は日中韓がそ
れぞれ調達競争をしたことが一因として挙
げられており、実際はそこまでうまくいってい
ない。今後は3カ国が協力する1つの分野
として、実際サミットの中でも謳われている
ので、ここは追求していくエリアではないか
と考える。

モンゴルは、再生可能エネルギーの電
力ポテンシャルが非常に大きく、中国や日本
も十分賄えるぐらいのポテンシャルは持っ
ているので、再生可能エネルギーの電力

図5　雇用問題：再生エネルギーの雇用創出により化石燃料関連の雇用を吸収

図6　貿易構造（資源輸出）：資源輸出への影響
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の輸出が今後期待される（図8）。
実際様々な団体や国際機関などで国

際送電網の構想やアイデアはいろいろあ
がってきている。当然広くつなぐことによって
効率的かつ安定的な運用ができるといっ
たメリットが語られている。ただ残念ながら
現在の地域の安全保障状況や国際政治
状況を考えると、ここでの国際連携、送電
線網の連携は難しい段階にあり、安全保
障状況の好転がこのアイデアの実現には
1つの前提になると思う。

水素はここ1、2年でかなり注目を浴びて
きている分野である。特に交通部門、産業
部門での脱炭素化において、水素は非常
に大きな役割を果たす。発電部門では、再
生エネルギーが主電源になった時の柔軟
性確保でも大きな役割を果たすと言われ、
特に日中韓において注目が高まっている。
水素はエネルギーキャリアであり、これを脱
炭素化の中で生かしていくにはカーボンフ

リーの水素にしなければならないので、1つ
は、化石燃料由来の水素にCCSをつけて
作ることによって供給できる。実際ロシアで
は日中韓及び欧州に向けて具体的な目標
を立てて水素を輸出する動きが出ている。

もう1つは、再生エネルギーから水電解
によって水素を作ることで、長期的には化
石燃料から作るよりは安くなるという予測で
ある。これによって自国で安い再生可能エ
ネルギーが作れる国は国内の再生エネル
ギー資源を活用することで水素を作ること
ができる。そうでない場合は、例えばチリや
オーストラリアといった国々からこの再生エ
ネルギー由来の水素を輸入していくという
ことも可能だし、実際チリ、オーストラリアは
現在そうした戦略を策定または検討してい
る段階である。

いずれにせよ、国際的なサプライチェー
ンを作っていくことが大きな鍵になって、こ
こでも北東アジアの国々が協力することに

よって規模の経済性を確立し、より安い
カーボンフリーの水素を調達できる仕組み
を作っていくことが今後求められると思う。

最後のテーマはエネルギーの安定供給
についてである。再生エルギーが今後拡
大していくことによって、これまで海外に依
存していた原油を減らしていくことができ、
エネルギー自給率を大幅に上げるという点
で、エネルギー安全保障に大きく貢献する
ことが期待される。他方、この再生可能
エネルギーや電化の促進・拡大は、新しい
エネルギー安全保障問題も提起するという
ことが指摘されている。どういうことかと言う
と、太陽光パネル、風力タービンや蓄電池
の生産に必要なレアメタルの供給は、実は
化石燃料以上に寡占状態にある。図9のよ
うにレアアースは中国が独占的な立場にあ
り、コバルトの生産量はコンゴに集中してい
る。これに対してレアメタルの供給源の多
様化やイノベーションによる代替技術、素
材の確立、さらには再利用などリサイクル
に関して北東アジアの国々は協力もできる
し、逆に競争になってしまう可能性もある。
特に懸念されているのが、中国の輸出管
理法にレアメタルが含まれるのではないか
といったことである（図10）。したがって、こ
うしたことを乗り越えて、北東アジアで協力
し特に供給源の多元化やイノベーションに
ついて、協力できるものを追求していく必要
があると思う。

安全保障にかかわる問題としては、今
後脱炭素化に世界が向かっていくにつれ、
この技術覇権を巡る争いも注目していく必
要がある。

これまでトランプ前政権下では貿易面
など米中間には非常に大きな対立があっ
た。一方で、気候変動問題は協力が可
能な分野であると広く言われてきた。ただ
本当に気候変動に対処していくと、再生
可能エネルギーの大量導入や半導体、次
世代通信技術の導入、さらには自動運転
など、いわゆるデジタル・トランスフォーメー
ションの促進、大きな社会変革が必要にな
る。ベースにはレアメタルの安定供給が非
常に重要で、そのことと一体的に捉えてい
く必要があり、気候変動に対応するため
の社会変革と再生可能エネルギー関連や
その他の先端技術との問題は切り離せな
くなる。この分野での技術覇権を巡る米中

図7　天然ガス輸入国側の協力

図8　モンゴル：再生可能エネルギー電力の輸出
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の対立が気候変動分野にも飛び火してし
まう可能性もあり得、米中間が今後どうなっ
ていくのか、ということはこの地域にとっても
非常に重要になってくる。

今回の話をまとめると、1つは基本的に
温暖化を止めるためにはネットゼロしかな
く、アジアの国々、中国、日本、韓国といっ
た国も含めて、多くの国がネットゼロの実現
に取り組む姿勢を出していることである。

次に、この実現に向けて、エネルギー構
造の大転換が必要になるが、北東アジア
における高い化石燃料依存や域内での
エネルギーネットワーク、送電網やパイプラ
インが十分発展していないということが足
かせになってしまう。

また、こうしたことは逆に協力の今後の
糸口にもなる。天然ガスや再生エネルギー
由来の電力、さらには水素、レアメタル等に
ついてはより安定的に供給するような形に
向けた協力は、北東アジアが目指していく
べき方向だ。ただし、米中対立はそうした
方向性に影を投げかける可能性があるの
で、今後は注意して見ていく必要がある。

1．�中国におけるエネルギーの
現状

中国は世界最大のエネルギー生産国
かつ消費国である。2019年の中国のエネ
ルギー消費量は石炭換算で48.6億トンで
あり、世界全体の24％を占めた。一方、国
内生産は39.7億トンであり、エネルギーの
海外依存度は18.3％となった。2019年に
おいて石炭が中国のエネルギー消費量全
体に占める割合は57.6％と圧倒的に大き
かったが、天然ガスや再生可能エネルギー

も急速に伸びている。つまり、エネルギー転
換が加速し、石炭の割合は減少し、天然
ガスや再生可能エネルギーの割合が増加
している。また、総生産量に占める石炭火
力発電の割合は64.7％であり、OECD 平
均の22.2％や世界全体での36.4％を大きく
上回った（図1、2）。

中国は太陽光発電や風力発電の設備
能力も世界で最も大きく、過去10年の成
長が極めて著しかった。その一方で、中
国は世界最大の CO2排出国でもあり、BP

社の統計によると、2019年の排出量は
9.8GtCO2であり、世界全体の28.8％を占
めた。

2．中国のエネルギー開発政策
中国は、クリーン・低炭素・安全かつ効率

的なエネルギーシステムを実現し、エネル
ギー安全保障とパリ協定の目標達成を実
現することを基本方針として、エネルギー
転換に取り組んでいる。2020年9月22日の
第75回国連総会の一般討論および同年

中国のエネルギー政策と北東アジア協力
中国国家発展改革委員会エネルギー研究所副所長
高世憲

3rdステージ　パネルディスカッション

図9　再生可能エネルギー拡大とエネルギー安全保障：レアアースとコバルト

図10　再生可能エネルギー拡大とエネルギー安全保障：リチウム
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12月12日の世界気候サミットにおいて習近
平国家主席が表明した中国のエネルギー
転換目標は以下に整理できる。
• 2030年までに CO2排出量をピークアウト
し、2060年までにカーボンニュートラルを
達成する。

• 2030年までに GDP 当たりの CO2排出
量を2005年比で65％以上削減する。

• 2030年までに一次エネルギー消費に占
める非化石燃料の割合を約25％に引き
上げる。

• 2030年までに風力・太陽光発電の総設
備能力を1.2TW 以上にする。

• 2030年までに森林資源量を2005年比
で60億㎥増加させる。
今後の中国のエネルギー開発はどのよ

うに進められていくか。国際エネルギー機
関（IEA）は、エネルギー消費構成が変
化し、2019～2040年に石炭が減少し、ガ
スと再生可能エネルギーが増加すると予
測している。この期間に石炭消費量が減
少する。「公表政策シナリオ」においても、

「持続可能な開発シナリオ」においても、
石炭需要は2019年よりも少なくなることが
示されている。発電に関しては、2019～
2040年に石炭火力発電が激減する。石
炭火力発電の石炭量は、持続可能な開
発シナリオでは2019年に比べて減少する

（表）。
クリーン・低炭素・安全かつ効率的なエ

ネルギー転換への行動とは何か。これは、
供給面から見ると、クリーンかつ低炭素、

そして電力源を複数持つ補完的なエネル
ギー供給システムの確立を意味する。具
体的には以下のとおりである。
• 非化石燃料の経済的・効率的な開発と

利用の促進。
• 化石燃料の構成の最適化とエネル
ギー安全保障の保証。

• 電力系統と石油・ガスの安全備蓄規模
の総合調整能力の向上。

• インフラの相互接続と情報共有ネット
ワークの構築。
需要面から見ると、これは、高品質・共

有・経済的かつ効率的なエネルギー消費
システムの確立を意味する。具体的には
以下のとおりである。
• 総エネルギー消費量とエネルギー消費

原単位の「ダブルコントロール」を行う。
• エネルギー消費構造の最適化とアップ
グレードを促進し、効率的なグリーンエネ
ルギー活用モデルを新しく構築する。

• 産業革命を、産業用エネルギーの利用
について整理する機会だと捉える。

• グリーンビルディングを核にして、建物の
エネルギー消費量増加によるロックイン
効果を断ち切る。

• 活用方法の最適化と技術の進歩に着
目し、石油に頼らない輸送を実現する。

• 発展的方策を導入し、総合的なエネル
ギーサービスの新しいモデル構築を目
指す。

3．�北東アジアにおけるエネルギー
協力

原則として中国はエネルギー安全保障
を実現できるよう、多様かつオープンで互
恵的な国際エネルギー協力システムを構
築していく必要がある。具体的には以下の
とおりである。
• エネルギーインフラの相互接続を強化

する。
• 水素エネルギー、CCUS、再生可能エネ
ルギー設備・資材・技術などの分野にお
けるエネルギー技術協力を強化する。

• グローバルエネルギーガバナンスシステ
ムの再構築を加速化させる。 

4．まとめ
中国は世界最大のエネルギー消費国・

生産国・CO2排出国であり、エネルギー転

2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

消費（Mtce） 1470 2614 3606 3870 4021 4169 4258 4299 4358 4490 4640 4860

生産（Mtce） 1386 2290 3121 3402 3510 3588 3619 3615 3460 3590 3770 3970

世界での割合 10.5% 14.9% 19.6% 20.8% 21.9% 22.4% 22.9% 22.9% 23.0% 23.3% 23.6% 24.0%

海外依存度 5.7% 12.4% 13.5% 12.1% 12.7% 13.9% 15.0% 15.9% 20.6% 20.0% 18.8% 18.3%
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図1　中国のエネルギー消費と生産の推移（2000-2019）

中国 アメリカ インド ロシア 日本 カナダ ドイツ ブラジル 韓国 イラン 世界 OECD

再生可能 4.7% 6.2% 3.5% 0.1% 5.9% 3.7% 16.1% 16.3% 2.3% 0.0% 5.0% 7.2%

水力 8.0% 2.6% 4.2% 5.8% 3.5% 24.0% 1.4% 28.7% 0.2% 2.1% 6.4% 5.3%

原子力 2.2% 8.0% 1.2% 6.3% 3.1% 6.3% 5.1% 1.2% 10.5% 0.5% 4.3% 7.6%

石炭 57.6% 12.0% 54.7% 12.2% 26.3% 3.9% 17.5% 5.3% 27.8% 0.4% 27.0% 13.8%

天然ガス 7.8% 32.2% 6.3% 53.7% 20.8% 30.5% 24.3% 10.4% 16.3% 65.2% 24.2% 27.8%

石油 19.7% 39.1% 30.1% 22.0% 40.3% 31.7% 35.6% 38.1% 42.9% 31.8% 33.1% 38.4%
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図2　中国のエネルギー構成と国際比較
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換を大きく推し進めている。中国では炭素
強度が高いエネルギーである石炭が圧倒
的な割合を占めているが、高炭素エネル
ギーから低炭素・ゼロ炭素エネルギーへの
転換やエネルギー効率の向上において大
きな進歩を遂げている。しかし、中国はパ
リ協定に準じた NDC の目標を達成すると
いう大きな課題にも直面している。2030年
および2060年の CO2排出量の原単位、
2030年の一次エネルギー消費に占める非
化石燃料の割合、そして風力・太陽光の
総設備能力などの目標達成は今後の課題
となるであろう。

北東アジアにおけるエネルギー協力で
は、エネルギー安全保障の維持やパリ協
定の目標達成など、エネルギー分野の多く
の領域で協力が可能である。

国連環境計画（UNEP）の最新の評
価によると、パリ協定の1.5℃目標もしくは
2℃目標の実現に必要となる温室効果ガス

（GHG）排出量削減量と、同協定加盟各
国の NDC目標合計の間に大きな差が生
じている。NDC がこのまま実施された場
合、パリ協定の削減目標との差は、1.5℃目
標では32GtCO2e（二酸化炭素換算量）、
2℃目標では15GtCO2e 相当となる。これに
対して2019年の世界全体のGHG総排出
量は36.44Gt 相当であった。そのため、各
国の取り組みの強化が求められている。

モンゴルは、GHG 排出量自体は比較的
少ないが、GDP 当たりの排出量と人口一
人当たりの排出量では世界のトップ10に
入る。2019年の人口一人当たりの排出量
は世界平均で4.75トンであるのに対し、モ
ンゴルは20.31トンで第8位の排出国となっ
た。モンゴルは、INDC（自国が決定する

貢献案）では2030年までに BAU シナリ
オから14％排出削減する目標を掲げてい
たが、協定締結後に目標値を引き上げ、
2030年までに趨勢型シナリオから無条件
で22.7％排出削減し、廃棄物発電政策や
革新的な施策の実施による条件の下で最
大27.2％削減目標を上げるNDCを表明し
た。さらに、炭酸ガス吸収森林の活用、草
地の劣化防止、森林破壊の防止などの取
り組みがうまく進めば、45％近くの削減も可
能となる（図）。

GHG 排 出 量 削 減のほぼ 半 分を担
うことになるのはエネルギー部門であり

（49.4％）、全体の3分の1の削減を担うこ
とになる農業（31.3％）がこれに続いた。工
業、輸送、建設部門の GHG 排出削減量
はそれぞれ全体の7.6％、6.2％、4.9％にな
ると予測されている。エネルギー部門にお
けるGHG 排出削減は、再生可能エネル

ギーの活用とエネルギー生産の効率化に
よって達成される（表）。

2030年までにモンゴルに導入される再
生可能エネルギー容量は、水力、太陽光、
風力を含め1356MW に達する。これは、
現在のモンゴルの総発電容量にほぼ等し
い。日本の二国間クレジット制度（JCM）
はモンゴルのクリーンエネルギー開発に大
きく貢献しており、これまで導入された再生
可能エネルギー容量の272.7MW のうち、
16％にあたる37.7MW がこの制度の下で
実施された。

モンゴル・エネルギー省によれば、風力
発電容量は現在の155MW から2030年
には320MW へと2倍以上になると期待さ
れている。既存の水力発電容量は他の再
生可能エネルギーに比べて比較的小さい
が（23MW）、2030年までに686MW へと
増強をさせていく。しかし、2030年までに

モンゴルのパリ協定に対するNDCとエネルギー分野
モンゴル環境観光省気候変動特使
バトジャルガル・ザンバ

表　電力分野における中国のエネルギー転換

出所：IEA WEO-2020

公表政策シナリオ

2019 2030 2040 年平均成長率（%）
2019‒30 2019‒40

総発電量、TWh 7,518 9,952 12,023 2.6 2.3

割 合

石炭 65 52 42 0.5 0.1
石油 0 0 0 -7.0 -6.3
天然ガス 3 5 6 7.0 5.4
原子力 5 7 8 5.8 4.9
再生可能 27 36 44 5.4 4.7
水力 17 14 13 0.8 1.0
バイオエネルギー 2 3 3 7.7 5.5
風力 5 10 13 8.3 6.6
地熱 0 0 0 28.8 23.1
太陽光 3 9 14 14.0 10.2
集光型太陽熱 0 0 0 18.2 14.6
海洋 ‒ 0 0 39.6 26.3

持続可能な開発シナリオ

2019 2030 2040 年平均複利成長率（%）
2019‒30 2019‒40

総発電量、TWh 7,518 9,317 10,951 2.0 1.8

割 合

石炭 65 35 13 -3.7 -5.7
石油 0 0 0 -4.8 -12.0
天然ガス 3 6 6 8.0 4.9
原子力 5 8 11 7.7 6.1
再生可能 27 50 70 7.9 6.5
水力 17 16 16 1.6 1.4
バイオエネルギー 2 4 5 9.3 7.1
風力 5 15 21 11.6 8.5
地熱 0 0 0 38.0 25.3
太陽光 3 16 27 18.6 13.1
集光型太陽熱 0 0 1 25.1 21.6
海洋 ‒ 0 0 33.5 21.9

ERINA REPORT PLUS No.160 2021 JUNE



2021北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　3rdステージ　日露エネルギー・環境対話―パリ協定と北東アジアのエネルギー安全保障

42 ERINA REPORT PLUS

稼働を目指している最大規模（315MW）
の水力発電所 Egiin Gol が国境を越え
て環境へ与える影響が懸念されたままで
ある。太陽光発電への期待は大きく、設
備容量を現在の105MW から2030年に
は335MW に増強する。また、他の生産

設備と組み合わせる形で太陽光発電所
が建設されており、政府はこうした動きをさ
らに推し進めていく。具体的な事例として
は、JCM 事業としてウランバートル郊外の
12.7MW の太陽光発電所に果物や野菜
の温室生産設備が建設された。 

また、モンゴルは自然環境の保護区域を
国土の25～30％に拡大し、排出削減のシ
ナジー効果がある生態系を維持しながら、
削減・適応目標の実現を進めていく。気
候変動とNDC目標の達成に対応するた
めに国土をどのくらい保護しているかという
ことに関する世界自然保護基金の評価に
おいてモンゴルは5点満点中4.5点を獲得
し、130カ国の中でトップの国として評価さ
れた。気候変動への適応にはコストがか
かるため、モンゴルは地域社会の対応能
力をさらに高め、持続可能な生活を支援し
ながら、削減策へのシナジー効果を期待で
きる適応策を優先的に行っている。モンゴ
ルにとって水は非常に重要な課題である。
そのため、政府は自然が作った形状を利
用したカスケード状の貯水池に氷河や雪
溶け水を集めることで、異常気象による洪
水被害の防止や干ばつ時の安定給水が
できるよう計画の策定を進めている。

これらの対策はモンゴルの経済・社会
面を包括する中長期開発戦略・計画に反
映されている。また、今世紀後半にはネッ
トゼロ排出の達成や気候変動に柔軟に
対応する社会を実現できるよう、ロードマッ
プの策定を進めている。最近承認された
「国家長期開発ビジョン2050」では、第1
期（2020～2025年）に喫緊の課題に取り
組み、第2期（2026～2030年）にはブラウ
ン経済からグリーン経済へと移行し、第3期

（2031～2040年）にはグリーン経済の基
盤を確立し、第4期（2041～2050年）でグ
リーン経済を実現するという国の戦略目標
が打ち出された。モンゴルの国家長期開
発ビジョンで定められている計画措置は、
後続政権の政治的意志と公約によってい
ずれも実現可能である。

表　モンゴルのエネルギー部門別 GHG 排出削減目標（1,000トン CO2e)

出所：Mongolia NDC, 2019

2015 2020 2025 2030
ベースラインシナリオ 18,301.1 24,998.5 32,018.3 38,837.3
削減シナリオ 18,301.1 22,089.9 25,433.6 27,572.7
排出削減量：計 ‒ 2,908.6 6,584.7 11,264.6
　1　エネルギー消費：計 ‒ 978.1 2,261.1 2,924.1
　　　建設 ‒ 603.3 699.9 830.1
　　　工業 ‒ 306.0 782.1 1,045.2
　　　輸送 ‒ 68.8 779.1 1,048.8
　2　エネルギー供給：計 ‒ 1,930.5 4,323.6 8,340.5
　　　再生可能エネルギーの使用 ‒ 221.3 1,055.0 2,968.7
　　　エネルギー効率改善 ‒ 1,709.2 3,268.6 5,371.8
排出削減量比率、％ ‒ 11.6% 20.6% 29.0%
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韓国のエネルギー転換政策の基本方
針と目標について報告する。

韓国のエネルギー転換計画の基礎とな
る「エネルギーマスタープラン」は、持続
可能な成長を実現し国民の生活の質を向
上させることを目指している。以下では、
エネルギーの利用構造、電力分野、エネ
ルギー供給システムの観点からマスタープ
ランの要点を見ていく。

韓国のエネルギー転換の構想は電力
エネルギーミックスの変更だけでなく、消
費、供給、輸送、産業などのエネルギー
システムの構成要素を革新することも目的
としているということを強調しておきたい。
このことを、需要管理、電力分野におけ
る燃料の転換、輸送分野のクリーンモビリ
ティーなどの中核的な政策課題に焦点を
当ててみていこう。

韓国はいまだにエネルギー集約型の産
業に大きく依存しているため、GDPとエネ
ルギー消費のデカップリングポイントに到達
していない。そこで、エネルギー転換政
策を導入することで、2027年頃にはデカッ
プリングポイントに到達することを目指して
いる。長期的なエネルギー需要の削減の
ため、エネルギー効率を優先目標としてい
る（図1）。

エネルギーの需要管理の面では、エ
ネルギー消費構造を革新し、最終エネ
ルギー消費量を趨勢型シナリオ（BAU: 
business-as-usual）の 場 合 に 比 べ て
18.6％削減する予定である。また、最終
エネルギー消費原単位については2017
年比で38％改善する計画である（表）。

温室効果ガス（GHG）の排出量につい
ては、韓国は2030年までに BAU で予測
される850.8Mtoe 排出量から37％少ない
536Mtoe（石油換算で100万トン）を目指
している。また、国内の削減目標を25.7％
から32.5％へと引き上げた。

電力エネルギーミックスの移行はエネ
ルギー転換政策の中核をなすものであり、
2017年時点で5.6％にとどまっていたエネル
ギーミックスに占める再生可能エネルギー
の割合を2040年までに30～35％程度に
引き上げることを計画している。原子力の
割合は2017年の26.5％から2040年には
19.3％に低下する（図2）と予測される。

エネルギー供給面では、再生可能エネ
ルギーがエネルギーミックスの重要な役割
を果たすように化石エネルギー源の代替
が進められている。韓国政府は再生可
能エネルギーの能力を高めるため、2040
年までに再生可能エネルギーの設備を
103GW 以上に増強する計画である。具
体的には2030年までに太陽光や風力によ

る48.7GW の新規発電設備を建設する
予定である。

また、既存の中央集権型エネルギーシ
ステムを分散型システムに置き換え、電力
供給ミックスにおける分散型電力の割合を
2040年には30％に増加する予定である。

韓国のプランのもう一つの大きな目的
は、水素経済を構築することにある。韓
国は、水素エネルギーがエネルギーの転
換や再生可能エネルギーの季節変動の
課題克服に大きく貢献すると考えている。
政府は水素の供給量を2040年までに500
万トンに拡大させる計画である。

COVID-19は国家経済に影響を及ぼし
ている。この危機を克服し低炭素経済へ
の移行を加速させるため、韓国政府は昨

韓国のエネルギー大転換とエネルギー安全保障に関する
国家政策（パリ協定目標達成に向けた地域協力の観点から）
韓国エネルギー経済研究所（KEEI）国際エネルギー協力グループ上級研究員
梁義錫（ヤン・ウィソク）
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GDP見通し（兆ウォン）

2017           2020                         2025                        2030                          2035                   2040

2027年以降のGDP↑
エネルギー消費↓

図1　韓国の GDP 成長率とエネルギー消費目標

表　エネルギーの需要管理目標 (2017-2040)

出所：The Third Energy Master Plan of Korea (2019年)

2017 2030 2035 2040
年平均成長率（%）

’17～’30 ’30～’40 ’17～’40

BAU 需要（Mtoe） 176 205 209 211 1.2 0.3 0.8

目標需要（Mtoe） 176 175 173 172 0.0 -0.2 -0.1

削減率（%） ‒ 14.4 17.2 18.6 ‒ ‒ ‒
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年7月、「コリアンニューディール」と呼ばれ
る持続可能な復興政策を打ち出した。こ
れは（i）デジタルニューディールと（ii）グ
リーンニューディールという2つの主要政策
分野によって構成されている。

グリーンニューディールでは特に次の3
分野に焦点が当てられている。
• インフラのグリーン転換
• 低炭素・分散型エネルギー
• グリーン産業におけるイノベーション

韓国政府は、グリーンニューディール政
策によってインフラのグリーン転換が加速
され、低炭素経済が促進されることで、
韓国がグリーン社会に移行していくことを
期待している。この政策は、研究開発や
試験的プロジェクトの拡大、追加的な金
融支援の実施によって、再生可能エネル
ギーの分野を育成していくためのものでも
ある。ただし、政府は石炭火力発電や従
来型のエネルギー源の使用削減によって

課題が生じる地域では、適切な移行を進
めることを目指している点についても指摘し
ておきたい。

北東アジア諸国は、これまでも石油や
天然ガスなど、地域のエネルギー安全保
障に寄与するエネルギー協力課題を解決
してきた。いくつか事例を挙げておく。
• 石油・ガスの輸入源を多様化し、備蓄
を拡大する。

• 北東アジアの天然ガス協力を促進する。
• 北東アジアスーパーグリッドを構築する
（共同研究）。
まさに今、パリ協定の目標達成に向け

た環境の変化に対応できるよう、北東アジ
ア諸国で協力をさらに拡充していく時期が
来ている。あらゆる中核的技術を開発して
北東アジア地域に水素サプライチェーンを
構築することが協力分野としてふさわしい
と考えられる。そこで北東アジアのエネル
ギー協力における新たな協力の柱として、
水素についての課題を加えることを提案し
たい。今回の議論が、北東アジア諸国の
よりクリーンで持続可能な成長への道のり
に貢献することを願っている。

１．ロシアの二酸化炭素排出量
ロシアは、国連気候変動枠組条約にお

いて合意されたパリ協定に関する2019年
9月21日付ロシア連邦政府令第1228号を
採択した。

ロシアは、中国、アメリカ、インドに次い
で世界第4位の二酸化炭素（CO2）排出
国である（図1）。2019年のロシアの CO2

総排出量は16億7800立万メートルトンであ
り、世界全体の排出量（33Gt）の5％を占
めた（IEA, 2019）。

2．�エネルギー政策における優先
課題

「ロシアにおける2035年までのエネ
ルギー戦 略 」（「 エネルギー戦 略 」。
Government of Russia, 2020）は、環境
とエネルギー安全保障がロシアのエネル
ギー戦略にとって優先課題となっている。
一方で、ロシアは、国益、資源ポテンシャ
ル、そして国連総会の SDGs の達成の必
要性に基づき、世界市場に炭化水素を供
給することで世界のエネルギー安全保障
に大きく貢献している。

ロシアのエネルギー政策の優先課題
の主要指標は以下の通りである（UPS, 
2018; Government of Russia, 2020）。
1）2035年まで4億9000万 ～5億5500万
トンの石油・ガスコンデンセート生産を確保
（2018年は5億5570万トン）、2）2035年
まで8600億～1兆1000億㎥のガス生産を
確保（同7276億㎥）、3）2035年までは4
億8500～6億6800万トンの石炭生産を確
保（同4億3930万トン）、4）2035年まで統
一電力システムの発電設備容量を251～
264GW で維持（同243.2GW）。

ロシアの国家エネルギー安全保障、パリ協定の気候変動
目標の達成、北東アジアのエネルギー協力に関する政策
ロシア科学アカデミーシベリア支部エネルギーシステム研究所国内電力網研究室長
ポドコバルニコフ・セルゲイ

出所：The Third Basic Energy Plan for 2040 （2019年）
注：2030年の見通しは、第8次基本計画の電力需給（自国の新規・再生可能エネルギーの利用は含まない）に基づく。
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世界の経済大国の中でもロシアは最も
環境に優しい（低炭素）燃料・エネルギー
産業をもつ国の一つであり、発電の3分の
1以上は原子力や水力などの再生可能エ
ネルギー、残りの半分は天然ガスによる。

3．脱炭素・低炭素発電
ロシアの主たる再生エネルギーは水力

であり、水力および再生可能エネルギーに
よる発電は発電量全体の約21％を占めて
いる。2019年において統一電力システム
全体に占めるカーボンフリーの水力発電と
原子力発電の比率は33.2％であった。ま
た、電力源構成において低炭素ガス火
力のシェアは46.4％で、残りの20.4％は石
炭火力であった。シベリアでは、石炭火
力の割合が50％にのぼる。残りは水力発
電（49％）とガス火力発電（1％）である。
極東の状況は若干異なり、石炭発電が
40.5％、ガス火力が18％、水力が41.5％で
ある（図2）。

2035年にはロシア全体で、化石燃料の
割合が減少し、カーボンフリーの原子力と
水力の割合が35％へ増加する。シベリア
では石炭発電がやや減少し、全体の半
分以下（47％）になる見込みである。極東
では環境負荷が少ない低炭素の発電方
式への変化が期待される。石炭火力の
割合が減少し、ガスおよび水力の割合が
増加する（図3）。

政府の電力供給契約（PSA）による
卸売市場参入支援により、NRES（New 

Renewable Energy Source）への投資
の機運が高まっている。PSA は、2024年

までに5GW 以上、2024～2035年にはさ
らに10GW 以上の NRES の導入に貢献
するであろう1。また、太陽光と風力による
発電用設備の建設に関連したハイテク機
器・技術サービスの市場が国内で成長し
ている。国内の大学では、再生可能エネ
ルギー施設の建設・設計・運用の専門家
が育成されている。

ロシアの水力発電のポテンシャルは全
世界の9％程度であり、大きな開発のチャ
ンスがある。水力資源の賦存はロシアの
アジア地域に偏っている。例えば、シベ
リアの従来型水力発電資源の技術潜在
力は757TWh/ 年である。水力発電研
究所の推定では、2050年までに24GW
の発電設備容量と100TWh/ 年以上の
発電量の水力発電所がシベリアに設置

1 https://ac.gov.ru/uploads/2-Publications/TEK_annual/TEK.2019.pdf.

出所：Statista (https://www.statista.com/statistics/270499/co2-emissions-in-selected-countries/)
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出所：Government of Russia (2020)
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される可能性がある。また、極東の潜在
的な水力発電量は684TWh/ 年であり、
2050年までに、約13GW の発電容量と
約55TWh/ 年の発電量の水力発電所が
設置される可能性がある2。極東に設置さ
れるトゥグル潮力発電所では、非在来型
の水力発電資源が利用されるかもしれない

（Belyaev et al., 2018）。
水素エネルギーは、長期的に有望な

カーボンフリー技術である。現在、主に化
学・石油化学産業で使用されている水素
は、将来的には炭化水素系のエネルギー
キャリアを代替し、「水素経済」を形成す
る可能性がある。ロシアの水素生産の可
能性は大きい。さらに、CCUS の化石燃
料の利用への長期的な影響も特にロシア
では大きい可能性がある（Government 
of Russia, 2020）。

ロシアではエネルギー分野における環
境保護と気候変動への対応でさまざまな
取り組みが行われてきた。特に鉱業で環
境要件が強化されている。企業に石油ガ
ス利用の効率化を促す施策が策定され
た。国際基準に合致し、環境特性が改
善された自動車燃料の生産と消費を促進
する施策が実施されている。石炭産業を
再構築する一連の取り組みの中で、土地
の埋め立てや環境状況の改善が行われ
ている。

4．�北東アジアにおけるロシアの
エネルギー協力�

ロシアのエネルギー部門は、国家安全
保障と社会経済発展に大きく貢献してい
る。また、国連総会で承認された SDGs

を踏まえて、特に北東アジアにおけるエネ
ルギー協力に参加することで、世界のエ
ネルギー・環境安全保障にも大きく貢献し
ている。

ロシアは石油、石炭、電力、そして低
炭素エネルギーであるガスなどのエネル
ギー資源の最大輸出国の一つである。
2019年のパイプラインによるガス輸出は2
兆210億㎥、液化ガスは3350万トンに達し
た（ロシア税関庁）。「エネルギー戦略」
では、2035年までにパイプラインガスの
輸出量が2550～3000億㎥、液化ガスが
8000～1億4000万トンに増加すると考えら
れている。「シベリアの力」パイプラインに
よるロシアから東アジア（中国）へのガス
輸出は既に始まっている。これが2022年
にフル稼働した場合、輸出量は380億㎥
となる3。2019年の LNG 輸出は、日本向
けが630万トン、中国（台湾を含む）向け
が440万トン、韓国向けが240万トンであっ
た。2019年にロシアはモンゴルからわずか
な量の電力を輸入したが、この輸入はモ
ンゴルの電力系統の運用状況に起因した
ものである。

「エネルギー戦略」によると、現在、ロシ
アのエネルギー輸出においてアジア太平
洋地域が27％を占めている。これが2024
年には40％、2035年には50％になると予
測される。

ロシアはカーボンフリーの原子力技術を
積極的に開発するだけでなく、世界中に
輸出している。ロシアは、インド、ベラルー
シ、中国の原子力発電所建設に関与して
いる。また、バングラデシュ、フィンランド、
ハンガリー、エジプト、ウズベキスタンなどで

も原子力発電所の建設協定を締結した。
ロスアトムは海外で36基の原子力発電所
の建設を受注している4。

近年、ロシアが重要な役割を果たすと
期待されている北東アジアの電力系統の
国家間相互接続と市場形成の課題につ
いて研究が行われている。私たちの研究
では、北東アジア諸国の電力系統統合に
よる実質的な利益の可能性が示されてい
る（Podkovalnikov et al., 2015）。特に、
北東アジア電力ネットワークの形成は、運
用や拡張に掛かる費用（国家間の電力網
インフラの費用を考慮）を年間240億米ド
ル節約し、最大65GW の発電容量とおよ
そ800億米ドルの投資額を節約することが
可能である。送電網全体での燃料費の
削減は年間約100億米ドルに達する。北
東アジア地域の電力の国際取引は、年間
400TWh に達する。集中的な電力取引
には、大規模な国家間大量送電インフラ
の整備が必要となる。北東アジアの国家
間電力相互接続への全参加国が利益を
得る。これは、参加各国の視点から見て
もこの送電網が経済的に実現可能である
ことを意味する。北東アジアの送電網は
再生可能エネルギーの展開を促進し、こ
の地域の石炭火力発電所に取って代わる
ことになる。

ロシアは特にアジア地域に有益な水力
発電資源を有しており、この資源を活用
した環境に優しいカーボンフリーの発電力
を、国内需要をだけでなく北東アジアの電
力市場にも供給できる。
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3 https://www.gazprom.ru/projects/power-of-siberia/.
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北極資源開発は既に北東アジア各国
の協力が実現している分野である。例え
ばヤマル LNGプロジェクトには中国や日
本が参画している。パリ協定を考えると、
将来的に石油・天然ガスが本当に必要な
のか、という疑問も出てくるだろう。それら
も含め、北極資源開発におけるロシアの
課題を見ていく。

欧米制裁下にも関わらず、ロシアが
進めている開発プロジェクトは多い（図
1）。日本は2019年からNOVATEK の
Arctic LNG-2プロジェクトに参画してい
る。JOGMEC の試算では、北極海沿岸
国の中で、ロシアの天然ガスの埋蔵量が
群を抜いて大きく、石油換算では、サウジ
アラビアの原油埋蔵量を上回ると考えら
れる。ノヴァク・エネルギー大臣は昨年、
2025年までに LNG の総生産能力を世界
第3位、0.68億トン以上に拡大する目標を
示した。

ロシアが抱える2つの課題を紹介する。
第1に、ロシアの原油生産量は世界最

大であるが、今後は減少していく。これを
バックアップするために新規開発が必要に
なる。

もう1つは、過去30年間にわたって世界

の約23％のシェアを占めていたロシアの天
然ガス生産が、足下では17.3％に低下し
ている。そのため北極海資源開発が必要
であり、ロシア政府は様 な々優遇税制を敷
き、北極海の膨大な資源を開発しようとし
ている。

2007年から2020年に実施された北極
海の開発プロジェクトの中には、上手く行っ
ているものもある。例えば、ヤマル LNGプ
ロジェクトでは、Arctic LNG-2が外資誘
致に成功している。一方、シュトックマンガ
ス田プロジェクトからは外資が撤退した。

北極海の資源開発は、その経済性より
も政治と油価から受ける影響が大きく、油
価が高くなければ実現できない。2007年
に油価が上昇し、2008年に142ドル、通
年では97ドルまで上昇した。プロジェクト
への欧米企業の参画は油価が112ドルに
なった2012年であった。しかし、油価が
低下すると、欧米企業の動きがなくなり、
制裁実施後は、外資が二の足を踏むとい
う状態にある。

実際、IEA は、油価が40ドルから100
ドルの際に、北極海の資源開発が可能
であると見ている。現在の平均的な油価
は70ドルで、足下では55ドルくらいだ。欧

米外資企業のプロジェクトへの参画は、
油価が70ドル以上で始まり、70ドルを下回
ると止まる。

もう１つの問題は天然ガスに関係する。
天然ガスの供給シェアが減っていく中で、
ロシアは LNG のプロジェクトに注力してい
る。世界最大と呼ばれ、ソ連時代に敷設
された西シベリアから欧州に向けてのパ
イプラインがあるが、それだけでは欧州の
市場しか取ることができない。「シベリアの
力」パイプラインは中国につながり、世界
市場を狙うには LNG の海上輸送が行わ
れることになる。シェアの低下を挽回する
ためには LNGプロジェクトが重要である。

サハリン-2におけるLNGプロジェクトは
2009年に開始した。2017年にはヤマル
LNGも動き出した。中国が大きなシェアを占
めている。一方で、欧州には中央アジアの
ガスは閉め出され、中国と欧州がロシアの
ガスを取り合っている。

次にパリ協定について見ていく。欧州が
中心となって進めているこの脱炭素化の
動きは、ロシアにとって大きな課題だが、正
味で排出量をゼロにする、つまり実質ゼロと
いうことなので、「石油天然ガスは使う」とい
うことになる。2050年に世界人口は100億
人となるが、そのためのエネルギーを水素
や再生可能エネルギーだけで満たすこと
はできない。欧州のベースラインのケースで
は化石燃料への依存は50％超となってい
る。CO2を地中に埋め、そこに植樹をして正
味排出量ゼロの実現を目指すことになる。
H2ケースでは、水素の利用が考えられて
いる。ロシアの石油天然ガスシェアのうち、
これまでドル箱であった欧州市場が占める
シェアが29.4％低下した。そこで、ロシアが
持てる選択肢の1つとして水素の輸出が
考えられている（図2）。

2040年の IEA の見通しでは、石油・ガ
ス需要は、2019年と比べて欧州では原

活発化する北極資源開発と包含する課題～日本も参画し
たアルクチクLNG-2を中心にその背景と意義を考える～
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 (JOGMEC) 調査部（併）ロシアグループ担当調査役
原田大輔

図1　北極における石油天然ガスポテンシャルと推進されているプロジェクト
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油が57％減、天然ガスは30％減となった。
中国の原油需要は増えないが、天然ガス
が2倍以上増えている。また、インドの原
油需要は1.65倍、天然ガス需要は3倍以
上増え、化石燃料の砦になる見通しが示
されている。

日本はロシアへのエネルギー依存を強
めている。2020年の財務省貿易統計を
見ると、日本の原油調達地域として、ロシ
アは4.1％を占めている。天然ガスはサハ
リン-2とヤマル LNG のスポットも入り、堅
調に伸びてきている。JOGMEC（日本）と
してもロシアのエネルギーは重要であるた
め、ヤマル LNG、アルクチクLNG-2にも
参画した。北極海資源プロジェクトの利点
は生産コストの低さにある。しかし、輸送
コストは高い。過酷な環境で開発コストも
かかるため、ロシア政府の優遇税制など
がなければ成り立たない。

一方で、日本、フランスの TOTAL、
中国もヤマル LNG に参入している。そ
の理由は、フランスの TOTALとして
NOVATEK の株主配当を得ること、中
国としてはこの LNGと「シベリアの力」パ
イプラインの価格を比べ、ロシアとの交渉
材料にできることにある。日本は、供給源
と供給ルートの多様化が図れる。日本もス
テークを持つことでそのシェアを増やすこと
ができる。

新しい協力としては、NOVATEK が
推進する北極海航路を使った新しいエネ
ルギー輸送スキームである。カムチャツカ
にターミナルを作り経済性を高めていく。こ
れにより日本や中国も輸送のハブになるの
で、北東アジアの位置づけが変わる可能
性がある。

ロシアは、脱炭素化の流れの中でも石
油・天然ガスの開発を進めている。減退し

ていく新規開発を吸収するために北極資
源開発を進めざるを得ない。

欧州で始まった水素エネルギーに対す
る動きに、その輸出を新たな商機として捉
えている。エネルギー安全保障上、日本と
しても、石油天然ガスだけでなく水素もロ
シアから買うことができることは重要だ。

現在の水素エネルギーのブームがいつ
までこれが続くのかは疑問がある。欧州
では新型コロナウイルスによって経済が減
退していく中で、水素エネルギー、エネル
ギーグリッドの統合が始まったが、コロナウ
イルスが収束した後もこの動きが継続する
かはわからない。

また、温暖化や気候変動問題に関連し
て、問題への注目がなくなればこの動きも
止まったり、あるいは、世界が二分したり
する可能性もある。インドは水素を使わな
いだろうし、中国の水素利用もどの程度の
ものかわからない。大国が石炭の使用を
継続する際に、世界は二分されるのだろう
か。

もう1つは、人口問題である。人間が増
えていく中ではエネルギー源を水素だけに
依存することはできない。再生可能エネル
ギーだけでは十分ではなく、化石燃料が
必要となる。昨年12月にロスネフチが「化
石燃料をクリーンに使うための技術に傾注
した方がいい」という戦略を出した。化石
燃料を環境にやさしいものにしていくため
に、CCS などを使って地中に埋めるという
ことだが、そういうことがポイントになってくる
と個人的には感じている。

新潟県は国内最大の石油天然ガス油
田を有しており、パイプラインもある。新潟は
日本の中で重要なエネルギー拠点になっ
ている。これからのカーボンニュートラル社
会でも我が国の重要なエネルギー拠点で
あり続けるため、積極的な取り組みを新潟
で実施していきたいと考えている。

令和2年10月、菅総理が2050年、カー
ボンニュートラル、脱炭素社会を目指すと
宣言した。新潟県としても、令和2年9月に
同様の2050年カーボンニュートラルの宣言
を行っている。

令和2年12月に「2050年カーボンニュー
トラルに伴うグリーン成長戦略」が国により

策定された。実行計画として、重点技術
分野別に2050年までの時間軸をもった工
程表を提示し、高い目標を目指した長期に
わたる技術の開発実証を2兆円の基金で
支援することとしている。2050年に発電電
力のうち再エネが50～60％を占める姿が
示されている。2050年のカーボンニュートラ

新潟県の再生可能・次世代エネルギー政策の概要
新潟県産業労働部産業振興課長
田中健人

図2　ロシアにとってのドル箱・欧州市場が進める脱炭素化政策
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ルの制限を受けて、それを加速していくこと
が求められている状況にある。

新潟県内の LNG の受け入れ基地か
らのガスパイライン網、火力発電所を示す

（図1）。
新潟県には、新潟港と直江津に LNG

受入基地があり、海外からLNG 船で輸送
されてきた LNGを受け入れ、貯蔵し、県内
各地の火力発電所や都市ガスで利用して
いるほか、長大なガスパイプラインにより関
東地方や東北地方などに供給している。

新潟のガス田から山形、福島、仙台
周辺への天然ガス供給が行われている。
2011年の東日本大震災発生時、津波によ
り仙台市ガス局の LNG 基地が被災し、機
能停止に陥ったが、新潟―仙台パイプライ
ンにより新潟から代替供給することができ、
早期のエネルギー復旧につながった。こう
した県内のインフラや資源を活用すること
が重要だ。今後、カーボンニュートラルの中
でどう生かしていくかが、ポイントになってく
ると考えている。

新潟県として力を入れていく分野は、1
つは洋上風力、2つ目は水素利活用の推
進、3つ目は新潟に佐渡、粟島という離島
があるが、そこを自然エネルギーの島とし
ていく構想を進める。この3点に力を入れて
いきたいと考えている。

洋上風力は、政府のグリーン成長戦略
でも重点分野として指定されており、2040

年に30～45ギガワットの導入の目標が示さ
れている。その中でこれまでは太陽光中心
で増えてきたが、適地が減っていく中で洋
上風力というのは最大の切り札として政府
も考えている。洋上風力は、北海道から青
森、秋田、山形、新潟県が適地となってい
る。このエリアでは電力網が弱い状況にあ
り、グリッドの問題、浮体式の洋上風力をど
う開発していくかが、洋上風力発電を進め
る際の課題となっている。

これを前提とした上で、新潟県でどう進

めていくかだが、長い海岸線があり、非
常にポテンシャルを持っている。新潟県が
行った調査では（図2）、オレンジのところが
着床式、緑の部分が浮体式のポテンシャ
ルのエリアとなっており、一定の可能性の
あることが示されている。

これを受け、新潟県で洋上風力導入拡
大のための研究会を開催した。村上市、
胎内市という新潟県の北部に位置する都
市の沖合で、現在着床式の洋上風力発
電の導入に向け地元の調整を行ってい
る。国による有望区域に選定された場合、
国と県と関係者で構成される協議会を開
催し、促進区域の指定に向けて、合意形
成を進めていく。

次に、水素エネルギーについて述べる。
今後、再エネ比率を引き上げていく上で
水素は再生可能エネルギーの貯蔵ができ
る。また燃料エネの代替ができるので非常
に期待されている分野だ。新潟県でもメタ
ンの燃焼や製造分野では鉄鋼での活用
などが期待されている。新潟県が有するエ
ネルギー拠点の地位を次世代エネルギー
である水素においても維持するため、様々
な施策に取り組んでいる。そういった意味
で、大きく水素の拠点化の推進、また水素
関連の産業の振興、水素の普及啓発を行
なっているところだが、特に力を入れている
のが水素の拠点化の推進だ。

カーボンニュートラルの実現に向けて水

図1

図2
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素利活用のエネルギー構造の展開に取り
組んでいくため、新潟県の地域特性を踏
まえた実証プロジェクトの検討、また長期
的な産業ビジョンの策定を行うため、新潟
カーボンニュートラル拠点化・水素利活用
促進協議会を1月に立ち上げた。この中
で、海外からの水素輸入についてもプロ
ジェクトの1つとして挙げられると現時点で
は考えている。

国土交通省は港湾で CO2削減を実
現するために、カーボンニュートラルポート

（CNP）の概念を打ち出しており、これを
検討する6地域の1つに新潟港が選出さ
れた。新潟県としても重要な物流産業拠
点である新潟港の新カーボンニュートラル

ポートの形成に向けて、港湾関連の事業
者を主な構成メンバーとする新潟港 CNP
検討会を国交省と合同で開催し、港湾に
おける次世代エネルギーの利活用の促進
や導入の課題などについて検討を進めて
いる。

最後に、自然エネルギーの島構想だが、
これは佐渡、粟島という新潟県の離島が
エネルギー供給の大部分を化石燃料に
依存しており、本土からの輸入に頼ってい
る。また電力の系統が独立しているため再
エネは導入しにくいという課題がある。環
境負荷の低減、エネルギー供給源の多様
化を目的として、電力会社、関連事業者と
連携して再エネ導入の取り組みを進めて

いく。今年度は島内での再エネ導入の可
能性を調査し、その電力を島内で最大限
活用する方法等を検討している。来年度、
さらに検討案を進化させ、構想を策定する
とともに、各関連事業者が島内で実施して
いるプロジェクトの事業化を支援する。

新潟県はこれまで LNG の受け入れ基
地として発展してきており、これを国内に送
るパイプラインを持っており、仙台や東京に
つながっている。将来的に水素を海外か
ら輸入することがあれば、受け入れ基地に
なりえると思うので、カーボンニュートラル社
会で関連国との連携を深めていきたいと
考えている。

ディスカッション

コーディネーター
パリ協定の1.5℃目標や2℃目標の達

成とそのための各国の NDC には大きな
ギャップがある。パネルディスカッションでは

（1)｢Beyond NDC（NDCを超えた）」に
向けたインフラ接続と（2）地域協力の新た
な柱としての水素エネルギーの2つの観点
から、このギャップを埋めるための国際・地
域協力の可能性を探りたい。「インフラ接
続」については、ADBとUNESCAPが推
進中のNAPSIプロジェクトがある。水素エ
ネルギーに関しては、パネリストから各国の
状況が報告された。具体的には、韓国に
おける水素経済の構築の計画、ロシアの
水素生産のポテンシャルの大きさ、日本に
おける水素・燃料電池戦略ロードマップの
策定、モンゴルにおける褐炭から水素を作
る技術への関心、そして新潟県の水素サ
プライチェーン構想である。

各パネリストには、NAPSI や水素経済
の実現可能性、それにかかわる技術進
歩、将来のクリーンエネルギー源としての
水素の手頃感や商業化の推進、これらの
問題にかかわる地域・国際協力の在り方
について、見解を伺いたい。

田村堅太郎
地域のインフラのインターコネクションに

ついては、温暖化対策として野心的な目標

を掲げているヨーロッパに比べると北東ア
ジアの域内協力は弱い。域内協力の可能
性はあるが地政学的な要因が障害になっ
ている。しかし、例えば日本が、国際協力
に依存するのではなく、再生可能エネル
ギーの変動制を抑えるツールの一つとして
国際協力するということであれば、電力供
給源のオプションが増え、安全保障にも貢
献できる可能性がある。最初から難しいと
国際協力の可能性を排除するよりは、それ
がどのような恩恵をもたらすか、参加各国
すべてに互恵的であるかを具体的に考え
ていく必要がある。

水素に関しては、ここ数年でかなり注目
を集めているが、一番のネックは価格であ
る。作るにも運ぶにも高い。水素は扱いが
難しいため、発電に使うためには技術的な
ハードルが高い。しかし、本当にネットゼロ
を目指すには、水素以外の最終的なオプ
ションが無い分野（例えば製鉄）には安い
水素を供給していかなければならないとい
う課題が存在する。アジア各国は競争関
係にもあるので難しい面もあるが、知見の
共有や共通の安全基準の策定などでは
協力していけると考える。

田中健人
現在、オーストラリアの褐炭水素を輸入

するプロジェクトが進んでいるが、将来的
にはこのようなグレー水素ではなくて、グリー
ン水素やブルー水素を輸入する必要があ
る。供給元としてはロシアなどが考えられ

る。日本国内での水素生産に関しては、電
気分解の場合は高い再エネコストがかか
り安く供給ができないため、国内生産から
輸入へつなげるというものにはならないと考
える。ただし、日本でも再エネに出力抑制
がかからなくなれば、安くエネルギーを供給
することができるので、海外から輸入と国
内で製造する水素を併せて使っていくもの
だと考える。

高世憲
北東アジア各国では NDC そのものより

その草案自体に課題が多い。また、パリ協
定の目標達成にむけた地域協力を進める
必要がある。例えば、北東アジア各国が水
素経済を目指す方針を打ち出していること
から、水素開発分野において協力の可能
性があり、これこそがより環境に優しいエネ
ルギーシステム構築のカギを握ると見てい
る。2004年時点で自動車部門における水
素生産をどうするか、その商業利用の可
能性が考えられていたが、15年以上経っ
てもまだコストが高く、価格競争がネックの
一つになっている。中国の場合、石炭や再
生可能エネルギーから水素を生成するな
ど様 な々選択肢がある。しかし、石炭は排
出原単位が高すぎるため、炭素の分離回
収が課題になる。水素の分野では、こうし
た技術協力ができるのではないだろうか。

インフラについては多国間の系統連係
が考えられる。天然ガスや石油パイプライ
ンの相互接続は重要になってきており、ロ



51ERINA REPORT PLUS

機関が水素研究を続けている。広範囲な
国際協力を通じて水素技術の研究を進め
ていく必要がある。

原田大輔
水素のコストはまだ非常に高い。様 な々

事業が進められているが、これは経済的な
理由によるのではなく、政府が NDC の達
成のために行っているものである。そして
政府の方針が変化するかもしれないという
ことも考えておく必要がある。これはロシア
にとっては良いビジネスチャンスである。ロ
シアは、例えば日本や韓国など、水素を買
いたい、政府がそのための費用や補助金
を払うという国がいれば、ロシアは水素を
売ることができる。そして、将来的には技
術開発が進み、水素のコストは下がってい
くかもしれない。国際機関の見通しでは、
2035年頃には水素エネルギーは、CO2の
分離・回収した化石燃料に対しても競争力
を持つという。今のところは将来の行方は
はっきりしない。昨年、EU は経済を回復さ
せるために新しい産業に投資をする決断
をした。これは韓国のグリーンディールやデ
ジタル化のようなものである。2027年までの
期間で編成された大型予算はこれを推し
進める原動力となり、何らかの技術開発を
もたらす可能性がある。このようなやり方を
我 も々追随するべきかについては、疑念を
持っている。水素生産のコストは低下する
だろうが、水素は化石燃料に比べて熱量
が小さい。さらに必要な量の水素をどこか
ら調達するかという問題もある。水素は燃
料そのものではなく、キャリアである。自動
車のガソリンのように使えるかもしれないが、
トヨタミライなどの水素車も電気自動化され
る。そのため、水素の利用可能性は限ら
れている。ロシアにとっては、石油、ガスに
加えて、より高い水素も売れるかもしれない
ので、良いビジネスチャンスになる。日本は
NDCの達成のためにEUや韓国と歩調を
合わせるとしても、いずれにしてもおカネが
掛かる。中国やモンゴルも再生可能エネル
ギーのポテンシャルが大きく、グリーン水素
を生産して輸出できる大きなチャンスがあ
る。中国も石炭や原子力に代わって水素
の開発などを決断すべきだということかもし
れない。

ため、国や地域のパートナーが需要や輸
出を拡大させる方法を協力して考えられれ
ば良いだろう。技術に関する情報交換や、
水素のキャリア（パイプラインの構築・液化
など）や社会への導入方法についても共
同で考えていくことはできるのではないか。
この面を主導してきたのは日本だ。韓国は
日本を追いかけようとしているが、協力・協
調の枠組みを作り、多国間の協調を進め
ていくということが次のステップとして必要
になると考える。そのためには、最初に優
先分野を定めて枠組みを作り、知識、事
例、経験などを共有していく必要がある。
先進的な日本の経験を共有していただき
たい。

ポドコバルニコフ・セルゲイ
北東アジアにおける電力網の接続は十

分ではない。ロシアとモンゴルの電力協力
は70年にわたる長い歴史を持ち、両国間
には送電網が敷設されている。90年代に
は中国との電力協力が進められた。近年、
中国とモンゴルの間に送電網が敷設され
た。この電力はモンゴルの工業団地へ供
給されるが、全体としてはまだ十分ではな
い。

風力や太陽光を使った発電におけるモ
ンゴルの潜在力は大きい。ギガワットレベ
ルの太陽光発電所をゴビ砂漠に建設でき
るだろう。このような形で再生可能エネル
ギー発電を行っていく場合、地域内の電
力網の接続を維持できるかどうかが問題
になる。電力網の接続が実現できれば、
パリ協定の達成や低炭素開発ができるよ
うになるだろう。一方、電力網の接続には
様 な々難題がある。1つは、北朝鮮と韓国
との政治対立である。現状ではロシアと韓
国の間に、また中国の間に送電網を敷設
することは難しい。この課題は専門家も参
加したうえで、政治家が解決しなければな
らない問題である。電力システムの統合が
進めば、より広い範囲で再生可能エネル
ギーの開発が進むだろう。

水素は、ロシアの将来的なエネルギー
の選択肢の1つである。「ロスアトム」や「ガ
スプロム」などが水力発電や水素のプロ
ジェクトにかかわっている。ロスアトムは、
水素技術開発に関して日本の資源エネル
ギー庁と合意をした。他にもロシアの研究

シアとの接続が進んでいる。ロシアにとっ
ても輸出のためのインフラの接続は不可欠
である。北東アジアでは太陽光などの再生
可能エネルギーに依存するというのは難し
い。中国、韓国、日本には化石燃料がな
いということを考えると、水素エネルギーの
利用も考えられるが、難しい面がある。様々
な電力供給源の選択肢を組み合わせるこ
とが必要であろう。

バトジャルガル・ザンバ
インフラについては、モンゴルは主要なプ

レイヤーとはなりえない。隣国がギガワット
の単位で話をするのに対して、モンゴルは
メガワットのレベルでの話となる。そのため、
モンゴルは隣国の話をまず聞き、様 な々イン
フラ接続の構想においてどのような協力が
できるかを考えていく必要がある。例えば
韓国のスーパーグリッド構想や太陽光発電
といったアイデアについても、実際にこの電
力を中国や日本に輸出をするのは難しい
のではないかという話もある。アイデアその
ものはモンゴルも支持し支援をするが、近
隣国に関心がなければ、夢のままに終わっ
てしまう。また、テラワットレベルの風力・太
陽光・水力プロジェクトもあるが、水力は国
内に限定されている。モンゴルにはロシアな
どとの共同の計画があるが、技術面に限
らず様 な々問題があり、相互理解を深めて
いく必要がある。

水素エネルギーについては、水素をどの
ように生産するかという課題がある。日本
や韓国など北東アジア各国とこの分野で
協力を進められれば、我 と々しては大変嬉
しく思う。

梁義錫（ヤン・ウィソク）
大量の利用には水素エネルギーはあま

りにも高い。長期的には水素市場は発展
するだろう。しかし、今のところ生産・供給
コストが高いため、水素経済の発展の今
後の行方を見通すことは難しい。多くの国
は再生可能エネルギーから水素を作ろうと
している。

水素の潜在的な供給者であるロシアや
カナダとの間に、水素エネルギーの協力・
取引・利用のメカニズムをどのように構築す
るかが問題である。また、水素の需要が
どの程度かを予測することは難しい。その
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私は、前新潟市長の頃、新潟市政策ア
ドバイザーを務めるなど、新潟とはいろいろ
な接点があり関係を深めてきた。

環日本海構想は、私自身、非常にこだ
わってきた構想なので、その問題意識を共
有する新潟との連携は、私が率いる一般
財団法人日本総合研究所にとって、大きな
意味があると思っている。新潟が持ってい
るERINA のような戦略性の高い研究機
関はとてもポテンシャルがあり、私は新潟に
とって宝だと思う。なぜならば、私は世界中
を動いてきているが、ウィーンにしろ、パリに
しろ、情報の集約点を持っているところが
人やビジネスを惹きつけ、新しい時代を切り
開いていく上での大変大きな基点になって
いる。重要なのは実は情報力である。

今回、コロナのトンネルを抜けながら、最
も大きな教訓は、グローバル化と言ってきた
世界がいきなりパンデミックにぶつかり、情
報鎖国のようになって、一体どうやって本当
のことを認識するかということについて、努
力しなければいけなくなってきたことだと思
う。そういう時に、地域に大きな情報の基
点を持っているということは、意味を持つだ
ろう。その企画の一環でもあって、今日、私
自身がここに登場している。

まず、皆さんと問題意識を共有しておき
たいのは、東日本大震災から明日でちょう
ど10年になる。日本が戦後直面したいくつ
かの大きな転換点の中でも、多くの日本人
にとって大きな衝撃だったのは10年前の
3.11である。それから、世界史の中で言え
ば、ちょうど20年前の9.11のアメリカ同時多
発テロ事件だ。私自身、アメリカ東海岸に
10年以上住んできたので、ニューヨーク、
ワシントンが襲われたという衝撃は大きかっ
た。今年はちょうど、あれから20年、あの
大震災から10年にあたる。

そうした年に、昨年から世界中がパン
デミックというコロナウイルスの問題で苦し

んでいる。コロナのトンネルを抜けながら、
我々は自分たちが今どういうところに立って
いるのかということに対して、客観的な正し
い事実認識のもとに、議論を始めなければ
いけないと思う。今日の議論はわずか1時
間なので、ファクトファインディングということ
に力点を置いて、問題意識を共有していき
たい。

私は、最近、日本についてコロナが問題
なのではなく、コロナが問題の本質をあぶ
りだしたと言っている。今、日本人にとって
とても大事なのは、健全な危機感を持つこ
とである。「日本は何となく上手くいっている
のではないか症候群」という言い方がある
が、去年コロナが発生する前までは、日本
は上手くいっているものだ、と思い込んでい
るような、幻覚症状の中に日本自体が埋没
していたと言っていいだろう。

前述のとおり、ちょうど20年前の2001年
に9.11が起きた。その前年、2000年の世
界 GDP に占める各国の比重をみると、日
本は14％だった。そして、IMF の実績見
込みによると、2020年、日本が世界 GDP
に占める比重は6％を割り、わずか5.7％に
まで圧縮している。日本の埋没が言われる
理由はここにある。もう一回、冷静にこの数
字を見てみると、1988年、つまり平成の時
代が始まる前年、日本の世界 GDP に占め
る比重は16％だった。日本を除くアジアは、
中国、インド、ASEAN、すべて集めてもわ
ずか6％にすぎず、日本はアジアの中で圧
倒的な経済大国だった。そして21世紀に
入る直前の2000年においても、除く日本の
アジアは7％で、日本はアジアのフロントライ
ンを走っていた。ところが、平成という時代
が終わってみたら、日本の世界 GDP に占
める比重はわずか6％で、一方、除く日本
のアジアは、中国、インド、ASEAN、合わ
せて日本の4倍近くになっていた。このパラ
ダイム転換に、日本人は頭がついていけな

い。私は経団連研修のインストラクターとし
て、一部上場企業の経営企画部長クラス
の人たちと1年間向き合っているが、そうい
う立場の人でも、日本の本質が見えていな
い気がする。

日本が戦争に敗れて5年後の1950年、
世界 GDP に占める日本の比重はわずか
3％だった。そこから我々の先輩たちは頑
張った。工業生産力モデルという言葉を私
は使っているが、産業力で外貨を稼いで日
本を豊かな国にしようということである。鉄
鋼、エレクトロニクス、自動車産業など、要
するに産業を育て外貨を稼いで、我 を々豊
かな国ニッポンに持ってきた。1988年はそ
のいわば完成形といっていいバブルのピー
クの直前で16％までいっていた。ところが、
気が付けば2000年に14％だった数字が
2010年にはその半分の7％になってしまっ
た。これが3.11の直前だ。その後さらに、
去年5.7％というところまで落ちてきた。この
先どうなるか。

中国では、先日全人代が開かれ今年の
経済成長の目標を6％というかなり控えめな
数字を出してきている。国際機関等のいろ
いろな予測を見てみると、コロナのトンネル
から先の10年後、2030年の状況において
日本の世界 GDP に占める比重は、ここか
らよほど頑張ってこのパラダイムを転換す
るくらいのエンジニアリング力を見せていか
ない限り、多分、4％台に落ちていくだろうと
思う。

国 内のあるシンクタンクが一 昨 年、
「2050年の日本」というレポートを出してい
る。2050年の日本の世界 GDP に占める
比重はわずか1.8％だという。しかし、「大
丈夫だ」というシナリオになっている。日本
には「ソフトパワー」があるからだというが、
いちばん無いのが「ソフトパワー」なのだ。
日本の置かれている状況に健全な危機感
が必要だという意味は、このポイントだ。除

アジアダイナミズムへの戦略的対応
一般財団法人日本総合研究所会長、多摩大学長
寺島実郎
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いうことは、Apple 一社の200分の1だ。ま
た、三菱重工業の時価総額は1兆円であ
る。三菱財閥グループの中核企業ともいえ
る三菱重工業、MRJという中型ジェット旅
客機の国産化プロジェクトが頓挫して、な
んと1兆円というわけだ。つまり、三菱重工
がAppleの200分の1で、日立製作所はわ
ずか4.2兆円、Apple 一社の50分の1とい
うことだ。

大学の学長をやっていると、学生から
「株価の時価総額はそれほど大切か」
と、質問されることがある。企業経営の力
を評価する指標として株価の時価総額が
一番大事な指標だとは思わない。だが、
株価の時価総額というのは、我々が資本
主義社会を生きている限り、「マーケットバ
リュー」という言い方がある。つまり、市場
が企業の価値を評価する時代という意味
だが、上場企業である限り、株価の時価
総額は怖い。会社というのは株価の時価
総額を超えた投資などできない。株価の時
価総額を超えたプロジェクトなど受けない。
そう考えれば、意味が見えてくるだろう。一
言でいうなら、日本がこれまで日本人を豊か
にしてきた基幹産業と呼んできた、鉄鋼、エ
レクトロニクス、自動車産業は大きな壁にぶ
つかっていると言ってよいだろう。今、「日本
株式会社」のトップは、トヨタ自動車だ。そ
れでもApple 一社の10分の1だということ
に、驚かれるだろう。

どうしてこうなったのか。基本的に、知っ
ておかなければいけないことがある。世界
のパラダイム転換がどういう形で起きたの
か。IT 革命の新しいステージ、つまりデー
タリズムのステージの中で、日本は落ち始
めた。

インターネットは誰が何の目的で作った
か。コンピュータの歴史にまで踏み込むと
延 と々きりがないが、我々が今日インターネッ
トと呼んでいるものの基本形は1962年アメ
リカ国防総省（ペンタゴン）が「ランドコー
ポレーション」というペンタゴン傘下のシン
クタンクのポール・バランに委託して、今日
インターネットと呼んでいるもののコンセプ
トエンジニアリングをスタートさせた。何が
目的だったかというと、現在のロシア、当
時のソ連邦との冷戦の時代に、アメリカ
国防総省のコンピュータを中央制御の大
型コンピュータで展開して、そこにソ連か

まず GAFAM、つまりアメリカ西海岸、シ
リコンバレービジネスモデルと言われている
ITビッグ5（Google、Apple、Facebook、
Amazon、Microsoft）の株価の時価総額
だ。2019年末の時点で、このたった5つの
会社の株価時価総額が4.9兆ドルになった
ということに驚いた。つまり、日本の GDP
をたった5つの会社の株価時価総額が超
えてくるという状況に驚いた。ところが、コ
ロナのトンネルに入って、今年の1月末には
7.4兆ドルに肥大してきた。約768兆円とい
うことだ。一方、BATという中国の ITビッ
グ3（Baidu、Alibaba、Tencent）がある。
10年ほど前の私の認識の中では豆粒のよ
うな小さなベンチャー企業だったが、あっと
いう間に1.6兆ドルという株価時価総額に
なってきた。事情通の人はファーウェイがな
いと思うだろう。ファーウェイは上場企業で
はない。ここには登場してこないが、デー
タリズムのプラットフォーマーズという業態と
しては、ファーウェイもBAT に並ぶ企業と
言ってよいだろう。

そこで、いま日本がどうなっているのか、
コンパクトに認識するうえで一番分かりや
すい説明だと思うが、Apple たった一社の
株価時価総額が2兆ドルを超したというの
が、昨年8月の時点での報道で伝わってき
た。ざっくりいえば200兆円を超したという
意味だ。

一方、1960年から10年刻みで日本のトッ
プ10（株価時価総額上位10社）の推移を
見てみたい。

1980年の日本の株価時価総額トップ10
は、1位がトヨタ自工、この2年後にトヨタ自
工はトヨタ自販と合併して現在のトヨタの体
制になった。第2位は松下電器産業（パナ
ソニック）、第3位は日産自動車、以降、東
京電力、鉄は国家なりとそそり立つような会
社だと思っていた新日本製鉄、エネルギー
流体革命のフロントラインにいた日本石油、
日立製作所と続く。このラインアップこそ、
前述の日本の戦後の工業生産力モデル
の優等生として生きたシンボリックな企業で
あると言ってもいいだろう。

ところが2021年1月末を見ると驚いてし
まう。日本製鉄、つい去年の春まで新日
鐵住金と言っていて、「住金」と「新」がと
れて、日本製鉄という名前の会社になった
が、時価総額はわずか1.1兆円である。と

く日本のアジアの GDP は、2030年には恐
らく30％を超えているだろうと思う。一方、ア
メリカの世界 GDPに占める比重は2030年
には20％を割り込んでいると思う。

中国の GDP がアメリカを追い抜く日は、
実は、ついこの間まで私自身も2035年とみ
ていたが、コロナ禍でだいぶ早まるのでは
ないかと言われている。中国だけが昨年
の経済はプラス成長で駆け抜けたというの
をご存じだろう。IMF の世界経済見通し
の資料の中で、昨年の中国の GDP 成長
率は実質2.3％だった。世界のほとんどす
べての国が、マイナス成長に落ち込んでい
る中で、先にコロナのトンネルをプラス成長
で駆け抜けてしまった。IMF は今年の中
国の成長率を8.1％とみているが、全人代
は6％という数字を出したと先ほど述べた。
昨年の日本の成長率はここではマイナス
5.1％となっているが、日本も最終確定値を
出してきた。日本の昨年の成長率はマイナ
ス4.8％だった。

この流れの中で、中国のGDPがアメリカ
を追い抜く日は、今では2027年に前倒しさ
れたと言われ始めている。6年後には中国
の GDP が、世界 GDP のなかでアメリカを
追い抜くことになる。そういうダイナミズムの
中で、我々の目線からそれを「中国の強大
化」、「強権化」と言おうが、事実の問題と
してそのトレンドの中に今、我々はいるとい
うことを認識しておく必要があるだろう。先
ほどの IMF の見通しで、昨年落ち込んで
いるが、インドや ASEAN5（タイ、ベトナム、
インドネシア、マレーシア、フィリピン）が、成
長軌道をよみがえらせてくる。

そこで、まず共有しておきたい問題意識
がアジアダイナミズムである。つまり、アジア
ダイナミズムをどう賢く吸収して進むかが、
日本のダイナミズムの一つのカギであるとい
うことだけは、否定できない大きな流れであ
る。そこで、どうしてこれほどまでに日本経
済が埋没したのかということについて、コン
パクトに話したい。

デジタル・トランスフォーメーション（DX）
の時代の第2ステージにおいて、日本が遅
れ始めているということを、我々はよく認識
しておかないといけない。どういう意味か
というと、このコロナのトンネルを抜けなが
ら、いくつか心の中に衝撃を受けたことが
ある。
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ら核攻撃を受けて中央コンピュータが破
断したらすべての防衛システムが動かな
くなるから、開放系分散系ネットワーク情
報技術というものを作る必要があるという
ことで、開発に着手したのがインターネット
の基盤技術であるARPANET だった。
ARPANET は1969年に完成していた。
1969年は「人類が月に立つ」、アポロ11号
の年だ。そこから、アメリカの冷戦時代を支
えた。それが1989年、この年が、「冷戦の
終焉宣言」がなされた年だ。そしてインター
ネット元年ともいわれるのが、1989年になっ
ている。そこに意味がある。

インターネットというのは軍民転換（ディ
フェンスコンバージョン）だった。本来は軍
事目的で開発したが、冷戦も終わり、民生
用に活用しようという流れが起き、技術開
放が行われた。まず、学術ネットワークとリン
クした。それが1989年だった。そして1993
年に商業ネットワークとリンクして、我々の目
の前にインターネットなるものが登場してき
たのは1994、95年だ。そこから、猫も杓子
もインターネットの IT 革命の時代が吹き荒
れて、日本もIT 関連のいわゆるベンチャー
企業のような話が、雨後のタケノコのよう
にブームになった。その中から、アメリカで
もネットワーク情報技術革命を基盤にして
Google や Microsoft、Amazon などの企
業がうごめき始めた。

そして、今、我々が第2ステージに入っ
ていると言った理由は、21世紀に入って、
この10年、IoT の時代が加速してきた。
どういうことかというと、例えば、Amazon
という会社が自分の目の前にちらつき始め
たころ、この会社を皆さんがどう理解した
かということだ。多くの人は、Amazon は
ネットを使って本を通信販売する会社だ、
というくらいに思ったはずだが、それは違
う。Amazon の本音は「データリズム」だ。
データを握る者がすべてを支配するとい
う、その思想にのっとって突き進んだ。それ
が、例えば Google Earth みたいな世界を
思い出してもらえば分かるが、データを握る
者がすべてを支配する。データリズム、クラ
ウド、ビッグデータ、AIという言葉が出はじ
めたあたりから、日本の周回遅れが始まっ
たと言ってもよいだろう。つまり、今、我々が
直面している状況をシンボリックに申し上げ
るのだが、デジタルトランスフォーメーション

と言われている時代に日本がどういう視界
をもって、これから向き合っていくのか。アジ
アダイナミズムとデジタルトランスフォーメー
ションというキーワードは地域経済の活性
化等にとってもすごく重いポイントになってく
るのだということを、まず、事実認識として
確認しておきたい。

次にいくつかファクトファインディングして
おきたいことがある。それはアジアの世紀
の本格化についてである。先ほどアジアダ
イナミズムという言葉を使ったが、昨年末に
ロンドンの「エコノミスト」誌が新年予測の
中で使っていた言葉である。このコロナのト
ンネルを抜けた先に、何が待ち構えている
かという未来予測のキーワードとして持ち
出してきた。「アジアの世紀」という言葉は
今までも言われてきたが、これがいよいよ本
格的に迫ってきて、どこまで見えるかがこれ
からのビジネスの勝負だ、ということを「エ
コノミスト」が新年展望で言い始めている。
そして、「アジアの世紀」ということは、本
格的に我々に迫ってきていることを認識す
るうえで、大切なのは日本の貿易相手国の
シェアの推移である。わかりやすく言うと、
日本は貿易によって飯を食っている国で、
「通商国家モデルの優等生」という言い
方がよくされる。

1990年の日本の貿易相手国のシェア
第1位は米国で27.4％であった。1990年
は日本にとってバブルのピークの年である。
1987年から97年まで私はアメリカ東海岸
ニューヨークとワシントンに張り付いていた。
日米貿易摩擦などという言葉が盛んに言
われていた時期だ。この10年くらい前まで
は4割近くだった。だから、海外で、日本
はどうやって飯を食っている国なのかという
素朴な質問を受けて、アメリカとの貿易だと
言っていれば、当たらずとも遠からずであっ
た。ところが、対米貿易の比重がどんどん
下がっていった。そして、2011年、10年前
の3.11の年に11.9%というところまで対米
貿易の比重が下がってきた。私は貿易の
世界にいた人間でもあるので、少し感慨深
かった。このままいくと、アメリカとの貿易が
1割を割ると思った。ところが、割らなかっ
た。その後の数字を見ると、15％台まで対
米貿易の比重がこの5年くらい盛り返して
いた。なぜかというと、アメリカの実体経済
が堅調だったからだ。それが前述の西海

岸、シリコンバレービジネスモデル、ITビッ
グ5が台頭してきたからだ。東海岸では、
金融ビジネスモデルがどんどん肥大化して
きた。そして、南のヒューストンではシェール
ガス、シェールオイル革命などといって、ア
メリカが世界一の原油産油国になりLNG
の産油国になるという状況になって、対米
貿易の比重が15％台まで盛り返してきたと
いうのが、つい去年までのアメリカとの位置
関係だった。ところが昨年、最終確定値が
出てくると、14.7％まで対米貿易の比重が
落ちてきた。

一方、2020年、中国は23.9％、香港・マ
カオを含むと26.5％だ。それをどう議論する
か。香港に対する中国の姿勢にいら立っ
ている人も、日本人としては多いだろう。し
かし、実態として、香港はどんどん中国と
一体化してきている。だから、香港・マカオ
を含む中国の方が、現実に近いと言って
いい状況だ。昨年26.5％という、日本にとっ
て、コロナのトンネルの中でその前の年の
23.8％から中国との貿易が高まってきた。
わかりやすく言うと、日本の苦悩はここにあ
る。つまり、中国の脅威をアメリカと連携し
て封じ込めようという感覚で、政治が展開
されている。しかし、政治と経済はバラバ
ラ、ということだ。さらに、頭と体がバラバラ
と言ってもいい。頭は8割でアメリカとの関
係を引っ張っている。しかし体は現実の下
部構造、飯のタネでは、中国の貿易比重を
ひたひたと高めて、コロナのトンネルを抜け
ようとしているのだ。

この段階で明確に申し上げておくと、私
はこれから日本人の知恵が試されると思
う。日本人にとって重要なのは「アメリカか、
中国か」という選択肢ではない。「アメリカ
も、中国も」なのだ。その感覚をしっかりと
腹にくくらないと、米中対立と称する中に日
本の立ち位置をしっかり見つめないと、引き
ちぎられる。そして、その中で、日本の貿
易相手国のアジアのシェアをよく見ると、こ
れが前述のアジアダイナミズムということだ
が、中国を含むアジアとの貿易比重が去
年54.2％まで一気に高まってきた。この数
字は先ほどの GDP の2030年の予測と兼
ね合わせて頭に置いたら分かると思うが、
日本にとってアジアとの貿易比重は10年
後間違いなく6割を超している。このダイナ
ミズムにどう向き合うか。特にアジアとの物
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流が増えてくるということは、一言でいうなら
ば、日本海物流の時代だ。

そしてこのアジアに数字の上では大して
大きくないように思うかもしれないが、ロシア
との貿易比重の1.3％を足すと、55.5% が
アジアとロシアとの貿易である。ここで我々
が視界に入れなければいけないことが見
えてくる。アジアダイナミズムとは絵空事で
はない。つまり、日本にとって大変大きな「ブ
レッドアンドバター」、「主食」の議論だ。

そういう中で一つ、付け加えておきたいこ
とがある。今日はロシアとのエネルギーの話
も重要な話題の一つなので、日本の輸入
に占めるロシアのシェアの推移を見ると、サ
ハリンの LNG や石油のパイプラインが太
平洋側までたどり着いているというようなこ
とを背景にして、化石燃料全体でピークの
2015年の時よりは落ちてきているが、化石
燃料全体で昨年2020年では6.7％、ロシア
に輸入を依存している。その中でも特に天
然ガスは7.8％である。それから、今後の流
れとして論点になるのが石炭で、11.5％は
ロシアから持ってきている。そして、ロシア
とのエネルギー貿易の比重が少し下がっ
ているように見える理由は、アメリカがエネ
ルギー関係での日ロの接近にいら立って、
1973年の石油危機以降、原油を生のま
ま輸出してはいけないというルールの中に
あったがそれを解禁して、今日、日本の原
油の1.7％はアメリカからきている。特に液
化ガスは、14.0％はアメリカからきている。
よって、日本というマーケットは化石燃料の
市場において、これから化石燃料にどこま
で依存していくかは別として、ロシアとアメリ
カの綱引きの中にある。そして、一つの流
れとしては、サハリン、シベリア、パイプライ
ンでそういう動向を背景にして、日本は先ほ
どの日ロ経済協力の流れの中のトレンドと
しては、ロシアとのエネルギー関係の連携
を模索しながら、アメリカの圧力を受けてア
メリカからの回路も広げているという、微妙
なところに今、日本があるのだということを
確認しておきたい。

次に、ファクトファインディングとして、私は
新潟にいるので、コロナのトンネルを抜けな
がら、新潟のこれからを考えるうえで、どう
しても確認しておきたい数字がある。まず、
2015年から2045年までの厚生労働省の
人口予測をみると、東北6県、例えば秋田

県では2015年からの30年間に41.2% 人
口が減るという。今でさえ100万人を割るか
というところにある秋田県の人口が、60万
人を割るという予測だ。そして、青森県で
は37％、山形県では31％人口が減る。福
島県、岩手県でも3割以上減る。それに比
べれば、新潟県は比較的少ないように思
えるかもしれないが、それでも2015年から
2045年までの30年間に26.3%人口が減る
という予測になっている。予測は、必ずしも
その通りになるとは限らない。しかし、このト
レンドを断ち切って反転させていくプロジェ
クトエンジニアリング、構想力というものが
問われているのだと考えるならば、この数
字の持つ意味が分かるだろう。

実は新潟の人が、本当は気が付いて
いるはずなのだが、新潟県の食料自給率
は107％で、我々東京在住の人間から見
ると、驚くほどうらやましい数字でもある。つ
まり、関東甲信越という言葉があるが、こ
の地域で100%を超しているのは新潟県
だけだ。そして、東京都の食料自給率は
カロリーベースでわずか1％、神奈川県は
2％だ。今、コロナのトンネルの中で、私た
ちは様 な々問題に向き合っている。たった
1％の食料自給率の東京都が、コロナの緊
急事態宣言下で、経済活動がこれだけブ
レーキを踏んでいるのに、よくパニックが起
きないものだと思う。実は、エッセンシャル
ワーカーズという、要するに収入の低い層
の人たちがコロナのリスクを取りながら、宅
配ビジネス、コンビニ、スーパーなど、ロジス
ティクスのところを懸命に支えてくれている
から、東京都は食料自給率が1％でも何と
か持ちこたえている状況であるといってよ
いだろう。しかし、今後の新潟県にとって、

「食と農」はものすごく重要なキーワードに
なる。しかも、食の議論をする時に忘れて
ならないのは、生産という意味の「自給」に
傾斜しがちだ。日本全体の食料自給率は
カロリーベースで37％だ。

2年くらい前にスタンフォード大学でのシ
ンポジウムで、私がアメリカ経済について
議論していて、「アメリカは結局、西海岸
のシリコンバレーと東のウォールストリートと
南のヒューストンのエネルギービジネスだ。
そして、真ん中の、中西部を中心にしてス
モークスタック・インダストリーで、要するにモ
ノづくりは一気に空洞化している」、という

話をしていたら、アメリカの食料自給率は
130％であることを忘れていると言われた。

「盤石の食料自給率で IT、金融、エネル
ギーと言っている。日本の食料自給率は4
割を割っているが、大丈夫なのか」と言わ
れたものだ。そして欧州主要国がことごとく
100％の食料自給率を維持している。食料
自給率が低いと言われているイギリスでさ
え、約7割は保持している。日本の37％は
異常だ。

そこで、私は新潟のポテンシャルを意識
しながら語っているが、「食と農」というこ
とに関して生産、加工、流通にバリュー
チェーンというものがある。バリューチェー
ン全体を総合エンジニアリングして、食材
王国としての力を今後どう展開していくの
かが、多分、新潟のみならず、新潟から日
本の東北ブロックにかけての大きな産業論
的課題になってくるだろうと思う。つまり、「食
と農」は原点だ。

戦後の日本は、国際分業論に立って、
生産性の低い効率的でないものは海外に
任せた方がよい、という国を作り、外貨を稼
げる付加価値の高い産業は基幹産業だ
と思い込んで、鉄鋼、エレクトロニクス、自
動車産業を育ててきた。ところが、気が付
いてみたら、食料自給率が37％まで落ち込
んだ。そして、これから、TPP はじめ自由
化の仕組みの中に日本が参画していくの
は歴史の流れとして当然と言ってもいいだ
ろう。だが、賢くなければいけない。TPP や
RCEP に入ろうが、一方で食料自給率だ
けは国民の安全のために、徐々に6割、7
割くらいまでは取り戻していくというプロジェ
クトを実現していくような知恵が問われてく
る。

そんなことが可能なのかと思うかもしれ
ないが、今、日本は42万 haを超す農耕放
棄地を作ってしまった。問題はカロリーベー
スの食料自給率と重量ベースの食料自給
率という議論がある。例えば、日本のたまご
の食料自給率は重量ベースでは95％だ。
我々は日本で生まれたニワトリのたまごを食
べているからだ。しかし、ニワトリが食べる
エサはほとんど海外から輸入している飼
料穀物なので、カロリーベースの食料自給
率の中では、たまごの自給率は16％になっ
てしまう。問題は、農耕放棄地のようなとこ
ろを株式会社農業などで雑穀を作る、要
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防災拠点を作っていくということも、新しい
産業の創生の引き金になる。そういう発想
で立ち向かっていかないと、今までのような
発想で日本の産業というものを世界の中で
際立たせていくことはできないのではない
か。

そういう目線で周りを振り返ると、データ
ベースを作ってみようと思っているが、ポテ
ンシャルのある企業、技術を持った中堅・
中小企業はたくさん存在する。特に新潟県
は、三条、燕、長岡など、我々から見ても唸
るような技術基盤をもった中堅企業が存在
している。それを情報ネットワークでデータ
ベースを作って、相互にシナジーを出す形
で連携していくのが、新しいビジネスモデル
エンジニアリングにとって重要なのではない
か。

なぜ今、この話に触れているかというと、
北東アジアやアジアを睨んで日本だけが災
害に襲われるわけではない。どんな国でも
これから、防災力が問われてくる。地球環
境の問題が背景にあるからだ。日本だけが
グリーンの問題に向き合っているわけでは
ないことは、よくご存じであろう。我々が今コ
ロナのトンネルを抜けながら、新しいコンセ
プトで産業力を身に着けていかなければ
いけないのは、この文脈だ。多分それが、
あの時がきっかけで日本の産業のパラダイ
ム転換になったのだなという時代を作って
いくエネルギー源になるのではないかと思
う。

そういう中で、皆さんと共有しておきたい
問題意識がある。

3つの資本主義の相関と緊張について
である。

我々が生きてきたのは産業資本主義の
時代だ。世界史の視点で言うと約400年、
続いてきた。1600年に世界最初の株式会
社と言われているイギリス東インド会社がで
きた。1602年にオランダ東インド会社がで
きた。その後、産業革命がイギリスに先行
的に吹き荒れ、日本も明治という時代に繊
維産業から産業革命に突っ込んでいった
というのは、知識としてよくご存じだと思う。
戦後の日本は、今度は敗戦の屈辱をバネ
に、復興、高度成長のプロセスを、外貨
を稼げる産業を育てる一心で走った。こう
して産業資本主義の時代を我 自々身が生
きてきた。特に日本は農業国家からいわゆ

福はついてくるという考え方で進んだ。そし
て、豊かさを作るために産業を興す。それ
が先ほどから言う基幹産業、つまり鉄鋼産
業であり、エレクトロニクス産業であり、自動
車産業であった。　

しかし、これからコロナのトンネルを抜け
て、我々が今受けている教訓は何かという
と、豊かさのための産業創生から、国民
の安全と安心、幸福のための産業創生に
問題意識を切り替えないといけなくなってき
た。そして、国民の安全・安心のための産
業とは何かというと、医療産業であり、防災
産業だ。新潟県も県を挙げて防災産業を
作るのだという話を、先ほど新潟県知事が
語っておられた。私は本当に、重要な視点
だと思う。これから、極端に言えば、やが
て、日本の輸出産業にまでなってくるくらい
の勢いで、医療・防災産業をもう一回、基
盤インフラから作り直す必要があるというの
が、今後の方向感なのではないかと、最近
つくづく思い始めている。

そこで、日本総合研究所を窓口にして、
医療・防災産業の創生協議会というものを
4月からスタートさせるが、どういうことをやろ
うとしているのか、と思うかもしれないので
具体的に述べたい。

今、国土交通省と向き合っている。全国
の高速道路に「道の駅」がある。そこに、
各県に2つくらいの防災拠点を作る。防災
拠点に、例えば、自衛隊の大型ヘリコプ
ターで運べる最大級のコンテナを20連ぐら
い配置する。一つは PCR 検査ユニットの
コンテナ、一つは医療行為ができるような
診療所のコンテナ、一つは重篤な感染患
者を収容しておけるカプセルホテルのような
コンテナにする。さらに一つは、例えば3.11
の教訓でもあるし、台風や地球環境の異
変で様 な々災害が起こっているわけだが、
残されている教訓の一つが、水回り、つま
りトイレと風呂だ。トイレと風呂を集約したコ
ンテナを作る。それから、マスクや、医療
機器を備蓄しておくコンテナを作る。そうい
うものを防災拠点に集積しておく。コンテナ
にこだわっている意味は、可動できるという
点だ。いざというときに動かせるという意味
だ。太平洋側から日本海側、日本海側か
ら太平洋側に動かせる。もちろん、IoT の
時代なので、情報ネットワークでつないでコ
ントロールする。各都道府県に2つくらいの

するに新しい枠組みの中でニワトリに食べ
させるものを国産化していったならば、統
計の魔術のような話に聞こえるかもしれな
いが、たまごの自給率は重量ベースの95％
に限りなく近づける。そうなると、日本の食
料自給率の低いトップ20品目をそういう形
で具体的なプロジェクトに落とし込んで推
進したならば、TPP に入っても、食料自給
率を上げていくことも可能だ。要するに、知
恵が問われているということだ。

これから、北東アジアの連携にとっても
重要だと思うので触れておくが、今般、コ
ロナのトンネルを抜けながら、私の率いて
いる日本総合研究所というシンクタンクが日
本医師会と一緒に緊急調査をせざるを得
なくなってやってみた。出てきたデータを見
て、私も驚いた。日本という国は食べ物だ
けではなく、例えばマスクさえ8割を外国
から輸入する国になっていた。防護服は
100％、人工呼吸器もそうだ。要するに、
日本で作ってコンペティティブでないものは
全部、海外から買った方がいい国にしてし
まった。気が付いてみたら、どんな国でもこ
ういうコロナのような全世界的なパンデミッ
クに襲われれば、自国利害中心主義で動
く。まず、自国の国民を守るために、自分
の国で作ったものを使わないといけないと
いう動きに入る。だから、今や、マスクは溢
れてきているが、マスクを入手するのも困
難な状態に自ら陥ってしまう。そして、ここ
で、我々は工業生産力モデルの優等生だ
と陶酔している場合ではなく、工業生産力
モデルで培ってきた技術力など蓄積してき
たものをもって、例えば「食と農」や医療産
業にも新しい問題意識を持って取り組む
必要がある。

そして、産業を創生していく時の基本思
想は、戦後の日本が金科玉条のように信
じてきたキーワードは何だったかというと、
敢えて言い切るならば、PHP（Peace and 
Happiness through Prosperity）の思想
だと言っていいと思う。松下幸之助氏が
言っていた話だが、Prosperity のために、
つまり敗戦で打ちひしがれた日本人が豊か
さを実現すればPeace and Happinessが
くるという、信仰にも近いような気持ちで戦
後の日本人は立ち上がった。そして、PHP
という出版社まで、松下幸之助氏は残し
ている。要するに、豊かささえ作れば、幸
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クスが使った言葉で、産業資本主義の中
で資本と労働の矛盾みたいなものが、資
本が労働を搾取しているなどという形から、
プロレタリアートという言葉が出てきた。「万
国の労働者よ、団結せよ」ということで、社
会主義革命のキャッチフレーズになってい
た。ところが今、新しい時代の新しいプロ
レタリアート、デジタルプロレタリアートは微
妙だ。例えば、我 自々身がツイッターなど誰
でも発信できる時代が来たということをポジ
ティブにとらえている。しかし、気をつけなけ
ればいけないのは、トランプ前大統領自身
がツイッターの奴隷だったともいえるようなパ
ラドックスが起こった。朝から晩までツイート
し続け、世の中を変えたつもりでいるけれ
ど、逆に彼自身もその呪縛の中で埋没して
いく。新しい経済学が必要になってきてい
る。

そこで、私の今日の話の結論、方向感
だが、「ニュールール」についてである。今
我々は新しいルールを模索している時代に
入ってきている。もたらされている格差や貧
困をどうするか。ジワリとその動きが世界で
出てきた。

例えばグリーンに対する新しいルール形
成もそうだろう。主に欧州がリーダーシップ
をとって動かそうとしている。自動車など
は、聞きようによっては日本の自動車産業
にとっては大変緊張感のあるEV 化、つま
り電気自動車化していくことによって日本の
先行しているプロジェクトを引きずり落そうと
しているともいえる。そして、金融取引税の
意味は、マネーゲームで株が高くなって大
儲けしている人、為替の取引で大儲けして
いる人に一定の責任を共有してもらう。例
えばフランスなどは先行している。そこで
取った税金で熱帯感染症対策や地球環
境対策の財源にするという金融取引税で
ある。イギリスが EU からドロップアウトして
いった。そのことによって、今まで金融取
引税が EU で議論されると、常に反対して
足を引っ張っていたのはイギリスだった。な
ぜなら、イギリスのバイタル産業は金融だか
らだ。ところがイギリスが出て行ったことに
よって、大陸側の欧州が金融取引税の流
れにアクセルを踏み始めている。よって、金
融取引に広く薄く税金をかけて、世界的な
テーマを解決していこうというルールが模
索され始めている。それから、先日の G20

伴うリスクをマネジメントすることを金融ビジ
ネスにする。リスクとは、例えば為替が変動
してしまうリスクや、天候が変動するリスク
を保険のような形でバッファーをかけるとい
う意味で、「ヘッジする」という。それをビジ
ネスモデルにする「ヘッジファンド」が登場
してきた。

もっとすごいのは、IT 革命の、ある意
味ではプロモーターともいえるジャンクボン
ドだ。海のものとも山のものともわからない
ベンチャー企業に金を貸すような人はいな
かった。それを、マイケル・ミルケンが作った
ハイリスク・ハイリターンのジャンクボンドとい
う仕組みが支えた。先ほど名前を挙げた
ITビッグ5が育った理由は、振り返れば、
このジャンクボンドの世界だ。よって、必ず
しも否定的な文脈だけではないが、金融ビ
ジネスがどんどん肥大化してきた。2008年
のリーマンショックをもたらしたサブプライム
ローンなどは、悪魔の知恵とも呼ばれるよう
な仕組みである。今でも引きずっているハイ
イルード債や仮想通貨（暗号資産）などと
いう世界が、どんどん肥大化してきた。これ
というのも、冷戦後の金融という世界の転
換だった。

今、我々は、3つの資本主義の渦巻き
の中にある。よって、産業資本主義的な
発想だけでは、マネジメントできなくなってき
た。この3つの資本主義の良い意味と悪
い意味の相関と緊張の中で進路を取らざ
るを得なくなった。金融が肥大化することに
よってもたらされる不条理とは、格差と貧困
と富の逆進性である。今、このコロナの中
で株だけが高くなっている。日本で個人保
有株主が持っている株の72％は高齢者が
持っている。若い人はほとんど株など持っ
ていない。世代間格差だ。富の逆進性は
どういう意味かというと、所得が低い人が
リスクをとってエッセンシャルワーカーズのと
ころを支えている。お金持ちは家にいてマ
ネーゲームをして、中間層のサラリーマンは
リモートワークをしている。つまり、新しい社
会構造の変化が、この渦巻きの中から生ま
れてきている。

デジタルトランスフォーメーションも、それ
に真剣に向き合うべき部分と影の部分が
ある。デジタルプロレタリアートという言葉
が経済学の新しい世界の中に登場し始め
た。プロレタリアートというのはかつて、マル

る工業国家へ転換していく中で、モノづくり
という意味で、ある種の日本人の生真面目
さが成功をもたらしたと言ってもよいだろう。
産業資本主義の時代に大きな成功を体験
しただけに、パラダイム転換についていけ
なくなっている。　

金融資本主義とデジタル資本主義
（DX）という言葉をよくかみしめていただ
きたい。今、この3つの資本主義の三角形
の真ん中に、渦巻きでも描いて、その渦巻
に飲み込まれ始めているのだと考えれば
わかりやすいだろう。

そこで、先ほどの話を思い出してもらい
たい。冷戦が約30年前に終わったことに
よって、冷戦期にペンタゴンが開発した情
報通信技術が民生転換されて、インター
ネットをもたらし、IT 革命が動き出した。そ
の IT 革命がフェーズ2に入っているのが、
現在のDX 革命と呼ばれている局面だ。も
う一方、金融資本主義の意味は、少し補
足すると、冷戦後の金融ビジネスの変容と
金融危機をみると、冷戦後というパラダイム
がいかに資本主義を変えたか、ということ
を認識しなければいけない。アメリカにおい
て、冷戦時代に国内の理工科系の大学
の優秀な卒業生は約7割が軍需産業に
雇われたと言われている。ところが、1989
年、冷戦が終わり、1990年代に入って軍
事予算が3分の1もカットになって、軍需産
業のリストラが始まった。それまで軍需産業
を支えていた理工科系の人材が行き場を
失った。行った先が金融だった。金融が
必要としたということと、そういう人が入るこ
とによって金融という世界が変わった。どう
変わったかというと、金融ビジネスといえば
まず、銀行を思い浮かべるが、産業金融
という時代が続いていた。会社を見極め、
人材を見極め、経営者の能力を見極めて
金を貸す。事業が成功して利息をつけて
金を返してくれる。そういう形で回っていた
のが産業金融だ。ところが、金融工学と
いう世界が生まれ始めた。いわゆる「ITと
FT の結婚」と言われる。インフォメーション
テクノロジーとファイナンシャルテクノロジー
がドッキングし始めた。ヘッジファンドの帝王
と言われたジョージ・ソロスとは3回向き合っ
て議論したことがある。ヘッジファンドとは、
いままでの金融の世界では考えられなかっ
たようなビジネスモデルだ。ビジネス活動に
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本人の知恵が問われている。
エネルギー政策はじめあらゆる政策にお

いて、とかく欧州が主導しがちであり、アメ
リカがかき回しがちな世界ルールの形成に
関して、アジアとして一つの問題意識をもっ
ていかなければならない時代に来たのだと
いうことが、最近私が向き合っていて痛感
しているポイントだということを申し上げて、
問題意識を伝えたという役割で話を終え
ておきたい。

ばいけなくなってくるだろう。そして日本人に
どれだけ知恵があるかだ。

今、多摩大学の学長をやっているが、大
学院に「ルール形成戦略研究所」を作っ
た。日本という国は、スポーツの世界でも日
本人だけが勝ち続けるとルールが変わると
いうことにいつも直面している。ルールを作
る側に回らなければいけない。ルールを形
成する世界にリーダーシップをとっていくよう
にならなければいけない。その意味でも日

で議論になったデジタル課税だが、要する
にビッグデータを握って人の個人情報に近
いものでさえビッグデータとして自分たちの
利益になるビジネスモデルに使うのなら、世
の中のために還元してほしい、というもので
ある。このデジタル課税が GAFAM に対
して襲い掛かり始めている。

よって、今後、アジアの国々でさえ、新し
い時代における課題を解決するための共
通のルールを作っていく流れに与しなけれ

2021NICE「2021北東アジア経済発展
国際会議（NICE）」「第12回日露エネル
ギー・環境対話」のFinalステージのプログ
ラムとして3月10日に大学生・大学院生の
ためのプレゼンテーションコンテスト「第2回
Future Leaders Program」を開催した。

テーマは第1回に引き続き、「北東アジア
の未来シナリオ」。大きな経済発展の可能
性とともに政治・社会的な不安定要素も併
せ持つ北東アジアの将来に向け、未来を
担う学生たちが自由な発想でシナリオを描
くことを期待するFLP に県内外から7大学
10チームの応募があり、書類審査を経て
本選に臨んだ。

＜本選出場チーム＞
１．  東北公益文科大学公益学部「北東

アジア安全保障体制の構築～欧州安
全保障協力会議（CSCE）プロセスから
の考察～」　中條紘大

２． 新潟大学経済学部「5Gと5感で手軽
に楽しむ異文化交流」　佐藤魁星、伊
藤立樹、張ヶ谷楓

３． 新潟医療福祉大学医療経営管理学
部「北東アジア発のファッションブランド
の国際展開～北東アジアからサスティ

ナブルファッションを発信する～」　小海
優奈、髙野ななか、武田乙華

４． 東北大学経済学部「日本海物流のス
マートネットワーク構想」　宮森健、佐藤
達哉、堀内一樹

５． 新潟大学経済学部「北東アジアの航
空アライアンス」　宮川雛、澤口華織、
仮名聖矢、加藤千織

＜本選審査員＞
ERINA 代表理事
　河合正弘（書類審査含む）
新潟経済同友会国際戦略委員長
　宇尾野隆（書類審査含む）
新潟日報社論説編集委員室長
　森沢真理（書類審査含む）
在新潟モンゴル国名誉領事
　中山輝也
長岡大学教授
　権五景（クォン・オーギョン）
新潟中華総商会副会長
　曽衛斌（ソ・エイビン）
新潟県知事政策局国際課長
　伊野智彦（書類審査含む）

＜本選ルール＞
プレゼンテーション5分、質疑応答10分

1 .�　北東アジア安全保障体制の構築～
欧州安全保障協力会議（CSCE）プ
ロセスからの考察～
北東アジアの安全保障体制をどのよう

に構築すべきか。
北東アジア地域は、偶発的な軍事衝突

の危険性が存在する地域と言える。北東
アジアは巨大な経済圏であり、この地域の
安定化は重要な課題である。CSCEを参
考に、この地域の安全保障体制をどのよう
に構築すべきか考えた。

CSCE は冷戦期東西陣営間の緊張緩
和のため安全保障会議だ。東西陣営間
の軍事面を緩和するための「信頼醸成措
置」が導入され、軍事演習等の参加国へ
の事前通告義務などが決定された。軍事
活動・軍事演習のオブザーバー招待義務
付け等、「異常な軍事活動に関する協議、
協力メカニズム」が決定された。信頼醸成
措置の導入で欧州の軍事面における信
頼関係が構築された。

北東アジア各国の関係性は、冷戦期の
ような対立構造が今も残存しており、偶発

第2回Future Leaders Program
 ―北東アジアの未来シナリオ
ERINA企画・広報部長
新保史恵

Final ステージ　プレゼンテーションコンテスト
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的な軍事衝突の危険性も存在している。

図1　「北東アジア安全保障会議」を開催

そこで、北東アジア6カ国にこの地域で
重要な役割を果たす米国も加えた7カ国に
よる「北東アジア安全保障会議」を開催
し、信頼醸成措置を導入することを提案
する（図1）。主な内容は、軍事演習の事
前通告、オブザーバーの招待である。交渉
が難航しやすい軍縮交渉ではなく、軍事
情報の公開という新たな措置を導入するこ
とで7カ国の信頼関係を構築し、軍縮では
なく信頼により地域の安定化を目指すこと
が、望ましいと考える。軍事情報を公開しな
い北朝鮮などは、この提案を受け入れるこ
とは厳しいかもしれない。そのような場合、
任意の国が限定的に軍事情報や演習を
公開するなど、双務的ではなく片務的な措
置からはじめ、ある程度信頼関係が作れ
たのち段階的に双務的なものにするのも1
案である。

会議の開催地候補として、モンゴル・ウラ
ンバートルを挙げたい。モンゴルは中国、ロ
シアに囲まれており両国と良好な関係を築
いている。日米韓とも関係良好で、北朝鮮
とも緊密な状態を維持している。

欧州では数十年をかけ様 な々会議を重
ね、国家間の信頼関係を築き、東西の緊
張は緩和され、軍縮への道も開かれてき
た。欧州は、民主主義等の「共通の価
値」の上に安定した関係を築いている。
「共通の価値」が存在しない北東アジ

アでは、欧州と同様な協力関係を築くのは
厳しい。環境問題や経済など協力して解
決すべき問題が山積しており、「協調」が
必要不可欠だ。安全保障の対話を行い、7
カ国の信頼関係を構築する事が、未来の
北東アジア安定化への第１歩になる。この
第１歩から対話を重ねることで「安全保障
の基礎」ができれば各国の関係性は極め
て強固なものとなり「北東アジアの平和」と
いう「共通の利益」につながっていくので
はないか。

Q：大きな課題に1人で挑んだというチャレ
ンジ精神を称えたい。最初に現状をどのよ
うに把握しているか。北東アジア地域の安
全保障を損ねる原因はいろいろある。阻害
要因として捉えているものがあるか。北東
アジアの安全保障を構築していくために、
我が国日本がどのような行動をとっていくこ
とが必要なのか。
A：日本海、東シナ海における牽制が一番
大きな課題だと考えている。危険性が一番
高いのは東シナ海の問題。その海域が北
東アジアの安全保障にとって重要だと考え
ている。
　日本の利点・強みは真摯に動くことだ。日
本が積極的に情報公開し、自衛隊の軍事
演習や米軍との共同演習などの情報公開
をすることで積極的に信頼関係を勝ち得
ていくのが日本に求められる役割だと考え
ている。
Q：「ASEAN 地域フォーラム」には北朝
鮮、日本、中国、韓国、ロシア、モンゴルも
入っている。そういうものを活用し、広いメ
ンバーシップの中で問題を議論するという
やり方もあると思う。安全保障問題から入
るのではなくて、環境問題や経済問題、イ
ンフラ問題など比較的議論しやすい所か
ら入り、安全保障の問題につなげるという、
間接的なアプローチもあると思うがどう考え
るか。
A：様々な国を含めた安全保障体制は重
要なことだと考えている。今回は北東アジ
アと米国と提案したが、ASEAN などと協
力して安全保障体制を構築するのは重要
なことだ。環境問題などを考えるのも1つの
案だと思う。

2.　5Gと5感で手軽に楽しむ異文化交流
日本と北東アジアとの関わりをご存知

か。活躍している力士にはモンゴル出身者
が多く、21名が在籍している。中国とは、
漢字文化はもちろん箸を使うという文化が
共通している。韓国とは、エンターテイメント
の関わりが強く、Netflix日本法人による昨
年のランキングでは、上位2つが韓流ドラマ
と、日本人が韓国に強い関心を持っている
ことは明らかだ。このような関わりを増やす
ことは異文化交流ではないか。

現在は、コロナ禍で飛行機に乗るのも気
が引ける。そこで、5G の性能を発揮し、

5感で手軽に楽しむことができる異文化交
流を提案する。5Gとは、超高速、超低遅
延、多数同時接続を実現したもので、5感
とは人間に備わる感覚器官を指す。これら
をどう組み合わせていくか、紹介する。

まず、韓国との異文化交流を体験した
い人は、運営会社にお金を払い、体験す
るためのプランを選択する。その企業のプ
ランでは、さまざまな異文化体験が選択
でき、5感を通した非日常体験が堪能でき
る。プランの内容は、VRゴーグルを装着
し、現地のホストと映像を共有し、ホストは
ユーザーの要望通りの場所へ移動する。
あたかも現地に旅行しているような体験が
視覚、聴覚を通じて可能になる。また、オ
プションとして現地の物産なども、嗅覚、味
覚、触覚を通して楽しむことができる（図
2）。

図２　VRゴーグルで旅行体験

自宅で手軽に、異文化交流を5感で体
験することができる。また、ポストコロナにお
いては、大学での体験も視野に入れ留学
生との文化交流イベントを開催する。また、
ビジネスの面では、観光業者と連携しオン
ライン旅行を経験した人が安く旅行できる
ようにし、オンライン旅行で体験した場所に
実際行けるようなプランを提案する。オンラ
イン旅行とリアルな旅行の2つの側面から
観光業の再生を図っていく。

課題が2つ考えられる。広まっていくのか
ということ。費用がかかるのではないかとい
うこと。日本を除く諸外国は、5G に対して
の関心が高い。世界の関心が5G につい
て向いてる中、こうした技術を活用した XR
は、企業の努力と価格競争により値段は
下がっていくと考えている。

5G 技術による未来を考えた。バーチャ
ル世界における人間の5感の再現も可能
になっている。例えるなら「疑似どこでもド
ア」。このような技術が確立すれば、VR
ゴーグルのみで、家の中で完結できる異文
化交流が体験できる。
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コロナにより、直接的な異文化交流が困
難な中、この取り組みはポストコロナにおい
ても交流を促進させると考える。北東アジ
アの手軽な異文化交流によって、不条理
な壁をなくし世界のスタンダードにしていき
たい。

Q：新型コロナウイルスの流行で、直接に
国際的な往来がしづらくなっている。その
中での5G や5感、情報機器を使い交流の
可能性をひらくのは興味深くかった。北東
アジアの中では政治的な問題や歴史認識
の問題など様 な々問題がある。コロナウイ
ルスの終息を見据えて、この疑似体験をよ
り深い交流にステップアップしていくのか。
A：バーチャル海外旅行と実際の海外旅
行に補完関係があると考えている。バー
チャル海外旅行を海外旅行のきっかけとし
たい。ポストコロナでは、現地に行って実際
に交流を深めることをめざして、この取り組
みを考えた。
Q：5Gと5感を強調しているが、言葉の問
題や、5感の中で臭覚、味覚、触覚はどの
ように解決していくのか、詳しく聞きたい。
A：視覚、聴覚、味覚、嗅覚、触覚に連動
してインターネットとつながる「インターネット
オブセンス」を使ったサービスが2030年ま
でに実現する調査レポートが発表された。
この技術によって AI 、VR、AR 、5G 技
術と、自動化により、実現が可能と考えてい
る。

3 .�　北東アジア発のファッションブラン
ドの国際展開～北東アジアからサス
ティナブルファッションを発信する～

日本国内のアパレル市場は減少してい
るが、供給量は増加しており、供給過多の
状況が続いている。衣料品の購入単価及
び輸入単価は1991年を基準に6割程度
の水準に下落している。一因として、ファ
ストファッションが台頭してきたと言われてい
る。ファストファッションとは、流行を採り入れ
ながら低価格の衣料品を、短いサイクルで
大量生産・販売することで、消費者の支持
を得てきた。

ファストファッションがもたらすデメリットも
指摘されてる。1つは、大量廃棄の問題。
供給過多により、新品も廃棄されている。2
つ目は、環境汚染。国際自然保護連合に

よると、海中のマイクロプラスチックの35％
は、化学繊維を洗濯したことで流れ込んだ
と推測されている。生地の染色の過程で
排出される汚染水は汚染源となっている。
3つ目は、労働環境問題。ファッション業界
の下請工場の劣悪環境、低賃金、児童労
働問題がある。

現在、サスティナブルファッションが注目
されている。サスティナブルファッションと
は生産、流通において自然環境や社会に
配慮した取り組みのことだ。2019年にアパ
レル業界における環境負担減を目的とする
「ファッション協定」が発表された。

環境を考えた活動にはリユース、リ
デュース、リサイクルの3R 運動、SDGs が
ある。それらの活動を基にしたアップサイク
ルとは、廃棄物を使って新たな付加価値を
持たせ、新しい製品にアップグレードするこ
とだ。このアップサイクルに着目した。

アパレル業界はグローバル化、デジタル
化が進んでおり、物販分野の BtoC 市場
では EC 化率は13% 近くまで上昇してき
た。経済産業省の報告では、複雑なサ
プライチェーンから一元管理するためのコ
ネクテッドプラットフォームの提案がされてい
る。

図3�　コネクテッドプラットフォームによ
る国際連携

サスティナブルファッションとコネクテッド
プラットフォームを活用するモデルを提案す
る。まず、北東アジア6カ国に小売店を出
店する。その小売店で購入した商品は一
定の条件で買い取る仕組みとする。リユー
スできる商品はリユースショップへ、リユー
スできない商品はアップサイクルのために
工場へ送る。このモデルを実現するには、
丈夫で高品質な生地を使用する必要があ
る。日本の繊維加工技術は世界でも最先
端に位置しており、これを使用することを考
えている（図3）。

また、各国の SNS などに掲載されてい
る画像から画像認識 AIを使い、国ごとに

ファッショントレンドを分析する。各国でアッ
プサイクルに精通するデザイナーに、AIト
レンド分析データを活用したデザインをして
もらう。

6カ国の拠点がコネクテッドプラットフォー
ムで相互に協働し、互いに人材・技術交流
を行いながら、労働環境も透明化していく。
これらの基盤が構築され、北東アジアの
人々が環境に優しいファッションに寄与でき
ればよい。

Q：大量生産、大量消費しているのはファッ
ションだけではないと思う。日用生活用品
の中にもそういう製品がある。流行性の高
いファッションを選んだ理由を聞きたい。
A：ファストファッションの大量廃棄がアパレ
ル業界で注目されていることから、ファスト
ファッションの大量廃棄を問題提起した。
Q：北東アジアならではのファッションの話
を聞きたい。ファッションと環境、なかなかな
い切り口で、そういう点では非常に面白い
と思う。服飾文化の深まりをもう少し教えて
いただきたい。
A：北東アジアは寒い地域なので、重ね着
が多くなる点で私たちが提案するアップサ
イクルが環境について効果的だと考えた。

４.�　日本海物流のスマートネットワーク
構想
日本海物流のスマートネットワーク構想を

テーマとした。その理由は、世界的にアジ
アの海上貿易量が多いという点と、個性的
なプレーヤーが揃っているという点だ。しか
し、日本海海運には人による管理の限界と
いう大きな課題がある。

海運の流れを取引段階と港湾作業、運
搬に分けてそれぞれの課題を検討した。
取引に関しては、紙ベースで取引が行わ
れていること、複数関連企業が関わること
で、取引が複雑化している。結果として、
重複業務や、時間的、金銭的コストがか
かるという現状がある。港湾作業及び運
搬では、非効率、不正確な業務システム
となっている。特に運搬では、人的要因に
よる海難事故が多発している。これらの潜
在的な課題が、近年の社会情勢の変化に
よって不正取引の発生や、コロナ禍の人
手不足による貿易停滞といった課題が顕
在化している。
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「日本海海運のスマート化」を提言した
い。スマート化とは、ICT 技術等を用いて、
省人化する業務システムを構築することを
指す。

具体的には2つの実現策がある。第1
の策は、官民連携プラットフォーム（MPF）

（図4）の創設。この MPF では、煩雑な
取引の解消と不正取引の防止に着手す
る。煩雑な取引には、ブロックチェーンを用
いた電子取引の導入によって、金銭・時間
コストを削減する。大手海運会社などが実
施した調査・実験によると、電子取引の導
入によって、貿易費用が最大10％削減、取
引にかかる時間が最大1/40になると示さ
れている。

図4�　官民連携プラットフォーム（MPF）

第2の策は、港湾作業、運搬の自動化。
港湾作業は「集荷」、「搬入」、「通関」、

「積荷」、「出港」の流れとなっている。搬
入段階における荷物の仕分けや、積荷段
階におけるコンテナ移動は人力に依存し
ている。ここで AI による画像認識を応用
し商品の識別、貨物の種類・配送先ごと
の搬入、大型機械を用いたコンテナの積
荷を遠隔操作で行うことで、迅速かつ正
確な作業を可能にする。運搬においては
海難事故の65%が人的ミスによって起こっ
ているという現状がある。ここで、AIを用
いて最適航路割りだし、IoT・ICT 技術を
用いた船舶運航の操船支援・機器遠隔管
理・船舶モニタリングを行うことで、人間の
認知・判断上のミスを防止し、安全性向上
を図る。

「日本海のスマート化」を通じて、「アフ
ターコロナの持続的な日本海物流」を達
成できると考えている。

悪い影響の多かったコロナ禍だが、省
人化や機械化といった良い側面も見られ
た。アフターコロナの世界では、こういった
いい影響を引き継ぎつつ、我々の提供を通
して省人化を達成し、それによって生まれ
た人的リソースをよりクリエイティブな業務

にあてることで、新たな海上物流を北東ア
ジアから世界に発信していけることができ
ると考えている。

Q：このネットワーク構想の中で官民連携
の海運プラットフォームが大変重要な役割
を持っている。参加したい企業や海運会
社と、各国政府、行政が入ってくるが、そ
の官民連携の中で「官」の役割、「民」の
役割を考えているか。「官」、「民」それぞ
れに期待すること何か。
A：このプラットフォームには各国政府と海
運会社・企業を参入させる計画だが、各国
政府の役割としては、企業・海運会社に対
して保証書を電子的に与える。不正取引
が発覚した場合は不正船を拿捕するのが
各国政府の役割だと考えている。
Q：新しい技術で、貿易管理、感染症対策
といった様々な諸課題を解決しようとする
姿勢に感心した。非常にユニークな着想だ
と感じたが、何か発想のきっかけがあった
のか伺いたい。調査に行った、あるいは、
話を聞いたということがあったのか。
A：海上輸送を見たとき、ステップに分ける
と人が多く関わり、不効率が起きていること
に気づいた。それに対して、全体として電
子化に取り組むことによって、まとめて解決
できるのではないのかというのが発端だ。
専門的な知見は、指導教諭の指導に加え
て、インターネットを通じて専門家にメールを
送り、フィードバックを依頼した。
Q：コロナ後の持続可能な日本海海運を目
指すというスマートネットワークだが、スマー
トというのはAI や IoTを使うだけでなくて、
脱炭素の要素も含まれると思うが、この枠
組みの中では、どのように入ってくるか。
A：省人化を進めていくことによって、人的リ
ソース生み出す。長期的に見れば脱炭素
に合致すると考えている

5.　北東アジアの航空アライアンス
コロナウイルスで観光業に最もダメージ

を受けたのは世界のどの地域か。それは、
北東アジアだ。観光客の入国数は82.5％
も減少してしまった。2019年以前に北東
アジアに観光目的で訪れた人の国籍を見
てみると、いずれの国もアジア人の割合が
高く、アジア圏内での往来が活発であるこ
とが分かる。北東アジアに特化した航空

戦略はビジネスの可能性があると考えられ
る。

そこで、北東アジアにおける航空アライ
アンス「NEA アライアンス」の締結を提案
する。これによって、観光業の面でより甚大
な被害を受けた北東アジアの国々が相互
に協力する仕組みを作ることで、新型コロ
ナウイルス収束後の北東アジアの観光業
の再生と経済復興を目指す。

アライアンスを締結することでどんなメリッ
トが得られるか。まず利用者にとっては、
マイレージプログラムの相互連携などがあ
る。手続きの簡略化による乗り継ぎのス
ムーズ化、優先チェックイン、チェックインカ
ウンターや航空ラウンジの相互利用などの
メリットがある。航空会社にとっては、コード
シェア便の運行による自社ネットワークの拡
大が挙げられる。さらに、整備面での協力
ができ、燃料や部品の共同調達によってコ
ストや業務の削減につながる。

提案する「NEA アライアンス」の特徴
（図5）はアライアンスのメリットに加えて3
つある。1つ目が、北東アジア周遊券の販
売。北東アジアを一周できる航空券を販売
することで、各国への観光を活発にする。
2つ目はシェンゲン協定を理想とした、国境
検査なく入国を可能とする協定の締結。こ
れによって、より自由度の高い移動が可能
になる。3つ目は、技術提供や運用など開
発面での協力。コロナウイルスによる体制
の変化をきっかけとして、環境負荷の低い
機体への移行や、グリーン化、デジタル化
などにいち早く取り組むものだ。

図5�　NEAアライアンスの特徴

多くのメリットが考えられる一方で、課題
も多く残っている。アライアンスのルールに
縛られてしまい、各会社の自由度が低くな
る。国や会社の安全基準のすり合わせ。
入国後や旅行中のサポート。テロリズムの
危険性。各国の情勢変化。

こうした課題を解決すべく、航空会社の
みならず北東アジアを構成する各国間で、

ERINA REPORT PLUS No.160 2021 JUNE



2021北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　Finalステージ　変容する世界―ウィズコロナ社会と北東アジア経済

62 ERINA REPORT PLUS

厳格なルールや基準を設定し、アライアン
スが最大限そのメリットを生かすことができ
るような仕組みづくりが必須だと考えてい
る。

ポストコロナの社会で「NEA アライアン
ス」を締結することで、北東アジア間での
往来が手軽に、そしてより自由になる。その
結果、往来が増えることで観光業の再興、
経済復興がなされるだけではなく、お互い
の魅力や違いを再発見し、認め合うことに
よって私たちの住む北東アジアという地域
がより有効で活発な地域になることを願っ
ている。

Q：北東アジアのエリアをある程度カバーし
ているアライアンスはあるのか。この NEA
アライアンスがもしできた場合、想定される
加入の航空会社・エアラインはどこか。

A：調べた限りだと、現在、北東アジアを含
んでいるアライアンスは存在していない。
アライアンスの実現までに4段階のフェーズ
で構想しており、具体的な航空会社はこの
ような過程の中で実現できればと考えてい
る。
Q：シェンゲン協定で、ヨーロッパは何の
審査もなく隣地に行ける。北東アジア地域
で厳格なルール設定が必要だということだ
が、どのような仕組みを考えているか。
A：シェンゲン協定で自由な往来が可能に
なるがテロリズムなどの危険性も懸念され
る。シェンゲン協定は、「エティアス」という
システムを採用し、これは、入国の際、渡
航者の審査を行うもので、入国に相応しい
人物であるか判断するものだ。同様なシス
テムを北東アジア地域にも採用し、テロリズ
ムの抑制につなげていければと考えている。

結果として、新潟県知事賞は東北大学
経済学部の「日本海物流のスマートネット
ワーク構想」、審査員特別賞は新潟大学
経済学部の「北東アジアの航空アライアン
ス」、東北公益文科大学、新潟大学、新
潟医療福祉大学の3チームにはそれぞれ
奨励賞が授与された。参加した学生たち
からは「実際に世界で起こっている課題
に着目し、解決策を考える経験は貴重だっ
た」「北東アジアについて深く知ることがで
きた」などの感想や寄せられ、互いを健闘
しあう様子は実に清 し々かった。前回の開
催では、参加は新潟県内の大学としたが、
今回はERINAの出捐県11県から参加を
募り、5県の大学から応募があった。今後
も継続開催したいと考えている。
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2021年1月から3月にかけてオンラインを
中心に4つのステージを開催してきた「北
東アジア経済発展国際会議（NICE）イン
新潟」と「日露エネルギー・環境対話イン
新潟」が終わりつつある。新型コロナウイル
スに対応したオンラインでの多言語の同時
通訳という挑戦の下、中味の濃い会議・対
話だったと思う。

1stステージ：
中国経済の拡大と北東アジア経済協
力―米中摩擦とCOVID-19の中で
（2021年1月22日）

中国経済の急速なスピードでの拡大を
中心テーマに掲げ、そこにトランプ政権か
らの米中摩擦や昨年からの新型コロナの
影響を踏まえ、北東アジア経済協力の在り
方に焦点を当てた。中国はこの30年ほど
急速な経済発展を遂げ、約10年前に日本
経済の規模を上回り、そしてこれから10年
後には、米国経済の規模を上回るという状
況にある。中国はコロナの拡大で経済成
長率が大幅に鈍化したものの、G20の主
要国地域の中では、トルコと共にプラス成長

（2.3%）を示した。米中経済の逆転という
シナリオの下では、米国がバイデン新政権
下でも、中国への警戒感を緩めることなく
米中摩擦・対立が今後も続くことが予想さ
れる。そうしたことを背景に「1st ステージ」
では米中摩擦とコロナの拡大が中国や北
東アジア経済に大きな影響を及ぼしてきた
こと、そして、中国と北東アジア諸国との経
済関係が変化しつつあることが議論され
た。中国からの視点に加えて、日本、韓国、
ロシア、モンゴル、北朝鮮からの視点も示
された。北東アジアにおける地域協力が転
換点にあることが示された。

2ndステージ：
変容するグローバルサプライチェーン
（2021年1月28日）

米中貿易摩擦やコロナの拡大で世界や

アジアのサプライチェーンが大きな影響を
受けてきたことを取り上げ、各国はどのよう
にサプライチェーンを再構築しようとしてい
るのかが議論された。米国のバイデン政権
は政府調達でバイ・アメリカン政策つまり米
国製品の購入を優先する政策を強化する
方針を打ち出したが、同時にトランプ前政
権と同様、中国のいわゆる「不公正貿易
慣行」に厳しく対応するとしている。米国
は、国家安全保障に関わる素材や製品で
中国に供給依存を続けることはできないと
していることから、半導体をはじめとするハ
イテク分野での米中デカップリングはますま
す進むと考えられ、米中の企業だけでなく、
日韓等の企業も含めて新たな対応が求め
られている。北東アジアにおけるサプライ
チェーンの再構築や強靭化など地域経済
協力に影響を及ぼす新たな課題が浮か
び上がった。

3rdテージ：
日露エネルギー・環境対話―パリ協
定と北東アジアのエネルギー安全保障
（2021年2月3日）

北東アジア各国のエネルギー政策の現
状を踏まえ、パリ協定の目標達成とエネル
ギー安全保障の両立という観点から地域
協力の可能性について議論が行われた。
日本では昨年9月に発足した菅義偉政権
が、そして韓国では文在寅（ムン・ジェイン）
政権がいずれも、2050年までにカーボン
ニュートラルを実現させる、つまり温室効果
ガスの排出を実質ゼロにするという目標を
打ち出した。中国でも昨年、習近平政権
が2060年までにカーボンニュートラルを実
現させるとしている。米国でもバイデン新大
統領が就任直後、パリ協定に復帰する文
書に署名し、2050年までに実質ゼロ排出
を目指すとしている。ロシアやモンゴルもパ
リ協定の履行に向けて努力をしている。北
東アジア諸国は現状ではエネルギー源と
して化石燃料に大きく依存しているが、

2050年あるいは2060年のゼロ排出に向
けてどう移行していくかということが重要な
課題となり活発な議論が行われた。北東ア
ジアにおいては、エネルギー・環境協力がま
すます重要な役割を果たすことが明らかに
なった。

Final ステージ：変容する世界―
ウィズコロナ社会と北東アジア経済
（2021年3月10日）

コロナの影響による経済社会の変容を
見据えて北東アジア経済の将来について
議論した。一般財団法人日本総合研究所
の寺島実郎会長から「アジアダイナミズム
への戦略的対応」とする特別講演をいた
だき、世界的な観点からアジアの現状を評
価していただき、そして日本経済や地方経
済、とくに新潟についてもお話しをいただい
た。次いで「Future Leaders Program」
のプレゼンテーションと表彰が行われた。
今後も「Future Leaders Program」を通
じて、若い世代に北東アジア地域やその
抱える問題についての関心を持って頂き、
将来のリーダーになって頂きたいと願って
いる。将来的には、「Future Leaders 
Program」の対象を、ERINAの出捐県か
ら日本全国や北東アジア地域の国外の大
学にも拡大していきたいと考えている。

北東アジア地域の経済発展や経済協
力のポテンシャルは大きいと見ているが、
域内では様々な課題が残されている。そ
の意味で NICEと日露エネルギー・環境対
話を継続していくことには大きな意味がある
と思う。

ご存知の方が多いかもしれないが、
ERINA は現在、新潟県の行財政改革の
対象機関になっており、今後の活動につい
て若干の不透明感がある。私どもとして
は、新潟県が日本と北東アジアをつなぐ拠
点としての役割を果たし続けること、そし

クロージングリマーク
NICE 実行委員長・ERINA代表理事
河合正弘
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クロージングリマーク

て、そのために出捐して頂いている他の県
の関係者と広域的に連携していくことを踏
まえて、北東アジア地域に関心を持ってお
られる方 に々本当に役に立つ「シンク・アン

ド・ドゥ・タンク」として活動していくことを望ん
でいる。来年の「NICEイン新潟」と「日露
エネルギー・環境対話イン新潟」で再びお
目にかかりたい。議論に参加して頂いた皆

様、長時間にわたり視聴して頂いた皆様
に心からの感謝を申し上げたい。

主催者挨拶：NICE 実行委員長・ERINA代表理事　河合正弘

主催者挨拶：新潟県知事　花角英世

会場：朱鷺メッセ（新潟市）
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Special Feature
2021 Northeast Asia International Conference for 

Economic Development (NICE) in Niigata
The Twelfth Japan–Russia Energy and Environment 

Dialogue in Niigata

Program

Main Theme
A Transforming World―A Society with Coronavirus and Northeast Asian Economies

Organizers
NICE Executive Committee (Niigata Prefecture, City of Niigata, ERINA)

Sponsors
Ministry of Foreign Affairs of Japan; Ministry of Economy, Trade and Industry; Ministry of Land, Infrastructure, Transport and 
Tourism; Niigata University; Embassy of the People's Republic of China in Japan; Embassy of Mongolia in Japan; Embassy of the 
Russian Federation in Japan; Korean Consulate in Niigata; TOHOKU ECONOMIC FEDERATION; Federation of The Chambers of 
Commerce & Industry of Niigata Prefecture; Niigata Prefecture Management Association; Niigata Association of Corporate Executives; 
The League of Japan Sea Coastal Promotion; Niigata Industrial Creation Organization; JUNIOR CHAMBER INTERNATIONAL 
NIIGATA; Japan External Trade Organization; Japan Oil, Gas and Metals National Corporation; KEIDANREN (Japan Business 
Federation); The Institute of Energy Economics, Japan; Japan Energy Coal Center (JCOAL); Japan Association for Trade with Russia & 
NIS; Japan Bank for International Cooperation; Petroleum Association of Japan; Japan Project-Industry Council; Japanese Business 
Alliance for Smart Energy Worldwide; The Niigata Nippo; The Mainichi Newspapers Niigata Bureau; Niigata Bureau, The Yomiuri 
Shimbun; The Sankei News Niigata branch office; The Asahi Shimbun Niigata General Bureau; Niigata Bureau, Nikkei Inc.; Kyodo 
News Niigata Bureau; JIJI PRESS Niigata bureau; Japan Broadcasting Corporation, Niigata Station; Broadcasting System of Niigata 

Inc.; NST Niigata Sogo Television,Co.,Ltd.; Television Niigata Network Co., Ltd.
The Niigata Television Network 21, Inc.; NEWMEDIA Co., Ltd.; FM RADIO NIIGATA; FM KENTO

Participants
A total of 750 persons (inclusive of 230 persons from overseas: China, Russia, Mongolia, ROK, Germany, U.S.A., and Australia)

*Approved as a project of Japan-Russia Regional Exchange Year

■ 1st Stage: China’s Economic Rise and Northeast Asian Economic Cooperation
 ―in the Context of US-China Conflict and COVID-19
Date: 22 January 2021 (Friday) 13:00 to 17:00
Method: Online with simultaneous delivery
Languages: Simultaneous interpretation in Japanese, English and Chinese
Program
□ Opening Remarks

KAWAI Masahiro    Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
□ Keynote Address

ZHANG Yunling       Professor and Academy Member, Chinese Academy of Social Sciences;
President, Institute of International Studies, Shandong University

□ Panel Discussion
□ Closing Remarks

KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
< Panelists >

ZHANG Jianping  Director General, Center for Regional Economic Cooperation, Chinese Academy of 
International Trade and Economic Cooperation, MOFCOM

MARUKAWA Tomoo Professor, Institute of Social Science, the University of Tokyo
WANG Yun-Jong  Adjunct Professor, College of International Studies, Kyung Hee University;

Former President, the Korean Association for Contemporary China Studies;
Board Member of Hyosung Chemical

ERINA REPORT PLUS No.160 2021 JUNE



Program

66 ERINA REPORT PLUS

LUKIN Artyom  Associate Professor, Deputy Director for Research, School of Regional and International 
Studies, Far Eastern Federal University

SHURKHUU Dorj  Head of Department of China Studies, The Institute of International Affairs(IIA), Mongolian 
Academy of Sciences (MAS)

LI Nan Senior Research Fellow, Institute of American Studies, Chinese Academy of Social Sciences
ZHANG Yunling  Professor and Academy Member, Chinese Academy of Social Sciences;

President, Institute of International Studies, Shandong University
< Coordinator >

KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA

■ 2nd Stage: Transforming the Global Supply Chain
Date: 28 January 2021 (Thursday) 14:00 to 16:45
Method: Online with simultaneous delivery
Languages: Simultaneous interpretation in Japanese, English and Chinese
Program
□ Opening Remarks

KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
□ Keynote Address

MAIE Yoichi Professor, Nagoya University of Foreign Studies
□ Panel Discussion
□ Closing Remarks

KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
< Panelists >

MENENDEZ III Manuel C. Chairman, MCM Group Holdings Ltd.; CEO, 8M8 LLC
XIONG Lin Senior Partner, Beijing DADI Law Firm
WAKAMATSU Isamu  Chief Senior Economist, Overseas Research Department, Japan External Trade Organization 

(JETRO)
HAYASHI Chino Leader, China Desk, Global Business Support & Promotion Department, Sojitz Corporation
WATANABE Yutaka Chief Executive Officer, TOWA JAPAN Corporation; President, Niigata Vietnam Association
YAMADA Yoshihiro Managing Director, L.TSUBAME CO., LTD.; President, EIKO KAIUN CO., LTD.
MAIE Yoichi Professor, Nagoya University of Foreign Studies

< Coordinator >
ADACHI Yuji Director, Business Support Division, ERINA

■ 3rd Stage: Japan-Russia Energy and Environment Dialogue
 ―the Paris Agreement and Energy Security in Northeast Asia
Date: 3 February 2021 (Wednesday) 14:00 to 17:30
Method: Online with simultaneous delivery
Languages: Simultaneous interpretation in Japanese, English and Russian
Program
□ Opening Remarks

KAWAI Masahiro    Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
□ Keynote Address

TAMURA Kentaro Director of Climate and Energy Area, Institute for Global Environment Strategies
□ Panel Discussion
□ Closing Remarks

KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
< Panelists >

GAO Shixian  Deputy Director General, Research Professor, Energy Research Institute, National Development 
and Reform Commission, China

YANG Euy-Seok Senior Research Fellow, International Energy Group, Korea Energy Economics Institute
BATJARGAL Zamba Special Envoy on Climate Change, Ministry of Environment and Tourism
PODKOVALNIKOV Sergei Head, Laboratory of Interstate Power Grids, Melentiev Energy Systems Institute of Siberian 

Branch of the Russian Academy of Sciences
HARADA Daisuke  Project Director, Research and Analysis Department / Russia Project Group, Japan Oil, Gas and 

Metals National Corporation
TANAKA Kento  Director, Industry Promotion Division, Department of Industry and Labor, Niigata Prefectural 

Government
TAMURA Kentaro Director of Climate and Energy Area, Institute for Global Environment Strategies
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< Coordinator >
ENKHBAYAR Shagdar Senior Research Fellow, Research Division, ERINA

■ Final Stage: A Transforming World
� ―A Society with Coronavirus and Northeast Asian Economies
Date: 10 March 2021 (Wednesday) 13:00 to 18:00
Method: Real and Online with simultaneous delivery
Venue (Real): Snow Hall, Toki Messe Niigata International Convention Center
Languages: Simultaneous interpretation in Japanese, English, Chinese, Korean, Russian
Program
□ Organizers’ Welcome Addresses

HANAZUMI Hideyo Governor of Niigata Prefecture
NAKAHARA Yaichi Mayor, City of Niigata
KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA

□ Guest Addresses
SERGEEV Mikhail Consul General, Consulate General of the Russian Federation in Niigata
SUN Dagang Consul General, Consulate General of the People's Republic of China in Niigata
NAKAYAMA Teruya Honorary Consul, Honorary Consulate of Mongolia in Niigata
KWON Sang-hee Consul General, Korean Consulate General in Niigata (Message)
MIYAGAWA Kiyomi  Principal Deputy Director, Japan-Russia Economic Affairs Division, European Affairs Bureau, 

Ministry of Foreign Affairs
MIYAZATO Takanori  Principal Deputy Director, Northeast Asia Division, Trade Policy Bureau, Ministry of Economy, 

Trade and Industry
□ Special Address “Strategic Response to Asian Dynamism”

TERASHIMA Jitsuro Chairman, Japan Research Institute; President, Tama University
□ The 2nd Future Leaders Program (FLP) ―Future Scenario of Northeast Asia

1. School of Community Service and Science, Tohoku University of Community Service and Science
2. Faculty of Economics, Niigata University
3. Faculty of Healthcare Management, Niigata University of Health and Welfare
4. Faculty of Economics, Tohoku University
5. Faculty of Economics, Niigata University

□ 2021 NICE Review
1st Stage:  ARAI Hirofumi   Director and Senior Research Fellow, Research Division, ERINA
2nd Stage:  ADACHI Yuji  Director, Business Support Division, ERINA
3rd Stage:  ENKHBAYAR Shagdar Senior Research Fellow, Research Division, ERINA

□ Future Leaders Program (Awards Ceremony)

■ Closing Remarks 
KAWAI Masahiro Chairperson, NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA
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1st Stage　China’s Economic Rise and Northeast Asian Economic Cooperation: In the Context of US-China Conflict and COVID-19

In 2020, the novel coronavirus’s global spread negatively 
impacted the Northeast Asian (NEA) economies, resulting in 
their economic slowdown. Despite being the second-largest 
economic superpower and the only major country that showed 
positive economic growth, China also faces many difficulties, 
inclusive of economic, technological, and national security 
issues. 

Most recently, the US-China trade war along with the 
COVID-19 spread has been attracting particular attention from 
around the world. Against this backdrop, the first stage of the 
conference discussed the impact of these two shocks on Chinese 
economic prospects, its cooperation with NEA countries, and 
new challenges that they should tackle with in the future. 

Professor, ZHANG Yunling, in his keynote speech “Northeast 
Asia in a New Context,” emphasized the increasing importance 
of the triangular cooperation of China, Japan, and the ROK, for 
the NEA economy, which is now the largest economic region in 
the world. Currently, the region faces many challenges in 
promoting economic integration: the US-China trade war, the 
COVID-19 shock, and economic security. At the same time, he 
reminded us that this hard time grants us good opportunities for 
expanding cooperation. Among others, cooperation for 
combating COVID-19, the Regional Comprehensive Economic 
Partnership Agreement (RCEP), and the beginning of the new 
presidency in the United States will significantly advance NEA 
economic integration. China can also provide regional 
cooperation opportunities through, for example, its new policy of  
“dual circulation”. 

Following the keynote address, six panelists gave their views 
from the perspectives of China, Japan, Russia, Mongolia, the 
Republic of Korea, and the DPRK.

Professor ZHANG Jianping overviewed “Chinese Macroeco-
nomic and Northeast Asian Economic Cooperation Strategy” and 
pointed out that Asia-Pacific regional economic cooperation is 
essential for promoting the “Belt and Road Initiative” and US-
China relations. In particular, the conclusion of the US-China 
Phase 1 Trade Agreement last year will hopefully positively im-
pact regional economic cooperation.

From Japan’s side, professor MARUKAWA Tomoo presented 
“China’s Industrial Policy in the 2020s.” He noticed that the US-
China trade dispute has impacted the “Made in China 2025” 

strategy and China’s industrial policy changes. One example is 
that China has stopped its policy orientation toward increasing 
domestic procurement rate of integrated circuits (ICs).

Professor WANG Yun-Jong reported “China and Northeast 
Asian Economic Cooperation: ROK’s Perspective” and shed 
light on the impact of the US-China conflict and COVID-19 on 
the Korean economy, the country’s standing position in the BRI, 
and the possibility of the China-Japan-South Korea Free Trade 
Agreement.

Professor LUKIN Artyom gave his views on how important 
“Sino-Russian Economic Relations and Far Eastern Russia” is to 
expand their cooperation in the energy, agriculture, and 
transportation sectors and promote the Far East’s regional 
development. He noted that the two countries’ cooperation in 
various areas did not achieve what the Russian side expected on 
the one hand and some areas show the risk of overdependence 
on Chinese markets. 

Professor SHURKHUU Dorj reported on “Mongolian Per-
spective: Shifting from a Chinese Supplier to a Regional Suppli-
er” and pointed out the importance of Mongolia’s strategic 
changes addressing the diversification of trade partners.

Lastly, Dr. LI Nan from the Chinese Academy of Social 
Sciences presented “The Reshaping of the National Strategy of 
DPRK and the China-DPRK Relationship: A Chinese 
Perspective.” He summarized and gave his views on the 8th 
Congress of the Workers’ Party of Korea that was held this 
January.

The discussion in the first stage of the conference gave us a 
clear insight that China’s economic rise provides NEA countries 
with great opportunities while it could put them at risk of 
overdependence on China. In particular, supply chain issues are 
becoming much clearer and more severe in the context of the 
US-China trade war and the novel coronavirus infection. It is 
crucial to determine how the US-China relationship under 
Biden’s administration and regional relations with China will 
develop in the short term. At the same time, NEA cooperation 
will be the key to regional peace and stability in the long term. 
The discussion of the first stage has hopefully provided policy 
implications that necessitate expanding intra-regional dialogue, 
building a sense of trust, and establishing institutional 
cooperation systems such as FTAs.

1st Stage   Summary
China’s Economic Rise and Northeast Asian Economic 
Cooperation: In the Context of US-China Conflict and COVID-19

ARAI Hirofumi
Director and Senior Research Fellow, Research Division, ERINA
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Northeast Asia is facing three big challenges or problems. 
One, of course, is the COVID-19 pandemic, which is still very 
serious. Almost all countries have been affected. We do not know 
when it will end. But one thing is very clear. We must cooperate, 
even though each country is responsible for and focusing on its 
own problems. There are no other ways to deal with the 
pandemic because we are living in an interdependent world. 
Especially now, we need to cooperate on vaccine production and 
injections for coping with the COVID-19 pandemic.

The second challenge is related to the economy. This 
challenge is different from the economic crises of the past. 
Because of the pandemic, almost all the countries have suffered 
negative growth. Though China finally achieved 2.3% growth 
last year due to its domestic efforts, this figure is still very low 
compared with previous years. For the regional economy or 
global economy, we still have to find a way to solve the problem 
of negative or slow growth. The only way is to cooperate on a 
recovery based on open market environment and consolidated 
policies.

The third one is regional relations, which refers to the 
rebuilding and readjustment of the Northeast Asia regional 
relations. We have enjoyed peace for a long time. Meanwhile, 
we are worried that there may be a war if emerging conflicts get 
out of control. In the past, for a long time, we did not worry 
about the outbreak of a war at all. We believed that peace would 
continue, but now things have changed, and there are new 
challenges. We need to find out how to manage this situation and 
do everything we can to protect our hard-won peace. 

Northeast Asia includes China, Japan, ROK, DPRK, Russia, 
and Mongolia according to the geographical definition. After 
WWII, this region has experienced great changes. The most 
important and profound change is its economic rise. We recall 
that Japan’s economic rise covered the period from the 1960s to 
1970s, followed by ROK from the 1980s to 1990s. Then, it was 
China’s rise, from the 1990s to about 2010, which continues 
almost until now. Northeast Asia experienced the economic 
growth waves. We may call this Flying-Geese model. But 
actually, more than that, because it created a kind of economic 
network in Northeast Asia. Northeast Asia has now become the 
largest economic group in the world. The reason behind such 
great economic rise in Northeast Asia is economic integration. 

Among all the factors that support the economic rise of 
Northeast Asia, the most crucial factor is China’s reforms and 
opening. China’s reforms and opening has led to economic 
networking between China, Japan, and Korea (CJK). Thus far, 

the CJK networking covers comprehensive aspects ranging from 
business chains to government cooperative agendas. China is a 
big country with great potential. Its rise has a larger scale and 
longer process than that in most countries. China has become the 
largest economy in the Northeast Asia region, the second largest 
in the world, and may be the largest economy in the world by 
around 2035. 

CJK cooperation has emerged based on this economic 
integration. It started with the “ASEAN+3” framework, then the 
independent CJK framework in 2008, also with a supporting 
trilateral secretariat. No matter what happens, the trilateral 
secretariat remains functional. CJK has signed an investment 
agreement and has an ongoing FTA negotiation. Aside from CJK 
economic networking, there is also “CJK plus”, such as plus 
Russia, plus Mongolia etc. This is open to any country that has 
interest, including the United States.

Speaking of the economic integration of Northeast Asia, of 
course, there are still many challenges. Economically, one of 
those challenges is the escalation of the China-US friction. China 
was identified as a strategic rival to the US under the Trump 
administration, in addition to trade sanctions, tensions as well as 
high-tech decoupling. We hope this is changed under the Biden 
administration since it is not beneficial to the United States. I 
believe that there should be a lot of changes. China and the US 
should open trade negotiations as the Trump Administration 
made so many unilateral sanctions on China. In the past, most 
exchange programs were blocked by the US side. Only when 
China and the US are sitting together we can find a solution. Not 
just China and the US, but also others, suffer from this situation. 

In an interdependent world, few can decouple from the world 
market. If you see the trade figures, you will find that despite the 
numerous trade sanctions during the last year, trade between 
China and the US continues to grow, and US imports from China 
continue to grow. Many American companies continue to invest 
in China. The reason is very simple. China is the largest potential 
market. Investing in China is best for their profits. Nevertheless, 
under the Trump administration, CJK economic relations were 
also affected because of those sanctions. In fact, CJK’s normal 
economic and high-tech relations have been seriously affected by 
US policy. 

As COVID-19 is a common threat, it opens the window for 
our cooperation, and this can be seen as an opportunity for 
Northeast Asia to establish an institutional regime for public 
health. COVID-19 has serious impacts on current economic and 
social activities as well as future activities. COVID-19 may 

Northeast Asia in a New Context: the Key is 
Cooperation
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strike again. Just like the Japanese government, which had 
announced that it would welcome all tourists and then suddenly 
had to close it down due to its surging number of infectors, 
China also did the same thing –closed its doors- because of the 
increasing pandemic infectors coming from abroad. We must be 
very cautious when it comes to the safety of human beings. I 
have no idea when we can go back to normal. Probably during 
this year, 2021, each government still has to remain cautious. 
Hence, I do not think we can return to normal very soon. 
However, what matters more is how to rearrange our relations in 
such an abnormal situation. 

Economic integration in Northeast Asia is facing a new 
challenge caused by the issue of economic security, which 
suddenly comes to the fore. A core concern on economic security 
is how far it goes. Many normal economic exchanges may be 
stopped due to the control of security with very complex effects. 
In the past, security was more related to national security. Due to 
the pandemic, social security and business security are high on 
agendas. Companies have to rethink their strategies and consider 
whether they need to create more efficient and robust networks 
of supply chains. People cannot travel freely thus far due to 
health security controls. Before COVID-19, we saw hundreds of 
millions of people from China traveling abroad. They liked to 
travel everywhere, but now they have to rethink the security of 
their trips. All of those have severe effects on policy, on business 
and people. 

Challenges always come with opportunities. China’s effective 
and quick control of its domestic pandemic and its rapid 
economic recovery provide a positive role in facilitating the 
regional cooperation and economic recovery. The conclusion of 
RCEP negotiation gives a strong signal that the openness and 
cooperation will continue, and the CJK FTA, with RCEP as the 
background,  can move faster.  The change of  the US 
administration may help to move to a more manageable Sino-US 
relationship. Both China and the US should take this opportunity 
to open dialogue and reduce the tensions. 

The subject of this meeting is China and Northeast Asia. 
China is becoming stronger and its rise will continue. China’s 
rise should be considered a good thing as a strong China will 
make greater contributions to our region. Unfortunately, some 
see China’s rise as a trouble or a threat. China has its own style 
of administration and government, which is different. China 
holds its commitment to insisting on the peace and development 
road in its Constitution. It has announced again and again that 
China will never compete for status as a superpower or 
domination. We should believe China. Although things do not 
always go smoothly, China continues to open, continues to join 
the international community, and continues to be responsible for 
international actions and behaviors. China and EU just 
concluded their investment treaty. This shows China’s will to 
open and integrate into the international market. In the treaty, 
China has made more commitments to open its market and 
accepted a lot which in the past we thought it could not possibly 
accept. 

China has to insist on its political system while it also has to 
closely join the world and the region. Therefore, we should learn 

how to live with a different China, and with a cooperative and 
open China. Actually, each country is different from any other. 
We should learn how to manage well the differences. The efforts 
come from all aspects. We are living in an inter-dependent 
world. The interests are related to all of us. This is not a way of 
confronting or competing. It is a way of living together and 
finding a way to solve our differences. 

Coming back to the economy. China just announced its new 
policy of dual circulation. This kind of policy has been discussed 
for many years already. We must understand that China cannot 
continue a model in which economic growth heavily relies on 
export supports. China has to mobilize its resources and markets 
and achieve more innovation rather than relying on the outside. 
However, this is not inward-looking. It is outward-looking. Dual 
circulation behaviors try to think of China and the world from a 
different kind of approach. In the past, China relied more on the 
outside market. But in the future, China will rely more on its 
own market and a different way for linking itself to the outside 
world. China can become a country similar to the US, as a major 
importer as well as a major outside capital investor. Hence, this 
will be good for the region and also for the world. However, it is 
not a short or sudden change, the transition probably needs a 
long time. At least, I think it requires two decades. 

Coming back to Northeast Asia. It is most dynamic but with a 
lot of challenges and dangers. What we need and what we expect 
is a stable and cooperative Northeast Asia, rather than a divided 
Northeast Asia. The Trump administration tried to divide it. Now 
since the US is under a new administration, we can probably 
come back and rethink about what we need to do. 

We need a new mind set for the future. China has called on 
community-building for a shared future. This is a new mindset 
for living together. What China called for is actually a forward-
looking strategy. China does not say what kind of community it 
is. But we need to make progress and contribution. Community 
building for a shared future can be implemented on economic 
development, culture, health care, on dealing with COVID-19 
etc. The key point is to let us work together. I think that is how to 
understand it. 

Northeast Asia has two major emergent tasks--the COVID-19 
pandemic and a cooperative agenda. As the COVID-19 has not 
gone, we need to strengthen our cooperation. Economic growth 
is a key concern for our region. We have made some progress in 
facilitating exchanges by adopting the green channel travel and 
encouraging business travel. On that basis, we can do more. 
Until now, we have no-lasting medicine to cure COVID-19. 
Thus, we should continue to cooperate on research and work on 
medical products in the future.

CJK cooperation is essential for Northeast Asia. We must 
revitalize our cooperation to have the trilateral summit meeting. 
We have not seen action on this yet. I remember two years ago, 
the three leaders seriously committed to not stopping the CJK 
summit meeting. Actually, it should be very easy to do online. 
This is crucial. Throughout history, for thousands of years, the 
three countries never sat together equally for cooperation. Now 
we have to continue it no matter what happens. In fact, I think 
we should work early this year to push for the next CJK 
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say, whatever happens for Northeast Asia, cooperation is the key 
to peace, security and welfare. We cannot afford to go backwards 
and lose. Besides, Northeast Asian cooperation is open, we must 
do more in the area of CJK plus. Plus is also open, plus other 
Northeast Asian countries, plus the US, plus ASEAN etc. 

For Northeast Asia, peace is the foundation. As long as we 
have peace, not war, then we can do almost anything with effort. 

meeting. 
Moreover, I think it is probably the right time to rebuild stable 

economic supply chains. Northeast Asia needs an open digital 
network. In the future, we can expect that more and more 
economic and social activities will be linked to the digital 
network. Thus, the opening of this is crucial. 

Generally, Northeast Asia is facing challenges. We need to 
work together to cope with and make a good future. That is to 
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The conference organized the second stage to exchange 
opinions on how the US-China relationship and their policies 
would affect Japanese companies operating in China and their 
supply chains, considering the current situation brought by the 
US-China trade war, the COVID-19 spread, and the new US 
presidency. This session was also intended to provide practical 
and useful information that companies can refer to.

Professor MAIE Yoichi, in his keynote address “Transforming 
the Global Supply Chain,” gave an outlook on China’s policies 
and the current situation surrounding Japanese companies, 
shedding light on the following five aspects: (1) COVID-19 and 
the trade conflict, (2) government policies, (3) overseas business 
expansion, (4) China business of Japanese companies, and (5) 
the supply chain restructuring. Based on the JETRO survey, he 
noted that more than 90% of Japanese companies still favorably 
assess the Chinese market and have plans to expand or maintain 
their business in China while they are restructuring their supply 
chain to, among others, Vietnam as one of the most attractive 
destinations in the post-pandemic era. He introduced two 
experiences as case studies: concepts of “local production in the 
consumer market” by Komatsu Ltd. and “selection and 
dispersion” by the Omron Corporation.

Next, six panelists gave presentations.
MENENDEZ III Manuel C., an experienced consultant in 

China business, presented  “Global Supply Chain Perspectives” 
and shared his views from the perspective of business continuity 
planning (BCP) on the (re)organization of an efficient supply 
chain, its preventing factors, and the future direction. He also 
emphasized the importance of diversification and localization of 
production to avoid risks associated with supply chain 
restructuring.

XIONG Lin, a corporate law expert, in her presentation “The 
14th Five-Year Plan and Japanese Companies’ Expansion into 
China — Reviewing the Coronavirus Period,” gave an overview 
regarding government policies, the longer-term vision through 
2035, anti-pandemic support measures for companies, and the 
current situation of Japanese businesses in China. She stressed 
that the Chinese government is carrying out a new “dual 
circulation” policy to stimulate domestic and international 
demand in a balanced manner and that, in line with Professor 
Maie, many Japanese companies opt to continue their business 
operation in China.

WAKAMATSU Isamu from JETRO presented “US 
Perspective 2: The New Biden Administration’s Policy Toward 
China and the Response of Japanese Companies in the US” and 

shared a standard view that the new Biden administration will 
maintain its hardline stance toward China, against the backdrop 
of escalating anti-China sentiment among US citizens. A JETRO 
survey showed that 40% of Japanese companies in the US 
negatively assessed the impact of the trade conflict between the 
US and China. Accordingly, many companies are seriously 
concerned about whether the new presidency will adversely 
impact their business.

HAYASHI Chino from Sojitz Corporation introduced “Sojitz’s 
China Businesses —Viewed from the State of the Supply 
Chain—” and summarized the historical development of the 
company’s businesses in China. She discussed that Japanese 
companies need to reconsider their business strategy to compete 
with rapidly growing Chinese companies in a harsh competitive 
market: relocation of production bases near the consumer and 
restructuring the supply chains that also have access to Southeast 
Asian markets can be options.

WATANABE Yutaka, in his presentation “Vietnam after 
COVID-19 (from City to Province / from Province to 
Province),” introduced his business experience in Vietnam, 
beginning in 1996. Vietnam’s economic growth rate is estimated 
at 2.3% in 2020, the year of the pandemic disaster. It can also be 
expected that foreign investment into Vietnam will accelerate in 
the post-pandemic era, leading to intensified market competition 
in Vietnam. In this regard, prompt business planning and 
execution are needed to enter the Vietnam market. 

YAMADA Yoshihiro, managing director of a Niigata-based 
logistic company, presented “Separation of Political and 
Economic Affairs, from Chinese Business to Multiple Bases” 
and talked about local businesses’ actual situation in Shanghai. 
He shared interesting experiences that explain how COVID-19 
negatively affected China’s local subsidiaries in terms of poor 
allocation of Japanese staff, reduced efficiency in business 
operations, and deteriorated product quality, while it increased 
demands made for product inspection, procurement, and trade 
agency operations to his company’s local subsidiary.

In light of panelist discussions, professor Maie made 
complementary comments on three critical issues that emerged 
in front of Japanese companies operating in China during the 
pandemic: (1) use of industrial robots will improve productivity 
and economize labor input; (2) delegation of authority from 
headquarters in Japan to local factories and subsidiaries and 
production localization; (3) strengthening of relationships with 
China’s regional governments. Some panelists agreed with the 
importance of the third issue.

2nd Stage   Summary
Transforming the Global Supply Chain

ADACHI Yuji
Director, Business Support Division, ERINA
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I would like to speak on five issues: COVID-19 and the issue 
of US-China friction, policy developments in China, the 
direction of overseas expansion in Japanese companies, the 
business operations of Japanese companies in China under the 
context of these issues, and finally, the state of supply chain 
reorganization.

First of all, I would like to touch on changes observed in the 
Japanese economy. In the past 20 to 30 years, the lead earner 
within Japan’s economy has shifted from trade to investment. 
Comparing 1999 and 2019, Japan’s national trade balance 
decreased significantly from 14.1 trillion yen to 0.4 trillion yen, 
while the balance of investments increased sharply from 6.5 
trillion yen to 21.0 trillion yen. In other words, in the process of 
expanding their investments overseas, Japanese companies have 
formed a highly complex global supply chain. Currently, 
COVID-19 and the issue of US-China friction are significantly 
impacting this supply chain.

When the spread of infection of COVID-19 occurred in China 
last January, many people likely associated it with the SARS 
outbreak in China from 2002 to 2003. Had the COVID-19 
infection been contained at the level of SARS, there would have 
been fewer issues with the supply chain. However, as the 
coronavirus became a global infectious disease risk, it was no 
longer a problem that could be solved simply by lowering the 
weight of operations in China.

As for US-China friction, we all know that since July 2018 the 
two nations have imposed additional tariffs on the other resulting 
in a trade war. The fourth round of additional tariffs was to be 
initiated in two installments. Had the excises been triggered in 
December 2019 as proposed, concerns about the substantial 
impact on both economies would have been realized, especially 
since US imports from China include many consumer goods 
such as smartphones, personal computers, and game consoles. 
Fortunately, last-minute negotiations resulted in the suspension 
of these tariffs.

Also, on January 15, 2020, the US and China signed the first 
phase of an economic and trade agreement. The agreement was 
extremely hard on China, in particular, the increased protection 
and enforcement of intellectual property rights, a ban on pressure 
tactics on foreign companies over technology transfers, and 
China agreeing to increase US imports by more than US$200 
billion in two years.

No one expected this agreement to end the conflict between 
the nations, but a truce in the US-China trade war continued for 
18 months until the COVID-19 pandemic hit. 

Let me try to organize the composition of the US-China trade 
war in my own way. China recently avoids public use of the term 

“Made in China 2025” to describe its policy on industrial 
sophistication after considerable criticism from the US, however 
the strategy is continuing. The goal is to realize the Chinese 
Dream, or the great revival of the Chinese people, while also 
upgrading its industries and avoiding the middle-income trap.

In contrast, the US’s substantial aim is to prevent China from 
gaining economic hegemony and maintain its own security 
advantage. Therefore, the US considers intellectual property 
infringements or cyberattacks by China as a major issue, and 
while it presses for concessions through tariff increases, etc., it 
also strengthens restrictions on exports and investments based on 
the National Defense Authorization Act.

China, on the other hand, has agreed to concessions such as 
expanding imports because at present it cannot meet the US on 
an equal footing economically or militarily, but it is difficult to 
compromise on “Made in China 2025”, and in exploring ways to 
seek greater self-reliance,  it has recently tightened trade and 
investment regulations, expressly against the United States.

In this way, there is limited latitude for compromise between 
the US and China, and it is hard to find a middle point. In the 
first place, the essence of US-China friction is a struggle for 
supremacy between two major powers, and I, like many people, 
feel that a long-term conflict is inevitable.

Next, I will look at recent policy developments in China. In 
October 2020, a crucial meeting of the Communist Party of 
China, known as the Fifth Plenum, was held in China. At the 
meeting, the Communist Party of China’s Central Committee 
introduced and deliberated on proposals for the formulation and 
adoption of the 14th Five-Year Plan, starting in 2021, and the 
Long-Term Goals through 2035. The 14th Five-Year Plan will 
be officially initiated after deliberations at the National People’s 
Congress scheduled for March 5, and these proposals will form 
the base of policy.

Among the 60 total proposals, one closely related to the 
supply chain is to “accelerate the development of modern 
industrial systems, and promote the optimization and 
sophistication of economic systems” (Table 1). The beginning of 
this item mentions “raising the level of industrial chain and 
supply chain modernization,” which was not listed in the 
proposals of the 13th Five-Year Plan five years ago. 

The point is that the strengths of China’s industrial and supply 
chains will be refined, and its fragile areas complemented. In 
other words, as an area of advantage, China will build an 
emerging industrial chain, promote the high-end, smarting, and 
greening of traditional industries, and develop a service-based 
manufacturing industry. Conversely, it is said China will 
implement projects to rebuild industrial infrastructure, now 
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regarded as a vulnerable area, focus on the challenging strategy 
of key products and core technologies, develop advanced 
applicable technologies, and promote the diversification of 
industrial chains and supply chains.

Another of the items, to “accelerate the development of 
digitalization,” was absent from the 13th Five-Year Plan. This 
time, the global digital economy is distinctly listed as one of the 
proposals. Here, it is advocated to promote the industrialization 
of digital and digitalization of industries, promote an advanced 
fusion of the digital economy and real economy to build an 
internationally competitive digital industry and cluster. Also, the 
directions of developing data resources, known as the oil of the 
21st century, and strengthening the protection of personal 
information by securing national data have been laid out.

Another noteworthy item is to “form a strong domestic 
market, and establish a new development framework.” Here, 
based on the facilitation of domestic circulation, the policy of 
promoting dual circulation in both its domestic and international 
markets is advocated. Recently, the terms “domestic circulation 
and dual circulation” are often used to describe Chinese policy. 
The image of this policy, according to Professor ZHANG 
Yunling in his keynote address at the first stage of 2021NICE, is 
that in the next 20 years China will stimulate its domestic 
economy, thanks to its world-leading domestic demand, and as 
the world’s second largest trading power, will construct a U.S.-

like economy connecting it to the world and globally and making 
China the largest economic power externally.

Furthermore, in relation to domestic demand, there is an item 
to “comprehensively promote consumption”, especially “new 
forms of consumption”. In addition to online shopping, which 
has developed due to COVID-19, these “new forms of 
consumption” foster fields such as live commerce, which is now 
extremely popular, online education, and medical care. 
“Broadening the space for investment” refers to the catchphrase 
coined at the National People’s Congress in May 2020, “Liang 
xin yi zhong (Priority given to new infrastructure, new 
urbanization initiatives and major projects)”, which takes the 
first Chinese character of new infrastructure, new urbanization, 
and major project construction, although new infrastructure is 
now gaining particular attention. According to a white paper 
released by a government think tank, China will invest in 7 areas 
of infrastructure such as inter-city high-speed rail, 5G, big data, 
and new-energy vehicle charging stations. By 2025, direct 
investment in these areas should reach almost 10 trillion yuan, 
with related investment set to soar beyond 17 trillion yuan. 
(Table 2)

Next, we will look at the direction of overseas expansion by 
Japanese companies.

According to surveys results of Japanese companies 
conducted by the Japan External Trade Organization (JETRO), 

Table 1  Composition and items of proposals from the 5th Plenum (Excerpt)

Source: Based on “Proposals of the Communist Party of China Central Committee on the Formulation of the 14th Five-Year Plan for National and 
Economic Development and the Formulation of Long-Term Goals through 2035”

Items

1

Establish a well-off society in an all-round 
way, and embark on the new journey to 
make China an all-round modernized 
socialist country.

1) Decisive achievements have been made toward victory in establishing a well-off 
society in an all-round way

2) Our development environment faces profoundly complex changes 

3) Fundamentally realize the long-term objective of socialist modernization by 2035

2
Guiding directives and main objectives for 
economic and social development during the 
14th Five-Year Plan period

1) Guiding ideology for economic and social development during the 14th Five-Year 
Plan period

2) Principles that economic and social development must adhere to during the 14th 
Five-Year Plan period

3) Main objectives for economic and social development during the 14th Five-Year 
Plan period

3
Seek innovation-driven development, and 
comprehensively fashion new development 
advantages

1) Strengthen China’s strategic science and technology capabilities

2) Improve the technological innovation capability of enterprise 

3) Stimulate the innovative vitality of talents

4) Refine the mechanism for scientific and technological innovation 

4

Accelerate the development of modern 
industr ial  systems,  and promote the 
optimization and sophistication of economic 
systems

1) Raise the level of industry chain/supply chain modernization

2) Develop strategic emerging industries

3) Accelerate the development of modern service industries

4) Coordinate promotion of infrastructure construction

5) Accelerate the development of digitalization

5 Form a strong domestic market, and build a 
new development framework

1) Facilitate domestic circulation 

2) Promote domestic and international dual circulation

3) Comprehensively promote consumption

4) Broaden the space for investment
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more than 90% of Japanese companies have stated their 
intentions to continue or expand operations in China. 

The main motivation behind business expansion is increased 
sales in the local market as well as in China, followed by high 
growth potential and market potential. Conversely, some 
companies expressed a desire to downsize, release or withdraw 
operations, with a fall in local market sales and increased costs 
such as labor being the key reasons. Very few respondents cited 
impacts of the US-China friction or trade restriction measures.

This can be explained by the structure of Japanese companies 
expanding into China. Their sales include domestic sales or 
exports in China, but there are overwhelmingly more domestic 
sales in China, which account for just under 70%. A little over 
30% of sales are exported, and more than 60% of those are to 
Japan. Only 5% of sales from Japanese companies expanding 
into China go to the US, and exports directly from China to the 
US are just under 2%. Therefore, the direct impact of additional 
tariffs between the US and China is limited.

Finally, we will look at the future state of supply chain 
reorganization. A white paper on trade published in July 2020 
made recommendations on this issue. One is the supply system 
and countermeasures, especially for masks and other emergency 
supplies that have become an issue due to COVID-19, but since 
it is impractical to maintain 100% supply capacity from usual 
times, it has been deemed important to build a reliable supply 
system that is unaffected by international situations during times 
of emergency. In fact, it is necessary from a security perspective 
to return the production of masks and protective clothing to 
Japan .

China is Japan’s largest import partner, accounting for a 
quarter of imports, and Chinese imports make up a very high 
percentage for many products. More than 90% of imports of 
goods with six-digit HS code systems are from China, including 
99% for laptops, 99% for video game consoles, and 91% for air 
conditioners, thus we depend on China for many items.

Debate on returning the production of these items to Japan 
exists, but Keidanren (Japan Business Federation) Chairman 
NAKANISHI Hiroaki says it is not a case of returning 

over half the respondents planned to increase overseas expansion 
in the future, and many Japanese companies have already 
mapped out the direction of their overseas expansion activities.

With increased overseas demand the most common reason 
given, followed by a decrease in Japan’s domestic demand, 
companies are looking abroad to find what they desire. The fall 
in local demand is due to Japan’s population decline stemming 
from a low birthrate and aging population. United Nations 
projections predict that its population will plummet by more 
than 20 million in the next 30 years, with the working-age 
population and group responsible for consumption and 
production also set to tumble. During this period, Japan will face 
the severe structural problem of population decline. It will be 
hard to solve in the short term, so Japanese companies will be 
forced to find an alternative in overseas markets for the time 
being.

The US and China are both essential economic partners for 
Japanese companies. They are Japan’s first and second largest 
trading partners, with Japanese companies investing heavily 
overseas to turn a profit, but in terms of the profit from their 
direct investment, little separates the US and China, which rank 
first and second respectively.

In fact, a JETRO survey shows that China (48%) ranks first 
for countries and regions where companies are looking to 
expand business operations, followed by Vietnam (41%), 
Thailand (36%), and the US (32%), and with each country 
totaling more than 30%, the US and China are certainly 
important economic partners for Japan.

However, with the issue of friction between the US and China 
intensifying and the risk of decoupling being mentioned, how to 
restructure the strategy of Chinese business going forward is a 
pressing issue for Japanese companies.

Therefore, I will explain the current state of Japanese 
companies’ business operations in China. According to results of 
JETRO’s latest survey released in December 2020, 36.6% of 
companies said they would expand business developments in 
China, 55.6% would maintain the status quo, 1.0% would 
release or withdraw, and 6.7% would scale down, meaning that 

Table 2   Investment scale of new infrastructure construction (2025)

Source: Created based on the "White Paper on The Development of New Infrastructure Construction" 
by the China Electronic Information Industry Development (CCID), March 2020

Field Direct Investment Related Investment

Inter-city high-speed rail; rail traffic 4.5 trillion yuan 5.7 trillion yuan

5G 2.5 trillion yuan 5 trillion yuan

Big Data Center 1.5 trillion yuan 3.5 trillion yuan

Industrial internet 650 billion yuan 1 trillion yuan

Ultra-high voltage network 5 trillion yuan 1.2 trillion yuan

Artificial Intelligence (AI) 2.2. trillion yuan 4 trillion yuan

New energy vehicle charging stations 900 billion yuan 2.7 trillion yuan

Total 9.9 trillion yuan
17.7 trillion yuan

(about. 273 trillion yen)
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everything to Japan, nor that it is even possible. In fact, Japan’s 
population is set to fall by 20 million in the next 30 years, so 
returning all production bases to Japan is not a realistic option.

According to a JETRO survey on supply chain restructuring, 
7.6% of respondents had already implemented or planned to do 
so. Of these, 2.8% of production sites were transferred, which is 
a very low figure. As for how the transfer of production sites was 
reorganized among the few, most common was from China to 
Vietnam (24.5%), followed by China to Thailand (14.5%). The 
return of production from China to Japan is about 7%.

The reason for this is the manufacturing cost of the Japanese 
manufacturing industry. Labor accounts for about 20% of 
manufacturing costs, and material costs make up about another 
60%. Within the manufacturing industry, cost competitiveness 
equates to the quick and cheap procurement of materials, but 
according to a JETRO survey, Japanese companies expanding 
into China can procure almost 70% of raw materials and parts 
locally, which highlights China’s superiority as a production 
base over other Asian countries. Therefore, it is not easy to pick 
up and leave China. (Figure)

Under these developments, two directions are afforded 
Japanese companies. One is local production for local 
consumption. An example from Komatsu Chairman OHASHI 
Tetsuji cites ‘production in the market = demand area’, whose 
benefits include easier access to customer needs, increased 
customer confidence through committing to the local area, and 

reduced transportation costs and periods. Among them, 
technological innovation is continued by concentrating 
production of key components and core parts in Japan, and the 
quality of finished products is guaranteed by maintaining their 
quality. Conversely, the organization pursues the world’s best 
procurement process for other parts. 

The other option is ‘selection and dispersion’, which Omron 
President YAMADA Yoshihito believes are vital keywords these 
days. Omron began dispersing its supply chain a year or two ago 
when the US-China friction was first divulged, saying that 
production of electronic sphygmomanometers sold in the US was 
transferred to Vietnam from a factory in Dalian, China. In this 
way, in the huge Chinese market, what is sold in China will be 
produced there. Alternatively, instead of considering China as a 
global factory and positioning it as a global supply base, we are 
also seeing a direction that promotes selection and dispersion. 

To finish, allow me to summarize my talk into 3 points.
First, the two most pressing risks facing Japanese companies 

are COVID-19 and the US-China friction. However, since this 
virus is now an infectious disease risk on a global scale, the 
problem can no longer be resolved simply by reducing the 
weight of operations in China. On the other hand, because US-
China friction is a battle for supremacy between two economic 
superpowers, medium- to long-term responses are required, 
including recent moves to tighten restrictions on exports and 
investments.

Secondly, with regards to restructuring China business 
strategy, it is difficult to stem the tide of globalization, especially 
against the backdrop of Japan’s population decline due to a 
falling birthrate and aging population, thus Japanese enterprises 
have no option but to look abroad to find a way out. The US and 
China are vital economic partners for Japanese companies, and 
there is little to separate the two, but they must consider 
reshaping their China business strategy based on the decoupling 
associated with this US-China friction.

Finally, while the reorganization of the global supply chain is 
considered necessary to some extent from a security perspective, 
particularly for the return of emergency supplies such as medical 
supplies, it is hard to say whether returning all production bases 
to Japan is a realistic response. Therefore, local production for 
local consumption, and selection and dispersion are future 
directions expected to advance. 

[Translated by ERINA]

Figure　Procurement sources for raw materials and parts

Source: Created based on JETRO Survey on Japanese Companies Ex-
panding Overseas (Asia, Oceania), Dec 2020
English: www.jetro.go.jp/ext_images/_News/releases/2021/69b41fe-
59a5b2299/rp_firms_asia_oceania2020.pdf (p.56)
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At this stage, energy experts and government officials from 
Northeast Asian (NEA) countries discussed policies, achieve-
ments, and potential regional cooperation to realize energy secu-
rity and meet the Paris Agreement targets.

Dr. TAMURA Kentaro gave a keynote address, “The Paris 
Agreement and Energy Security in Northeast Asia.” He 
highlighted that global greenhouse gas emissions (GHG) need to 
peak as soon as possible, and we must move to “decarbonized 
societies” with net-zero GHG by 2050 for the 1.5-degree goal 
and by 2075 for the 2-degree goal of the Paris Agreement. In this 
regard, the NEA region faces a huge challenge because almost 
90% of its primary energy comes from fossil fuels. He 
emphasized the importance of enhanced regional cooperation, 
but improved regional security is its precondition, where US-
China relations have a great impact. 

Fol lowing the keynote address,  s ix panel is ts  gave 
presentations.

Mr. GAO Shixian described “China’s Energy Policies and 
Cooperation in Northeast Asia.” As the world’s largest energy 
consumer and producer, and GHG emitter, China is moving 
toward clean, low carbon, and secure energy and aims to become 
a carbon-neutral society by 2060. He noted that China is willing 
to cooperate with NEA countries in various energy cooperation 
fields, such as connecting energy infrastructures, hydrogen, 
carbon capture, utilization and storage (CCUS) and renewable 
energy equipment technologies. He pointed out that acceleration 
of a global energy governance system is essential to foster 
cooperation.

Dr. BATJARGAL Zamba overviewed “Mongolia’s Nationally 
Determined Contributions (NDC) to the Paris Agreement and 
Energy Sector.” Mongolia is among the world’s top 10 per capita 
GHG emitters despite its modest total national emissions. 
Mongolia aims to unconditionally reduce business-as-usual 
(BAU) GHG emissions by 22.7% by 2030, where renewable 
energy and energy efficiency improvements would account for 
half of the reductions. He added that Mongolia has set the 
National Long-term Development Vision-2050 with a net-zero 
emission target and climate resilience for 2050 and beyond.

Dr. YANG Euy-Seok spoke on “Korea’s National Policy 
Concept for Energy Transition and Energy Security in a 
Perspective of Regional Cooperation towards Achieving the 
Paris Agreement Goals.” He introduced Korea’s Energy Master 
Plan, which is the basis of the country’s energy transition policy 
that supports sustainable growth and improved quality of life. He 
highlighted the country’s plans to replace the existing centralized 
energy system into a distributed one and build up a hydrogen 

economy. The Korean Green New Deal is another policy 
package that focuses on clean energy. He put forward hydrogen 
energy and supply chain building as a new cooperation area in 
NEA.

Dr. PODKOVALNIKOV Sergei presented “Russia’s Policy in 
View of Country’s Energy Security, Achievement of Climate 
Change Targets under The Paris Agreement and Energy 
Cooperation in Northeast Asia.” Noting the country’s long-term 
development strategy with a low-carbon orientation to 2050 is 
under formulation, he explained details of Russia’s Energy 
Strategy up to 2035, which has already been adopted. Russia 
hopes that carbon-free hydrogen energy with considerable export 
potential and the use of CCUS will play a significant role in low-
carbon development in the long run. He highlighted that Russia 
is significantly contributing to global energy/environmental 
security and international energy cooperation, particularly in 
NEA. Also, he paid attention to the feasible and economically 
beneficial power systems interconnection in the region.

Mr. HARADA Daisuke reported “Increasing Arctic Resource 
Development and Associated Challenges: The Background and 
Significance of Arctic LNG-2 and Japan’s Participation.” NEA 
countries participate in LNG development projects in the Arctic, 
and especially Russia promotes project development for 
ensuring its continued supply. He stated that some projects are 
successes, and others are failures, confronting us with both 
opportunities and challenges related to economics, politics, and 
environmental considerations. He pointed out that the global 
trend toward net-zero adds uncertainties for project developers, 
but to ensure energy security fossil fuels will still be a part of the 
energy mix of net-zero scenarios, as in the EU’s baseline 
scenario. 

Mr. TANAKA Kento from Niigata Prefecture introduced 
“Policy on Renewable and Next Generation Energy of Niigata 
Prefecture.” Last autumn, Japan’s prime minister declared 
carbon neutrality by 2050 and a similar declaration was made 
earlier by the Niigata Prefecture governor. In line with Japan’s 
“Green Growth Strategy,” the prefecture set its net-zero targets, 
while keeping its leading role as an energy supply hub in Japan 
utilizing its infrastructure used for domestic and imported LNG 
supply and distribution in the Kanto and Tohoku regions. Also, 
Niigata holds a great potential for renewable energy, promotes 
hydrogen as next-generation energy and is forming a hydrogen 
supply chain vision. The prefecture investigates the possibility of 
shifting to clean energy sources on its island regions as well.

The presentations clearly indicated that each country is 
making concerted efforts to meet the PA goals. However, as 
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Firstly, I would like to introduce what the Paris Agreement is 
aiming for, then discuss the need to achieve its long-term goals 
by overhauling the energy structure within the next 30 to 40 
years, which is a relatively short period of time in the energy 
field, and by realizing net zero emissions/decarbonization. 
Finally, I will outline the potential impacts that such a major 
shift will have on energy security in Northeast Asia, a region so 
dependent on fossil fuels.

The term energy security is generally defined as ensuring 
sufficient energy at a reasonable price, but today I would like to 
provide a broader description, one including the implication that 
a transformation of the energy structure itself will both have a 
significant socio-economic impact and suppress that socio-
economic impact. In the face of great challenges, I will also 
touch on the kinds of initiatives and cooperation that are possible 
within the region. 

The Paris Agreement aims to pursue efforts to hold global 
temperature rises well below 2℃ and even 1.5℃ above pre-
industrial levels. Currently, our earth’s temperature sits about 
1℃ higher than before the Industrial Revolution, and if it 
continues at this pace, it will have risen 1.5℃ by around 2040 
(Figure 1). Science has confirmed this data, so if we are really 
going to limit this rise to 1.5℃, we must reach a global peak in 

greenhouse gas (GHG) emissions as soon as possible, after 
which we can achieve a balance between anthropogenic 
emissions and removals in the latter half of this century. 
Achieving net zero emissions by reducing emissions is also 
included in the Paris Agreement.

The important point here is that only net zero emissions will 
halt global warming. This was clearly spelled out in a sure 
conclusion by the Inter-Government Panel on Climate Change 
(IPCC). Since the temperature rise due to global warming is 
proportional to the cumulative emissions of carbon dioxide that 
human beings have emitted previously, additional emissions 
must be reduced to net zero to stop a further rise in temperatures. 
In short, emissions and absorption must be balanced.

However, as for when it will be net zero, the Paris Agreement 
pinpoints the second half of this century. Thus, the next 
important point is when we can achieve it. As mentioned above, 
the level of global warming is proportional to the total emissions 
we have emitted thus far, that is, cumulative emissions, so on the 
contrary, in order to stabilize temperature rise in a suppressed 
state, we must reach net zero in the earliest possible timeframe.

In that sense, the IPCC's 1.5℃ special report concludes that 
carbon dioxide emissions must be net zero by around 2050 if 
1.5℃ is to be achieved. If the target is 2℃, then net zero will 

Paris Agreement and Energy Security in Northeast Asia

TAMURA Kentaro
Director of Climate and Energy Area, Institute for Global Environment Strategies

3rd Stage   Keynote Address

reported by UNEP, a considerable gap exists between the 
nationally determined contributions and the Paris Agreement 
goals. The panelists underlined that international and regional 
cooperation, technology transfers among countries, and mutually 
beneficial options could fill this gap. The NEA Power System 

Interconnection (NAPSI) project that the ADB and UNESCAP 
currently promote is a potential example. Moreover, panelists 
shared a view that the region can promote hydrogen as a next-
generation clean energy source.

Figure 1　Goals of the Paris Agreement
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occur around 2075. In any case, we have a few decades at most 
for net zero or decarbonization to become a reality.

In response to this, in 2020, we saw a series of net zero 
declarations, including those from major players. I think it is 
fresh in our memories that after Chinese President Xi Jinping 
said in September that his nation would aim to be carbon neutral 
by 2060, Japan and ROK followed suit, declaring that they 
would aim for carbon neutrality in 2050. Also, about a week ago, 
U.S. President Biden formally announced in a White House 
press release that he would aim for net zero in 2050, in line with 
his previous pledge.

Countries that account for about 68% of global CO2 

emissions, such as China, the US, the European Union, and 
Japan, have declared targets for net zero. In other words, the 
world has steered itself toward decarbonization in the next 30 or 
40 years. This has considerably affected those countries in 
Northeast Asia which have yet to advocate decarbonization 
themselves, inclusive of Russia and Mongolia, as the entire 
world shifts toward decarbonization. I would like to include such 
topics in further discussion after this.

When we say that we are aiming for net zero by 2050, 

scenario studies using global models forecast a rapid breakaway 
from fossil fuels, especially coal-fired power. The IPCC’s 1.5℃ 
special report referred to earlier predictions saying that natural 
gas will generate about 8% of electricity, and coal-fired power 
generation will be almost 0%, but given this is too short a 
timeframe even for coal-fired power utilizing carbon capture and 
storage technology (CCS), its role will be a limited one.

A similar conclusion is drawn in the IEA’s net zero by 2050 
scenario released late last year, which states that renewable 
energy will continue to increase over time, and fossil fuels, 
especially coal-fired power, will play a more limited role.  

On the assumption that this is the case, where do the countries 
of Northeast Asia stand? As we are all aware, their dependence 
on fossil fuels is very high (Figure 2). The graphs show the rate 
of primary energy consumption according to fuel sources. In 
Russia fossil fuels account for 88%, so too in Japan and ROK, 
while in China the rate stands at 85%, meaning that almost 90% 
of all primary energy in the region is supplied by fossil fuels.

The same is true of power generation, generally about 70% of 
electricity in the region is derived from utilization of fossil fuels 
(Figure 3).

Figure 2　Fossil Fuel-dependent Energy System: Primary Energy

Figure 3　Fossil Fuel-dependent Energy System: Power Generation
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renewable energy in each province; green denotes solar PV 
potential, and blue indicates wind potential. Selecting an 
example, while coal production is high in Xinjiang and Inner 
Mongolia, both provinces offer massive potential for renewable 
energy. In these areas, it is safe to say that a shift in employment 
from coal mining to renewable energy would be physically 
possible. That said, examples of provinces that produce large 
amounts of coal but show little renewable energy potential can 
be found in central China, particularly in its west, and mid-west 
China. In addition, as renewable energy requires a wide range of 
employment skill levels depending on the stage, a variety of 
issues spring to mind, including whether the skills of fossil fuel-
related workers match that stage, and whether the timing of 
employment and loss is properly matched. It is vital that we look 
beyond narrow energy policies, and instead, link them with a 
wide range of socio-economic policies such as labor, human 
resource development, and social security. I have shared the 
example of China here, but undoubtedly, this is a major issue not 
only for China but also for other Northeast Asian countries in 
general and the whole world.

In response to this, the energy structure must be transformed 
from a model of fossil fuel dependency in the future. Basically, 
various energy mixes are considered in the net zero scenario, but 
what is commonplace is that renewable energy is positioned as 
the main power source, a move supported by a sharp drop in 
costs over the past decade, as shown in Figure 4. 

Naturally, this will significantly impact countries in Northeast 
Asia, so it will be necessary to consider not only technical 
issues, but also employment matters and trade balance issues, in 
addition to stable energy supply, from a more multifaceted 
perspective.

Next, I will examine some of the problems. With regard to 
employment, one mindset is to absorb the gradual decline in 
fossil fuel-related employment via the creation of employment in 
renewable energy. It is said that renewable energy is a fairly 
labor-intensive power source that can sufficiently soak up fossil 
fuel-related employment. 

Figure 5 shows China’s coal output by province, with coal 
production levels expressed in shading ranging from white to 
red. The circles, on the other hand, represent the potential for 

Figure 4　Moving Away from Fossil Fuel-dependent Energy System = 
Massive Transformation

Figure 5  (1) Employment Issues: Renewable energy could absorb a part 
of fissile fuel-related workers
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Figure 6 shows the share of fossil fuels in total exports for 
Russia and Mongolia. We see that fossil fuels are major export 
industries for both countries. 56% of total exports in Russia and 
38% in Mongolia being fossil fuel-related, therefore, it is natural 
that both will be radically impacted as nearly 70% of the world’s 
countries head towards decarbonization, as explained earlier in 
my talk.

Russia will probably focus on exporting natural gas, which 
emits less carbon dioxide, among fossil fuels, for the time being. 
In fact, Russia’s pipeline from Siberia to Jilin Province, China, 
has been in use for two years and will be fully operational in 
2024. Global warming will also make it easier to develop 
resources in the Arctic, which will advance the development of 
natural gas in the region and create gas development projects for 
Europe and Asia. Since it is necessary to reduce global emissions 
to zero early before mid-century, I think that despite its low 
emissions among the fossil fuels, it is necessary to pay attention 
to the need to gradually reduce the percentage of natural gas 
moving forward.

Consequently, I think that another step is to produce hydrogen 
by discharging natural gas. The production of carbon-free 
hydrogen via the application of CCS will be required in the 

future. This will be described later.
Next, let us examine the countries that import natural gas. 

Northeast Asia’s three major importers of liquefied natural gas 
(LNG) are Japan, China, and ROK (Figure 7). Compared to 
other regions, such as Europe and the US, procurement costs are 
higher for various reasons. Therefore, under the premise that 
usage of natural gas will increase for the time being, one form of 
cooperation is to attain LNG at a more stable and lower price by 
demonstrating the so-called buying power of Japan, China, and 
ROK. However, in reality, the soaring price of LNG in early 
2021 is explained in part because of the intense procurement 
competition between Japan, China, and ROK, and in reality, little 
cooperation has been seen. However, as an area of potential 
cooperation for the three countries in coming years, and one 
referred to in summit discussions, I think it is definitely an area 
worth pursuing.  

Mongolia shows massive potential in renewable energy power, 
with enough potential to sufficiently cover the needs of China 
and Japan, so exports of renewable electricity are to be expected 
in the future (Figure 8).    

In fact, various organizations and international organizations 
have come up with various concepts and ideas for an 

Figure 6　(2) Trade (Resource Exports)

Figure 7　Collaboration Among Natural Gas Importers
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run than making it from fossil fuels. If so, countries that can 
produce cheap renewable energy domestically can make 
hydrogen by using their own renewable energy resources. 
Otherwise, a substitute is to import renewable hydrogen energy 
from countries such as Chile and Australia, and in fact, Chile and 
Australia are currently developing or considering such strategies. 

In any case, creating an international supply chain will be a 
major key, and in the future Northeast Asian countries will need 
to collaborate to establish economies of scale and create a 
mechanism that can procure cheaper carbon-free hydrogen. 

The last theme centers on the stable supply of energy. The 
expansion of renewable energy in the future is expected to 
contribute greatly to energy security in terms of reducing the 
reliance on crude oil, for which the region has long depended on 
foreign countries, and significantly raising the energy self-
sufficiency rate. Conversely, experts point out that the promotion 
and expansion of renewable energy and electrification will give 
rise to new energy security issues. In short, there is more of an 
oligopoly for the supply of rare metals used to produce solar 
panels, wind turbines and storage batteries than for fossil fuels. 
As shown in Figure 9, China leads the world handsomely in rare 

international power grid. It is said that constructing a wide-
ranging connection will naturally achieve the merit of efficient 
and stable operation. Unfortunately, given the present security 
situation in the region and state of international politics, 
international cooperation and collaboration on a power supply 
system are at a complex stage, thus, improvement in the security 
situation is a prerequisite for the realization of this idea. 

Hydrogen has attracted a lot of attention in the last year or so. 
Specifically, it plays a very large role in decarbonization in the 
transportation and industrial sectors. As for the power generation 
sector, it is said that hydrogen will play a major role in ensuring 
flexibility when renewable energy becomes the main power 
source, a fact raising eyebrows in Japan, China, and the ROK. 
Hydrogen is an energy carrier, and carbon-free hydrogen must be 
available to make use of it in decarbonization, so for example, it 
can be supplied by making hydrogen derived from fossil fuels 
with CCS. In fact, in Russia, there has been a movement to 
export hydrogen to Japan, China, ROK, and Europe with specific 
targets in mind.   

The other is the prediction that producing hydrogen by water 
electrolysis from renewable energy will be cheaper in the long 

Figure 8　Mongolia: Export of Renewable Electricity

Figure 9　Expansion of RE can increase energy self-sufficiency
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and issues related to renewable energy and other advanced 
technologies become inseparable. The ongoing battle between 
the US and China over technological hegemony in this area 
could in fact ignite the field of climate change, and I think it will 
be very important for the region as to what will transpire 
between the US and China in the future. 

In summarizing my main points, the first I made was that there 
is basically only one way to curb global warming, that being net 
zero. Many countries, including Asian countries such as China, 
Japan, and ROK, are actively taking steps toward the realization 
of net zero emissions.  

Next, a major shift in the energy structure is required to 
achieve this goal, but the high dependence on fossil fuels in 
Northeast Asia, as well as the insufficient development of energy 
networks, power grids and pipelines in the area are all stumbling 
blocks.

Moreover, I think this situation will, on the flip side, provide 
us with hints on cooperation moving forward. I believe that 
Northeast Asia should aim for cooperation toward a stable 
supply of electricity derived from natural gas and renewable 
energy, as well as putting more energy into hydrogen and rare 
metals. However, as I mentioned a few moments ago, the US-
China confrontation casts a shadow over such a direction, so it 
will be necessary to tread carefully.

[Translated by ERINA]

earth production, while cobalt production is concentrated in 
Congo. Alternatively, Northeast Asian countries can work 
together on the diversification of rare metal sources, alternative 
technologies through innovation, the establishment of materials, 
and recycling such as reuse, but on the contrary, the threat of 
fierce competition in these fields exists. Of particular concern is 
the fact that China’s export control laws may include rare metals 
(Figure 10). Therefore, it is necessary to overcome these issues 
and pursue goals that forge cooperation in Northeast Asia, 
especially on the diversification of resources and innovation.

We have talked about security, and as the world continues to 
decarbonize, we need to pay attention to the fight for 
technological hegemony.

Until now, we have witnessed the major trade conflict between 
the US and China led by the former Trump administration. On 
the other hand, it is widely recognized that the issue of climate 
change is one where cooperation is possible. However, if we are 
to deal with climate change, social transformation is needed, 
including the mass introduction of renewable energy, the 
introduct ion of  semiconductors  and next-generat ion 
communication technologies, and promotion of the so-called 
digital transformation, for example, autonomous driving. The 
stable supply of rare metals is key to these developments, and it 
is necessary to take a collective view of this, which ensures that 
social transformation as a method to respond to climate change 

Figure 10　Expansion of RE can increase energy self-sufficiency
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Closing Remarks

The “Northeast Asia International Conference for Economic 
Development (NICE) in Niigata” and the “Japan-Russia Energy 
and Environment Dialogue in Niigata,” consisting of 4 stages 
which were held mainly online from January to March 2021 are 
drawing to a close. I believe that the conference and dialogue 
were rich in content while meeting the challenges of online and 
simultaneous interpretation in multiple languages in response to 
the spread of COVID-19. 

1st Stage: China’s Economic Rise and Northeast Asian Eco-
nomic Cooperation—In the Context of US-China Conflict 
and COVID-19 (22 January 2021)

With China’s economy rising at a rapid pace, the “1st Stage” 
featured it as its main theme and focused on the state of North-
east Asian economic cooperation in light of US-China conflict 
initiated by the Trump administration and the impact of 
COVID-19 which started last year. China has seen its economy 
develop rapidly over the past 30 years, surpassing the size of Ja-
pan’s GDP about 10 years ago, and likely to overtake the US’ 
GDP in the next 10 years. Although China’s economic growth 
slowed significantly due to the spread of COVID-19, only China, 
along with Turkey, achieved positive growth (2.3%) among the 
G20 major countries and regions. In the scenario of China over-
taking the US in economic size, it is expected that US-China 
conflict and confrontation will continue without the US relaxing 
its sense of caution toward China even under the Joe Biden ad-
ministration. With this as a context, the “1st Stage” examined 
how US-China conflict and the spread of COVID-19 have had a 
major impact on China and the Northeast Asian economy, while 
also highlighting the changing economic relationship between 
China and other Northeast Asian countries. In addition to the 
perspective from China, viewpoints from Japan, the ROK, Rus-
sia, Mongolia, and the DPRK were also presented. The discus-
sion illustrated that regional cooperation in Northeast Asia is at a 
turning point.

2nd Stage: Transforming the Global Supply Chain (25 Janu-
ary 2021)

The “2nd Stage” shed light on the significant impact that 
US-China trade conflict and the spread of COVID-19 have had 
on global and Asian supply chains, and discussed how the 
Northeast Asian countries are trying to restructure their supply 
chains. The US Biden administration has signed an executive or-
der to reinforce the “Buy American Policy” in federal govern-
ment procurement, that is to say, prioritize the purchase of US-
made products and materials. At the same time, it will take a 
hard line against China’s so-called “unfair trade practices” in a 
way similar to the previous Trump administration. Since the US 

has decided not to depend on China for supply of materials and 
products related to national security, the economic decoupling 
between the US and China in the high-tech sector (such as semi-
conductors) and other areas is expected to increase. This would 
require a new response not only for US and Chinese companies 
but also for enterprises of Japan, the ROK, and other countries. 
New challenges have emerged, such as the restructuring and 
strengthening the resilience of supply chains in Northeast Asia, 
which will influence the nature of regional economic coopera-
tion.

3rd Stage: Japan-Russia Energy and Environment Dia-
logue—the Paris Agreement and Energy Security in North-
east Asia (3 February 2021)

Based on the current status of energy policies in Northeast 
Asian countries, speakers in the “3rd Stage” discussed the possi-
bility of regional cooperation from the perspective of achieving 
both the targets of the Paris Agreement and energy security. The 
Yoshihide Suga administration in Japan, inaugurated in Septem-
ber 2020, and the Moon Jae-in administration in the ROK, have 
both set the goal of achieving carbon neutrality by 2050; in other 
words, setting a target of reducing greenhouse gas emissions to 
virtually zero. Last year in China, the Xi Jinping administration 
also stated that the country would be carbon neutral by 2060. In 
the US, the new President Biden signed an executive order to re-
join the Paris Agreement immediately after taking office, aiming 
to achieve virtually zero emissions by 2050. Russia and Mongo-
lia are also striving to implement the Paris Agreement. As North-
east Asian countries remain highly dependent on fossil fuels as 
their energy source, the “3rd Stage” actively discussed the im-
portant issue of how to transition towards zero emissions by 
2050 or 2060. It has become clear that energy and environmental 
cooperation will play an ever-important role in Northeast Asia.

Final Stage: A Transforming World—A Society with Corona-
virus and Northeast Asian Economies (10 March 2021)

Speakers in the “Final Stage” discussed the future of the 
Northeast Asian economy with a perspective on the transforming 
economic society caused by the impact of COVID-19. Mr. Jit-
suro Terashima, Chairman of the Japan Research Institute, gave a 
special address entitled “Strategic Response to Asian Dyna-
mism” with a global perspective on Asia, and voiced opinions on 
the Japanese economy and local economies, especially Niigata. 
The “Future Leaders Program” presentations and award ceremo-
ny were also held at the “Final Stage.” Through the “Future 
Leaders Program,” we hope that the young generation will con-
tinue to develop an interest in Northeast Asia and the issues the 
region has and become future leaders in this area. We would like 

Closing Remarks

KAWAI Masahiro
Chairperson, NICE Executive Committee, Representative Director, ERINA
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Niigata Prefecture, and there is some uncertainty about its future 
activities. Given the role that Niigata Prefecture will continue to 
play as a hub for connecting Japan and other Northeast Asian 
countries, and to collaborate on a broad scale with other prefec-
tures which have been sponsoring ERINA, I hope that ERINA 
will act as a “think and do tank” that is truly effective and useful 
to those who are interested in the Northeast Asian region. I sin-
cerely hope to see you again at next year’s installment of “NICE 
in Niigata” and the “Japan-Russia Energy and Environment Dia-
logue in Niigata”. I would like to express my heartfelt gratitude 
to all those who have taken part in the discussions and those who 
have participated online for a long time.

to expand the scope of the “Future Leaders Program” from uni-
versities in the sponsoring prefectures to include those through-
out Japan and overseas in the Northeast Asian region.

I can foresee great potential for economic development and 
economic cooperation in the Northeast Asian region, but various 
issues and challenges remain in the region. In this sense, I 
strongly believe that it is essential to continue to hold NICE and 
the Japan-Russia Energy and Environment Dialogue.

As many of you may already know, ERINA is one of the insti-
tutions currently subject to administrative and fiscal reform in 

Closing Remarks: KAWAI Masahiro, Chairperson,
NICE Executive Committee; Representative Director, ERINA

Venue: Snow Hall, Toki Messe (Niigata City)
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インタビュー

▲

 秋田港シーアンドレール構想推進協議会  三浦廣巳会長に聞く

―まず、協議会の名前になっている
「秋田港シーアンドレール構想」がどの
ようなものかご説明ください。
（三浦）秋田港と極東ロシアを結んで、ウ
ラジオストクからシベリア鉄道を使って、モ
スクワ、サンクトペテルブルク方面に輸送
するという物流ルートの構築を目指すもの
です。秋田港に鉄道引込線があったこと
もあり、日本国内では鉄道を使って秋田港
までコンテナを輸送する考え方です。ただ
し、鉄道だけにこだわるわけではなく、トラッ
クでも鉄道でも船でも、とにかく秋田港に
荷物を集めて、それをシベリア鉄道を使っ
て輸送するということが基本です。
　構想のきっかけとなったのは、2007年
度に国土交通省東北地方整備局が環日
本海シーアンドレール構想検討委員会を
設置したことです。そして、仙台から秋田
港を経由して貨物をロシアに運ぶため、ま
ず秋田港をモデルにした国内の輸送シス
テムの実証実験を行いました。その後、
2009年度には国際海上コンテナ貨物の
輸送実験（パイロット事業）を実施しまし
た。ですから「シーアンドレール構想」とい
うのは国土交通省につけていただいた名
前です。

――その構想が生まれてから、協議会
の設立に至った経緯についてお聞かせ
ください。
（三浦）国土交通省の輸送実験を基に、
秋田港を活用した地域経済の活性化に
向けて、官民が一体となって課題解決に
取り組むことによって、この構想を実現しよ
うということで、2008年6月に秋田港シー

アンドレール構想推進協議会を設置しまし
た。
　それ以前から、秋田商工会議所では、
中国の吉林省長春市、延邊朝鮮族自治
州、黒龍江省ハルビン市、ロシアのウラジ
オストク市（秋田市の姉妹都市）などとの
交流を続けていました。2000年頃には、
ロシア沿海地方のポシェット港と秋田港の
間に、中国の船会社である現通海運が
運航する定期コンテナ航路があって、この
航路で延邊州の貨物を運んでいたことも
あります。そうした関係で、秋田港国際化
荷主協議会という組織が設置され、官民
一体でポートセールスやコンテナ航路開拓
といった活動をしていました。それが一つ
の「秋田スタイル」になっていたので、そ
の延長線上で「シーアンドレール構想も官
民一体型の組織で進めよう」ということにな
り、協議会が立ち上がりました。

――設立以降、現在までの主な活動内
容をご紹介ください。
（三浦）年１回の協議会で、官民学金の
情報共有を図りながら、国内での荷主確
保に向けた取り組みや、港湾施設整備に
対する要望活動を行ってきました。また、
国外へ向けたポートセールスも積極的に
実施してきました。さらに当会単独ではなく、

「秋田県環日本海交流推進協議会」な
ど他団体とも一緒に活動しています。
　特に、ウラジオストクへの定期航路の実
現に向けては、毎年のようにロシア船会
社の FESCO 社への要請、ウラジオストク
港の視察、関係者との懇談会開催などを
行ってきました。とにかく集荷が大事です

ので、仙台の東洋ゴム工業のタイヤの工
場に足を運んで、距離的優位性等をPR
し、秋田港を利用するよう要請しました。
その結果、2014年2月に、横浜港から輸
出していた同社の貨物を秋田に運び、臨
時寄港した FESCO 社の船で極東向け
に積み出すというトライアル輸出を実施しま
した。同様のトライアル輸出を2015年8月
まで計4回実施し、合計205TEU 輸出し
ました。FESCO 社ではなく、韓国船社を
利用したこともあります。ただし、2015年
11月に FESCO 社の船が仙台港に定期
寄港するようになり、その後残念ながら秋
田港を利用することはなくなっています。
　そこで、代わりの貨物の確保に向けた
努力を続けています。例えば、家畜用飼
料であるコーンサイレージを極東地域から
FESCO 社の船で秋田港へ輸入し、それ
を東北各地に輸送した事例もあります。ま
た、秋田産の米をウラジオストクで販売し
ている企業などもあります。量はまだ少な
いですが、こうした取り組みをしながら今日
に至っています。

――構想から10年以上経つわけです
が、当初想定していたような形での構想
がなかなか実現しない要因をどのよう
に考えておられますか。
（三浦）大きな要因は、航路を誘致できる
だけの積荷が確保できていないということ
です。我々は、日産やトヨタなどサンクトペ
テルブルクに工場がある日本の自動車メー
カーに、シベリア鉄道を利用した部品輸送
を提案しました。検討してもらったのです
が、実証実験ではシベリア鉄道の振動が

「秋田から対岸を見据えて」

インタビュー

▲
 秋田港シーアンドレール構想推進協議会 
  三浦廣巳会長に聞く

（秋田商工会議所提供）
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激しいという結果となりました。今では、シ
ベリア鉄道の輸送品質も改善してきている
ようです。各社の最近の状況については
お聞きしておりません。
　その他、我々自身で、ウラジオストク港
や鉄道など関係者のヒアリングもしました。
現地では、FESCO 社は鉄道輸送も手掛
けていて、海上輸送とシベリア鉄道を合わ
せて利用すれば、相当の値引きはできると
いった話も聞きました。
　最近話題になっている伏木富山港～ウ
ラジオストク港～シベリア鉄道のルートでの
欧州までのコンテナ輸送サービスの開始
は、我々にとって非常にいい刺激です。
我々はロシア国内しか考えませんでした
が、オランダ、ドイツなど EU 向けとなると、
かなり違ってくるでしょう。特に英国の EU
離脱で自動車部品調達が混乱している時
ですので、一つのチャンスかもしれません。
これからもシベリア鉄道の品質を確認しな
がら、メーカーに働きかけてみたいです。
例えば、秋田県大館市にあるニプロの医
療器具なども、ロシアだけで考えるのでは
なく、ヨーロッパでの需要を捉えることにな
れば、「早く着く」というメリットをアピールで
きます。国土交通省が実施したトライアル
輸送でもニプロの製品を運んでいました。
梱包の仕方によって振動にも耐えられるな
ら、希望があると思っています。

――近年の国土交通省のトライアル輸
送では、振動について検証するために
加速度計を設置してデータを取ったりも
していますが、結論として、貨物に深刻
なダメージを与えるような振動は無かっ
たということです。また、自動車メーカー
側でも、梱包方法などを工夫して、いざ
という時にシベリア鉄道ルートを使う準
備はしてあると聞いたこともあります。
（三浦）海路にも海賊等のリスクがあるの
で、シベリア鉄道をエマージェンシー用の
輸送経路として位置づけてもらえないかと
考えています。

――今後、協議会としてどのような活動
に力を入れていかれるおつもりですか。
（三浦）本構想を実現するためには、何と
言っても積荷の確保が重要です。官民学
金で情報共有を図りながら荷主に対する

働きかけを行い、第2の東洋ゴム工業とな
りうる大手荷主を発掘したいと考えていま
す。
　秋田を含む東北には、トヨタ自動車東日
本の組立工場に加えて、自動車部品のサ
プライヤーが多数あります。仙台に近い企
業は仙台港を利用するかもしれませんが、
秋田港の方がコストが下がる工場もあると
思います。東洋ゴムのトライアル時には、
秋田を最終寄港地にしてもらいましたが、
富山の次に秋田港に寄港する航路になれ
ば、時間短縮のメリットも大きくなります。そ
うした提案もできるように、サプライヤーに
対する呼びかけや、その他の可能性のあ
る企業を探すといった活動に力を入れて
いきたいと思います。
　富山からの混載サービスが開始された
ことで、セールスしやすくなったのは非常に
ありがたいです。実際に、ニプロの貨物が
トライアル輸送されたという例もあるわけで
すから、今まで横浜から出ていた貨物を
秋田港から輸出するようにできるのではな
いかと考えています。
　そして、日沿道（日本海沿岸東北自動
車道）が開通し、秋田港と秋田北 ICを
結ぶ「秋田港アクセス道路」もできたら、
もっと利便性が高まります。荷主の人たち
も期待していますので、その早期開通を
働きかけています。また、港湾計画に基づ
く港湾施設の整備などに向けた要望活動
にも継続して取り組んでいきたいと思って
います。

――「協議会」は秋田港をプロモートす
る団体だと思うのですが、対外的にア
ピールしている秋田港の特徴や強みを
教えてください。
（三浦）まず、地理的には、ロシア沿海地
方に最も近いという優位性があります。歴
史的には古くは渤海国との交流があった
ほか、北前船の寄港地として栄えました。
　港湾施設については、国や県から大変
な力を入れてもらって、コンテナターミナル
のヤード拡張など非常に改善が進んでい
ます。そのおかげもあり、国際コンテナ取
扱量の伸び率が凄まじく、2019年には7万
5千 TEUを超え、日本海側では新潟港、
伏木富山港に次ぐ実績になっています。こ
ういった流れをさらに加速させていきたいと
思います。
　観光の面では、クルーズ船の実績をこ
れからさらに積み上げていきたいと思いま
す。今はまだ計画中ですが、大型クルー
ズ船が2隻同時に接岸できるような港にしよ
うと動いています。そうなれば、8千人くら
いの人が一度に観光客として来港できるよ
うになります。こうした観光港という役割も
大切です。
　さらに、エネルギー港という役割もありま
す。これも国、県、地元経済界が協力し
て進めています。今、洋上風力発電建設
のための様 な々資材を秋田港で荷揚げし
ています。洋上風力発電施設建設のため
の拠点港湾は全国4カ所ありますが、秋田
県の能代港と秋田港も指定されています。

秋田港

（出典：秋田商工会議所）
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インタビュー

▲

 秋田港シーアンドレール構想推進協議会  三浦廣巳会長に聞く

さらに、港湾区域内としては全国初となる
商業用の大規模洋上風力発電施設の建
設も開始されています。エネルギー港とい
う点では、マルチな役割を果たしているの
で、これを強みとして進めていきたいと思っ
ています。
　アクセスの点では、高速道路の日沿道
はもう少しで全線開通です。さらに、秋田
自動車道の北上から大曲までの区間を片
側1車線から2車線にすることを陳情してき
ており、これの目途もついてきました。完成
すると、北上周辺などにある自動車部品
メーカーから秋田港への輸送も非常に便
利になるので、我 も々売り込みがしやすくな
ります。

――「協議会」は同時に、秋田港を利用
する立場でもあるわけですが、民間の
立場から港湾管理者などの行政に対す
る期待や要望などはありますか。
（三浦）我々は、秋田港を使い勝手のい
い港にすることを常に考えています。先ほ
どから申し上げているようなインフラ整備に
ついて要望してきていますし、そのほかに
も機能向上の要望をしています。例えば、
AI 等を活用したターミナルオペレーション
最適化や全天候型 X 線検査体制の確立
など、時間短縮につながるような機能向上
をお願いしています。世界の港間競争で
は入港後すぐ荷揚げができることが重要
で、待たされるのは嫌われるためです。
　こうしたことについて県知事に対する要
望も行っていますし、知事をトップに秋田市
や経済界も一緒になった「チーム秋田」と
して、国に対する陳情も行っています。地
元選出の国会議員も含めてまとまりが良く、
現在は秋田出身の菅総理の政権ですの
で、ドライブをかけていきたいと思っていま
す。
　関係者との連携もうまくいっています。例
えば、クルーズ船の乗客を秋田駅まで輸
送するクルーズ列車が提案された時に、
JR 東日本に素早く動いていただき、秋田
港駅という（旅客駅としては）新駅を設置
して対応してくれました。関係者の皆さん
がそれぞれの立場で港のためにチームと
して動いているのが秋田の強みだと思い
ます。

――日本海側の各港はお互いにライバ
ルであると同時に、国際コンテナ航路で
は相互補完的関係にもあります。日本
海側各港の相互連携の意義、可能性や
課題などについて、お考えをお聞かせく
ださい。
（三浦）私は、日本海側の港、例えば、新
潟、富山、酒田といった港の連携を是非
やりたいと思っています。これらを含めた
北前船の寄港地は日本遺産に認定されて
いますし、お互いに連携しながらやれると
思います。今、富山港から出ている極東
ロシア航路にしても、港の提携によっては
三角航路みたいな形になり得ます。
　日本海側の港同士、もちろん競合するこ
ともありますが、それはそれとして切磋琢磨
しながらも、何かサミットのようなものでも開
いて情報交換しなければならないと思いま
す。時代は刻々変化していて、環日本海
の向かい側の国はいつまでもこういう状況
ではないわけですから。

――協議会の活動の中に、ロシア、中
国、韓国の経済団体との定期交流があ
ります。二国間ではなく、4カ国での交
流はユニークだと思いますが、その経緯
を教えてください。
（三浦）これは我々の強みだと思います。
先ほどお話した現通海運のコンテナ航路
で結ばれていた延邊朝鮮族自治州との交
流が発端です。2001年に秋田県が同自

治州と「経済交流に関する覚書」を締結
し、秋田商工会議所と同自治州にある中
国国際貿易促進委員会延邊支会が「経
済交流を促進するための覚書」を締結し
たことが始まりです。それ以降、企業間取
引の促進等、経済交流の拡大に向けて、
相互訪問を重ねています。
　ウラジオストクとは姉妹都市の関係もあっ
て、ロシア極東地域への訪問を重ねる中
で、2012年にウラジオストク市にある沿海
地方商工会議所と「経済交流に関する覚
書」を締結しました。以降、こちらも企業
間取引の促進等、経済交流の拡大に向
け相互訪問を重ねています。
　これとは別に、延邊朝鮮族自治州とロシ
ア沿海地方も相互に交流を進めていまし
た。そこで、我々秋田商工会議所から「3
カ国で経済交流をしましょう」と提案して、
3カ国間の交流が始まりました。3地域の
各経済団体により、2014年から各地持ち
回りで経済交流会議を継続開催してきまし
た。2018年からは、延邊側からの提案で、
韓国江原道の韓国中小企業融合江原連
合会が加わり4地域の経済交流に発展し
ました。2019年10月に韓国の江原道で4
カ国経済交流会議を開催しました。
　昨年はウラジオストクで4カ国経済交流
会議を開催する予定でしたが、コロナで
延期となり、今年の10月に開催する予定
です。新井部長にもぜひ参加していただ
きたいですね。

第6回日中露韓・４地域経済交流会議（2019年10月16日、韓国・江原道）

（出典：秋田商工会議所）
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――ぜひ参加させていただきたいと思
います。
（三浦）新しく入った江原道は鳥取県の境
港と非常に縁が深い間柄です。私として
は、別に秋田だけでやるのではなく、境港
や新潟、富山、酒田も入って一緒にやっ
てもいいと思っています。江原道からウラ
ジオストクまでのフェリーがありましたが、こ
れがウラジオストクから秋田まで来て、富山
も回って、境港も回って、江原道に戻ると
いった巡回航路も考えられないことではな
いでしょう。まだ江原道と具体的な話をし
たわけではないですが、会議を順繰りに回
していくことによって、観光面のつながりや
経済的な取引が始まれば、活性化が進む
と思います。実際、これまでにウラジオスト
クや延邊から、「こういう製品を扱っている
会社を紹介してください」というような問い
合わせももらっています。
　本経済交流会議がきっかけとなった成
果として、2015年から沿海地方に秋田県
産の「あきたこまち」が輸出されています。
さらに、その取引をきっかけに、沿海地方
からのコーンサイレージの大量輸入（3,120
トン）が実現し、最初にお話ししたように
FESCO 社のコンテナ船が、2018年10月、
11月の2度にわたり臨時寄港しました。
　延邊からは、毎年県庁に国際交流員
が来ていて、一年間仕事をした後、延邊
に戻って、彼らが秋田経験者として地元
でサークルを作っています。その人達が秋
田の情報発信をしてくれています。秋田商
工会議所では、国際交流員として赴任さ
れた OB の方 を々「国際交流大使」に任
命しました。そのメンバーを年一回、2家族
くらい招待して、秋田で観光してもらうこと
を計画しています。昨年はコロナで来られ
ませんでしたが、今年は是非実現したい
と思います。

――我が国全体の関心が、東南アジア
など南にシフトしていく中で、秋田県経
済にとってロシアや中国、韓国など北東
アジアの国々との経済交流の意義はど
のような点にあるとお考えですか。
（三浦）私は、これから経済発展していく
地域は、ロシア極東と中国東北部に北朝
鮮も含めた、秋田の目の前にある地域であ
ると考えています。今はこういう状況です

が、将来に向けて発展する地域としては、
必ずこの地域が出てくるでしょう。もちろん、
現状では秋田港も東南アジア方面との荷
物の方が多いと思います。ただ、今こそ
北東アジアをターゲットにして手を打ってお
くべきで、ネットワークを張っておくことで、
将来秋田の大きな役割が出てくるでしょう。

――先行投資というか、先手必勝とい
う考え方ですね。
（三浦）真向かいですし、隣人は変えられ
ない。地政学的な役割だとも思います。
上海や深圳に向かえば、そこには何かあ
るかもしれませんが、我々の役割はやはり
目の前の北東アジア地域にあるわけです
から。

――少し話題を変えて、地域経済につ
いてお聞きしたいと思います。三浦会長
は秋田商工会議所の会頭でもおられる
わけですが、新型コロナウイルスのワク
チン接種も視野に入ってきている中で、
「アフターコロナ」の地域経済の展望を
お聞かせください。
（三浦）まずは、一人の脱落者も出さない
ように、会議所として手厚く個別に支援し
て、一緒にこれを乗り切りたいと考えてい
ます。これから資金的に厳しくなる企業も
出てくるので、それに対する公的な助成を
お願いしたり、地元でできることを準備した
りしながら、同時に、新しいアフターコロナ
の戦略も作らないといけません。事務の効

率化やリモートワーク等で要らないものが
出てきて、人員の見直しという話にもなりま
す。会社の仕組みが変わってきていると
思います。その中で、いい面を加速して、
生産性を上げていくような手伝いをしていき
たいです。ワクチンが行き届いて多少落ち
着いたとしても、いつ炎上するか分からな
いリスクはしばらく続きますから、生活の仕
方や仕事のやり方を変えていかないといけ
ません。
　例えば、私の会社はカーディーラーです
が、店舗での対面販売に代わって、スマ
ホで買えるようになってきています。我々の
世代からすれば「何を言っているんだ」と
思いますが、若い人たちはその方がいい
と思っています。
　こういう歴史的大変化が起こっているの
で、我々は企業に対して素早く情報提供し
ながら、切り替えの動きを促進していきたい
と思います。しかも、秋田でも事業承継が
問題になっていますので、こういう機会にM
＆Aや第三者承継など、これまで踏ん切り
がつかなかったことにトライすることもできる
と思います。やるべきことが多いので、整理
して進めて行きたいと思っています。

――昨年ころから日本でも脱炭素社会
に向けた大きなうねりが起きているよう
に思いますが、秋田の地域経済にとっ
ての可能性や向かうべき方向性をどの
ように見ておられますか。
（三浦）これはもう後戻りしないと思います。

インタビューの様子

（出典：ERINA撮影）
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インタビュー

▲

 秋田港シーアンドレール構想推進協議会  三浦廣巳会長に聞く

ほぼ10年後には、ガソリンエンジン車は販
売させないということですから、はっきり変
えなければいけないということです。
　秋田では、風力発電はじめ再生可能エ
ネルギー発電を非常に積極的に行ってい
ます。風況がいいということは、大切な財
産です。今、秋田では着床式の洋上風
力をかなり作っていますが、浮体式の可能
性もあります。秋田港の旧日本石油（現エ
ネオス）の製油所跡地にはソーラーパネル
があります。
　水素については、秋田ではまだ動きはあ
りませんが、水素プラントや水素ステーショ
ンなどは秋田に適していると思います。そ
して、製造するにしても輸入するにしても、
やはり港は必要です。秋田港には、54ヘ
クタールの広大な工業用地もあって、ポテ
ンシャルは大きいと考えています。

――最後に、ERINAに対して期待する
ことがありましたら、お願いします。
（三浦）先ほどもお話ししましたが、我々は
日本海側の港との連携を進めたいので、
ERINAには、ぜひその担い手になって、
きっかけづくりをしてもらいたいと思います。
はじめは人のつながりですので、新潟、富
山などとの橋渡しをお願いしたいですね。
各地の商工会議所同士であったり、研究
機関や民間団体同士であったり、横の連
携で情報交換ができることを期待していま
す。
　また、今回、秋田港シーアンドレール
構想の実現に向けて、このような情報発
信の機会を頂けたことは非常にありがたく
思っています。秋田港シーアンドレール構
想の実現に向けて、引き続きご支援、ご
協力をお願いいたします。

――ご期待に応えられるよう努力したい
と思います。本日は、貴重なお話をいた
だきありがとうございました。

（2021年3月16日　秋田商工会議所にて）
聞き手：ERINA調査研究部長・主任研究員
 　新井洋史

プロフィール
三浦廣巳（みうら　ひろき）
1975年日本大学理工学部機械工
学科卒業、1980年秋田日産自動
車㈱入社、1990年代表取締役社
長を経て、2007年から代表取締役
会長。また、1986年三傳商事㈱代
表取締役を経て、2009年から会長。
秋田商工会議所会頭（2013年～
現在）、秋田県ラグビーフットボー
ル協会会長（2005年～2009年、
2020年～現在）、在秋田フィジー
共和国名誉領事（2018年～現在）
など、多数の公職に就任。
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ERINA は2021年3月19日、外国人留
学生を対象に「新潟の産業を知ろう！新潟
の産業説明セミナー」を開催した。セミナー
では新潟県、新潟市、長岡市、上越市
の担当者からそれぞれの地域の産業に
ついて説明が行われた。新潟県内の大
学院・大学・専門学校に在学中の外国人
留学生を対象とする今回のセミナーを通じ
て、新潟の産業への理解が深まると同時
に新潟県での就職に繋がること、または
将来本国に戻っても、新潟の産業を思い
出してもらい、新たなビジネスのチャンスに
繋がることが期待された。

1．経緯
ERINA は2019年12月に県内在住の

外国人留学生を対象に「新潟の産業を知
ろう！留学生のための新潟県企業視察バ
スツアー」を開催した1。ERINA は、参加
者から好評を得たこの催しを2020年度も
実施する予定だったが、新型コロナウイル
スの感染拡大の影響を受けて、オンライン
によるセミナー開催の方式に変更した。ま
た、セミナーの内容については、新潟地
域の産業全体について知ってもらうことを
目的とした。

2．セミナーの概要
・開催日：2021年3月19日（金）
� 14:00～16:00
・開催方法：Zoomウェビナーによる
� オンライン開催（写真）
・セミナーの内容：
（1）新潟県の産業について

新潟県産業労働部産業政策課の津留

留学生向け新潟の産業説明セミナー開催報告
日　時：2021年3月19日（金）　14:00～16:00

開催方式：オンライン

崎充彦氏より、新潟県の産業概況、新潟
県内の外国人労働者の状況、県主催の
留学生向け企業合同説明などについて
説明が行われた。
（2）新潟市の産業について

新潟市経済部産業政策課の中島修一
氏より、新潟市の概況、新潟市の産業の
特徴、フードテックなどについて説明が行
われた。
（3）長岡市の産業について

長岡市商工部工業振興課の吉岡静香
氏より、長岡市の概況、長岡市の工業の
あゆみ、長岡市のものづくり企業などにつ
いて説明が行われた。
（4）上越市の産業について

上越市産業観光交流部産業立地課の
丸山輝子氏より、上越市の概況、上越も
のづくり企業データベース、上越市インター

ンシップ、上越観光 Navi などについて説
明が行われた。
（5）質疑・応答

セミナー参加者からの質問に対して、
講師が回答を行った。
（6）ERINAからの紹介

筆者（蔡）から、ERINA が実施してき
た「国際人材フェア・にいがた」、「留学
生向け新潟県企業視察バスツアー」など
について紹介を行った。

3．実施状況
セミナーには、外国人留学生が15名、

日本人学生が1名、その他の関係者が16
名、計32名が参加した。国別では、中
国人留学生が6名（38%）、ベトナム人留
学生が3名（19%）、韓国とモンゴルから
留学生がそれぞれ2名（13%）、インドとイ

1  「留学生のための新潟県企業視察バスツアー開催報告」『ERINA REPORT（PLUS）』、No.152、2020年2月。
　https://www.erina.or.jp/wp-content/uploads/2020/04/mt15230_tssc.pdf

セミナーの様子

（出所）ERINA撮影
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象が薄いため、新潟の産業の魅力を十
分伝えきれていないことも心配している。こ
のことを踏まえて、講師からの許可を得て、
セミナーの動画をインターネットにアップし
て、随時見られる3ようにした。今後コロナ
が収束した後、企業視察バスツアーを再
開して、直接、新潟の産業の魅力を伝え
たい。

今回のセミナーでは、留学生向けイ
ベント周知用特設サイト（www.niigata-
jobfair.jp）の制作、インターネット上での
動画の掲載などを通じて、色々な経験を
得ることができた。今後これらの経験を活
用して、引き続き新潟の魅力を留学生に
伝えるように努力したい。
（ERINA 経済交流部経済交流推進員
 蔡聖錫）

深まりましたか？」という質問に対して、9名
（90%）が「はい」と答え、さらに、「 新
潟の企業に対してもっと知りたいと思いま
すか？」という質問に対して、7名（70%）
が「はい」と答えるなど、肯定的な意見が
多かった。

4．まとめ 
ERINA にとって外国人留学生を対象

にした新潟の産業を紹介するセミナーの
開催は、初めての試みであった。当初、
外国人留学生にとって地域の産業に関す
る話は難しいのではと心配したが、多くの
参加者が満足する結果になり、一定の効
果があった。一方で、セミナーへの参加
者数は少なく、また、企業視察バスツアー
に比べてオンラインでのセミナー開催は印

ランからの留学生が1名（6%）であった。
学校別では、新潟大学6名（38％）、長岡
技術科学大学3名（19%）、国際大学、
新潟産業大学、新潟食糧農業大学がそ
れぞれ2名（13%）で、ほか早稲田大学
からの参加もあった。学生参加者のうち、
男性は11名（69%）、女性が5名（31%）
で、学部生は9名（56%）、大学院生は7名

（44%）で、理系は11名（69%）、文系は
5名（31%）であった。学生のほか、学校
の関係者や経済団体職員などの各種支
援機関からの参加もあった。

留学生に対するアンケート結果2によれ
ば、「本日のセミナーは如何でしたか？」
という質問に対して、回答者のうち、7名

（70%）が「満足」と答え、概ね好評で
あった。「新潟の産業に対する理解が

2  アンケートの有効回答者数は10名。
3  動画のリンクは下記の通り。
　新潟市の産業について：https://youtu.be/8UP3o3e9qes
　長岡市の産業について：https://youtu.be/3TsTBgrirqY
　上越市の産業について：https://youtu.be/92r63ijh_bE
　ERINA からの紹介：https://youtu.be/ERMD0YPlzA0

１．新型コロナウイルスの現状
ロシアは世界の国々の中でも新型コロナ

ウイルスの感染状況が深刻な国の一つで
ある。昨年9月から今年1月まで長く強い
感染拡大の第2波の中にいた。今年1月
以降、新規感染者数は減少に転じ、ピー
ク時の1/3以下となっている。新規感染
者は4月22日までの7日間平均で8709人、
死者は同386人で、累計の感染者は473
万人以上、死者は10万7千人以上にの
ぼっている。ロシアの人口は1億4600万
人で日本とほほ同じだが、感染者数、死

者数は日本の10倍以上となっている。
ここで指摘したいのは、死者数が感染

者数の減少ペースに比べると、減ってい
ないということである。新規感染者の数は
昨年12月末の第2波のピーク時と比べて3
分の1以下に減っているが、死者数は400
人前後と高い水準で推移している。年初
以降、死者数が高止まりしていることで、4
月22日までの7日間平均の死亡率は4.44％
となっている。この原因が、変異ウイルス
によるものか、人為的に死者数を調整して
いるためかはわからない。

モスクワ市では、新規感染者と死者が
増加傾向にある。全国的な拡大につなが
るのか、それともモスクワ市とその周辺で
抑えられるのか、難しい局面にある。モス
クワ市の人口は1460万人で、国全体の
1割に相当する。しかし、感染者数は106
万人と23％を占めている。人口10万人あ
たりの感染者数は4月22日現在、8503人
である。12人に1人がすでに感染したとい
う計算になる。

国別に見ると、ロシアはアメリカ、インド、
ブラジル、フランスに次いで感染者数が多

ERINA現地事情セミナー

ロシアの生活と経済　～在住者に聞く～
日　時：2021年4月23日

開催方式：オンライン

〈報告１〉 コロナ危機下のロシア社会情勢
一般社団法人ロシアNIS貿易会モスクワ事務所長　齋藤大輔
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い。
ロシア連邦統計局が発表した数字によ

ると、2021年1月1日時点のロシアの人口
は1億4617万1015人となり、前年より57
万7575人減った。減少数が50万人を超
えるのは2005年以来である。ロシアの人
口は2018年から再び減少に転じていた
が、2020年は大幅な減少となった。新型
コロナウイルスの感染拡大が影響した可
能性がある。

人口動態は持続的な経済の成長力を
決定する基本的な要素であり、人口減少
がロシアの発展に影響を及ぼすのは必至
である。プーチン大統領は一昨日の年次
教書演説の冒頭で、新型コロナ患者の治
療に携わる医療関係者らに感謝を述べた
後、最初に取り上げたのが人口減少問題
だった。2030年までに平均余命を78歳に
引き上げ、安定的な人口増加を達成する
戦略に変更はないと述べたが、コロナ禍
が長期化すれば、戦略の見直しは必至で
ある。

２．ワクチン接種の現状
ロシアは2020年8月に世界に先駆けて、

新型コロナウイルスのワクチン「スプートニ
クV」を承認した。10月に2例目のワクチン
「エピヴァクコロナ」、今年2月には3例目の
「コピヴァク」を承認した。

スプートニクV の緊急使用を承認した
国は4月22日時点で61カ国にのぼる。ロシ
アのワクチンの購入を決める国は徐 に々増
えている。EU でもスプートニクV の審査・
承認手続きが進んでいる。

海外への供給も積極的に進めている。
中南米やアフリカ諸国など値段の高い欧
米製のワクチンを購入できない国 を々中心
に数十カ国に供給している。海外での現
地生産も進めている。韓国、インド、中国、
ブラジル、カザフスタン、セルビアですでに
現地生産を開始したほか、トルコ、ベラルー
シ、イラン、イタリア、ドイツなどでも現地生
産が検討されている。

ロシアでワクチンを少なくとも1回受けた
人は4月21日時点で1071万人と、人口の
7.3％にのぼる。2回受けた人は638万人
と、人口の4.4％にとどまる。4月21日時点
の1日当たりの接種人数は直近1週間の
平均で1回目が18.2万人、2回目が10.5万

人。ワクチン接種のペースは徐 に々加速し
ているが、依然としてゆっくりである。

ロシアでは1月18日から大規模な集団
接種が始まった。集団接種開始から3カ月
たった、いまもロシア国民を対象とした「実
験」という言葉が似合う。「深刻な副反応
は確認されていない」など明るい前向きな
話題があるとはいえ、接種を受けた人の
数は予想外に増えていない。接種ペース
の遅さはワクチンに対する国民の不安な
思いをそのまま象徴している。「希望の光」
である一方、ワクチンの安全性への不安
も強いのが実態である。

国民の間の信頼性の低さに加えて、生
産能力の低さという課題も抱えている。ロ
シアは１億4700万人の人口を抱えている。
免疫を得るためには2回接種する必要が
ある。ロシア国民全員にワクチンを供給す
るためには少なくとも人口の2倍の約3億
回分のワクチンを生産する必要がある。こ
の量を供給できるのは、今年秋ごろとされ
ている。

私は2月に国営百貨店の特設会場で
スプートニクVを接種した。料金は無料。
まず受付でパスポートを提示、アンケート
に答え、氏名、生年月日、携帯番号を記
入したら、診察室で医師の問診を受ける。
問診後、隣の別の部屋で接種を受ける。
筋肉注射なのでちくっと感じる。接種後、
接種証明書を受け取る。時間にして20分
程度だった。2回目は3週間後の3月初め

に受けた。副反応は、1回目と2回目の接
種後数時間、体温が少し上がり、2回目
の接種後の晩には歯が痛くなった。歯痛
が副反応なのかどうかはわからない。しか
し、接種後に歯が痛くなったという人に1
人出会った。

３．コロナ禍における制限措置
次に、ロシアの感染拡大に対する制限

措置について見ていく。
第1波（2020年3月28日～6月8日）の時

は、外出制限が行われた。外出できるの
は緊急の場合や命や健康に直接的な脅
威が及ぶ場合、仕事に行く必要がある場
合の通勤、最寄りの食料品や薬局に買い
物に行く場合などに限定された。誰かが
見ているわけではないが、外出が非常に
ためらわれた。出勤は原則、都市機能維
持のために必要最低限の仕事に就いてい
る人に限られた。こうした制限が約2カ月
半にわたって続いた。

第2波（2020年9月28日 ～2021年2月7
日）の時は、65歳以上の高齢者と基礎疾
患をもっている市民に不要不急の外出を
控え、企業にできるだけ在宅勤務を移行
させるよう求められただけで、現在は「呼
びかけ」というレベルにとどまっている。

写真は1年前と現在のモスクワの様子
を写したものだ。1年前は地下鉄も街中も
がらがらだったが、今は人が戻ってきてカ
フェテラスもオープンして、仕事のあとに食

図1
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事を楽しむ人がいる（図2）。
次に、入国制限措置について見ていく。
2021年4月現在、ロシアは入国制限措

置を段階的に緩和している。しかし、それ
は一部に限られ、ビジネスや観光客の往
来は事実上停止したままである。

ロシアに入国できる外国人は、設備設
置等を行う技術主任・専門家、高度な専
門性をもつ人（HQS）、ロシアのチームと契
約する選手とコーチ、文化関係者とその
家族、ロシアでの治療および病気の親族
訪問を目的とする人、在留資格をもつ人、
外交官などに限られている。

私を含む外国人ビジネスマンの多くは
HQS に該当する。

一方、日本を含む30カ国については、
入国制限を緩和しており、パスポートと査
証を所持していれば、ロシアに原則入国
することができる。日本は昨年11月1日から
入国制限が緩和されている。変異した新
型コロナウイルスによる感染拡大で、英国、
トルコ、タンザニアとの間の航空便の運航
が停止されている（4月23日現在）。

ロシアに入国する外国人は、入国前72
時間以内に検査を受け、入国時に陰性
証明書を提示する必要がある。また、5月
1日以降、ロシアに入国する外国人に対し
て空港で抜き打ち検査が実施される。変
異ウイルスによる感染拡大で、ロシアも水
際対策を強化している。

　

４．ロシア経済の状況
ロシアの主要経済指標をみると、昨年

の GDP 成長率はマイナス3.1％となった。
ロシアの場合、コロナ危機だけでなく、国
際石油価格の急落が大きな影響を与え
た。この程度のマイナス幅で済んだのは、
第1波の時は事実上のロックダウンで社会
経済活動を制限したが、その後は経済を
優先して、第2波でも厳しい制限措置をと
らなかったことが大きい。

鉱工業生産は2.6％のマイナスとなった。
石油・ガスなど鉱業は国際石油価格の急
落と世界経済の低迷により、前年比7.0％
のマイナスになった。一方、製造業は、
医薬品や医療関連が好調で0.3％のプラ
スとなった。

農業は1.5％のプラスとなった。国を挙
げた振興策の効果で穀物や大豆が伸び
生産は回復。ソ連時代と比べると回復の
途上にあるが、輸出大国としての地位を取
り戻している。2020年はコロナ危機で食
料品不足の懸念が発生。ロシア政府は、
禁輸や数量制限などの対策をとった。一
昨日の年次教書演説でも、プーチン大統
領は過去最大の1億3千万トン以上の生
産を達成したと述べ、「農業復活」を誇示
した。

貿易は輸出入合計で5678.2億ドルと
なった。前年と比べ15.1％減少した。輸
出は3363.9億ドルと、前年比20.7％のマイ
ナスとなった。ロシアでは石油とガスが輸

出全体の約60％を占めている。国際石油
価格の急落とその後の価格低迷、世界
経済の落ち込みに伴う需要減退が影響し
た。一方、輸入も前年実績を下回ったが、
落ち込み幅はマイナス5.3％にとどまった。
マスクや医薬品、医療機材などコロナ関
連の輸入が伸びた。

失業率は、全国一律の外出制限と休
業措置がとられた4月に前月と比べ0.9ポイ
ント悪化し、5.8％となった。その後も上昇
が続き、7月には6.3％、8月には6.4％となっ
た。失業率が6.3％を記録するのは2012
年3月以来だった。8月の失業者数は昨年
12月（350万人）と比べて130万人増え、
480万人に達した。

社会経済活動の再開とともに雇用環境
は改善する傾向にあるが、それでもコロナ
禍前（2019年12月）の4.6％と比べると、
1％以上高い水準で推移している。

ロシア政 府は今 年12月の失 業 率を
2019年12月の水準（4.6％）に戻すことを
目標に、雇用支援政策や経済対策を進
めている。

５． プーチン政権がとった主な
危機対策

日本のような国民一律の現金給付はな
く、現金給付は子供をもつ家庭などに限っ
ている。ロシアの危機脱出策は、幅広く
ではなく、特定業種や中小企業などカテゴ
リーを絞るピンポイント型の支援が特徴で
ある。また、航空輸送、空港、自動車輸
送、観光とそれに関連したサービス、ホテ
ル、外食、歯科医院などを「感染拡大で
影響を受ける業種」に指定。これら業種
により手厚い支援を行っている。これまで
の危機対策費の総額は6兆ルーブル（日
本円で約10兆円）とされている。他の国と
比べると多くない。

６． コロナ危機で感じたロシアの
凄さ

私がこの1年間のコロナ禍に感じたロシ
アの凄さについて述べたい。

1つ目がデジタル力・情報発信力の高さ
である。ワクチンの予約だけでなく、支援
の申請、さらには、従業員の30％以上を
在宅勤務させる当局への報告も、パソコ
ンやスマートフォンで済ますことができる。

図2
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１．新型コロナウイルスの現状
ロシアは広い国なので地域ごとに特徴

が異なる。新型コロナウイルスの状況もモ
スクワやサンクトペテルブルクと沿海地方
やサハリン州などの極東とでは異なる。極
東の人口は800万人ほどで人口密度も低
い。例えば、沿海地方では約4万人が感
染し、約700人が亡くなり、約100万人が
PCR 検査を受けた。サハリンの感染者数
は約2万2千人でもっと少ない。ハバロフス
クの感染者数は約5万人だった。いずれ
にしてもモスクワやサンクトペテルブルクに
比べてずっと少ない感染者数だ。

昨年の3月に初めて新型コロナウイルス
感染者が確認されて、第1波の4～6月に
は１日あたり60～80人の感染者が出た。
秋から冬にかけて第2波が訪れ、沿海地
方とハバロフスク地方では1日あたり約200
人が感染した。現在は1日当たり30～40
人の感染が確認されている。

昨年の春からハバロフスク、ウラジオスト
ク、サハリンで多く見かけるようになった「ス
トップコロナウイルス」の看板は、

・人の多いところは避けてください
・ソーシャルディスタンスをとりましょう
・手を洗ってください
・マスクを着用してください
・家にいてください
・外出しないでください
といったことを呼びかけている
沿海地方の状況を紹介する
ワクチンの大半はスプートニクＶで、無

料で接種が受けられる。小さい街も含める
と、ワクチン接種は52カ所でできる。1回
でも接種した人は累計8万8千人で、接種
が完了した人は5万9千人にのぼる。ワク
チン接種率は人口の約3％と低い。その
理由は、多くのロシア人がワクチンを信用
していないためだ。また、接種の体制が
整っていないことも関係する。私の場合、

今年2月に妻と一緒にワクチン接種を受け
ようとした。しかし、ワクチンの瓶1本は5
人分用で、5人が集まらなければ接種でき
ない。1時間半待ったが結局4人しか集ま
らず、その日は接種できなかった。

ウラジオストクは観光のハブであり、昨
年 JALと全日空の直行便が相次ぎ開設
されたが昨年3月23日から国際便の運航
が全て中止された。その後、2020年11月
に、東京行きとソウル行きがそれぞれ週1
便ずつ再開した。また、中央アジアからウ
ラジオストクへ出稼ぎに来る労働者がいる
ということもあり、ウズベキスタンのタシケン
ト便もある。

２．生活様式の変化
新型コロナウイルスによって生活様式も

変わった。一番厳しい規制が敷かれたの
は昨年4～6月で、例えば外出自粛や移
動制限が実施された。また、入店の際や

〈報告2〉 ウラジオストクの生活と経済の状況
ロシア極東連邦大学日本学科教授　フジヤトフ・タギル

マイナス面はデジタル犯罪の増加であ
る。非常に多くなっていると感じる。個人
情報はきちんと保護されているのかというこ
とも不安である。支援の申請から受領まで
すべてをパソコン上でできるのはすばらし
いのだが、申請時に個人情報を記入する
ので、そうした情報はどうなっているのかと
いうことは非常に気になる。

2つ目がスピード力・突破力である。軍か
ら警察、さらには医大生、ボランティアまで
を動員して、コロナ対応に当たっている。
例えば、自宅にとどまるよう求められた65
歳以上の人に、食料品や日用品を届ける
ため、ボランティアが活躍している。病院
では医大生もコロナ患者の治療にあたっ
ている。さすがロシアだなと思うのは、病
床数が数百あるような病院をもうすでに40
カ所も建てているということである。軍部隊
を投入して病院を全国につくってしまう。

最後が高度人材力である。私がリモー
トで仕事をして感じたのは、リモートでもロ
シア人はよく働くということと、デジタル対
応力が非常に高いということである。日ロ
の「8項目の協力プラン」では、日本がロシ
アの生産性の向上に協力するとあるが、

本当はロシアの方が生産性は高いのでは
ないかと思う。

７．日ロ経済関係
2020年の日ロ貿易は、輸出入合計で

165.8億ドルとなり、前年比22.8％減となっ
た。200億ドルを下回るのは、2017年以
来3年ぶりである。国際石油価格急落の
影響で、原油輸入が減ったことが大きい。
日ロ貿易はここ数年、低い水準で推移し
てきたが、コロナ危機が「低迷」に追い打
ちをかけた形である。

ロシア貿易に占める日本の地位低下を
指摘することができる。ロシア貿易の中の
国別順位で、日本は11位に転落している。
つい最近までは日本は7～9位だった。ア
ジア諸国の中では、中国と韓国に次いで、
3番目になっている。ロシア極東と日本の貿
易を見ても、ここ数年は中国、韓国、日本
という順番がほぼ定着して、日本のシェア
が低下している。

日ロ貿易の拡大が期待できるかという
と、人の往来が制限されている中では厳
しいと思う。人の往来があってこそビジネ
スである。往来制限が続き、コロナ危機

で経済が上昇気流を描けない中で、貿易
やビジネスを拡大するのは難しいと言わざ
るを得ない。

ロシアには418社の日本企業が進出し
ている。2008年と比べると、進出企業数
は100社余り増えている。

モスクワの日本企業の動きを見ると、コ
ロナ危機で撤退する企業が出始めてい
る。駐在員数も大きく減少している。コロ
ナ危機前と比べて、100名近く減っている。

中国に進出する日系企業は約32000
社、米国に進出する日系企業は約8400
社にのぼる。市場としての魅力が出てき
て、生産拠点を設ける企業が増えてきて
いるとはいえ、数千社も進出している中国
や東南アジア諸国と比べると、その差は
歴然であり、胸を張れるものではなく、日ロ
経済関係は依然として、マイナーな世界
であるといえる。

そうした中でも、医療、農業、デジタル、
環境などの分野で新しい協力の芽が出て
きている。コロナ禍でイベントをオンライン
で実施してきたが、その成果が出始めて
いる。こうした新しい協力の芽を育ててい
けたらと思う。
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バスに乗るときなどにマスク着用も義務付
けられた。最初、市民もマスクを着用して
いたが、今では半分以上は着用していな
い。市民がコロナウイルスに慣れてきたか、
感染状況が落ち着いたと思っているから
だろう。

昨春は、イベントの開催・参加が禁止さ
れ、ショッピングセンターは閉店となった。
外食産業では、デリバリーやテイクアウトが
できない店やベランダのないレストランは大
きな影響を受けた。

学校の授業は、最初はオンラインで行
われたが、9月以降に教室で行われるよう
になった。ただし、65歳以上の教師はオン
ライン授業で行うように学校から言われて、
現在もリモート授業を行っている。

多くの会社はテレワークを実施している
ので、広いオフィスはいらなくなったが、将
来的に影響があるだろう。

３．ビジネス・経済への影響
ビジネス面では、工業、農業、建設業、

輸送業などは全く影響を受けていない。
一方、観光業、外食業、ホテル業などの
サービス産業は、休業要請などの制限を
受けて、損害を被った。特に、2020年4
～6月に厳しい規制がかけられた。

ウラジオストクでは約1000のレストランや
売店のうち、地元で有名な店を含めて約
50店が閉鎖した。比率は大きくはないが、
新型コロナウイルスの影響があったことは
確かである。2019年にウラジオストクを中
心に沿海地方には、約100万人の外国
人、約300万人のロシア人の観光客が訪
れたが、新型コロナウイルスで人の流れが
消え、観光業は非常に厳しい状況にある。

外食業では、2020年3月末から7月ま
では、デリバリーとテイクアウトだけが許可
された。その結果、沿海地方とハバロフ
スク地方では、外食業の売上高が前年
同期と比べて、2020年4月に50％、5月に

60％減少したことが確認されている。
経済停滞により、税収が減少し、地方

予算への影響も出ている。また、中国との
貿易にも影響が出ている。中国側の規制
が厳しくなり、1日に通関できるトラック台数
が減少し、野菜や果物などの供給が減っ
ている。それに代わって、アゼルバイジャン、
ウズベキスタン、ベラルーシといったより遠
い国からの輸入が増えているが、輸送費
が上昇し、物価が上がっている。

沿海地方を含め極東には新型経済特
区が設置されているが、外国人の入国が
できないことから中断している外資系企業
のプロジェクトもある。自由港制度はウラジ
オストクの他に5つの地方の21市・地区に
導入されており、2104社の入居企業がい
るが、そのうち外資系企業は100社（新
型特区を含む）程度である。日系企業で
はマツダ、日揮、双日、北海道総合商事
などのプロジェクトが進んでいる。

図
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はじめに

2021年2月28日から3月7日の間、ロシア
のウラジオストクおよびモスクワに出張する
機会があった。ロシアは新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）の感染拡大を受
け、2020年3月16日付のロシア連邦政府
指令 No.635-r 号で外国人の入国を一時
的に制限する措置を発表した後1、同年10
月14日付ロシア連邦政府指令 No.2649-r
号により同年11月より日本は、その国民が
空路経由でロシア連邦に入国を許可され
る国の一覧に入ることとなった2。当初は、
日本からの直行便（ウラジオストクおよび
モスクワ）での入国に限られた措置であっ
た。2021年4月16日からは、ロシアが発表
する「定期便再開国リスト」に掲載されて
いる国からの入国も可能になっている3。

１．ロシア入国のための要件

2021年5月1日現在、日本からロシアへ
の入国には通常と同じくビザが必要であ
る。すでに2020年10月20日よりロシアビザ
の発行は再開されている4。筆者はちょうど
ロシア入国が制限されている間にビザの
期限が切れるため、2020年3月に新たな

ビザ申請をすべく、招待状等の必要書類
を揃え、同月18日にビザを申請予定であっ
たが、その日の朝に、ロシアが外国人の
ビザ申請を一時中断するとの報道があり、
ビザ申請受付の再開を待っていた。10月
下旬に同じ書類で、ビザ申請書だけを新
たにロシア外務省のシステムで作成の上、
在新潟ロシア総領事館に申請したところ、
ビザが発行された。裏面に「RUS」記載
があるAPECビジネストラベルカードでも
入国が可能になっている。COVID-19に
関連して、ロシア入国には査証カテゴリー
に関わらず、ロシアへの渡航直前3日以内
に受けた PCR 検査の結果として新型コロ
ナウイルス感染について陰性であることを
証明する文書（ロシア語又は英語のもの）
が必要となっている5。

入国後は、労働活動のためにロシアに
到着する外国人（労働ビザ所持者）とそ
の同伴家族については14日間の自己隔離
が求められているが、それ以外のビザカテ
ゴリーに関しては、自己隔離は求められて
いない。

２．ロシアへの出発準備
――COVID-19陰性証明の取得

ロシア入国に必要な COVID-19陰性
証明書は PCR 検査であるということと、ロ
シアへの出国便出発時刻の72時間以内
に受けた（検体を採取された）検査である
ことが要件となっている。したがって、検
体を取る場所（鼻咽頭ぬぐい液なのか唾
液なのか）などについては特に指定がなさ
れていない。

筆者はウラジオストクへの航空便が出発
する成田空港第1ターミナルにある成田国
際空港 PCR センター（写真1）で PCR 検
査を受けた。同センターは第1ターミナル中
央ビル3階にあり、24時間体制で PCR 検
査を行っている。ホームページでは受付か
ら最短2時間で証明書が発行されるとあ
るが、筆者が出発前日の2021年2月27日
に訪問したときには、受付から証明書交
付までが4時間と表示されていた。所要時
間は混雑の具合により、2時間から6時間
くらいまでの間で推移するとのことなので、
搭乗手続を行う6時間から8時間前には検
体採集を終えるようなスケジュールで受診
するのがよさそうである。

検査料金は筆者が受けたときには陰
性証明書の発行料金込みで32,500円で
あったが、現在は予約ありで時間内（曜
日関係なく9:00〜16:59の検体採集であ

ウラジオストク・モスクワ出張記
ERINA調査研究部主任研究員
三村光弘

1 在日ロシア大使館ホームページ：https://tokyo.mid.ru/web/tokyo-ja/consular-news/-/asset_publisher/leWNr9wO23fc/content/---227?inheritRedirect=false&redirect=htt
ps%3A%2F%2Ftokyo.mid.ru%3A443%2Fweb%2Ftokyo-ja%2Fconsular-news%3Fp_p_id%3D101_INSTANCE_leWNr9wO23fc%26p_p_lifecycle%3D0%26p_p_
state%3Dnormal%26p_p_mode%3Dview%26p_p_col_id%3Dcolumn-2%26p_p_col_pos%3D1%26p_p_col_count%3D2（最終アクセス2021年5月5日）。
2 在日ロシア大使館ホームページ：https://tokyo.mid.ru/web/tokyo-ja/consular-news/-/asset_publisher/leWNr9wO23fc/content/---244?inheritRedirect=false&redirect=htt
ps%3A%2F%2Ftokyo.mid.ru%3A443%2Fweb%2Ftokyo-ja%2Fconsular-news%3Fp_p_id%3D101_INSTANCE_leWNr9wO23fc%26p_p_lifecycle%3D0%26p_p_
state%3Dnormal%26p_p_mode%3Dview%26p_p_col_id%3Dcolumn-2%26p_p_col_pos%3D1%26p_p_col_count%3D2（最終アクセス2021年5月5日）。
3 2021年4月22日時点での定期便再開国は、アゼルバイジャン、アラブ首長国連邦、アルメニア、インド、ウズベキスタン、英国、エジプト、エチオピア、カザフスタン、カター
ル、韓国、キルギス、ギリシャ、キューバ、シリア、シンガポール、スイス、スリランカ、セイシェル、セルビア、タジキスタン、タンザニア、ドイツ、トルコ、日本、フィンランド、ベ
ネズエラ、ベトナム、モルディブとなっている。在ロシア日本国大使館ホームページ：https://www.ru.emb-japan.go.jp/itpr_ja/20210423.html（最終アクセス2021年5月5日）。
4 在日ロシア大使館ホームページ：https://tokyo.mid.ru/web/tokyo-ja/consular-news/-/asset_publisher/leWNr9wO23fc/content/---244?inheritRedirect=false&redirect=htt
ps%3A%2F%2Ftokyo.mid.ru%3A443%2Fweb%2Ftokyo-ja%2Fconsular-news%3Fp_p_id%3D101_INSTANCE_leWNr9wO23fc%26p_p_lifecycle%3D0%26p_p_
state%3Dnormal%26p_p_mode%3Dview%26p_p_col_id%3Dcolumn-2%26p_p_col_pos%3D1%26p_p_col_count%3D2（最終アクセス2021年5月5日）。
5 在ロシア日本国大使館ホームページ：https://www.ru.emb-japan.go.jp/itpr_ja/20201020.html（最終アクセス2021年5月5日）。
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きで登録用紙に記入した後、搭乗手続が
行われる。陰性証明書のチェック以外は
通常と同じ手続きであった。所要時間は
通常より1分程度長いくらいである。

成田空港第1ターミナル北ウィングからの
同時刻の出発便はほとんどなかったので、
保安検査や出国検査はガラガラであった。
検査の内容は通常と同じであるが、人数
が少ないので、電子機器などで X 線検
査に陰が見えると通常であればそのまま通
すものでも再検査となる確率が上がったよ
うな気がする。

出国審査を終えた後は、通常通りに
各自搭乗ゲートに向かうが、国際線の
出発便が激減しているため、多くの店が
閉まっている。免税店では Japan Duty 
Free が開店していた。基本的な化粧品
やタバコ、酒類はここで買うことができる
し、オンラインで事前注文することもでき
る（https://duty-free-japan.jp/narita/
jp/）。飲食店や商店の多くも閉まってい
たが、セブンイレブンは開店していた。
COVID-19の流行期であるためか、セブ
ンイレブンにはポリエチレン製の使い捨て
手袋（100枚入り）やウェットティッシュ、手
指消毒液などが並んでいた。

定刻30分前には搭乗が始まった。飛
行機に搭乗すると、客室乗務員が制服
と同じ色のマスク（おそらく使い捨てでは
ない）を付けているのが印象的であった。
A-319の機内は定員のおよそ3割程度の
搭乗率で、思ったより利用が多い印象で
あった。

飛行機はほぼ定刻に出発し、新潟県
上空から日本海へと出て、一路ウラジオ
ストクへと向かう。家からたった50キロし
か離れていないところを通るのに、検査
を含めると2日弱を要したことを考えると、
COVID-19によってグローバリゼーションの
発達が当たり前であった時代から、日本
海航路華やかなりしころに戻ったような気
がした。

機内サービスは通常通りで、それほど
緊張した感じもしない。それもそのはず、
国際線は PCR 検査で陰性になっていな
ければ乗れないので、国内線よりもずっと
安全だからだ。いつもと違うのは、検疫に

9:00〜11:30と13:00〜17:30の検体採取
と採取後2〜4時間経過後の9:00〜11:30
と13:00〜22:00の証明書交付になる。現
状ではアエロフロートが月曜日と土曜日の
8:05発、日本航空が木曜日の10:40発な
ので、アエロフロート利用の場合は前日
に証明書の交付が終わるように、遅くとも
17:30までに検体採集を済ませ、22:00ま
でに証明書を取得しておく必要がある。こ
ちらは料金が38,500円である。予約は同
ホームページから24時間 Web 上で行うこ
とができる。

３．成田からウラジオストクへ出発

2021年2月28日、11時30分に成田空港
第1ターミナル3階の成田国際空港 PCRセ
ンターを訪問し、前日に受診した PCR 検
査の検査証明書を受け取る。幸い陰性で
あった。陽性の場合は、検査結果判明後
すぐにセンターから連絡が入り、保健所に
連絡の上、COVID-19陽性者の扱いとな
るとのことであった。

4階に上がり、オーロラ航空のチェック
インカウンターでウラジオストク行きHZ/
SU5481便の搭乗手続を行う。通常通り
航空券とロシアビザのチェックの後、陰性
証明書を提示して、係員が氏名や帰国
便の出発日、検体採集の日時などを手書

れば30,000円（証明書の受け取りは任
意の時間で可）となっている。時間外の
場合は予約ありで46,500円、予約なしで
は50,000円となり、予約なしの場合は予
約者優先でかなり待たされることになるの
で、出国前日の時間内に予約を入れた上
で訪問し、当日搭乗手続の前に証明書を
受け取るのが最も確実であろう。現状で
は成田〜ウラジオストク線は日曜日の14:05
発一便のみとなっているので、木曜日の
14:05以降に検体採集を行えばよいことに
なる。

証明書の様式は、厚生労働省が帰国
者に取得を義務づけている検査証明書の
フォーム（日英併記）6を利用している。

成田国際空港 PCR センターの場合、
予約は24時間 Web 上から可能であり、
取り消しや変更（一旦キャンセルの上で新
たに予約を取り直し）も無料なので、予定
が決まったら早めに予約するのが確実で
あろう。

東京〜モスクワ線の場合、出発が
羽田空港第3ターミナルとなるので、東
邦大学羽田空港第3ターミナルクリニック

（https://www.haneda.toho-u.ac.jp/
international/information/2020PCR.
html）での検査が便利であろう。ただしこ
ちらは成田国際空港 PCR センターと違っ
て24時間営業ではなく、曜日に関係なく

6 厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/content/000769988.pdf（最終アクセス2021年5月5日）。

写真1　成田国際空港PCRセンターのホームページ

（出所）成田国際空港 PCRセンター（https://www.nms-pcr.com/）
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ついての質問用紙（A4表裏）が配られ、
到着までに滞在先の住所や電話番号、
滞在日数などを記入しないといけなかった
だけであった。

４．�ウラジオストク到着と
�����ウラジオストク市内の様子

ウラジオストク到着後の手続きは、降機
前に検疫官がサーモグラフィーで全乗客
の体温を測定し、異常値がないことを確
認するまで降機できなかったことを除くと、
驚くことに通常と全く変わらず、入国審査

（パスポートのさまざまなページを拡大鏡
とブラックライトでつぶさに観察するのも通
常と同じ）と荷物の受け取り、税関検査で
あった。機内で記入した質問用紙は最後
まで回収されなかった。筆者が到着した
時にはなかったが、2021年3月14日以降
は無作為抽出で COVID-19の検査が行
われるとのことなので、たまたま対象者に
なった場合には、空港から出られるのが
若干遅れることになるであろう。

空港から市内までは公共交通機関の
利用を避けるべく、レンタカーを利用した。
ウラジオストク空港にはレンタカー会社が
3社入っており、このうち朝の営業時間
が一番早い（8:00から）エイビスレンタカー

（https://www.avisrussia.ru/）を予 約
した。

貸し出しの手続きは米国や豪州、韓国
と変わらず、パスポートと免許証を提示し
て、予約を確認する。韓国からの観光客
がレンタカーを借りる例が多かったようで、
外国人の扱いには慣れており、スタッフは
片言の英語を話す。日本の免許証と公
証付きのロシア語翻訳本を提示するが、
翻訳本にはチラリと目をやるだけで、日本
の免許証のコピーを取り、料金と預かり金

（対人、対物、車両保険の免責額9,000
ルーブル分）をカード決済して手続きは終
わった。注意されたのは、ウラジオストク市
内では絶対に路上駐車をしないこと（レッ
カー移動され、高額の料金を徴収される）、
どんなに小さい事故でもその場で警察を
呼んで証明書をもらうこと（困った場合に
はレンタカー会社に連絡すれば、代わりに
警察を呼んでくれるとのこと）、ガソリンはオ
クタン価95以上のものを入れること（ロシ

アではガソリンが АИ-92、AИ-95、АИ-98
とオクタン価別に存在し、ガソリンスタンド
でもこの3種類と軽油が販売されている）
であった（ヒュンダイ・ソラリスのマニュアル
には少なくともオクタン価92以上を入れるこ
と、とされていた）。

ウラジオストク空港からウラジオストク市
内までは軽い渋滞があり、約50分で到着
した。ホテルの従業員は皆使い捨てマス
クを着用しているし、エレベーターの入り口
にはアルコール消毒剤が設置されていた。
レストランの従業員もマスクかマウスシール
ドを付けていた（マウスシールドに効果が
あるかどうかは疑問であるが）。このあた
りの対応は日本とほぼ同じである。ホテル
内のレストランには非接触式メニューの案
内（スマートフォンで QRコードをスキャン
するとメニューが見られる。写真2）があっ
たが、私も含めてお客は皆、紙のメニュー
を見ていた）。2020年の秋に感染が急速
に拡大したときには、皆が感染を恐れ、電
子版のメニューも人気があったそうである。

ウラジオストクでは、COVID-19の最大
の危機は終わったという認識であったよう
だ。ホテルの泊まり客のマスク着用率は5
割程度であったし、ホテルに荷物を置き、
市内に出てみると、多くの人がマスクなし
で歩いているのに気がついた。スーパー
など公共の建物内に入るときには約6割程
度の人がマスクを着けていた。しかし、そ
の多くが鼻を露出したいわゆる鼻マスク状
態やあごにマスクを引っかけているいわゆ
るあごマスク状態であった。

 

５．ウスリースクの中国人市場

翌3月1日は、ウスリースクにある中国
人市場を訪問した。この市場で活動して
いる中国人は隣接する黒龍江省出身者
が多いが、黒龍江省は中国では比較的
COVID-19の感染者が多かった省であ
る。

2010年代の後半からかつてほど繁栄
が感じられなくなってきていた中国市場で
あったが、今回訪問したときには閑散とし
た状態で、商店の半分以上が閉店してお
り、客もまばらであった（写真3、4）。ロシ
ア人の客は鼻マスク、あごマスク状態がほ
とんどであったのに対して、中国人の商人

写真3　閑散とした市場

写真2　レストランの非接触式
           メニューの案内

（出所）筆者撮影

（出所）筆者撮影

写真4　マスク装着を呼びかける表示

（出所）筆者撮影
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たちが N-95マスクを装着していたのが対
照的な光景であった（実際にはロシアの方
が人口あたりの死亡率が高い）。

多くの店が閉じていた要因としては、
COVID-19の影響でロ中間の陸上物流
が滞っていることがあげられる。そのほか、
外出が控えられたせいもあり、繊維製品の
需要が減少したこともあげられるであろう。
中国の食品類については、在留中国人を
含め、ある程度の需要はあるようであり、
新規の入荷があることを確認できた（写真
5、6）。

６．ウラジオストクからモスクワへ

2021年3月3日にウラジオストクからモスク
ワに国内線を利用して移動した。国内線
の利用には日本と同じく、空港および機内
でのマスクの着用が必須であるが、PCR
検査は必要なく、搭乗手続きや保安検査、
飛行機を待つ間の行動、搭乗はすべて
通常通りであった（写真7、8、9）。

空港内ではマスクの着用が義務づけら
れているので、マスク着用率はほぼ100％
であったが、鼻マスクやあごマスクはかな
りの確率で見られた。筆者が訪問した時
期にはワクチン接種はそれほど進んでいな
かったので、すでに COVID-19に罹患し
たことのある人 を々中心にマスクをそれほ
ど厳密に着用しないでいたようであった。

機内では4時間に1回マスクを交換する
ようになっており、バイカル湖北端を過ぎた
頃とモスクワ到着前の計2回、客室乗務
員が新しいマスクをくれ、古いマスクを回
収するゴミ袋を持って巡回していた。機内
では飲食時以外（特にトイレに行く時）に
マスクをしていないとマスクの着用を促され
るようであったが、日本と比べてもやんわり
とした注意で、注意された側も「仕方ない
な」という表情で素直に従っていた。米国
や欧州のいくつかの国のようにマスクを着
用するかどうかで社会が分断されている感
じではなかった。

７．�モスクワ到着とモスクワ市内
の様子

国内線の場合、モスクワ・シェレメチボ
空港到着後の手続きは通常通りで、荷
物を受け取るとすぐに到着ロビーに出るこ
とができる。空港ターミナルからの交通は
筆者が到着した時には通常通りの運行
で、筆者が到着したターミナル B（シェレ
メチボⅠ）からアエロエクスプレスの駅があ
るターミナル E（シェレメチボⅡ）までは地
下にある新交通システムを利用しての移
動であった。ターミナル B から地下鉄2号

（出所）筆者撮影

写真5、6 ウスリースクで購入した中国で製造
 されたトウモロコシ麺（表、裏）

（出所）筆者撮影

写真9　ウラジオストク空港の国内線出発ラウンジ（制限区域内）

写真8　ウラジオストク空港出発ロビー

写真7　ウラジオストク空港の搭乗者の列
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線（ザモスクヴォレーツカヤ線）のホヴリノ
（Ховрино）駅を結ぶ直通バスが運行し
ており、有料の高速道路経由で渋滞がな
ければ20分程度で到着するとのことである

（料金200ルーブル）。
モスクワの地下鉄（写真10〜13）では

写真14のように、マスクに加え、使い捨て
手袋の使用が義務化されている。筆者が
訪問した時期には、筆者も含め、防寒用
以外の手袋を着用している客はいなかっ
た。また、写真15のように、通勤ラッシュ
時にはマスクの着用率が上がるが、通常
は特に若い世代を中心にマスクを着用し
ない乗客が目立った。

そのため、宿泊していたホテルでは写
真16のような使い捨てマスクと使い捨て手
袋をセットにした外出キットを無料で配布し
ていた。ロシアで配られているマスクは、
ゴムの部分が弱く、4〜5時間着けている
とゴムが伸びてくるので、自然と1日に数
回マスクを交換することになる。手袋は天
然ゴムかニトリルゴムのものがほとんどなの
で、ラテックスアレルギーの人は、感染状
況の変化による使い捨て手袋義務化を想
定し、念のため日本からポリエチレン製の
使い捨て手袋を持っていた方がよいだろう

（日本では100枚400円程度で売られてお
り、ロシアで買うより安い）。

モスクワ市内の様子を見ると、屋外では
マスクをしている人は非常に少なく、鼻マ
スクやあごマスクを含めるとほぼ全員が正
しくマスクを装着しているとは言えない（写
真17、19）。例外は警察官や郵便配達
の職員など公務員かそれに準ずる職業の
人々、商店の販売員などである。要する
に仕事でマスクの着用が義務づけられて
いない限り、屋外ではマスクは着用しない
のが普通になっていたと言える。

ただし、マスクを一切着用しないという
わけではなく、屋内や地下鉄駅構内に入
るときに、マスクを取り出す人は半分以上
おり、屋内や人混みではマスクをすること
がある程度習慣化されてきたようであった。

モスクワ市内の商店やレストランは、筆
者が訪問したときにはほぼ通常の営業体
制であった。レストランも商店も以前よりも
客は少なめのところが多いようであった。カ
フェや喫茶店はほぼ以前と同じくらいの客
入りのところも増えているようで、筆者とし

（出所）筆者撮影

写真10　モスクワの地下鉄車内

（出所）筆者撮影

写真12　モスクワの地下鉄車内

写真11　マスク着用を促すポスター

写真13　駅にある消毒液噴射機

（出所）筆者撮影

写真14　マスクと手袋は義務

写真15　通勤ラッシュ時はマスク着用率アップ
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ては密になるので避けたいと感じるところ
がいくつかあった（東京都心と同じか、少
し混んでいる程度）。地価の高い市内中
心部では写真18のように閉店した店も散
見された。

８．日本帰国のための要件と
　　帰国のためのCOVID-19
　　陰性証明の取得

日本帰国のための要件7は、筆者が帰
国した際と現在では変化があり、帰国便
の出発時間から72時間前以内に検体を

採取した COVID-19の陰性証明書（検
体採集の方法や検査方法に指定がある）
が必要なほか8、現在は日本国内で使用
できるスマートフォンを所持することが前提
となっている（所持していない場合には、
レンタル9するか、拒否して検疫所の指定
する施設で14日間過ごすことになるかの
二者択一を迫られる）。また、到着して検
疫を受ける前に電子質問票10に必要事
項11を入力して、QRコードを取得しておか
ないと、空港にある端末を利用して自分で
必要情報を入力する必要があり、大変面
倒である。

2021年5月5日現在、極東連邦管区
やモスクワ市、モスクワ州は「国内で変
異ウイルスの感染者が確認された国・地
域」に指定されていないが、ウリヤノフスク
州（2021年3月21日）、スヴェルドロフスク
州、ダゲスタン共和国（同年4月14日）、トィ
ヴァ共和国、クラスノヤルスク地方（同月
28日）が現在、指定対象になっている。こ
れらの地域に日本帰国前14日以内に滞在
歴がある場合、検疫の強化の対象になる
とされるが、実際にはロシアからの帰国者
全員がその可能性があるとみなされている
と考えた方がよい。具体的には、空港検

7 厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00209.html （最終アクセス2021年5月5日）。
8 厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00248.html （最終アクセス2021年5月5日）。
9 株式会社ビジョンホームページ：https://www.vision-net.co.jp/news/20210319002098.html （最終アクセス2021年5月5日）。
10 厚生労働省ホームページ：https://arqs-qa.followup.mhlw.go.jp/#/ （最終アクセス2021年5月5日）。
11 日本到着日、航空機の会社名と便名、帰国便の座席番号、氏名、国籍、性別、生年月日、国内の住所または居所もしくは滞在先ホテルの名称やチェックイン、チェッ
クアウト日と電話番号、国外居住者のみ日本の出国予定日と出国する航空機や船舶の情報、過去14日以内に滞在した国（地域）のうち最新の3つ、体調や感染者との
接触について、日本到着後14日の間の待機場所、待機場所まで公共交通機関を利用せずに移動できる手段があるかどうか、メールアドレス（入国者健康確認センターと
Skype で連絡を取る連絡先と同じであることが望ましいが WhatsAppも使える）、WhatsAppを使う場合の電話番号（国番号から。日本の番号でなくてもよい）、日本国内
で通話可能な電話番号。

（出所）筆者撮影

写真16　ホテルで配っていた外出キット

写真17　モスクワ市内の様子

写真18　閉店した店

（出所）筆者撮影

写真19　モスクワ市内の様子
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疫で当該国からどれくらい日本の帰国時
の検査での感染者が出ているかが指標に
なるようである12。

日本帰国のための陰性証明書の取得
については、在ロシア日本国大使館ホー
ムページ13にいくつかの検査機関が紹介
されている。筆者はこのうち、シェレメチ
ボ空港ターミナル BとD に検査ブースの
あるアルヒメッドという会社を選択した（写
真20）。この会社の場合、予約というより
は検査申し込みをWeb 上で行い、支払
いまで行った後、QRコードの付いた確認
票を持って検査ブースを訪問する方法で
検査を受ける。2021年5月5日現在、日本
の空港での検疫で受け入れられる検査方
法を行っているのはターミナル D にある検
査ブースだけなので、ターミナル D で検査
を行うことが望ましい（写真21）。料金は

1,800ルーブル（約2,520円）であった。
筆者はモスクワからウラジオストクまで国

内線で移動し、そこから東京行きの国際
線に搭乗することにしたので、帰国便の
出発する3月7日11時15分（ウラジオストク
時間）から72時間前（時差を考慮すれば
65時間前）以内に検体を採取した検査
証明書が必要となる。そのため、モスクワ
出発前日の3月4日の夕刻にシェレメチボ空
港ターミナル D にある検査ブースを訪問し
た。

モスクワに到着するロシア人は、到着後
72時間以内に PCR 検査の結果を届け出
る必要があるらしく、筆者がシェレメチボ
空港ターミナル D に着いた時には写真21
のように長蛇の列であった。並んでいる人
の荷物に付いたタグから推測すると、米
国からの到着便などから子供連れを含む

多くの人が出てきた直後であり、1時間たっ
てやっと写真22のように、ブースの入り口
が見えてきた。結局、検査を受けられたの
は到着してから1時間40分後で、それま
ではベンチもないロビーの列に並ばざるを
得なかった。検査にかかった時間はわず
かに2分、検査に来た人が多かった上に、
検査結果を入力するパソコンに不具合が
あったことが原因のようだった。3月6日の
出発前に証明書を取りに来た際には、写
真23のようにガラガラだったので、到着便
が集中しなければそれほど待ち時間はな
いようである。

この会社の場合、検査が終わると事前
に登録されたメールアドレスに検査証明書
の PDF 版が送られてくる。筆者にも送ら
れてきたが、証明書の国籍欄が「ロシア」
になっており、会社に電話して訂正しても

12 厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html （最終アクセス2021年5月5日）の「更新情報」に空港検疫での
陽性例が発表されている。
13 在ロシア日本国大使館ホームページ　https://www.ru.emb-japan.go.jp/itpr_ja/coronavirus.html （最終アクセス2021年5月5日）

写真20　空港でPCR検査を行う会社のホームページ

（出所）Arhimedホームーページ（https://labarhimed.ru/）、筆者撮影

写真21　シェレメチボ空港ターミナルDの検査ブース

写真22　やっと入り口が見えてきた

（出所）筆者撮影

写真23　証明書受け取り時のブース
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らった。検査技師や医師は英語を話す
が、電話受付はロシア語だけなので、ホ
テルのスタッフにお願いして事なきを得た。
書類の内容は何度も確認した方がよいと
いうのが教訓であった。

９．�モスクワからウラジオストク
経由成田への旅程

モスクワからウラジオストクまでは国内線
がメインのシェレメチボ空港ターミナル B で
手続きを行った。通常、モスクワからウラ
ジオストク経由で東京までの搭乗券を発
行できるようになっているが、陰性証明書
のチェック（実は、何もなかった）をウラジ
オストク空港で行う可能性もあるので、搭
乗券、荷物ともにウラジオストクまでとした。
最初に成田までの荷物タグが出てきたの
で、ウラジオストクまでに変更してもらった
が、このときの係員が、成田までのタグを
取り消さなければならないところ、ウラジオ
ストク行きのタグを取り消したため、筆者
の荷物はモスクワで迷子になり、結果、1
週間遅れで成田に到着することになった。
防寒着と着替えを入れたサブバックで、日
本はすでに春であったため事なきを得た。
モスクワの空港職員は自国からの国内線
が辺境の都市から出ることに慣れていない
ようであった。羽田空港から福岡空港経
由で韓国行きのフライトに乗るようなもので、
あまり例がないためであろうか。

ウラジオストク空港では、2つあるうちの
荷物が1つしか出てこなかったので、紛失
の処理を行った。トラブルが起きたときに
は、できるだけその場で処理を行い、書
証を残しておくのがよい。筆者の場合も、
成田空港の荷物カウンターでウラジオストク
空港で未着の処理をしたときの書類を出
すと、職員が大変喜んでくれ、写真を撮っ
てモスクワに送ると言っていた。

ウラジオストク空港での東京行きの搭乗
手続きは日本人に対しては、まだで陰性証
明書の確認は行っていなかった。現在は、
日本国籍者であっても検査証明書がなけ
れば入国出来ないので、搭乗手続き時に

チェックを行うはずである。その後、通常
通り税関検査（乗客が少なくて暇なので、
色 と々質問をしてくる。特に携帯している
現金の額を尋ねられるので、1万米ドル以
上の支払手段を携帯している場合には１
階の税関で申告をしないと現金が没収さ
れるので注意が必要）と保安検査、出国
審査を受け、飛行機に搭乗した。

10．�成田到着後の手続と新潟
への移動

成田空港到着後は、通常通り降機した
が、その後検疫のために2時間ほどと1キ
ロ以上の徒歩での移動を要した。まず、
前述した質問票の QRコードを持っている
かをチェックされ、持っていると言ったのに

「持っていないだろう」と決めつけた非常
に悪い態度での対応であった。その場で
抗議したところ、「入力していない人がほと
んどなので」と言っていたが謝りもしなかっ
た（公務員ではなく、委託の業者のようで
ある）。QRコードを持っていない人が検
疫の受付にやってくると、入力する端末の
ある場所まで200メートルほど逆行しなけれ
ばならず、それを案内する人員をさかなけ
ればならないので、そうしているのであろう
と感じた。

検疫の受付で、パスポート、陰性証明
書、質問票の QRコードを提示し、検査
用紙を受け取る。その検査用紙を持って
唾液の抗原検査（今後は PCR 検査にな
る予定＝増幅率を上げすぎると陽性率が
上がる）を受け、現在は使っていない第
1サテライトが待機室となっているのでそこ
で30〜45分待つ。検査用紙に書かれた
検体番号が呼ばれて、無事陰性であるこ
とが確認されるとやっと入国審査を受ける
ことが許され、その後は通常通り税関検
査の後、到着ロビーに出ることができる。
筆者の場合、1週間後に到着する荷物の
通関の書類を作成するために1時間ほど
余計に要したが、通常は到着から1時間
から1時間半程度で出てこられるようだ。

到着ロビーに出た後は、特に監視はな

く、自由に行動できる。公共交通機関を
使おうと思えば、実際には不可能ではな
い（第3ターミナルに LCC の国内線が発
着するため、特に第2ターミナルには荷物
を持った旅行者が多い）。筆者の場合
は、レンタカーを予約してあったので、レン
タカー会社に連絡して、迎えに来てもらう。
電話してから15分ほどで迎えが来て、レン
タカー会社の事務所で貸し出し手続きをし
て、新潟への帰路についた。成田空港か
ら新潟までは東京都内を通るルートと、常
磐自動車道でいわき市まで行き、磐越自
動車道で郡山、会津若松を経由するルー
トがあるが、筆者は後者を選択した。新
潟では3月末まではスタッドレスタイヤが標
準装備であるが、成田を含めた関東圏は
そうではないので、スタッドレスタイヤの装
着を事前に予約する方が安心である。

おわりに――帰国後の自己隔離
期間の過ごし方

日本の14日間の待機は、公共交通機
関の不使用と不要不急の外出の自粛な
ので、マスクを着用し、人混みのない時
間を選んで必要最小限の買物や運動の
ための外出をすることは禁じられていな
い。ただし、スマートフォンの位置情報を
保存する必要があるので、長時間の外
出は記録されるし、現在では位置情報を
通報するよう要請されれば、位置を通報
しないといけないので、指定された住所
から離れることはできない。したがって、
自宅や親戚宅などで滞在できる人はよい
が、そうでない場合には食事や生活必
需品の購入、洗濯などのサービスが付
いたホテルを選ぶ必要が出てくるであろう。
検疫所の提供するバスサービスや京成電
鉄が提供するスカイライナーとハイヤーを
組み合わせたサービスを利用して、近隣
にコンビニエンスストアがあり、洗濯機が室
内にあるホテル等を探して利用するように
すれば、ホテルでの自己隔離期間をある
程度快適に過ごすことができるであろう。
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■ロシア極東　　　　　　　　

コロナ禍でもアムール州産
はちみつの輸出は好調

（ロシースカヤ・ガゼータ　2月11日）
2020年初め、特に中国における新型

コロナ感染症の急拡大により国境を通過
する貨物の動きが止まっていた1月を除け
ば、アムール州と黒龍江省の国境周辺地
域における貿易はコロナ関連の制限措置
や国境封鎖による影響をほぼ受けなかっ
た。
「昨年は、パンデミックにもかかわらず、

農産品輸出が上手く行った年だった。大
豆や大豆かすなどの輸出が拡大した。我
が州の製品は、北朝鮮、タイ、ベトナム、
日本、ポーランド、アメリカをはじめとする12
カ国に輸出された。もちろん、我が州にとっ
て最も重要な輸入先が中国であることに
は変わりない。中国は農産品輸出の97％
を占めている」とアムール州のワシーリー・
オルロフ知事はコメントした。
「確かに、油糧種子の輸出は計画の3

分の1にとどまっている。大豆かすについ

ては、数倍の量を輸出することは可能だっ
た。しかし、中国側との間で必要な書類
手続きが半年に渡って滞った。食肉・輸
入製品については、やっと物事が進み始
めた。これは、中国の正式な許可が下り
たのは9月23日だったからだ。はちみつは、
申請された全量が輸出された」と知事は
述べた。
「タイガ・オルガニカ」社はアムール州の

大手蜂蜜輸出業者だ。「東方経済フォー
ラム」でプーチン大統領と習近平国家主
席が同社の製品を試食している。同社は
年間500～600トンのはちみつを採取して
いる。クリーム蜂蜜の製造には、ロシア極
東で採取された森林のベリー類（コケモ
モ、キイチゴ、クロスグリなど）が使用され
ている。製品のほぼ80％が中国、韓国、
台湾に輸出されている。

　

大統領がハバ知事代行と面会
（EastRussia 2月16日）

プーチン大統領はハバロフスク地方のミ
ハイル・デグチャリョフ知事代行とクレムリン
で面会した。ハバロフスク地方の社会・経

済発展、環境保護、住宅建設詐欺の被
害者の問題について話し合った。

大統領府の発表によると、デグチャリョ
フ知事代行はアムール川をナショナルプロ
ジェクト「環境」に加えるための事業計画
書を提出した。河川の氾濫対策、工場排
水汚染の対策、魚群の再生に関連した
中国との協力に力点が置かれている。

デグチャリョフ知事代行は、乗降客と貨
物の通過検問所の開設と、将来的な自由
貿易地帯と陸上検問所の開発に係る大ウ
スリー島開発プロジェクトへの賛同を、大
統領に要請。大統領は提起された議題
の両方について、より詳細な文書の提出
が必要だと指摘した。さらに、知事代行
は、今年中に域内の住宅建設詐欺の被
害者1千人の住宅問題が処理されること
を、伝え、非常事態省、政府委員会、ユ
ダヤ自治州との河川氾濫処理での効率
的な連携を例に挙げた。

プーチン大統領は、全体としてデグチャ
リョフ知事代行が非常にしっかり地域の問
題の解決に取り組んでいると評価し、さら
に状況をよく把握するよう助言した。

ロシア初のエコオフィスが
ハバロフスク市に開設

（EastRussia 2月24日）
「ズベル」（ロシア貯蓄銀行の新しい呼

び名）がロシア初のエコオフィスをハバロ
フスク市内のボロブスカヤ通り21に開設し
た。この支店ではあらゆるプロセスが、環
境への影響の最小限化を目的としている。
（株）貯蓄銀行極東支社の広報発表に

よると、このオフィスの建設時に使用され
た材料の25％が再生材料だ。敷地内の
敷石は再生ポリエチレンと再生プラスチッ
ク、カーペットはズベルの社用車で使って
いた廃タイヤからできている。テーブルとイ
スは再生プラスチック、家具は天然木材
でできている。オフィス内のキッズコーナー
には環境にやさしい天然素材が使われて
いるうえ、エデュテイメントでは子供たちに
環境の基本を教えている。

オフィス内には資源（水、暖房、電気）
の使用量の削減を可能にする設備が設
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置されている。給水システムには、水圧を
下げることで水量を減らす装置がついてい
る。いたるところに人感センサーとLEDラ
ンプが使われ、左右に湾曲したパノラマ
式窓によって、オフィス内に自然光が保た
れている。機密情報保持の必要のない書
類はシュレッダーで裁断され、「ズベルロギ
スチカ」社で割れ物梱包時の緩衝材とし
て使われる。期限切れのバンクカードはリ
サイクルに回され、以前のようには廃棄さ
れない。

さらに、このエコオフィスにはロシア極東
で初めてのリバース自動販売機（自動回
収機）がある。また、接客用にフルライン
自販機が設置され、そこで自分のマグカッ
プにコーヒーを注ぐことができる。このズベ
ルのオフィスでは今後、小中高生や近隣
住民向けの様 な々環境イベントが実施され
る。

日韓への輸出も視野にアムール州に
新たな大豆工場

（EastRussia 2月24日）
アムール州のザレチヌイ集落に高品質

大豆種子工場が開設された。この新工
場は、大豆種子と食用の大豆の両方を製
造することができる。

アムール州政府の広報発表によると、
州全体で100万トン以上の大豆が生産さ
れている。しかし、生産力を上げるために
は、さらに約10万トンの大豆種子と5万トン
の穀類が必要だ。アムール州のワシーリー・
オルロフ知事によれば、新工場はまず、こ
の需要の一部を満たすと同時に、その一
部は輸出に回される。工場経営陣は日本
や韓国のパートナーたちと積極的に取引を
していくつもりだ。

沿海地方の港で貨物船から
投資目的トン税が徴収される

（PrimaMedia 2月25日）
投資目的トン税は、フェリーを除く外航

貨物船を対象とする。
司法省は、海港の投資目的トン税の料

率を設定する連邦独占禁止局の命令書
を交付した。この対象港湾リストにウラジ
オストク港、ナホトカ港、ボストーチヌイ港
が入った。

法務ポータルサイトに掲載された命令書

によると、連邦独占禁止局は2021年に、
船舶の総登録トン数1トンあたり12.31ルー
ブルの手数料の設定を求めている。2022
年には1.235ルーブル、2023年には1.406
ルーブルにスライドする。

命令書では、投資目的トン税が徴収さ
れる13の港がリストアップされている。ロシ
ア極東では沿海地方の港のほか、ハバロ
フスク地方のワニノ港、デ＝カストリ港、プ
リゴロドノエ港（サハリン州アニワ湾岸）が
入った。

トン税は、フェリーを除き、定期船を含む
外航貨物船から徴収される。海運に使わ
れる漁船（外国の港を出発する際）を含む
フェリーと外航客船からは、条件付きで徴
収される。つまり、この種の船舶からの投
資目的トン税の徴収金は、もっぱら、これら
の船舶に対するサービスを目的とした海港
内の連邦資産の建設及び修理に使われ
る。

ハバ地方は大手ネット通販サイトの
物流拠点の誘致に取り組む

（AmurMedia 2月26日）
「ハバロフスク地方投資誘致・技術革

新エージェンシー」はハバロフスクにロジ
スティクスセンターを設立する件につい
て、大手ネット通販サイトと交渉を進めてい
る。ハバロフスク地方知事室・政府広報
部によれば、これは特に、Wildberries、
METRO、YandexMarket、OZON、
IKEAといった大手企業についてだとい
う。

投資家（企業）にとってのこの提携には
いくつかのメリットがある。まず、ハバロフス
ク地方は、ロシア極東で唯一無二の交通
の要衝であるという立地条件が挙げられ
る。

「ハバロフスク地方内の先行経済発展
区（TOR）やウラジオストク自由港に倉庫
や配送センターを建設する可能性を検討
するよう、企業に呼び掛けている」とエー
ジェンシーのセルゲイ・シチェゲルスキー局
長は述べた。

投資家は TOR の入居企業になること
によって幅広い特別待遇を受けることがで
きる。さらに、ハバロフスク地方はかねて
より、極東連邦管区のグローバルマネジメ
ントや工業と商業のホットスポットの一つに

なっている。

極東の空港が大型機向けに改修される
（PrimaMedia 2月26日）

北米発アジア行きの予備ルートであるサ
ハ共和国（ヤクーチア）のポリャルヌイ空港
が近く、Il-76TDとボーイング737-800とい
う大型機の受け入れ用に改修される。こ
のプロジェクトがロシア国家鑑定総局から
許可を得た。

ポリャルヌイ空港はヤクーチアのミヌニス
キー地区ウダチヌイ市から9km の地点に
立地。1970年代初頭に空港ビルが建設さ
れ、鉄筋コンクリート製の滑走路（長さ3.1
キロメートル、幅43メートル）が敷かれた。
乗降客用の長期滞在施設はまだない。

この空港は複数の国内便や、クラスノ
ヤルスク、ノボシビルスク、モスクワ行きの
直行便を取り扱い、国際空路の予備滑走
路に指定されている。

国家鑑定総局の発表によると、Il-76TD
とボーイング737-800が利用できるように、
ポリャルヌイ空港の全面改修、滑走路の
整備強化、新しい舗装誘導路とエプロン
の建設が必要となる。

　

沿海地方にロ極東初の
データセンターができる

（PrimaMedia 3月1日）
ロシア極東・東シベリア地域で初の

Uptime Institute の Tier III 対応データ
センターが、沿海地方の「ナデジディンス
カヤ」先行経済発展区（TOR）にできる。
投資元のケイ・ポイント社は、データセンター
は、中国系 IT 企業も含めて、需要がある
と考えている。
（株）極東・北極圏開発公社の広報は、

同公社がケイ・ポイント社との提携協定書
に署名したことを発表している。

モジュール型データセンターの建設が予
定されている。プロジェクトは2段階で実施
される。各棟は50ラック×4列から成り、IT
負荷は5キロワット×200ラックとなっている。
1棟目の開業は2022年上半期の予定だ。

極東・北極圏開発公社の情報では、現
在、ナデジディンスカヤ TOR では67社が
投資プロジェクト（総額565億ルーブル）を
推進し、7200人以上の雇用の創出が見
込まれている。このうちの7件はすでに実
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ロ極東のガス化の迅速化を
首相が指示

（PrimaMedia 3月15日）
ロシア極東にとって、天然ガスの普及率

の低さは依然として深刻な問題だ。天然
ガスの埋蔵量が豊富であるにもかかわら
ず、この地域のガス化の水準はわずかに
18％であり、国内平均の71％の3分の1に
とどまっている。ガスの普及、天然ガスの
加工とガス化学のプロジェクトを徹底的に
検討する必要があると、15日、ミシュスチ
ン首相は、政府の極東社会経済発展委
員らとの会議で述べた。

極東コンセッションはロ極東の
インフラ投資の呼込みに役立つ

（インターファクス　3月16日）
16日、オンライン会議「ProDFO」にお

いて、アレクセイ・チェクンコフ極東・北極
圏開発大臣は、「極東コンセッション」が
極東連邦管区内の2700件の投資案件の
推進に必要な公共インフラ等の建設に5
千億ルーブルの投資を呼び込む、と述べ
た。
「2021年連邦予算には、国家プログラ

ムによるインフラ投資支援として256億ルー
ブルが計上されている。これは小さくない
額ではあるが、地域の規模に比べるとそ
れほど大きい額ではない。250億ルーブル
でどれだけのインフラが整備できるか？投
資プロジェクトは2700件あり、発表されて
る投資額は5兆ルーブルだ。通常、このう
ちの10％以上はインフラ整備のための投
資が占めている」とチェクンコフ大臣は述
べた。
「極東コンセッションは、公的投資から

賢明な長期債務に移行する、つまりこれら
の財政支出を20年に分割し、予算外資
金をリアルタイムで呼び込む方法だ。理想
的な官民連携が出来上がり、民間投資
家はインフラ施設を建設し、国は20年か
けて支払うことになる」と大臣は説明した。

大臣は、さらに、ミシュスチン首相が15
日の極東開発政府委員会との会議で、こ
のメカニズムに賛同し、権限を極東・北極
圏開発省に与えたと述べた。

新しい販路を探すことになった。1月に韓
国に2万7900トン、日本に811トンの水産
物が輸出された。

全体としては、1月の水産物の輸出は
昨年比で40% ほど縮小し、3万7200トン
だった。中国への輸出は2020年1月の量
のわずか4.2％であった。

ロシアは自国の水産物の61％を中国に
輸出している。2019年だけで輸出量は
109万トン（32億7千万ドル）を超えた。輸
出が難しくなり始めたのは昨年12月。中国
でロシア産の冷凍品に新型コロナウイルス
が見つかってからだ。それ以来、貨物の
殺菌消毒が義務付けられた。しかし、こ
のような措置に対する設備が整っておら
ず、出荷が滞り始めたという経緯がある。

第6回東方経済フォーラムの会期
（PrimaMedia 3月14日）

第6回東方経済フォーラム（EEF）の会
期が発表された。ロスコングレス財団の
ウェブサイトによると、EEF はウラジオスト
ク市のルースキー島極東連邦大学キャン
パスにおいて2021年9月2～4日の期間で
開催される。
「ウラジオストクの東方経済フォーラム

は、アジア太平洋地域における多国間協
力と国際連携を拡大進展させる。主要な
アジア太平洋諸国のリーダーたちが、世
界経済のグローバルな問題を話し合うため
に毎年、ここに集う。今年、フォーラムで
は投資面について貢献するだろう。また、
新型コロナウイルス感染症対策でアジア
諸国と連携した経験を踏まえれば、フォー
ラムは人的交流の拡大発展という意味で
も重要な意義を持つ。今度の東方経済
フォーラムでは、ロシア連邦消費者保護・
福利監督局とWHO の勧告に従い、新
型コロナウイルス感染拡大阻止に必要な
強制的公衆衛生対策を全面的に講じられ
る。この点においてフォーラムは最も高い
レベルで組織運営されることになる」と、ロ
シア連邦大統領顧問で EEF 組織委員
会事務局長は述べた。

2020年フォーラムは、新型コロナ感
染症によるパンデミックにより中止された。
フォーラムの開催費は沿海地方で社会的
に意義のある他の分野に振り分けられた。

行済みで、入居企業は沿海地方の経済
に141億ルーブルを投入し、住民1127人
を雇用した。

ロシア大統領は極東の発展目標が
達成できなかった原因の究明を要求

（タス通信　3月11日）
プーチン大統領は、ロシア極東の発展

の一連の重要目標数値が達成できなかっ
た理由を検討分析するよう要請した。
「我々が事前に合意したことを絶対に忘

れてはならない。我々が自らに課した課題
を忘れてはならない。実績に基づかなけ
ればならない」と、大統領は10日、閣僚と
の会議で述べ、ロシア・北極圏発展開発
プログラムに言及した。大統領の採点で
は、「できたことは少ない」。

この地域では大型プロジェクトが推進さ
れており、高度技能者向けの雇用が創出
されており、設立途中の企業への就職希
望者の流入がある程度あるということ（こ
れに関連して大統領は造船所「ズベズ
ダ」を挙げた）を、大統領は特に指摘した
が、重要な分野に係る一連の目標値が達
成されなかった原因を分析することが肝要
だと、重ねて述べた。

大統領は、ロシアの発展と未来にとって
の極東と北極圏の重要性を指摘。「これ
ら地域の現時点での意義、中期的、長
期的な意義を理解しなければならない」と
大統領は明言した。大統領は、アレクセイ・
チェクンコフ極東・北極圏開発大臣が会
議で行った報告を、「詳細で具体的」と
評価した。

プーチン大統領はロシア極東の医療体
制を批判。そして、この地域の人口動態
上の特徴、地理的特徴を踏まえてアプロー
チを修正し、ヘルスケアシステム強化の追
加策を起案するよう、指示した。

ロシアの漁業者は日韓への
輸出量を3倍に

（EastRussia 3月11日）
沿海地方の漁業者が日本と韓国への

水産物の輸出を3倍に拡大した。1月、こ
れらの国々に2万8千トン余りの水産物が
輸出された。

沿海地方政府の発表によると、パンデ
ミックによる中国の港湾の閉鎖を受けて、
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ブリャート共和国最大の
太陽光発電所が運転を開始

（インターファクス　3月30日）
政府系「ヘヴェル」がブリャート共和国

で6つ目にして最大出力のトレイ太陽光発
電所の運転を開始したことを、（株）ロスセ
チ・シベリア（ロスセチ系列会社）が発表し
た。

発電所の定格出力は45メガワット。トレ
イ発電所の運転開始によって、二酸化炭
素の排出量を抑制することができ、それは
共和国全体の環境とバイカル湖の生態系
の維持に貢献する。

4月からロシア国民の米入国ビザ
手続きはモスクワのみ

（KONKURENT 4月2日）
ジョン・サリバン駐ロ米国大使は、当面

の間、在ウラジオストク米国総領事館を再
開しないと発表した。さらに米国はエカテリ
ンブルクの総領事館でのビザ発給の中止
を決定した。

「在エカテリンブルク米国総領事館は存
続する。ただし、2021年4月1日からそこで
のビザサポートと米国民への領事サービ
スを中止する」とのサリバン大使の声明文
が大使館ウェブサイトに掲載されている。
サリバン大使によれば、このことは「継続
して行われている米国在外公館のセキュ
リティチェックと、駐ロ大使館職員の業務
環境に基づいて」決定された。今後、ロ
シア国民に対するすべてのビザはモスクワ
の米国大使館においてのみ発給される。

大統領はロ極東の住宅建設の
進展策の策定を政府に指示

（インターファクス　4月5日）　
プーチン大統領は、ロシア極東の新築

住宅市場の活性化と一部地域向けの電
力料金の格差に関して提案を行うよう、政
府に指示した。
「ロシア連邦政府は、ナショナルプロジェ

クト「住宅と都市環境」の「刺激」プログ
ラムをはじめとして、極東連邦管区に含ま
れる連邦構成主体の新築住宅市場への
供給を増大させるための方策を提案しな
ければならない」と大統領府のウェブサイ
トには記されている。

これまでに、極東・北極圏開発省でも極

ツク州が挙がっている。
ロシアのメディア、RBC がノヴァク副

首相広報から得た情報によると、世界の
LNG 市場に占めるロシアのシェアは2035
年までに20％に達するという。ノヴァク副首
相は、ヤマル半島とギダン半島のガス田、
サハリンなどロシア極東沿岸部、オホーツ
ク海と北極海沿岸部のガス田、海洋油田
開発プロジェクト、クラスノヤルスク北部が
有望な LNG 生産地とみられている、と述
べた。

先週、極東開発会議でガス化プランに
ついて審議された。通常のガス化のほか、
政府はコンテナによるLNG の調達も視野
に入れている。こうして、工場やライフライ
ンが新しい燃料に切り替えられる。これは、
標準的なガス化の課題のほか、ガス化学
やガスの加工の振興にも役立ち、結果的
に新たな雇用が創出され、国民の所得も
上がるとみられている。

ロシア極東では魚のトラック輸送が
増加

（EastRussia 3月29日）
ロシアの極東地域から内陸部へのトラッ

クによる魚・水産物の輸送が増えている。
専門家によれば、直近の3年間で、鉄道
輸送に対するトラック輸送の比率（重量
ベース）は47％から70％に増加した。トラッ
ク輸送を発注する買い手の比率はさらに
大きい。
「Fishnews」の報道によると、水産業

界ではこの傾向を踏まえて、ロシア極東か
ら水産物を輸送する際に付与されるロシ
ア鉄道への助成金のルールを変更する案
が検討されているという。
「Nerei」社（水産商社）のアンドレイ・

ザブガ社長は、トラック輸送を選択すると、
顧客はより速く、質の良い商品を受け取る
ことができる。トラック輸送料金には、「ドア・
ツー・ドア」の配送が含まれており、道中の
温度も管理されている。トラックでの輸送日
数は1～3日だが、鉄道だと7～10日かか
る。しかし、トラック輸送の分野は、国の
関与なく成長している。

ガスプロムとシェルが5年間の
提携契約を締結

（タス通信　3月16日）
ガスプロムとシェルが16日、5年間の戦

略的提携契約を締結した。この契約書
は、デジタル化と温室効果ガス削減の問
題も含め、両社の連携を拡大するものだ
と、ガスプロムの広報資料に記されてい
る。

「特に、エネルギー市場の調査、一連
の価値創造プロジェクトの実行、生産工
程のデジタル化および GHG 削減の分野
での協力が重視される」とガスプロム側は
述べている。契約書の署名式は、ガスプ
ロムのアレクセイ・ミレル社長とロイヤル・ダッ
チ・シェルのベン・ファン・バーデンCEO の
出席のもと、テレビ会議方式で行われた。

特に、欧州のエネルギー経済の脱炭素
化が注目された。環境にやさしいという特
徴のおかげで、天然ガスは欧州の GHG
削減目標の達成において重要な役割を果
たしうると、ガスプロム社広報は伝えてい
る。

22年にサハにクリエイティブ
産業クラスターができる

（インターファクス　3月17日）
サハ共和国（ヤクーチア）政府は、映

画関係者やデザイナーをまとめる創造産業
クラスター「クバルタル・トゥルダ」を2022年
初めにスタートさせる方針であることを、同
共和国イノベーション省が発表した。
「このクラスターの開設は2022年第1四

半期に予定されている。このプロジェクト
は創造産業の発展の中心であり、人材育
成の場となる」とプレスリリースには記され
ている。

ヤクーチア政府の広報資料によると、映
画関係者のほか、建築家、デザイナー、
宝飾職人などの創造産業の関係者が入
居する。

ノヴァク副首相がガス化で
有望な地域に言及

（EastRussia 3月22日）
アレクサンドル・ノヴァク副首相は、ガス

化の拡大が期待されるロシアの地方の名
を挙げた。ロシア極東では、サハ共和国

（ヤクーチア）、アムール州、さらにイルクー
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東連邦管区の建設問題は指摘されてき
た。住宅建設が極めて少ない地域では、
極東住宅ローンプログラムを活用して中古
市場で住宅を買うことも許可された。

極東全権代表がワクチン不足を訴え
（タス通信　4月8日）

ロシア極東の新型コロナウイルス感染者
数の増加率はこの数カ月の間に5.7～6％
から0.1％に低下したと、ユーリー・トルトネ
フ副首相兼ロシア極東全権代表は8日、
同管区の会議で述べた。
「この数カ月の間、各地域の感染者の

増加率は5.7％～6% にも及んでいたが、
現在は0.1％を下回っている」と副首相は
述べた。

目下の最重要課題はワクチン接種だと、
副首相は指摘。現在、極東連邦管区で
は518カ所の接種所が設けられており、33
万人余りがワクチンを接種した。集団免
疫形成のための目標値は60％だが、ワク
チン接種の対象となる住民の管区内の平
均接種率は約10％だ。
「この地域へのワクチン供給が不足して

いることにも注目してもらいたい。特にユダ
ヤ自治州、沿海地方、ブリャート共和国、
ハバロフスク地方、マガダン州の状況が悪
い。各地域の指導部はこのことに注目して
ほしい」と副首相は述べた。

■中国東北�

内モンゴル自治区烏海市、水素燃料
電池バスが運行開始

（内モンゴル日報　2月12日）
2月9日、内モンゴル自治区烏海市で水

素燃料電池バスが運行を開始した。これ
は内モンゴル自治区内で初めての運行
だった。烏海市では、銀隆新能源が製造
した全長10.5ｍ、全幅2.5ｍ、定員80人、
水素の最大容量26.5㎏、最大走行可能
距離400㎞の水素燃料電池バスが導入さ
れた。

燃料電池バスは、水素と酸素の化学
反応によって発生させた電気でモーターを
動かすバスのことであり、走行の際に生成
されるのは電気と水だけであることから、
ゼロエミッション基準をクリアする。燃料電
池バスの走行可能距離は電気バスよりも

長く、1回の水素補給でバスを一日中走行
させることができる。さらに、燃料電池バ
スは走行時の騒音や振動がなく、乗り心
地が良い。

遼寧省、海外プロジェクトの
新規契約と営業収入がともに成長

（遼寧日報　2月23日）
遼寧企業が「一帯一路」を利用して対

外進出を加速。「東アフリカの高原・水の
里」といわれるウガンダ共和国で、中国・ウ
ガンダ遼瀋工業団地投資プロジェクトの建
設が順調に進んでいる。2017年からは、
この工業団地の支柱となるような設備製
造、建築陶器、医薬化学工業、紡織衣
服、食品加工といった産業の形成が進ん
でいった。この工業団地は重要性が極め
て大きい「模範的な工業団地」として、多
くの企業がアフリカ大陸に進出しグローバ
ルな提携を行っていくためのプラットフォー
ムを構築した。

多くの遼寧企業は「一帯一路」を利用
して、国際市場でその優位性を示すこと
で、経済貿易協力の順調な進展を推進し
ている。省商務庁の関係者によれば、新
型コロナウイルスが世界経済にもたらした
負の影響のなかで、2020年、省の担当
部署は企業が「一帯一路」に参加し、感
染防止への取り組みや重点プロジェクトの
生産を再開できるように支援した。

自動車の海陸一貫輸送新ルートが
開通

（遼寧日報　2月24日）
2月20日、遼寧自由貿易試験区大連エ

リアの自動車埠頭で、日本車312台が鉄
道に積み替えられ、カザフスタンに発送さ
れた。これにより、中国初の東アジア―中
央アジア間の自動車の海陸複合一貫輸
送ルートが正式に稼働し、大連地区の北
東アジアに向けた開放と協力のレベルが
向上した。

大連地区は市場の動向を読み、中国
国内でいち早く「日本―大連―中央アジ
ア」の越境輸送モデルを模索してきた。こ
の新しいルートの開通によって、RORO 船
で大連港に輸送された日本車は、港で列
車への積み込み作業が行われ、鉄道で
新疆のホルゴス口岸まで輸送されて再び

積み替えられて、中央アジア地域に到着
する。出荷から納品までにかかる時間は
およそ30日以内で、コストは大きく削減され
た。この全く新しい輸送モデルでは、大
連地区が東アジアと中央アジアをつなぐ掛
け橋としての役割をはたし、立地の優越
性を十分に発揮することによって、大連口
岸のサービスレベルを引き上げ、取扱貨
物量を増やした。

今年の瀋陽、5G 基地局6000カ所
新設で「デジタルエコロジー」

（瀋陽日報　2月25日）
2月24日、瀋陽市の市街区で、市政府

の計画に基づく瀋陽聯通の5G ネットワー
クの設置が完了した。特に、空港・地下鉄・
駅などの重要な場所については、5Gネッ
トワークが確実に接続できるように重点的
に設置が行われ、瀋陽市民は自宅におい
てその利便性とスピードを体験できるように
なった。

今後は、重点教育機関や三級甲等病
院（［訳注］最も医療レベルが高い分類に
含められる病院）など必要性が認められた
場所にも5G の設置を段階的に進めていく
予定だ。また、5G の新規設置や設置済
みの機器の整備を急ぐ。

市のビッグデータ局によれば、2020年に
瀋陽市の5Gネットワークは飛躍的に発展
し、市全体で基地局が7321カ所開通し、
128個の5G 技術を利用可能なシーン（例
えば、遠隔医療、オンライン指導）が開発
された。現在、5G 産業の発展拡大を加
速するために、瀋陽市ではデジタル経済
のインフラ整備を進め、2021年には6000
カ所以上の5G 基地局を新設し、「5G＋
インダストリアルインターネット」などの開発
に取り組んでいく。また、5Gと工業・教育・
医療などの融合を推進し、ドイツ・中国産
業パークや渾南などに5G 応用実証区を
構築する。

大連港、コンテナ船の作業ライン数
が22に増加

（遼寧日報　3月2日）
新型コロナウイルス感染症による悪影響

を克服するために、大連港は感染予防・
管理項目のリスト化、責任所在の明確化
などを着実に行い、荷役作業員を随時補
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1  中国の「一般貿易」：「加工貿易」＊を除く通
常貿易

   ＊  中国の「加工貿易」：企業が保税扱いで輸
入した原材料・部品など（全部あるいは一
部）を中国国内の指定の場所で加工・組
み立て後、製品あるいは半製品として輸
出すること。

遼寧自由貿易試験区大連エリア
「ライブ E コマースイヤー」開幕
（瀋陽日報　3月23日）

3月19日、遼寧自由貿易試験区大連エ
リア（保税区）で、「2021年ライブ Eコマー
スイヤー（訳注：ライブコマースとは、ライブ
動画配信と電子商取引（EC）を組み合わ
せた新しい販売形態）」が開幕した。この
イベントは「大連エリアで EC 産業の影響
力を全面的に拡大し、ここに日本と韓国
の商品の集積・消費地を作り出す」という
テーマの下で、新しいメディアやオンライン・
オフライン双方の新しい販売方法によって
地元に特色のある産業や優位性をもつ製
品を活性化すること、日韓商品の中国市
場進出の最初の到着地・集散地を建設す
ることを目的としている。

イベント開幕後、大連エリアは易捷の越
境商品、愛麗思（訳注：愛麗思とは、アイ
リスオーヤマの中国語名）の日用品、東
風日産自動車、首農（首都農業グループ）
日本酒・生鮮食品、工業博覧会の先進
設備など、毎月テーマを変えてライブ配信
イベントを行う予定だ。またこのイベントは、
EC 産業の全体の改善に努め、地域にお
けるEC 産業クラスターの構築の促進と越
境 EC の発展において指導的な役割を果
たしていく。

中韓国際協力試験区（長春）の
コールドチェーン物流産業園
プロジェクトが再開

（吉林日報  3月24日）
3月20日午前、機械音が鳴り響くなか、

中国鉄道建設橋梁工程局グループ有限
公司が担当する、中国（長春）と韓国の
国際協力試験区のコールドチェーン物流
産業園プロジェクトが再開した。生産・操
業の再開に当たって、合同ミーティング、
総合検査、現場作業員への3段階の安
全教育が行われ、これから1年間、安全
に建設を行うための基礎が築かれた。

中韓国際協力試験区（長春）のコール

琿春越境 EC、今年2カ月で
輸出入取引額が前年同期比77％増

（図們江報　3月9日）
今年1～2月、琿春越境 EC の輸出入

貨物は9万5086件、取引額は1.1億人民
元となり、前年同期比77％の増加で、好
調に推移しているという。

コロナ禍の影響で、海外消費者の実店
舗での消費が制限される中、通販需要が
急増している。このチャンスを掴んだ琿春
総合保税区は、その好立地と優遇政策を
最大限に活かして、越境 ECインキュベー
ション園、双創（創新・創業、イノベーショ
ンと起業）産業園、商品展示販売園の建
設を開始した。EC サプライチェーンのた
めのクラウドサービス・プラットフォームを開
発し、商品情報・保管・物流・税関・金融
サービスを提供することで、より多くの EC
企業の琿春への出店を誘致している。同
時に、杭州・寧波・深圳など中国国内有
数の越境EC総合試験区との連携を強化
し、越境 EC 総合試験区や小売輸入試
験都市の建設を全面的に推進している。
さらに、琿春越境 EC の総合サービス・プ
ラットフォームの機能を改善し、新しいブラ
ンドマーケティングを展開し、琿春独自の
EC ブランドの確立を進めている。

吉林省、2020年の輸出入総額が
1280億元に

（吉林日報　3月16日）
長春税関によれば、2020年の吉林省

の貿易総額は1280.1億元であり、そのう
ち12月の貿易総 額は104.8億 元（6.3％
増）であった。

2020年の特徴は、一般貿易の輸出入
が増加したことである。一般貿易1の輸
出入は4.8％増で、全省の輸出入総額の
90.1％を占めた。
「一帯一路」沿線諸国との貿易も順調

に増加している。吉林省と「一帯一路」
沿線諸国の間の貿易総額は381.3億元
で、前年から0.6％増加した。また、日本と
メキシコとの貿易も大幅に伸び、それぞれ
130.2億元（同25.4％増）、65.3億元（同
43.6％増）となった。これに対して、ロシア
との貿易は57.8億元で、前年と比べてほ
とんど変化はなかった。

充し、コンテナ船の作業ラインを9から22ラ
インまで増やした。港湾地域に停泊するコ
ンテナ船の数はピーク時に約30隻にもなっ
たが、現在は、大量滞留が全面的に解
消され2～3隻に戻っている。

輸入コールドチェーンの業務管理規定
に従い、大連港はコールドチェーン貨物
を迅速に追跡できるプラットフォームを構築
し、リーファーコンテナに設置できる殺菌・
消毒装置を導入した。大窯湾地域では
リーファーコンテナの着岸・離岸作業が全
面的に再開され、港湾内で新型コロナウ
イルス感染症防止のために輸入コールド
チェーン貨物を初めに入れる「ファーストス
テーション指定倉庫」が稼働しはじめ、港
に滞留していた1800個ほどのリーファーコ
ンテナの引き渡し作業もほぼ終了した。現
在、港では約2300個のリーファーコンテナ
を収容できる余力がある。

輸出拡大により1カ月で国際航路
2本増

（遼寧日報　3月9日）
遼寧港集団は今年に入り、港の作業プ

ロセスの改善と市場開拓の強化を図り、
積極的にコンテナ航路の増加に努めてい
る。2月には東南アジア直通航路が2本増
え、東南アジア行きのコンテナ航路が21本
となった。遼寧港集団は、コンテナ航路
網を緊密化させたことで、地域の経済発
展支援、外国貿易の安定化、供給の保
証といった面で、より積極的な役割を果た
すこととなった。

近年、東南アジア地域から中国に輸出
される果物の量が増え、大連は中国の北
方における果物輸入の集散地となった。
今回新たに開設されたベトナム行きのコン
テナ航路は万海航運、運達航運の2社に
より共同で運行され、そこに1800標準コン
テナ船3艘が投入された。また、新設のシ
ンガポールとマレーシアへの航路は、宏海
箱運送（Regional Container Lines）・高
麗海運・新海豊集運・シンガポールの民間
海運会社の4社によって共同で運行され、
2700標準コンテナ船5艘が投入される。こ
の航路2本は毎週運行される。
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よれば、輸入車展示センターの工事は4
月に着工し、10月までに完成する予定だ。
初めに輸入される自動車は年内に綏芬河
総合保税区に到着する。ドイツ・アメリカ・カ
ナダからロシア・ウラジオストクを経由し、鉄
道で綏芬河まで輸送される。これにより、
車の海上輸送と鉄路の一貫輸送ルートが
確立され、毎年、輸入車数200台以上、
2000万ドルの貿易額を達成する見込み
だ。

■モンゴル�

モンゴルはファイザーとアストラゼネカ
からワクチン接種を開始

（MONTSAME　2月15日）
政府は、厳重行動規制措置が解除さ

れ次第、2月23日（月）から国民へのワク
チン接種を開始する方針だ。15日、エン
フボルド保健大臣が記者会見で発表し
た。

大臣によれば、2月23日に開始を予定し
ている国民へのワクチン接種の計画があ
る。「現在、我々は4種類のワクチンの輸
入について交渉している。その第1段階と
して、モンゴルはファイザーとアストラゼネカ
のワクチンを入手する」と大臣は述べ、マ
イナス70℃で保存するというファイザーのワ
クチンの要求を満たす倉庫と設備は完全
に確保されていると明言した。
「国民の20％が「Covax」プログラムの

負担でワクチン接種を受ける。全体として
は国民の60％が接種対象になるだろう。
その他の国民のワクチン接種は、その他
の財源で賄われる。この問題は完全に解
決済みであり、財務省の承認を得ている」
と大臣は話した。

モンゴル政府が国民健康保護と
経済再生の総合プランを承認

（MONTSAME　2月18日）
モンゴル政府は定例閣議で10兆トゥグ

ルグ規模の国民の健康保護と経済再生
に関する総合プランを検討し、承認した。
このプランにしたがい、政府は承認された
予算の枠内で、雇用維持、農業部門の
貸出金利の引き下げ、2022～2024年の
予算の必要経費計上のために、ノンバン
クと協力していく。

順豊エクスプレスの貨物機業務、
バヤンノールでまもなく実施

（内モンゴル日報　4月6日）
内モンゴル自治区のバヤンノール市人

民政府と順豊エクスプレスは貨物機の
共同事業に関して協議し、合意に至っ
た。合意内容は、順豊エクスプレスがバ
ヤンノール市を拠点に貨物航空事業を行
い、5月にバヤンノール空港から就航を開
始し、農畜産品の販売・供給量に応じて
段階的に運行を定期化するというものであ
る。

昨年以降、バヤンノール市と順豊エクス
プレスは協力関係を強化し、4月にバヤン
ノール冷凍冷蔵輸送専用線を開通させ、
6月には農産品の海上輸送を開始し、11
月に戦略協力協定を締結した。今年1月、

「天賦河套」ブランドの贈答品1万点が
順豊エクスプレスで輸送された。適切な
協力関係により、バヤンノールの優れた農
畜産品を広大な市場に送り出すことができ
た。

順豊の貨物航空事業がバヤンノール市
を拠点に展開することによって、28の省・
直轄市の重点都市131カ所への貨物輸
送が可能になる。バヤンノール市から適時
に輸送できるため、農畜産品の全国配送
ネットワークが整備され、「オンライン・オフラ
イン、空中＋地面」という立体的な輸送販
売が可能となり、農牧業の発展を推進し
ていくことになる。

輸入車展示センターが4月に着工
（黒龍江日報　4月6日）

綏芬河市は綏芬河総合保税区に居
住する貝林奈爾国際貿易有限公司と輸
入車展示センター着工に関する調印式を
行った。貝林奈爾国際貿易有限公司は、
総合保税区の輸入車展示センターなど
のサービスに関連する施設の建設を継続
し、綏芬河市の輸入車ビジネスの拡大を
はかり、自由貿易試験区の綏芬河エリア
の自動車の輸入ビジネスを成長させるだろ
う。

自動車の輸入港として綏芬河口岸の優
位性を高めていくために、綏芬河市商務
部は、貝林奈爾国際貿易有限公司が綏
芬河口岸を通じて輸入車ビジネスを展開
するよう交渉を重ねてきた。呉海平社長に

ドチェーン物流産業園は、中国の東北地
域産業の振興の先駆けとして、関係国と
の経済協力関係を強化し、韓国の先進
技術・経営管理術を導入し、特化と社会
化を促進し、市場の変化に対応できる冷
蔵食品・コールドチェーン食品の物流シス
テムを構築しようとしている。

この建設プロジェクトの総敷地面積は
14.7万平方メートル、総投資額は17億元
であり、2022年末までの供用開始を予定
している。完成後は、スマート密集型冷
凍倉庫、スマート・スタッカークレーン式冷
凍倉庫、農産品の加工・仕分け・流通、
物流の総合的なサービスを統合し、輸入
した冷凍・冷蔵商品の保管・個別配送・複
合一貫輸送などの業務を担う。これにより、
この試験区を拠点として、近隣国に向け、
全国的にサービスを提供する大規模な越
境 EC センターが完成し、国際的でレベ
ルが高い地域の物流産業団地となる。

内モンゴルの石炭価格、2月下落、
3月上昇で変化大

（内モンゴル日報　3月30日）
内モンゴル自治区は、石炭資源埋蔵

量、生産能力、外部への輸送量、発電量、
外部への送電量、風力発電の設備にお
いて全国首位にある。そのため、内モン
ゴル自治区の石炭価格は業界から注目さ
れている。自治区内の各市から報告され
る2月のエネルギー価格観測データによれ
ば、石炭と天然ガスの価格は下落し、石
油精製品の小売価格は上昇傾向にあり、
工業用の電気価格は安定していた。

2月の石炭価格は大幅下落で、発電
用石炭の山元価格は301.02元で前月比
7.57％下落、輸送列車積み込み時価格

（山元価格、税、車両輸送費、駅での
税や鉄道計画費を含む）は310.27元で、
前月比0.47％下落であった。東部地域で
は、発電用石炭を一般炭に換算した平
均価格は336.67元で前月比0.47％下落、
前年同期比で15.3% 上昇であった。同じ
く西部地域では、平均価格は1トン356元
で、前月比13.29％下落、前年同期比で
31％上昇であった。
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科会の設置について協議し、双方から代
表者を出すことで合意した。

新しい環境・観光大臣が日本国大使
と面会

（MONTSAME  3月1日）
ウルトナサン環境・観光大臣は日本の小

林弘之モンゴル国駐箚特命全権大使と
面会した。

この面談では、森林地帯の拡大と観光
分野での協力強化などにおける協力につ
いて意見が交換された。

モンゴルと日本の環境省の政策協議
は、他の分野の模範となる協力メカニズム
になった、とウルトナサン大臣は述べ、両
国が環境保護と環境汚染の軽減を目的と
し、効率的に協力していくものと確信して
いる、と表明した。

小林大使も、日本国政府とモンゴル環
境・観光省は既に何年も協力しており、実
感できる成果を達成した、と指摘した。　

政府は新国際空港開業の準備を指示
（MONTSAME  3月10日）

3月10日の定例閣議で、5月1日からの
空港の再開にむけて準備を進め、空港の
検問所の公衆衛生・感染防止体制を継続
し、乗降客のワクチン接種の有無を監督
する規則の内容を確認するように、責任
者は指示を受けた。

政府は、7月1日に新規開業を予定して
いるチンギスハーン国際空港（トゥブ県セ
ルゲレン郡フシギーン・フンディ）への税関
局・入国管理局・航空会社関係者の移動
や、空港の各施設の営業開始の準備を
確実なものとするように重ねて指示した。

ガスパイプラインの FS は
今年第3四半期中に終了

（MONTSAME  3月12日）
ウランバートルで行われたガスパイプライ

ン建設プロジェクト作業部会において、モ
ンゴル側議長のアマルサイハン副首相とロ
シアのガスプロム側との実務会合が終了
した。

この会合において合同作業部会の活
動計画が承認された。計画によると、今
年第3四半期中にパイプライン建設プロ
ジェクトのフィージビリティ・スタディを完了す

オユンエルデネ首相は、第三の隣人で
ある韓国とモンゴルとの包括的パートナー
シップを今後も強化し、それを戦略的パー
トナーシップのレベルに引き上げ、ハイレベ
ルの相互訪問を増やしていく姿勢を強く示
した。

この面会で、双方は韓国の特別ローン
を使ったプロジェクトについて、特に集合
住宅建設「Solongo1」と「Solongo2」や
10県での火力発電所の建設の事業につ
いて協議した。

双方は韓国からのモンゴル国民の帰還
と、チャーター便の運航に協力し、サポー
トしあうことで合意した。

政府は新型コロナ軽症者の自宅療養
ルールの策定に着手

（MONTSAME　2月19日）
ガンゾリグ政府報道官は19日、保健省

が新型コロナウイルス感染症の軽症者や
正当な理由がある患者を対象とする自宅
療養ルールの策定に着手したことを発表し
た。しかるべき作業方針がアマルサイハン
副首相兼非常事態委員長に示された。

このルールは、状況に応じた、また症状
の悪化や今後国内における感染拡大の
場合における新型コロナ感染者の隔離と
自宅療養を想定している。

モンゴル・アメリカ空運技術
作業部会が初会合

（MONTSAME　3月1日）
2月27日、モンゴル・アメリカ空運技術作

業部会（TWG）の初会合が開かれた。
モンゴル民間航空総局、合衆国運輸

省、連邦航空局、運輸保安庁の関係者
が出席した。

会合では、モンゴル民間航空総局のバ
トバヤル調整・交通政策課長が、民間航
空に関する法律の改正案の内容と策定
の進捗状況について短く報告した。合衆
国運輸省のベンジャミン・テイラー国際関
係局長は、アメリカとの直行便の運航に
必要な作業について説明した。それによる
と、その第一歩が両国間の空運に関する
協定の調印だ。この際、米国側は、旅客
及び貨物の空運を網羅する法制度の整
備に前向きだ。

双方はさらに、保安と経済に関する分

「政府は紙幣を印刷するのではなく、経
済を促進し、雇用を創出し、中央銀行に
ある9兆トゥグルグを経済に循環させること
で国民の所得を増やしていく」とオユンエ
ルデネ首相は述べ、計画実施期間中にイ
ンフレを抑制し、燃料と大衆消費財の価
格バブルの崩壊を防止する必要性を強調
した。

同プランの内容は以下の通り。
◦ 中小・サービス企業を対象とした3年

間に渡る金利3% の融資のための費
用—2兆トゥグルグ

◦ 若者の雇用および職業訓練のため
の奨学金（2カ月間50万トゥグルグ）と
健康で活力のある生活の支援のた
めの費用—5千億トゥグルグ

◦ ウランバートル市内の若年家庭を対
象とする住宅建設および特別住宅
ローンのための費用―3兆トゥグルグ

◦ 戦略的意義を持つ大型プロジェクト
の実施費用—2兆トゥグルグ

◦ 農業・畜産業農家の収入支援のため
の費用—5千億トゥグルグ

◦ 中央銀行のレポ取引の資金供給金
額を1兆トゥグルグから2兆トゥグルグに
引き上げ。さらに、中小企業の融資
金額を3億から5億トゥグルグに、鉱業
製品生産者向けの融資を10億から
30億トゥグルグに引き上げる。

2019年の経済成長率は5.2％増であっ
たが、2020年の成長率は世界的なパンデ
ミックを受けて6％減となった。その結果、
2020年第3四半期には4万6千社の民間
企業・団体の従業員の総数が7万人減少
した。

この状況を鑑み、政府は2023年までの
国民健康保護と経済再生プランを策定。
同プランの実施によってコロナの世界的流
行以前の2019年の経済水準に回復する
ことが期待されている。

モンゴル新首相と韓国大使が両国の
協力について協議

（MONTSAME　2月19日）
オユンエルデネ首相はリ・ヨホン駐モンゴ

ル韓国大使と18日、面会した。リ大使は
オユンエルデネ首相に、モンゴル国首相
就任を祝う韓国のチョン・セギュン首相から
の親書を手渡した。
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モンゴルが4月10日～25日まで
ロックダウンに入るものの5月1日に
空の国境を再開

（MONTSAME  4月8日）
モンゴルは5月1日から空の国境を再開

する。しかし、現状ではワクチン接種済の
人に対してのみ入国を許可する方針。オ
ユンエルデネ首相がこのように発表し、記
者会見でメディアの質問に答えた。

首相によれば、空の国境の再開によっ
て、プラスの経済効果が発生するだけで
はなく、再開後2カ月以内に新国際空港の
開業も可能になる。「7月1日までにワクチン
接種の目標人数を完全に達成することが、
世界に楽観的なシグナルを発信し、観光
客が我が国を訪れる動機につながる。こ
のために、我々は今、ナーダム祭りの前に
空港を開業するよう取り組んでいる」とオユ
ンエルデネ首相は述べた。

モンゴル政府は8日、臨時閣議で現行
の警戒態勢をオレンジからレッドレベルに引
き上げ、4月10日から25日まで厳重なロック
ダウンに入ることを決定した。

日本の高等教育機関の卒業生の
9割強が職を得ている

（MONTSAME  4月8日）
ウランバートルで「1000人のエンジニア

育成プロジェクト」の枠内での日本留学証
書授与式が行われた。

今年112人のモンゴル人学生が日本留
学に出発し、そのうち28人が高等専門学
校、73人が学士課程、1人が修士課程、
10人が博士課程で勉強する。

工学系高等教育プロジェクトは日本の国
際協力機構（JICA）からの資金協力をうけ
て、モンゴル科学・教育省が実施している。
このプロジェクトの枠内で2014～2024年に
1000人のエンジニアが日本で教育を受け、
このことがモンゴル国内の製造業の人材
不足の全面的解消につながっている。

さらに、このプロジェクトは教育の質の
向上とモンゴル国立科学技術大学の研
究力の強化にもつながる。

2021年3月現在で479人が高専プログ
ラムと学士プログラム、114人が修士・博
士プログラムで留学中だ。日本の高等教
育機関の卒業生の9割以上が就職してお
り、残りは進学を目指している。

モンゴルでは20万9千人余りが
1回目のワクチン接種を受けた

（MONTSAME  3月22日）
モンゴルは合計47万4千回分の新型コ

ロナ予防ワクチンを入手した。その内訳
は、インドの支援とCOVAXファシリティ
の枠内で入手したアストラゼネカのワクチ
ンが16万4千回分、中国のシノファーム

（Verocell）が30万回分、ロシアのスプー
トニクV が1万回分となっている。

さらに、モンゴル国内では20万9278人
が1回目のワクチン接種を受けたことを、保
健省が発表した。また、3月末までに2万
5740回分のファイザーのワクチンが入る。
モンゴルは今後、4月初めまでに、アストラ
ゼネカのワクチンを30万回分とスプートニク
Vを30万回分、シノファーム90万回分の
供給を受け、4月末までにアストラゼネカの
ワクチン9万7600回分を受ける見通しで、
これは約80万人がワクチンを2回接種する
には、十分な量だ。

この結果、約100万人のウランバートル
市民が5月22日までに1回目のワクチン接
種を受け、6月20日までに2回目の接種を
受ける。

エルデネス・タバントルゴイが
二重通貨建社債を発行

（CentralAsia  3月31日）
（株）エルデネス・タバントルゴイ（ETT）

が6千億トゥグルグ（約2億1100万ドル）相
当の社債を発行した。

金融規制委員会は、（株）エルデネス・
タバントルゴイの社債の販売を許可。3月
30日、モンゴル証券取引所で社債の取引
が始まった。6千億トゥグルグ相当の社債
はモンゴルトゥグルグ（MNT）建と米ドル建
で発行された。償還期間は24～36カ月、
額面価格は10万トゥグルグと100ドルとなっ
ている。

ETT は、最大で2兆トゥグルグ相当の
社債を3段階に分けて発行する。これによ
り、鉄道や発電所、石炭加工工場など、
政府が2020～2024年に実行を計画して
いる大型プロジェクトの資金調達が期待さ
れている。

ることが予定されている。これを受けて、
合弁企業の業務の開始が合意された。
「活動計画の承認と同時に、義務と作

業方針が確認されたことで、パイプライン
建設プロジェクトは新たな段階に進むこと
ができる。このプロジェクトは我が国にとっ
て大きな意義を持ち、国の経済を急速に
発展させ、両国の貿易経済協力の懸け
橋になるだろう。そのため、我々は積極的
に、意欲的に活動していく所存だ」とアマ
ルサイハン副首相は述べた。

モンゴルと香港が投資分野で協力
（MONTSAME  3月15日）

ジャルガルサイハン駐香港特別行政区
（中国）モンゴル総領事は「インベスト香
港」社のスティーブン・フィリップスCOO、
ケイ・シー・ラム投資課長と面会した。

この面談で、両国の投資の推進、モン
ゴルと香港の企業のそれぞれが関連市
場で活動するための機会の提供、香港で
起業する際のモンゴル側への支援につい
て意見が交換された。

モンゴルで実施予定の大型プロジェクト
のための投資の誘致で協力し、経験を共
有することでも合意が得られた。さらに、ス
ティーブン・フィリップス氏とケイ・シー・ラム
氏は香港におけるモンゴルの芸術・文化の
普及を支援する意向も示した。

モンゴルとフランスがオンラインで
航空レスキュー隊を養成

（MONTSAME  3月17日）
モンゴル非常事態総局とフランスの民

間安全保障・危機管理局は、政府間財
政協定の枠内で、モンゴルにおける航空
レスキュー隊編成プロジェクトを2020年か
ら共同で推進している。

フランスはモンゴルに、消火装置・設備
を備えたヘリコプターと輸送機を供給し、
パイロット、整備士、救急医の共同養成を
行っている。

モンゴル副首相室の発表によると、新
型コロナウイルスの大規模感染のなかで
減速したこのプロジェクトの実施のスピード
を上げるために、オンラインでの共同人材
養成を行うことで合意した。
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●中国（東北三省）　　　　　   

2020年の東北三省主要経済指標
中国国内における新型コロナウイルスが

迅速かつ効果的に抑制され、2020年の中
国の国内総生産（GDP）は、物価の変動
を除く実質で前年比2.3％増えた。東北三
省の実質域内総生産（GRP）と実質GRP
成長率は、遼寧省が2兆5115億元で前年
比0.6％増、吉林省が1兆2311億元で同
2.4％増、黒龍江省が1兆3698億元で同
1.0%増となった。東北三省は経済環境が
厳しかった2020年においてプラス経済成
長を達成したが、西部、南部の省の速い
回復と成長とは対照的に、回復ペースは
全国平均水準を下回った。東北地域の振
興が喫緊の課題だといえるだろう。

三省のGRPの産業別の内訳をみると、
2020年における遼寧省の第1次産業の付
加価値額は2285億元で前年比3.2％増、
第2次産業は9401億元で同1.8％増、第3
次産業は1兆3429億元で同0.7%減となっ
た。吉林省の第1次産業の付加価値額は
1553億元で同1.3%増、第2次産業は4326
億元で同5.7%増、第3次産業は6432億元
で同0.1%増となった。黒龍江省の第1次産
業の付加価値額は3438億元で同2.9%
増、第2次産業は3484億元で2.6%増、第3
次産業は6777億元で1.0%減となった。三
省とも、第3次産業は他の2つの産業部門よ
り新型コロナウイルスにより大きい影響を受
けており、回復速度が最も遅いことが示さ

れた。
東北三省の工業生産の動向をみると、

2020年通年の一定規模以上の工業企業
（年間売上高2000万元以上）の付加価値
額の増加率は、遼寧省が上半期の2.3%
減から通年の1.8%増になり、吉林省が上
半期の3.3%増から6.9%増になり、黒龍江
省が上半期の4.0%減から3.3%増になっ
た。さらに、2020年全国の一定規模以上
の工業企業の付加価値額は前年比2.8％
増加した。吉林省と黒龍江省の一定規模
以上の工業企業の成長は全国平均レベ
ルより速かったことが示された。

投資については、2020年における遼寧
省の固定資産投資額（農家投資を除く：以
下同じ）は前年比2.6％増、吉林省は同
8.3％増、黒龍江省は同3.6％増であった。
固定資産投資額の産業別の内訳をみる
と、遼寧省の第1次産業は前年比79.9％
増、第2次産業は同5.1％減、第3次産業は
同4.9％増であった。吉林省の第1次産業
の固定資産投資額は同68.3％増、第2次
産業は同9.0％増、第3次産業は同7.1％増
であった。黒龍江省の第1次産業の固定
資産投資額は1.2倍増、第2次産業は同
0.8％減、第3次産業は1.7％減となった。い
ずれの地域でも第1次産業の固定資産投
資額が大幅に増加したことが示された。

消費動向をみると、2020年の社会的消
費財小売総額は、遼寧省が8961億元で
前年比7.3％減、吉林省が3824億元で同
9.2％減、黒龍江省が同9.1％減となった。

消費者物価指数（CPI）は、遼寧省が前
年比2.4％上昇、吉林省が同2.3％上昇、黒
龍江省が同2.3％上昇した。

貿易動向をみると、2020年通年の輸出
入額は、遼寧省が6544億元で前年比
9.9％減、吉林省が1280億元で同1.7％減、
黒龍江省が1537億元で同17.7％減となっ
た。

2020年の中国東部、中部、西部の
経済発展

新型コロナウイルスの影響を受けて世
界経済の下振れ圧力が増大する状況下、
中国が2020年通年では予想を超えるプラ
ス成長となり、主要国で唯一プラス成長を
維持した。同時に、中国の内陸各省は
様 な々回復および成長ペースを示した。

表2に示すように、2020年には中部は実
質GRP成長率が前年比3.0％増、西部は
実質GRP成長率が同3.7％増であり、東部

（同2.9％）よりも成長率が高かった。しかし、
2019年の実質GRP成長率と比較すると、
2020年の中部の成長率は3.7ポイント減少
し、西部の成長率は3.4ポイント減少し、実
質GRP成長率の変動が東部（3.2ポイント
減）よりも大きかった。それは、新型コロナウ
イルスが中国の中西部地域により大きな影
響を及ぼしていたと考えられる。それでも、
中西部地域は近年比較的速い成長率を
維持しているため、2020年も東部地域より
も高い成長率を維持できた。特にチベット
の2020年通年の実質GRP成長率は7.8％

北東アジア動向分析

（注）前年比
　　�工業生産は、一定規模以上の工業企業のみを対象とする。2011年1月には、一定規模以上の工業企業の最低基準をこれまでの本業の年間売上高500万元から2,000万元に引
き上げた。

　　�2011年1月以降、固定資産投資は500万元以上の投資プロジェクトを統計の対象とするが、農家を含まない。
　　�2018年以降の貿易データは公表値が元建であったことから、輸出・輸入の伸び率は公表されている元建数値の伸び率、貿易収支は元建貿易収支の数値を人民銀行公表の期末

為替レート（2018年12月末：6.8632、2019年12月末：7.0128、�2020年12月末：6.5434）によりドル建てに修正したものである。
(出所）中国国家統計局、商務部、遼寧省統計局、吉林省統計局、黒龍江省統計局ウェブサイトならびに黒龍江日報、遼寧日報、吉林日報、人民銀行の資料より作成。

2018年 2019年 2020年
中国 遼寧 吉林 黒龍江 中国 遼寧 吉林 黒龍江 中国 遼寧 吉林 黒龍江

経済成長率（実質） ％ 6.6 5.7 4.5 4.7 6.1 5.5 3.0 4.2 2.3 0.6 2.4 1.0
工業生産伸び率（付加価値額） ％ 6.2 9.8 5.0 3.0 5.7 6.7 3.1 2.8 2.4 1.8 6.9 3.3
固定資産投資伸び率（名目） ％ 5.9 3.7 1.6 ▲ 4.7 5.1 0.5 ▲ 16.3 6.3 2.9 2.6 8.3 3.6
社会的消費財小売額伸び率（名目） ％ 9.0 6.7 4.8 6.3 8.0 6.1 3.4 6.2 ▲ 3.9 ▲ 7.3 ▲ 9.2 ▲ 9.1
輸出入収支 億ドル 3,517.6 ▲ 162.6 ▲ 103.6 ▲ 169.0 4,215.1 ▲ 142.0 ▲ 94.6 ▲ 166.4 5,350.3 ▲ 189.4 ▲ 106.8 ▲ 124.6
輸出伸び率 ％ 7.1 5.7 8.8 ▲ 16.7 0.5 ▲ 2.6 ▲ 0.6 18.8 3.6 ▲ 15.3 ▲ 10.3 3.2
輸入伸び率 ％ 12.9 16.8 8.5 56.5 ▲ 2.8 ▲ 5.0 ▲ 5.7 4.2 ▲ 1.1 ▲ 5.8 1.1 ▲ 22.5

表1
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となり、昨年中国で最も成長率が高い省で
あった。それは、1999年以来実施された西
部大開発戦略の経済効果の現れだろう。

つまり、中国政府の政策などの支援により、
西部地域が次の段階で中国の新たな成
長点になる可能性が高いことを示している

だろう。
 ERINA 調査研究部研究員
 董琪

●ロシア（極東） 　　　　　　　

2020年と2021年第1四半期の
ロシア極東経済

極東地域がコロナショックから受けた経
済的ダメージは大きい。

2020年の鉱工業生産はロシア全体で
2.6％減であったが、極東はさらに低い4.1％
減を記録した。これはシベリア（4.4％減）に
次ぐ低水準である。一方で、中央（5.2%
増）や北カフカス（6.5％増）は好調であっ
た。この傾向は2021年第1四半期も続いて
いる。ロシア全体の鉱工業生産の伸びが
1.3％減であったのに対して、極東は3.1％
減であり、シベリア（2.8％減）よりも深刻に
なっている。鉱工業生産の状況は地域ごと
に大きく異なる。生産が特に大きく減少した
のは、沿海地方とカムチャツカ地方である。
沿海地方は2020年3月から、カムチャツカ
地方は同7月から（前年同月比で54.6％
減）生産が減少している。

沿海地方の鉱工業生産は2020年
20.6％減、2021年第1四半期4.5％減となっ
た。採掘部門と製造業は、2020年に4.0％
減および28.3％減、2021年第1四半期に
7.1％減および7.4%減であった。これにより、
鉱工業生産に占める製造業の比率は

2019年の73.9%から2020年に67.1%へと
縮小し、かわってライフライン（電気、ガス、
上下水道、ごみ処理等）の比率が20.0％か
ら25.4％へ拡大した。金属・金属製品、コン
ピューター、光学製品などの生産が大きく
伸びた一方で、革靴、輸送手段、機械・設
備の修理・組み立てなどで生産が半減以
上に落ち込んだ。食品関係では植物・動
物油脂、製粉製品の生産が減少した。

カムチャツカ地方の鉱工業生産は2020
年5.7％減および2021年第1四半期6.7％減
となった。カムチャツカ地方の鉱工業生産
は、採掘部門が2020年9.2％増、2021年第
1四半期9.1％減であり、製造業がそれぞれ
9.1%減および8.2％減となった。2020年に
生産が減少した資源は石油・ガス（11.3％
減）およびその他（23.4％減）であったが、
2021年第1四半期には石炭（16.5％減）、
石油・ガス（1.7％減）、金属鉱石（9.6％減）
の生産が減少した（その他、22.4％増）。製
造業部門では、繊維製品、紙・紙製品、冶
金において、また食品では冷凍の甲殻類、
保存用の菓子などにおいて生産が大きく
落ち込んだ。

これに対して、ブリヤート共和国とマガダ
ン州では鉱工業生産が引き続き増加して
いる。2020年および2021年第1四半期の

鉱工業生産対前年同期比実質増減率
は、ブリヤート共和国が7.4％増および6.2％
増、マガダン州が5.6％増および1.3％増であ
る。コロナ禍において、鉱工業生産がマイ
ナスとなったのは、ブリヤート共和国では
2020年5－7月と2021年2月、マガダン州で
は2020年6月と12月だけである。ブリヤート
共和国の場合、採掘部門と製造業の生産
の伸びは2020年において15.7％増および
7.4％増、2021年第1四半期において15.9％
減および30.0％増であった。飲料品、衣類、
金属製品、輸送手段、家具、乳製品、肉の
加工製品、穀物製品など多くの製品の生
産が増大している。一方で、マガダン州の
好調の背景には、化学物資・製品の生産
が225.3％増大したことがあるが、それ以外
の部門では大きな生産増は見られない。

投資面でも極東の不振は際立っており、
2020年の固定資本投資の伸びはロシア
全体の1.4％減であったのに対して、極東
は12.6％減となった。これは他の連邦管区
と比較して特に低い水準である。特に、サ
ハ共和国（49.1％減）、サハリン州（15.2％
減）、沿海地方（9.5％減）において投資の
不振が目立った。サハ共和国に関しては、

「シベリアの力」パイプラインの域内の部分
の建設が完了したことに加えて、アルロサ

（注）前年比
　　各省の実質GRP成長率は各省の統計公報の速報値であるため、それらの加重平均は全国平均実質GDPの伸び率と一致していない。
(出所）中国国家統計局、各省の2020年度の国民経済和社会発展統計公報より作成。

東部省
2020年

名義GRP
（億元）

2020年実
質GR P伸
び率（％）

実質GR P
伸 び 率 の
変動（％）

中部省
2020年

名義GRP
（億元）

2020年実
質GR P伸
び率（％）

実質GR P
伸 び 率 の
変動（％）

西部省
2020年

名義GRP
（億元）

2020年実
質GR P伸
び率（％）

実質GR P
伸 び 率 の
変動（％）

北京 36103 1.2 ▲ 4.9 山西 17652 3.6 ▲ 2.5 重慶 25003 3.9 ▲ 2.4
天津 14084 1.5 ▲ 3.3 内蒙古 17360 0.2 ▲ 5.0 四川 48599 3.8 ▲ 3.6
河北 36207 3.9 ▲ 2.8 吉林 12311 2.4 ▲ 0.6 貴州 17827 4.5 ▲ 3.8
遼寧 25115 0.6 ▲ 4.8 黒龍江 13699 1.0 ▲ 3.0 雲南 24522 4.0 ▲ 4.1
上海 38701 1.7 ▲ 4.3 安徽 38681 3.9 ▲ 3.4 チベット 1903 7.8 ▲ 0.3
江蘇 102719 3.7 ▲ 2.2 江西 25692 3.8 ▲ 4.1 陜西 26182 2.2 ▲ 3.8
浙江 64613 3.6 ▲ 3.2 河南 54997 1.3 ▲ 5.5 甘粛 9017 3.9 ▲ 2.3
福建 43904 3.3 ▲ 4.2 湖北 43443 5.0 ▲ 2.3 青海 3006 1.5 ▲ 4.6
山東 73129 3.6 ▲ 1.7 湖南 41782 3.8 ▲ 3.8 寧夏 3921 3.9 ▲ 2.6
広東 110761 2.3 ▲ 3.9 新疆 13798 3.4 ▲ 2.8
広西 22157 3.7 ▲ 2.3
海南 5532 3.5 ▲ 2.3

東部全体 573024 2.9 ▲ 3.2 中部全体 265616 3.0 ▲ 3.7 西部全体 173775 3.7 ▲ 3.4

表2



119ERINA REPORT PLUS

（ダイヤモンド）、スルグートネフチガスおよび
タアス・ユリャフ（石油、ガス）などの大手企
業やそれ以外の中小企業による投資が大
きく減少（70％減）したことによる。一方で、
ザバイカル地方（20.5％増）、カムチャツカ地
方（21.2％増）、ハバロフスク地方（24.7％

増）において投資が大きく増大した。
生産や投資の状況とは対照的に、家計

に関わる分野に関して、極東の状況はロシ
ア全体と同様に推移し、2021年第１四半
期には小売売上高がプラスに転じた。
2020年を通して小売取引が大きく減少し

た沿海地方でも回復改善の傾向が見られ
る。

ERINA調査研究部部長代理・主任研究員
 志田仁完

2015 2016 2017 2018 2019 2020 19・1-3月 19・1-6月 19・1-9月 20・1-3月 20・1-6月 20・1-9月 21・1-3月
ロシア連邦 0.2 1.8 3.7 3.5 3.4 ▲ 2.6 3.2 3.2 3.6 2.6 ▲ 2.1 ▲ 3.0 ▲ 1.3
極東連邦管区 4.4 3.4 3.1 5.4 6.6 ▲ 4.1 3.3 5.5 6.9 2.2 ▲ 1.9 ▲ 4.9 ▲ 3.1

ブリヤート共和国 0.9 ▲ 11.1 1.3 2.4 11.6 7.4 ▲ 1.2 6.1 16.4 12.6 3.5 3.4 6.2
ザバイカル地方 ▲ 1.2 4.8 3.7 3.8 5.6 ▲ 2.4 ▲ 1.1 2.6 5.2 0.1 1.5 ▲ 1.6 0.5
サハ共和国 5.8 0.8 2.5 7.6 11.3 ▲ 5.1 3.1 9.1 11.8 1.3 ▲ 9.2 ▲ 9.2 12.2
カムチャツカ地方 3.4 10.1 5.7 12.8 ▲ 4.5 ▲ 5.7 2.2 4.1 ▲ 4.1 4.5 10.4 ▲ 8.1 ▲ 6.7
沿海地方 ▲ 9.5 6.0 18.7 ▲ 3.6 18.2 ▲ 20.6 ▲ 15.4 14.5 19.2 4.3 ▲ 14.3 ▲ 18.0 ▲ 4.5
ハバロフスク地方 ▲ 0.6 8.4 9.1 0.3 2.5 ▲ 0.9 2.2 3.3 2.7 3.9 4.7 0.4 ▲ 5.0
アムール州 ▲ 9.3 ▲ 4.0 5.3 ▲ 2.4 9.9 ▲ 4.6 ▲ 2.1 ▲ 2.4 0.5 5.6 4.6 ▲ 1.9 ▲ 5.7
マガダン州 6.4 1.9 7.7 9.6 12.6 5.6 22.3 14.6 11.3 0.1 2.3 6.8 1.3
サハリン州 11.9 5.9 ▲ 0.1 6.4 2.8 ▲ 3.4 6.3 2.8 3.9 1.3 1.2 ▲ 2.8 ▲ 13.5
ユダヤ自治州 ▲ 18.1 ▲ 0.5 60.4 14.9 2.6 ▲ 3.3 ▲ 6.0 0.7 1.3 5.1 ▲ 1.0 ▲ 1.6 ▲ 1.2
チュコト自治管区 2.6 ▲ 8.3 ▲ 9.8 0.4 5.8 ▲ 1.9 1.3 4.0 5.3 0.3 1.6 ▲ 2.2 ▲ 1.4

（出所）省庁間統一情報統計システム（UISISデータベース、2018年7月26日）；ロシア連邦国家統計庁ウェブサイト最新値（2021年4月19日）。
（注）2014年以前の地域別・年次データは全ロシア経済活動分類（OKVED）・第1.1版（UISISデータ）、2015年以降の年次データおよび四半期データはOKVED・第2版・2018
年基準価格指数（2020年12月17日改訂）である。2015年以降、ブリヤート共和国および在バイカル地方は極東連邦管区の統計に含められている。

鉱工業生産高増減率（前年同期比％）

2015 2016 2017 2018 2019 2020 19・1-3月 19・1-6月 19・1-9月 20・1-3月 20・1-6月 20・1-9月 21・1-3月
ロシア連邦 ▲ 10.1 ▲ 0.2 4.8 5.4 2.1 ▲ 1.4 0.5 0.6 0.7 1.2 ▲ 4.0 ▲ 4.1 -
極東連邦管区 ▲ 1.1 ▲ 1.2 10.8 6.2 8.8 ▲ 12.6 ▲ 5.7 ▲ 2.6 0.6 ▲ 9.9 ▲ 8.6 ▲ 6.5 -

ブリヤート共和国 ▲ 9.7 ▲ 15.2 21.0 6.8 43.5 ▲ 3.6 4.5 49.4 21.0 6.3 ▲ 1.5 15.5 -
ザバイカル地方 3.5 6.5 5.9 ▲ 11.4 ▲ 1.2 20.5 ▲ 14.6 ▲ 9.1 ▲ 12.9 31.5 52.9 35.1 -
サハ共和国 ▲ 0.6 29.0 36.0 1.9 0.2 ▲ 49.1 ▲ 11.1 ▲ 20.2 ▲ 10.4 ▲ 43.4 ▲ 39.2 ▲ 33.8 -
カムチャツカ地方 ▲ 19.5 48.5 3.0 ▲ 5.4 9.7 21.2 ▲ 6.9 6.0 0.5 1.1 28.5 49.4 -
沿海地方 ▲ 5.6 ▲ 12.6 ▲ 1.4 3.6 17.2 ▲ 9.5 5.1 ▲ 1.9 ▲ 6.7 21.4 6.6 5.2 -
ハバロフスク地方 ▲ 21.7 ▲ 2.1 ▲ 1.5 13.5 15.2 24.7 ▲ 1.8 0.9 3.8 22.8 19.4 24.0 -
アムール州 28.9 15.5 40.9 15.4 26.5 ▲ 6.1 23.9 20.2 24.7 ▲ 10.8 ▲ 1.0 ▲ 5.7 -
マガダン州 33.1 ▲ 34.3 4.0 27.9 ▲ 33.1 ▲ 0.4 ▲ 52.1 ▲ 52.1 ▲ 51.4 ▲ 16.1 ▲ 10.5 3.0 -
サハリン州 ▲ 4.4 ▲ 21.4 ▲ 17.1 4.8 1.0 ▲ 15.2 ▲ 15.1 16.6 14.4 9.4 ▲ 18.7 ▲ 18.6 -
ユダヤ自治州 12.9 1.3 ▲ 21.6 43.7 ▲ 13.1 ▲ 6.7 1.5倍 41.1 0.0 ▲ 48.3 ▲ 36.1 ▲ 30.2 -
チュコト自治管区 56.2 ▲ 17.2 ▲ 0.1 35.7 49.1 9.1 ▲ 2.7 60.7 38.7 68.0 23.7 29.8 -

（出所）ロシア連邦国家統計庁ウェブサイト最新値（2021年3月9日）；省庁間統一情報統計システム（UISISデータベース、2020年11月26日）；『ロシアの社会経済情勢（2017年
4月、7月、10月；2018年4月、7月、10月；2019年4月、7月、10月；2020年4月、7月、10月）』。
（注）2018年の数値は、ブリヤート共和国および在バイカル地方を含む11連邦構成主体の集計値。

固定資本投資増減率（前年同期比％）

2015 2016 2017 2018 2019 2020 19・1-3月 19・1-6月 19・1-9月 20・1-3月 20・1-6月 20・1-9月 21・1-3月
ロシア連邦 ▲ 10.0 ▲ 4.8 1.3 2.8 1.9 ▲ 3.2 1.8 1.7 1.4 4.3 ▲ 6.4 ▲ 4.8 ▲ 1.6
極東連邦管区 ▲ 1.5 ▲ 2.3 2.0 3.3 3.3 ▲ 2.5 2.1 2.2 2.5 2.1 ▲ 6.0 ▲ 5.0 0.2

ブリヤート共和国 1.7 ▲ 3.0 ▲ 1.0 0.2 1.0 ▲ 0.7 0.1 0.1 ▲ 0.6 0.0 ▲ 2.7 ▲ 1.1 ▲ 4.3
ザバイカル地方 ▲ 9.1 ▲ 2.6 ▲ 0.3 1.2 0.7 ▲ 3.9 2.0 1.7 1.3 1.3 ▲ 6.2 ▲ 4.8 ▲ 1.0
サハ共和国 2.1 ▲ 0.6 0.1 5.2 4.6 ▲ 3.8 3.3 3.2 3.8 2.2 ▲ 15.8 ▲ 8.3 ▲ 0.8
カムチャツカ地方 ▲ 4.7 ▲ 4.3 0.5 3.2 3.4 ▲ 1.2 1.7 2.4 2.4 0.2 ▲ 3.1 ▲ 2.2 5.0
沿海地方 2.5 ▲ 3.3 3.2 5.9 6.3 ▲ 5.7 2.0 2.5 3.9 0.2 ▲ 9.6 ▲ 10.6 2.6
ハバロフスク地方 ▲ 4.7 ▲ 0.3 2.7 2.3 2.3 0.1 2.2 2.0 2.0 2.7 ▲ 4.0 ▲ 3.9 1.4
アムール州 ▲ 5.0 ▲ 3.3 2.2 2.8 1.5 ▲ 0.7 2.6 2.7 2.5 1.8 ▲ 2.4 ▲ 1.9 ▲ 0.6
マガダン州 ▲ 7.8 0.0 0.4 1.5 0.1 ▲ 2.7 3.0 2.3 0.3 0.3 ▲ 5.8 ▲ 6.5 2.2
サハリン州 ▲ 3.9 ▲ 4.2 1.0 2.9 3.8 ▲ 1.5 2.5 3.1 3.9 8.8 0.4 1.1 ▲ 2.1
ユダヤ自治州 ▲ 3.2 ▲ 8.4 ▲ 1.7 4.0 3.8 ▲ 5.0 3.0 2.7 2.4 1.0 ▲ 10.4 ▲ 7.6 ▲ 1.5
チュコト自治管区 5.0 5.1 6.9 1.5 3.0 1.2 ▲ 0.1 0.1 0.7 1.1 0.8 1.4 0.4

（出所）ロシア連邦国家統計庁ウェブサイト最新値（2021年4月19日）；『ロシアの社会経済情勢（2017年3月、6月、9月；2018年3月、6月、9月；2019年3月、6月、9月；11
月；2020年3月、6月、9月、11月；2021年3月）』（ロシア連邦国家統計庁）。
（注）2018年および2019年1－6月の数値は、ブリヤート共和国および在バイカル地方を含む11連邦構成主体の集計値。

小売販売額増減率（前年同期比％）
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2015 2016 2017 2018 2019 2020 19・1-3月 19・1-6月 19・1-9月 20・1-3月 20・1-6月 20・1-9月 21・1-3月
ロシア連邦 12.9 5.4 2.5 4.3 3.0 4.9 1.8 2.5 2.3 1.3 2.6 2.9 2.1
極東連邦管区 12.0 5.4 2.1 3.8 3.9 5.0 1.7 2.5 3.1 1.1 2.4 3.1 1.5

ブリヤート共和国 10.7 4.2 2.1 5.0 4.1 6.0 2.2 3.2 3.2 1.7 3.4 4.2 1.7
ザバイカル地方 14.3 5.0 2.5 4.0 3.8 5.3 1.7 2.8 3.0 1.8 3.3 3.6 2.4
サハ共和国 10.5 6.0 4.4 2.7 4.2 4.0 1.6 2.7 3.6 0.4 1.6 2.5 1.2
カムチャツカ地方 12.6 5.7 2.1 3.4 2.5 3.3 1.6 2.0 2.0 0.7 1.7 2.3 1.9
沿海地方 11.9 4.8 1.8 4.2 3.2 5.0 1.4 1.9 2.4 1.0 2.3 3.0 1.6
ハバロフスク地方 13.1 6.1 2.6 4.0 4.2 4.9 2.2 2.8 3.5 1.1 2.4 3.0 1.3
アムール州 12.8 5.0 1.7 4.6 4.8 7.2 1.8 2.7 3.6 1.6 3.2 4.4 0.8
マガダン州 13.1 3.7 3.1 4.7 2.6 5.0 1.1 1.7 1.8 0.9 2.1 3.0 1.6
サハリン州 10.6 4.8 2.2 2.8 3.5 5.0 1.2 1.8 2.2 1.2 2.1 2.8 0.8
ユダヤ自治州 11.1 6.7 2.5 4.6 4.7 6.1 1.7 3.0 4.0 1.6 3.6 4.1 1.6
チュコト自治管区 11.1 5.9 2.8 4.9 3.8 1.9 4.2 3.2 3.3 1.3 1.7 1.5 1.3

（出所）省庁間統一情報統計システム（UISISデータベース、2021年5月18日）に基づき作成。
（注）2019年以降の極東連邦管区の数値は、ブリヤート共和国および在バイカル地方を含む11連邦構成主体の集計値である。

消費者物価上昇率（前年12月比％）

2015 2016 2017 2018 2019 2020 19・1-3月 19・1-6月 19・1-9月 20・1-3月 20・1-6月 20・1-9月 21・1-3月
ロシア連邦 ▲ 3.6 ▲ 4.5 ▲ 0.2 1.4 1.7 ▲ 2.6 ▲ 2.0 ▲ 0.4 0.9 0.9 ▲ 3.1 ▲ 3.6 -
極東連邦管区 ▲ 2.0 ▲ 4.8 ▲ 0.3 0.1 1.9 ▲ 2.3 ▲ 0.6 1.6 1.0 0.4 ▲ 2.0 ▲ 2.4 -

ブリヤート共和国 1.1 ▲ 6.0 ▲ 2.1 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 2.4 ▲ 9.7 ▲ 4.5 ▲ 3.0 0.3 ▲ 1.5 ▲ 2.3 -
ザバイカル地方 ▲ 4.8 ▲ 6.7 ▲ 1.1 2.9 1.9 ▲ 1.6 ▲ 2.2 1.9 3.3 0.6 ▲ 1.2 ▲ 0.8 -
サハ共和国 0.4 ▲ 2.3 ▲ 0.5 3.3 2.2 ▲ 2.2 5.1 3.2 1.7 0.4 ▲ 3.5 ▲ 3.2 -
カムチャツカ地方 ▲ 2.8 ▲ 5.4 ▲ 0.4 5.1 3.9 0.0 0.8 2.6 3.0 1.5 1.4 1.0 -
沿海地方 ▲ 2.3 ▲ 5.7 ▲ 0.2 3.8 1.9 ▲ 3.0 0.9 4.1 3.1 0.7 ▲ 3.0 ▲ 4.0 -
ハバロフスク地方 ▲ 2.6 ▲ 4.5 ▲ 2.2 1.5 0.7 ▲ 3.8 ▲ 0.7 ▲ 1.6 ▲ 2.4 ▲ 1.0 ▲ 3.4 ▲ 4.5 -
アムール州 ▲ 3.9 ▲ 7.9 1.1 2.4 1.7 ▲ 1.0 ▲ 1.7 0.8 0.6 1.8 ▲ 0.9 ▲ 1.5 -
マガダン州 ▲ 2.7 ▲ 6.1 2.3 4.4 3.1 0.5 ▲ 1.9 4.2 0.0 3.7 0.2 1.2 -
サハリン州 1.6 ▲ 2.5 ▲ 1.0 4.7 5.6 ▲ 2.5 3.3 6.4 3.8 0.0 0.4 0.4 -
ユダヤ自治州 ▲ 6.4 ▲ 10.8 ▲ 2.8 ▲ 0.4 1.2 ▲ 1.1 ▲ 3.7 0.9 0.2 ▲ 1.1 ▲ 2.3 ▲ 1.7 -
チュコト自治管区 ▲ 2.8 ▲ 2.6 3.6 4.3 1.5 5.1 ▲ 2.1 0.0 0.2 3.3 4.4 5.5 -

（出所）省庁間統一情報統計システム（UISISデータベース、2021年4月30日）。月次データは『ロシアの社会経済情勢（2017年4月、7月、10月；2018年4月、7月、10月；2019
年4月、7月、10月；2020年4月、7月、10月）』。

実質貨幣所得増減率（前年同期比％）

2015 2016 2017 2018 2019 2020 19・1-3月 19・1-6月 19・1-9月 20・1-3月 20・1-6月 20・1-9月 21・1-3月
ロシア連邦 34,030 36,709 39,167 43,724 47,867 51352.0 43,944 46,210 46,057 48,377 49,600 49,426 51,984
極東連邦管区 43,164 45,786 48,952 51,667 56,437 60358.0 51,357 54,274 54,181 56,250 58,335 57,896 59,767

ブリヤート共和国 28,386 29,969 32,237 36,047 39,115 41800.0 35,585 37,918 37,495 39,300 41,153 40,176 41,725
ザバイカル地方 30,931 32,654 34,848 40,740 43,896 47172.0 39,679 41,869 41,682 42,787 45,102 44,935 45,674
サハ共和国 54,631 59,000 62,206 68,871 73,402 77178.0 66,053 71,182 69,722 71,574 74,841 73,133 75,524
カムチャツカ地方 57,404 61,159 65,807 73,896 80,448 85623.0 69,156 75,876 77,176 75,195 81,237 81,438 80,232
沿海地方 33,807 35,677 38,045 42,199 46,867 50105.0 42,703 44,749 44,759 47,688 48,475 48,389 49,736
ハバロフスク地方 38,041 40,109 42,465 47,153 50,213 53113.0 46,695 48,638 49,054 50,374 51,808 51,038 54,005
アムール州 32,902 33,837 37,368 42,315 47,234 52430.0 43,367 45,414 45,489 48,511 49,995 50,390 53,817
マガダン州 65,996 69,769 75,710 85,631 94,856 102843.0 81,250 89,470 88,442 89,315 96,568 96,163 99,010
サハリン州 61,311 64,959 68,496 77,499 87,418 92518.0 82,434 84,166 84,227 89,496 90,907 90,248 92,067
ユダヤ自治州 30,896 32,165 34,409 39,242 42,400 46237.0 39,193 41,049 41,132 43,411 45,353 45,529 45,034
チュコト自治管区 79,531 86,647 91,995 98,864 107,107 120641.0 100,172 104,954 103,998 109,305 116,485 116,411 122,877

（出所）ロシア連邦国家統計庁ウェブサイト最新値（2021年5月21日）。

平均月額名目賃金（ルーブル）
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●モンゴル　　　　　　　　　

モンゴルの経済は COVID-19の世界
的大流行の影響によって、引き続き大きな
打撃を受けている。2020年11月に初め
て報告された COVID-19の市中感染によ
り、その後、2021年5月8日までに、数次
の国全体および地域の封鎖が行われた。
5月10日の時点で、モンゴルは国内で4万
5459人の COVID-19の感染者を記録し
ているが、このうち507人は海外からの入
国者である。 また死者は170人となってい
る。ウランバートルは全感染者の88％を占
めている。COVID-19のワクチン接種は2
月に開始された。5月8日現在で、215万
件の接種が行われ、人口の19.2％に当た
る61万8千人が完全に接種を終え、人口
の47.6％にあたる153万6千人が1回目の
接種を終えている。

2021年第1四半期には経済回復のペー
スは加速したが、継続するCOVID-19の
市中感染の拡大は今後の回復を遅らせる
可能性がある。

マクロ経済
2021年第1四半期に実質鉱工業生産

（GIO）は、鉱業部門の生産量の増加に
より大きく上昇した。2021年2月と3月に、
それぞれ前年同月比62.9％と99.6％の大
幅な増加となった。 鉱業と採石業の生産
高は2月と3月に、それぞれ前年同月比2.1
倍と2.6倍に増加した。 第1四半期の製
造業と公益事業の生産高は、それぞれ前
年同期比31.5％と8.4％増加した。 このセ
クターは検疫で課された COVID-19予防
のための制限を免除されていたためであ
る。製造業の以前より高い生産高は、食
品産業の生産の増加に関連していた。 
ただし、一部の金属および化学産業を除
くほとんどの製造業の生産高は1年前より
も低かった。

2021年第1四半期において、モンゴル
の主要な輸出商品の1つである石炭の生
産量は前年同期比52.8％増加し1240万ト
ンとなった。 銅精鉱の生産量は前年同
期比11.3％増加し34万2800トンであった。
同時期にモリブデン、蛍石精鉱、鉄鉱石、
鉄精鉱などの他の主要輸出商品の生産
量は前年同期より高かった。 

2021年第1四半期の消費者物価指数
（CPI）の上昇は対前年同期比2.5％で
あった。2021年3月の食料及び非アルコー
ル飲料の CPI の上昇は前年同期比8.1％
となった。一方、住宅、電力、燃料、運
輸はそれぞれ5％以上低下した。

通貨トゥグルグの対米ドル平均為替レー
トは、輸出の伸び悩みと輸入の停滞によっ
て相対的に安定しており、2021年第1四
半期は1ドル＝2850トゥグルグとなった。

貨 幣 供 給 量（M2）は増 加を続け、
2021年3月末 時 点 で25.1兆トゥグルグ

（88.2億米ドル）となり、トゥグルグベース
で前年同期比22.9％、米ドルベースで前
年同期比3.3％増加した。 企業と雇用を
支援するための政府の2兆トゥグルグ貸出
プログラムなどの効果により、2021年3月
末の貸付残高は17.6兆トゥグルグとなり、
前年同期比2.9％増加を記録し、年初来
初めての増加となった。3月末の不良債権
の割合は11.5％で、前月末の11.8％から
若干低下した。

国家財政は2021年2月と3月においてわ
ずかな黒字を記録したが、2021年第1四
半期の累積では960億トゥグルグの赤字と
なった。総平衡収入と海外援助の合計
は、前年同期比26.7％増加し、2.63兆トゥ
グルグとなった。総支出と純貸付は前年
同期比15.9％増加し、2.72兆トゥグルグと
なった。税収は前年同期比25.6％増、非
税収入は同40.3％増であった。同時に、
海外からの援助は4倍に増加し、168億トゥ
グルグまたは600万ドルとなった。社会保
障負担金と燃料税などの特別目的の税収
を除いて、すべてのカテゴリーで税収が
増加しました。同時に、1109億トゥグルグ
と1373億トゥグルグがそれぞれ未来遺産
基金と安定化基金に割り当てられた。財
政支出の増加は主に、前年同期比12.6％
増加した経常支出、前年同期比25.5％増
加した設備投資によるものである。外国融
資を財源とする純貸付は前年同期比2.2
倍に増加した。

外国貿易
2021年第1四半期においてモンゴル

は121カ国と貿易を行い、対外貿易の総
額は35億ドル、輸出入はそれぞれ20億ド
ル、15億ドル、貿易黒字は4億7670万ド

ルであった。輸出は前年同期比93.1％増
加し、輸入は同32.2％増加した。総輸出
の88.8％を占める鉱業製品は、前年同期
の2倍となった。しかし、非貨幣用金の輸
出は前年同期比68.1％減少し、2570万ド
ルとなった。石炭と銅精鉱の輸出は以前よ
りも増加し、期間中、それぞれ6億9230万
ドルと6億2,110万ドルとなった。国際市場
での需要の復活によりモンゴルの石炭およ
び銅精鉱の輸出価格は以前よりも上昇し
た。

2021年第1四半期の中国への輸出は
全体の92.5％を占め、中国からの輸入は
全体の39.1％であった。2番目の輸出先
はスイスで全体の2.5％であった。スイスへ
の輸出は事実上すべてが非貨幣用金で
あった。

同時に、2021年第1四半期のロシアか
らの輸入は4億690万ドルで全体の26.9％
を占めた。モンゴルの唯一の EPA パート
ナーである日本からのモンゴルの輸入は1
億1700万ドルで総輸入の7.7％に相当し、
3番目に大きな輸入元となっている 。同時
に、韓国からの輸入は5960万ドルで総輸
入量の3.9％に相当し、4番目に大きな輸
入元となっている。

輸送
2021年第1四半期の総貨物輸送量

は、鉄道と道路の輸送量の増加により、
前年同期比15.7％増加した。 第1四半
期の鉄道貨物の売上高は前年同期比
4.7％増加した。鉱業製品の輸出に関す
るモンゴルと中国の国境の通過制限が緩
和されたため、道路貨物の売上高は前年
同期比91.7％増加した。 2021年第1四
半期の道路輸送による輸送貨物は930万
トンで、前年同期の3倍であった。 2021
年2月と3月の鉄道貨物の売上高は、そ
れぞれ前年同期比5.5％、前年同期比
11.1％増加しました。

しかし、COVID-19パンデミックに関連
する制限により、航空輸送は引き続き大き
な打撃を受け、2021年第1四半期の航空
貨物の売上高は前年同期比48.7％減少
した。

ERINA 調査研究部主任研究員
エンクバヤル・シャクダル
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●韓　国　　　　　　　　　　

マクロ経済動向
韓国銀行（中央銀行）が4月27日に公

表した2021年第1四半期の成長率（速
報値）は、季節調整値で前期比1.6％とな
り、前期の同1.4％を上回った。需要項目
別に見ると内需では、最終消費支出は同
1.3％で前期の同▲1.2％からプラスに転じ
た。固定資本形成は同2.3％で前期の同
2.6％から低下した。その内訳では、建設
投資はビル建設の伸びにより同0.4％となっ
た。前期の同6.5％からは低下した。設備
投資は一般機械及び輸送機械部門の伸
びにより同6.6％となり、前期の同▲2.0％か
らプラスに転じた。外需である財・サービ
スの輸出は自動車、携帯電話の輸出の
伸びにより同1.9％となった。前期の同5.4％
からは低下した。一方で財・サービスの輸
入も機械・設備、金属製品の輸入の伸び
で同2.4％となった。

2021年第1四半期の鉱工業生産指数
伸び率は季節調整値で前期比3.5%とな
り、前期の同2.9％から上昇した。月次で
は季節調整値で、2021年2月に前月比
4.4％、3月に同▲0.8％となっている。

2021年第1四半期の失業率は季節調
整値で4.4％であった。月次では2021年2
月に4.0％、3月は3.9％となっている。

2021年2月の貿易収支（IMF 方式）は
60億ドルの黒字であった。

2021年第1四半期の対ドル為替レート
は1ドル＝1115ウォン、月次では2021年2月
に同1112ウォン、3月に同1131ウォン、4月
に同1118ウォンと推移している。

2021年第1四半期の消費者物価上昇
率は前年同期比1.1％であった。月次では
2021年2月に前年同月比1.1％、3月に同
1.5％、4月に同2.3％と推移している。2021
年第1四半期の生産者物価上昇率は前
年同期比2.3％であった。月次では2021
年2月に前年同月比2.1％、3月に同3.9％で
あった。

ソウル、釜山の市長選挙と首相交代
文在寅政権の任期が残り一年となる

中、4月7日に大統領選の行方を占う韓国
の二大都市、ソウル、釜山の市長選挙が
行われた。この選挙はいずれも、革新系
与党「共に民主党」の現職が、セクハラ
の発覚によって自殺、辞職したため実施さ
れたものである。結果は両市とも保守系

野党「国民の力」の候補者の圧勝となっ
た。ソウルでは「国民の力」の呉世勲氏
が57.5％の得票率を記録し、また市内の
25区の全てにおいて勝利した。また釜山
でも「国民の力」の朴享ジュン氏が62.7％
の得票率で圧勝した。この選挙の結果
は、来年の大統領選挙における与党の
勝利に暗雲を投げかけるものとなった。

選挙後の4月16日、文在寅大統領は丁
世均首相に代わり元行政安全部長官の
金富謙氏を文政権の3人目の首相に指名
した。同時に5名の閣僚を交代させた。

４月29日に世論調査会社4社が合同で
行った世論調査結果によれば、大統領候
補者としては、与党所属の京畿道知事の
李在明氏が24％、保守系野党からの立
候補が取りざたされている前検事総長の
尹錫悦氏が23％の支持を集めている。ま
た文在寅大統領の支持率は38％、不支
持率は56％という結果であった。来年の
大統領選に向けて流動的な政治状況を
示している。

 ERINA 調査研究部主任研究員
 中島朋義

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2020年1Q 2020年2Q 2020年3Q 2020年4Q 2021年1Q 2020年2月 2021年3月
実質 GDP 成長率（対前年同期比：%) 1.2 5.3 7.2 5.2 ▲ 5.3 ▲ 10.7 ▲ 9.1 ▲ 3.1 ▲ 0.3 - - -
鉱工業生産額（対前年同期比：%） 12.3 13.0 4.8 2.4 ▲ 5.2 ▲ 17.1 ▲ 14.7 0.2 10.9 66.9 62.9 99.6
消費者物価上昇率 ( 対前年同期比：%） 1.1 4.3 6.8 7.3 3.7 6.1 3.6 2.4 2.7 2.5 2.6 2.5
登録失業者 ( 千人 ) 34.4 25.5 25.0 20.8 18.1 19.4 19.6 17.8 18.1 - 15.5 -
対ドル為替レート（トゥグルグ） 2,148 2,441 2,473 2,664 2,813 2,757  2,799  2,847  2,851  2,850  2,850  2,850 
貨幣供給量（M2）の変化（対前年同期比：%) 21.0 30.5 22.8 7.0 16.3 3.8 5.5 9.8 16.3 22.9 19.6 22.9
融資残高の変化（対前年同期比：%) 6.1 9.6 26.5 5.1 ▲ 4.9 ▲ 1.8 ▲ 4.6 ▲ 4.4 ▲ 4.9 2.9 ▲ 1.2 2.9
不良債権比率（%） 8.5 8.5 10.4 10.1 11.7 10.7 11.0 11.4 11.7 11.5 11.8 11.5
貿易収支（百万 USドル） 1,558 1,863 1,137 1,492 2,282 ▲ 126 494 851  1,064  477 231.2 64.4
　輸出 ( 百万 USドル ) 4,916 6,201 7,012 7,620 7,576 1,036  1,792  2,319  2,429  2,000 695 666
　輸入 ( 百万 USドル） 3,358 4,337 5,875 6,128 5,294 1,162  1,299  1,468  1,366  1,524 463 601
国家財政収支 ( 十億トゥグルグ） ▲ 3,660 ▲ 1,742 3 ▲ 628 ▲ 4,539 ▲ 276 ▲ 1,922 ▲ 541 ▲ 1,800 ▲ 96 6 17
国内貨物輸送（対前年同期比：%） 20.0 15.3 14.6 7.4 1.1 ▲ 6.3 ▲ 8.5 1.9 17.0 15.7 - -
国内鉄道貨物輸送（対前年同期比：%） 7.9 9.1 13.5 13.5 10.3 10.8 12.6 13.0 5.0 4.7 5.5 11.1
国内道路貨物輸送（対前年同期比：%） 78.4 33.6 17.3 ▲ 6.6 ▲ 24.5 ▲ 54.5 ▲ 68.8 ▲ 19.9 73.1 91.7 - -
成畜死亡数（（対前年同期比：%) 2.3 ▲ 38.8 3.0 ▲ 58.0 85.0 89.2 78.0 78.4 98.0 1.9 1.9 1.3

（注）消費者物価上昇率、登録失業者数、貨幣供給量、融資残高、不良債権比率は期末値、為替レートは期中平均値。
（出所）モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』、『モンゴル統計月報』各号�ほか
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●朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

習近平総書記が金正恩総書記に祝電
2021年1月11日発『新華社』、同月12日

付『労働新聞』によれば、習近平中国共
産党中央委員会総書記が金正恩朝鮮労
働党総書記に祝電を寄せた。祝電の内容
は次の通り。

平壌

朝鮮労働党総書記
金正恩総書記

私は金正恩総書記が朝鮮労働党第8
回大会で朝鮮労働党総書記に推戴され
たといううれしい報に接し、中国共産党中
央委員会を代表して、そして私自身の名で
金正恩総書記と朝鮮労働党中央委員会
に熱烈な祝賀を送ります。

朝鮮の社会主義の偉業を発展させてい
くための一連の活動を策定し、手配した
朝鮮労働党第8回大会は重大な意義を持
ちます。金正恩総書記が朝鮮労働党の最
高指導者として再び推戴されたことは、金
正恩総書記への全ての朝鮮労働党員と
朝鮮人民の信頼と支持、期待を十分に示
しています。

金正恩総書記を首班とする朝鮮労働

党中央委員会のしっかりした指導の下、朝
鮮労働党と朝鮮人民が今大会を契機に
社会経済発展目標の実現するために奮闘
し、朝鮮式社会主義の偉業を促すうえで
新しくてさらなる成果をおさめることを確信
します。

中朝両国は、山と川がつながっている
友好的な社会主義の隣邦です。中朝関
係を立派に守り、立派に強固にし、立派に
発展させていくのは、中国の党と政府の確
固不動の方針です。世界が混乱と変革の
時期に入った情勢のもとで私は、金正恩
総書記と共に中朝両党、両国関係に対す
る戦略的引導を強化し、双方が遂げた一
連の重要な共同認識に従って中朝親善・
協力の新しいページを絶えず刻み込み、
両国の社会主義偉業の発展を促し、半島
問題の政治的解決方向を堅持することに
よって、地域の平和と安定、発展と繁栄を
守り、両国と両国人民にさらなる大きな幸
福をもたらす用意があります。

金正恩総書記が朝鮮の党と人民を導
いて新しくてさらなる成果をおさめるととも
に、活動が順調であることを願います。

中国共産党中央委員会総書記
習近平
2021年1月11日北京

金正恩朝鮮労働党金正恩総書記が
習近平中国共産党中央委員会総書記
に答電

2021年1月13日付『労働新聞』によれ
ば、金正恩朝鮮労働党金正恩総書記が
習近平中国共産党中央委員会総書記に
答電を送った。答電の内容は次の通り。

北京
中国共産党中央委員会総書記習近平同
志

私は朝鮮労働党第8回大会で自身が
朝鮮労働党総書記の職務を受け持つよう
になったことに関連して金正恩総書記が
温かくて熱烈な祝賀を送ってくれたことに
深い謝意を表します。

中国共産党中央委員会が朝鮮労働党
第8回大会に真っ先に祝電を送ってきたこ
とに続いて、金正恩総書記がまたもや一
番先に祝賀を送ってきたのは自分自身と朝
鮮労働党の全ての党員を深く感動させま
した。

金正恩総書記と貴党中央委員会の心
からの祈りはわれわれに大きな力、鼓舞と
なり、全ての党員と人民の信頼と期待に報
いようとする自身の決心と意志をさらに固め
させています。

私は金正恩総書記と結んだ同志的友
情をこの上なく貴重にするであろうし、両
党、両国人民の利益に直結している朝中

（注）国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数は前期比伸び率、生産者物価、消費者物価は前年同期比伸び率、株価指数は期末値
　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数、失業率は季節調整値
　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、生産者物価、消費者物価は2015年基準
　　貿易収支、輸出入はIMF方式、輸出入はｆｏｂ価格
（出所）韓国銀行、統計庁他

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 20年
4-6月 7-9月 10-12月 21年

1-3月 21年1月 2月 3月

実質国内総生産（％） 2.9 3.2 2.9 2.0 ▲ 1.0 ▲ 3.2 2.1 1.2 1.6 - - -
最終消費支出（％） 3.0 3.1 3.7 2.9 ▲ 2.4 1.4 0.1 ▲ 1.2 1.3 - - -
固定資本形成（％） 6.6 9.8 ▲ 2.2 ▲ 2.8 2.6 ▲ 0.4 ▲ 1.4 2.6 2.3 - - -
鉱工業生産指数（％） 2.2 2.5 1.5 ▲ 0.1 0.4 ▲ 7.1 6.0 2.9 3.5 ▲ 1.2 4.4 ▲ 0.8
失業率（％） 3.7 3.7 3.8 3.8 4.0 4.2 3.8 4.1 4.4 5.4 4.0 3.9
貿易収支（百万USドル） 116,462 113,593 110,087 79,812 81,945 9,501 26,202 30,614 - 5,734 6,047 -
輸出（百万USドル） 511,926 580,310 626,267 556,668 516,604 108,779 132,100 146,104 - 46,662 44,708 -
輸入（百万USドル） 395,464 466,717 516,180 476,856 434,659 99,278 105,898 115,490 - 40,928 38,661 -
為替レート(ウォン/USドル) 1,160 1,130 1,101 1,166 1,180 1,220 1,188 1,116 1,115 1,099 1,112 1,131
生産者物価（％） ▲ 1.8 3.5 1.9 0.0 ▲ 0.5 ▲ 1.5 ▲ 0.5 ▲ 0.2 2.3 0.9 2.1 3.9
消費者物価（％） 1.0 1.9 1.5 0.4 0.5 ▲ 0.1 0.6 0.4 1.1 0.6 1.1 1.5
株価指数（1980.1.4：100） 2,026 2,467 2,041 2,198 2,873 2,108 2,328 2,873 3,061 2,976 3,013 3,061
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親善を強固にして発展させ、共同の偉業
である社会主義の力強い前進のために努
力の限りを尽くすでしょう。

中国共産党創立100周年を迎える意義
深い今年に、党を強化し、社会主義現代
化の実現を促すための金正恩総書記の
責任ある活動でさらなる成果があることと、
金正恩総書記が健康であることを心から
願います。

朝鮮労働党総書記
金正恩
チュチェ110（2021）年1月12日 平壌

金日成・金正日主義青年同盟
中央委員会第9期第12回総会

2021年2月4日発『朝鮮中央通信』によ
れば、金日成・金正日主義青年同盟中央
委員会第9期第12回総会が同月3日平壌
で行われた。

青年同盟中央委員会委員たちと委員
候補が総会に参加した。

総会では朝鮮労働党第8回大会決定
を貫徹することについてと、金日成・金正日
主義青年同盟第10回大会を招集すること
に対する問題などが討議された。

第1の議案に対する決定書草案が本
会議に提起され、参加者たちは決定書草
案を真剣に研究した。討論では同盟活動
に内在している欠陥とその原因、教訓が
全面的に分析総括され、思想教育団体と
しての使命と青年組織の特性、発展する
時代の要求に即応するようにすべての活
動を斬新で、覇気あるように展開するため
の革新的な意見が提起された。第1の議
定に対する十分な研究と参加者の積極的
な討論に基づいてそれに関する決定書が
全員一致で採択された。

総会では第2の議定を討議し、金日成・
金正日主義青年同盟第10回大会をチュ
チェ110（2021）年4月初旬に招集すること
を決定した。

朝鮮社会主義女性同盟中央委員会
第6期第10回総会

2021年2月4日発『朝鮮中央通信』によ
れば、朝鮮社会主義女性同盟中央委員
会第6期第10回総会が同月3日平壌で行
われた。

朝鮮民主女性同盟中央委員会委員た
ちと委員候補がこれに参加した。

総会ではまず、朝鮮労働党第8回大会
決定を貫徹するための決定書草案を提起
し、深みのある研究と討論をおこなった。
討論を通じて参加者は同盟活動で現れて
いる欠陥を分析、総括したし、党大会が明
らかにした闘争綱領を指針にして女性同
盟を活力ある組織に強化、発展させるた
めの新しい革新案と建設的な意見を提起
した。

民主女性同盟組織の戦闘的機能と役
割を強め、経済建設と人民生活向上に寄
与するいろいろな大衆運動を活発に繰り
広げることについて彼女らは言及した。討
論では民主女性同盟組織が女性同盟員
と女性の中で帝国主義者の思想的・文化
的浸透策動を粉砕して非社会主義的現
象をなくすための闘争の度合いを強め、遵
法教育を斬新に、方法論あるように繰り広
げることに対する問題が強調された。

討論者はこれまで収められた成果と経
験、欠陥と教訓を前進と跳躍の足場にし
てすべての女性同盟組織と活動家、女
性同盟員が党第8回大会決定を貫徹する
ための活動に知恵と熱情を惜しみなく捧げ
ていくことについて述べた。真摯な研究討
論と活動で根本的な転換をもたらすため
の具体的で、正しい方法論を現実性ある
ものに立てたところに基づいて総会ではそ
れに関する決定書が採択された。

総会ではつぎに朝鮮社会主義女性同
盟第7回大会を招集することについて討議
し、決定した。

朝鮮職業総同盟中央委員会
第7期第10回総会

2021年2月5日発『朝鮮中央通信』によ
れば、朝鮮職業総同盟中央委員会第7期
第10回総会が同月4日、平壌で行われた。

同総会には、職業同盟中央委員会の
委員が参加した。

総会ではまず、党大会の決定貫徹のた
めの決定書の草案が配布され、真摯な研
究、討議に基づいて討論が行われた。討
論者は敬愛する金正恩総書記を党と革
命の陣頭に高くおしいただいて朝鮮式社
会主義建設の新たな勝利を獲得するため
の闘争に総決起したすべての職盟活動

家と職盟員の革命的熱意と戦闘的気象
が非常に高まっていることについて言及し
た。彼らは党第8回大会の基本思想、基
本精神に立脚してこれまで5年間職業同
盟活動で収められた成果と現れた欠陥と
教訓を全面的に深く分析総括した。

討論者は全同盟をわが党の革命思想
と一色化するための活動を強力に展開
し、新たな国家経済発展5カ年計画実行
で職盟の前に任された責任と本分を全う
する意志を披れきした。偉大性教育をはじ
めとする5大教育により大きな力を注ぐとと
もに多様な形式と方法で思想活動を強力
に展開して、職盟移動講師をはじめとする
初級宣伝活動家の政治・実務水準と役割
をもっと高めることに対する問題が重要に
強調された。

会議では、十分な研究と討論を経て、
朝鮮労働党第8回大会が示した綱領的
課題を貫徹することに関する決定書が全
員賛成で採択された。

総会では、朝鮮職業総同盟第8回大会
を招集することに関する問題を討議、決定
した。

総会では、議案の討議に先立って、朱
英吉氏を年齢上の関係で召還し、パク・イ
ンチョル氏を朝鮮職業総同盟中央委員会
の委員長に選挙した。

朝鮮農業勤労者同盟中央委員会
第8期第11回総会

2021年2月5日発『朝鮮中央通信』によ
れば、朝鮮農業勤労者同盟中央委員会
第8期第11回総会が同月4日、平壌で行
われた。

農業勤労者同盟中央委員会の委員
が、これに参加した。

総会では、第1の議案として朝鮮労働
党第8回大会の決定を貫徹する問題を討
議した。参加者は、第1の議案に対する決
定書の草案を真摯（しんし）に研究したこ
とに基づいて、農業勤労者同盟の活動に
根本的な転換をもたらすための実践の方
途について討論した。討論では、これまで
同盟の活動で現れた欠点と教訓、その原
因が分析され、時代と革命発展の要請に
即して同盟の活動を革新するための建設
的な意見が提起された。

各討論者は、同盟の全ての活動家と同
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盟員を第8回党大会の基本思想と基本精
神で武装させるための宣伝・鼓舞活動を
集中的に繰り広げて、全同盟が党大会の
決定貫徹で沸き返るようにする意志を披歴
した。農勤盟組織が党の唯一的指導体
系をより徹底的に確立するための活動を
生命線と捉えて、同盟内部活動に力を注
ぎ、農村中核陣地を強化するうえで思想
教育団体としての役割を一段と高めるで
あろうと彼らは述べた。

討論者は、新たな国家経済発展5カ年
計画の期間に同盟の各組織が種子革命
と科学農業、低収穫地での増産、新しい
土地開墾を中心課題に掲げて、農業勤労
者の革命的熱意を奮い立たせる大衆運
動を力強く企画し、展開することで農業生
産を促していくことについて強調した。

各級農勤盟組織が農業の持続的発
展のための物質的・技術的土台をうち固め

「新たな勝利に向けて！」というスローガン
のもとに農村特有の文化発展、朝鮮式の
新しい発展を成し遂げるために積極的に
奮い立つべきであろうと彼らは述べた。

彼らは農勤盟活動家が段取りをしっかり
して、率先垂範の模範で同盟員を党の農
業政策貫徹へ力強く奮い立たせる旗手に
なることについて言及した。

会議では、第1の議案に対する決定書
が全会一致で採択された。

総会では、第2の議案として朝鮮農業
勤労者同盟第9回大会を招集する問題を
討議、決定した。

総会では、議案の討議に先立って金昌
葉氏を年齢上の関係で召還し、ハン・ジョン
ヒョク氏を朝鮮農業勤労者同盟中央委員
会の委員長に選挙した。 

朝鮮労働党中央委員会第8期第2回
総会招集

2021年2月7日発『朝鮮中央通信』によ
れば、朝鮮労働党中央委員会第8期第2
回総会招集についての朝鮮労働党中央
委員会政治局常務委員会決定書が同月
2月6日付で出された。内容は次の通り。

朝鮮労働党中央委員会政治局常務委
員会は朝鮮労働党第8回大会が打ち出し
た戦略的課題を貫徹するための各部門
の2021年度活動計画を審議し、決定する

ために党中央委員会第8期第2回総会を2
月上旬期間内に招集することを決定する。

朝鮮労働党中央委員会第8期第2回
総会

2021年2月9日、10日、11日、12日付『労
働新聞』によれば、同月8日〜11日、朝鮮
労働党中央委員会第8期第2回総会が開
かれた。

第1日目の2月8日、金正恩朝鮮労働党
総書記が、総会を指導した。

総会には、朝鮮労働党中央委員会の
委員、委員候補が参加した。党中央委員
会の当該部署の副部長と委員会、省、中
央機関の党、行政責任活動家、道級指
導的機関の責任活動家、市・郡党責任書
記、重要工場、企業の党、行政責任活動
家が、オブザーバーとして参加した。

金正恩総書記は会議でまず、第8回党
大会を契機に活動家と党員、人民の覚悟
と闘争の勢いが非常に高まり、わが革命
が新たな発展段階へ確固と移行したと評
価し、党中央委員会の総会を招集すること
になった基本趣旨を説明した。

金正恩総書記は、今回、全党的に党大
会の文献を受け入れて集中的な学習を行
う過程に、党員の政治意識と考え方で肯
定的かつ明確な変化が起きていることに
ついて分析し、党中央委員会は高揚した
大衆の熱意を大事にし、いっそう高調させ
て党大会の決定貫徹へ力強く導かなけれ
ばならないと述べ、党組織と党員に5カ年
計画遂行の初年から実際の変化、実質的
な前進をもたらせる具体化された実践の
武器、革新の武器を与えるべきであると強
調した。

金正恩総書記は、党大会の決定は今
後5年間に各分野で遂行すべき中長期課
題であるため、今回の総会では今年の活
動計画を細部にわたって検討し、党中央
委員会の決定として固着させて示達する
ことが必要であると言及した。特に、非常
防疫状況が続く中でも、経済建設を活気
を帯びて行い、人民により安定して向上し
た生活条件を提供するための重要措置を
取ろうとする党中央の決心と意志を披歴し
た。これとともに、現在、社会主義建設を
阻害する否定的要素を徹底的に克服し、
党を組織的・思想的により強固にし、党組

織の戦闘的機能と役割を強める上で提起
される一連の問題も真摯に研究すべきで
あると述べ、総会で討議する議案を提起
した。

総会は、上程された議案を全会一致で
可決した。

金正恩総書記が、第8回党大会が打ち
出した5カ年計画の初年の課題を徹底的
に遂行することに関する綱領的な報告を
始めた。

報告では、各国家経済指導機関で今
年の闘争目標を立てる過程に発露した消
極的かつ保身主義的な傾向が辛らつに
指摘され、それを克服して経済組織活動
を革新的に、ち密にする上で提起される
原則的問題が強調された。報告は、人民
経済の部門別課題を提起し、金属工業と
化学工業をキーポイントに設定したことに
合わせて投資を集中して鉄鋼材と化学肥
料の生産を促し、生産能力を拡大する活
動を科学的保証を持って頑強に推し進め
ることについて具体的に言及した。これと
ともに、電力、石炭工業をはじめとする基
幹工業部門と鉄道運輸、建設建材、軽工
業、商業部門で今年に達成すべき重点目
標と実践的な方途を明示した。

金正恩総書記の報告を注意深く聴きな
がら、会議の参加者は新たな5カ年計画
遂行の初年の作戦から党大会の思想と
精神を正しく具現できず、党と人民の高い
期待に追いつけなかったことについて深
刻に自責した。全ての参加者は、新しい革
新、大胆な創造、絶え間ない前進を志向
するこんにちの重大な時期に、革命の指
揮メンバーとしての重い責務を全うするた
めにはいかに思考し、奮闘すべきかを痛感
しながら、金正恩総書記の報告を注意深
く聴取した。

第2日目の2月9日、金正恩総書記が、第
1の議案に対する報告を続けた。

報告では、経済と文化をはじめ、複数
の部門に提起される今年の課題が提示さ
れ、その遂行のために国家経済指導機関
の役割を強めることに関する問題が重要
に言及された。報告は、水産部門で漁労
活動と養魚、養殖を積極化することで、よ
り多くの水産物が人民に行き渡るようにす
ることに関する課題を提起した。報告は、
逓信、国土環境、都市経営部門で人民に
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便利で文化的な生活条件を提供するため
に今年実行すべき活動に触れ、対外経済
部門でも国家経済を保護し、自立性を強
化する見地から作成された革新的かつ合
理的な方案を実行することについて強調
した。

金正恩総書記は、農業をもり立てるの
は人民の食糧問題、食の問題を解決し、
社会主義建設を成功裏に推し進めるため
に、どんな代価を払ってでも必ず実を結ば
せるべき国家重大事であると述べ、最近
の数年間、農業部門で収められた成果と
経験を分析し、それを強固にして農業生産
を安定的に、持続的に発展させることに関
する課題を提起した。

差し当たり、今年の農業の成敗がか
かっている営農物資を保障するための国
家的対策を早急に立て、農業生産の物質
的・技術的土台を築く活動を計画的に推し
進め、農村の党活動において抜本的な改
善をもたらすことに関する問題が重要に強
調された。

科学技術の牽引機的役割を強めること
が持つ重要性を再確認しながら報告は、
現存の経済土台を強化し、人民の生活を
改善、向上させる上で緊迫に提起される
科学技術上の問題を優先的に解決し、中
核的で戦略的な先端技術を積極的に開
発し、科学研究陣、科学技術人材の集団
をしっかり組むことに特別な力を入れること
について詳細に言明した。

報告は、教育、保健医療、文学芸術、
出版報道、スポーツをはじめ文化建設分
野においてはっきりした改善と革新をもたら
して、朝鮮式社会主義の優越性をさらに
発揚させ、全社会に革命的かつ楽天的な
闘争気風が満ち溢れるようにすることにつ
いて具体的に明示した。

金正恩総書記は報告で、人民軍と軍
需工業部門が第8回党大会の決定貫徹
のために今年遂行すべき戦闘的課題と、
対南部門と対外活動部門の今後の活動
方向を明白に指摘し、それを寸分の狂いも
なく徹底的に実行していくことを強調した。

報告は、今年、経済活動の成果いかん
が国家経済指導機関の機能と役割に多
くかかっていると指摘し、内閣と国家経済
指導機関がその固有な経済組織者的機
能と統制機能を復元して、経済全般に対

する指導と管理を改善することに関する問
題、非常設経済発展委員会の役割を強
めることに関する問題をはじめ、内閣中心
制、内閣責任制を強化するための重要な
方途的問題を宣明した。

内閣と国家経済指導機関が計画の策
定段階からかみ合わせをよくするとともに、
経済部門間の有機的連係と協同を強化
することに注目を向け、計画の規律を徹
底的に立てて生産の総括を厳しくすること
についてと、経済作戦と指導で行き当たり
ばったり式の誤った活動態度を正すことに
ついて言明した。

これとともに、経済管理方法を研究し、
実践に具現するための活動をもう一歩深
化させて、本質的で要の実務的対策を講
じる方向へ志向させることに関する方向
を提起した。

金正恩総書記は、経済活動を大胆に、
革新的に展開するように党的に最後まで
後押ししてやると述べ、今年の経済活動を
作戦し、指揮する上で経済指導活動家の
責任感と役割を決定的に高めることにつ
いて再三強調した。

党大会の決定を貫徹するための各部
門の作戦の実態と態度が全面的に分析、
評価され、是正対策が明確に明らかにさ
れた金正恩総書記の報告は、今年に人
民が待って喜ぶ実際の結果を必ず成し遂
げようとする確固たる決心と大胆な実践的
措置が反映されたことで、総会の参加者
の大きな共感と熱烈な支持、賛同を受けた
とのことである。

第3日目の2月10日、金正恩朝鮮労働党
総書記が、第1の議案に対する報告を続
けた。

金正恩総書記は第3日目の会議の報告
で、人民経済計画の遂行を法的に確固と
保証し、全党的に党活動の火力を今年の
経済課題の遂行に集中することに関する
重要な課題を提起した。

報告は、党の指令であり、国家の法であ
る人民経済計画の樹立と執行の過程に
対する法的監視と統制を強化することが
持つ重要性を指摘し、法制部門で人民経
済計画遂行のネックとなる不合理な要素を
除去し、生産と建設の効率を高められるよ
うにする新しい部門法を制定、完備するこ
とについて言明した。そして、検察機関を

はじめ法律執行機関の役割を強めて、人
民経済計画を正しく示達して正確に遂行
するようにし、特に経済活動で現れるあら
ゆる違法行為との法的闘争を強力に展開
していくことと、全ての部門、全ての単位が
これに絶対的に服従することについて強
調した。

報告は、これまで経済活動で発露した
欠点は、各党組織が党政策貫徹の組織
者、旗手としての責任と役割を果たせな
かったところにも原因があると分析し、今
年の経済課題の遂行結果に対して全責
任を持つ立場で党的指導、政策的指導を
強化することに関する課題を提起した。

報告は、各級党組織が今年の戦闘目
標の遂行へ大衆を力強く呼び起こす組
織・政治活動を先行させるとともに、人民経
済計画の遂行に対する舵取りの役割をよく
する上で提起される方途的問題を指摘し
た。

これとともに、省、中央機関の党組織
が国家の全般活動で重要な部分を受け
持っている自分の単位の特性に即して党
活動の水準を高めて、党の経済政策の執
行を正しく掌握、指導し、政務員に対する
党生活指導を深めることに関する課題を
提起した。

金正恩総書記は、連続3日間にわたっ
て行った第1の議案に対する報告を締めく
くりながら、一年の活動を計画する段階か
ら誤った部分を正し、わが人民のための
ずいぶん大きな仕事を新しく確定したとい
う意味で、そして活動家の間に内在してい
た消極性と保身主義をはじめ思想的病根
を探して是正できるようになったという意味
で、今回の総会が非常に時期適切で必
要な時期に招集されたと言明した。

そして、今年の闘争計画を正確に確定
するための分科別協議会を開き、党中央
指導機関のメンバーと関係者が真摯な討
議を経て発展指向性と力動性、牽引性、
科学性が保障された革新的な目標を樹立
することで、本総会が党大会の決定貫徹
の進軍の歩幅を大きく踏み出し、全党員と
全人民に信念と勇気をもり立てる意義ある
契機になるようにしようと述べた。

総会では、第1の議案に対する討論が
おこなわれた。金徳訓内閣総理、マ・ジョン
ソン化学工業相、ウ・サンチョル中央検察
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所長、趙甬元党中央委員会書記が討論
した。

討論者は、金正恩総書記の綱領的な
報告を全的に支持、賛同し、党大会の決
定貫徹のための科学的な方途を正確に探
してとらえ、経済活動で実際の革新をもた
らそうとする内閣の責任のある決心を披歴
した。

金徳訓内閣総理は、内閣が今年の戦
闘目標を朝鮮労働党の意図に合わせて
設定できず、発展指向性と力動性、牽引
性、科学性に欠ける計画の数字を提出し
たことについて深刻に自己批判し、金正恩
総書記が重ねて強調した通りに重い仕事
を喜んで担い、人民の期待に報いるため
に奮闘すると討論した。討論者は、党が示
した整備、補強戦略と自力更生を経済活
動の主眼に確固ととらえて今年の経済活
動計画から革新的に立て、経済管理方法
を改善する上で提起される要を積極的か
つ大胆に解決していくと言明した。

経済活動システムと秩序を整理、整頓
し、経済活動に対する国家の統一的指
導と戦略的管理を実現しながら、社会主
義的企業責任管理制を正確に実施して
勤労者が経済管理の実際の主人になるよ
うにするための現実性ある方法論を完成
すると誓った。内閣は、第8回党大会が示
した国家的な自力更生、計画的な自力更
生、科学的な自力更生の要求に即して人
民経済の全ての部門、全ての単位で設
備、資材の国産化を積極的に推し進める
ようにし、金属、化学工業部門に力を集中
して鉄鋼材と化学製品を十分に生産、保
障できる土台を築き上げると言及した。今
年から、人民経済各部門の現存の生産
工程を整備、補強する活動を力強く推し進
め、ひとつの成果で十を得られる対象に力
を集中して、持続的な生産成長を成し遂
げられる元手を一つひとつもたらすと強調
した。

今年に高く立てた戦闘目標を遂行でき
る方途は、活動家の思想観点と活動態度
から抜本的な革新を起こすところにあると
述べ、内閣メンバーが並 な々らぬ覚悟と責
任感を持って経済活動を新しい革新、大
胆な創造、絶え間ない前進を志向して奨
励する方向へ確固と転換させると言及し
た。内閣の活動はすなわち党中央委員会

の活動であり、第8回党大会の決定の執
行は内閣の活動であると述べ、大胆に活
動を展開しろと述べた金正恩総書記の教
えを胸深く刻み付けて奮発し、また奮発し
て頑強な実践で今年の経済計画を必ず
遂行すると厳かに決意した。

マ・ジョンソン化学工業相は、金正恩総
書記が歴史的な第8回党大会の報告で
国の化学工業の構造を自己の技術陣とわ
れわれの原料に頼る主体的工業に変える
ことについて重要に強調したと述べ、今年
を自力更生の旗印を高く掲げて化学工業
の自立的土台を強固にする決定的な転換
の年に作ると言及した。また、党政策の運
命が活動家の肩の上にのしかかっている
ということを銘記し、今年の戦闘目標を遂
行するための作戦案を科学的な打算に基
づいて具体的に立て、活動家が課された
任務をまともに遂行しなくては持ちこたえら
れないようにし、不断に新しいものを学び、
大胆に創造していく実践家型の活動家、
野戦型の活動家になるようにすると討論し
た。

そして、先進科学技術と人材に頼らず
には今年の闘争課題の成果も、今後の展
望も期待できないということを銘記し、自己
の技術陣をしっかり組み、前途洋々たる人
材を育成することで、Ｃ1化学工業をはじめ
化学工業の全般を高い科学技術的土台
の上で持続的に発展させられる確固たる
保証をもたらすと強調した。さらに、化学工
業の部門構造を完備するための活動を先
を見通して行うことを重要な課題に掲げ、
化学工業部門の工場、企業の改修、近代
化方案を現実性あるものに立て、一つのも
のを建設しても人民が実際のおかげを被
るようにし、50年、100年を見通す原則に
立って化学工業の未来を切り開くという決
心を披歴した。

差し当たり、党中央委員会に決意した通
りに窒素肥料の生産能力拡張工事と炭
酸ソーダ生産工程の改造を力強く推し進
めて今年中に無条件に終えるとともに、人
民経済計画を遂行するための経済組織
活動を綿密に行って各肥料工場で営農
用窒素肥料の供給計画を期日内に遂行
し、重要化学製品を円滑に生産、保障す
ると言明した。討論者は、化学工業は経
済発展の要であり、人民生活向上の命脈

であると述べた金正恩総書記の懇切な教
えを心に深く刻み付けて、党と人民に対し
て担った重大な任務を責任をもって遂行
することで、わが人民が化学工業のおか
げを必ず被るようにするという固い決意を
固めた。

ウ・サンチョル中央検察所長は、金正恩
総書記が第8回党大会で打ち出した綱領
的課題を体して、新たな5カ年計画の遂行
を法的にしっかり保証することに総力を集
中する決意を披歴した。全ての部門、全て
の企業体が党の経済政策を徹底的に執
行するように法的対策を立てると述べ、内
閣の主導的役割にブレーキをかける一切
の行為を徹底的に制御、制圧し、金属、化
学、電力、石炭工業部門をはじめ重要工
業部門を整備、補強するのにネックとなるあ
らゆる要素を探して強く対策を立て、関連
単位が連帯生産品の生産、保障を責任
をもってしなくては持ちこたえられないように
法的統制を強化すると言明した。

特に、特殊の垣根を巡らして法の統制
外で社会主義的経済管理秩序に乱暴に
違反する単位に対する法的監視を攻撃
的かつ連続的に厳しく行うとともに、経済
部門の活動家が社会主義の原則を良心
的に守り、党の経済政策を心から支えてい
くように順法教育を強化して、国家経済管
理システムと秩序を侵害する違法要素を
未然に防止すると強調した。

彼は、法的統制を党的、階級的原則に
立って行えないなら、党の経済政策が徹
底的に執行されないし、あらゆる否定的傾
向が横行するようになり、党の経済政策執
行いかんは検察活動家がいかに法的統
制を行うかにもかかっているということを銘
記し、違法行為を黙認し、助長させる傾向
が現れないようにすると討論した。

法律執行の活動家が敗北主義に陥っ
て党の経済政策執行を怠る傾向に同調し
たり、妥協、譲歩したりする傾向を徹底的
に排撃し、党の経済政策の堅実な擁護
者、徹底的な守護者らしく闘争の度合いを
強めると言及した。討論者は、検察機関
内の全ての活動家が金正恩総書記が提
示した戦闘的課題を至上の命令と受け止
めて国家経済発展5カ年計画を成功裏に
遂行し、社会主義経済制度をしっかり守る
ための法的統制を力強く展開して党と革
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命、祖国と人民に対して担った聖なる使命
と任務を果たしていくことを固く誓った。

趙甬元党中央委員会書記は、まず、第8
回党大会の思想と精神に限りなく励まされ
た活動家と党員と勤労者を党大会の決定
貫徹へ奮い立たせるための各級党組織
の活動状況を概括し、その反面、一部の
活動家の間で現れている深刻な欠点につ
いて言明した。

代表的に、軽工業部門で条件のせいに
して一般消費財の生産計画を全般的に
低めた問題、建設部門で党中央が首都
市民と約束した今年の1万世帯の住宅建
設目標をあえて低めた問題、電力工業部
門で経済建設と人民生活の切実な要求
に顔を背けて電力生産計画を人為的に引
き下げた問題、水産部門で漁労活動を積
極化して人民に魚を供給する段取りもしな
い問題などに触れ、このように主要計画指
標を嘆かわしく設定したことに責任のある
党中央委員会と政府の活動家を辛辣に
批判した。

現れた欠点は、活動家が極度の消極性
と保身主義にとらわれて党大会の決定も、
人民に対してした誓約もためらわずに破っ
ていることを示しており、これは絶対に黙過
できない金正恩総書記の思想と意図に反
対し出た反党的、反人民的行為に見なす
べきだと強く追及した。各党組織は、金正
恩総書記の指導思想を正確に受け止め
ず、受け持った仕事に怠慢な活動家、地
位維持だけをしながら前進と革新に阻害
を及ぼす活動家を絶対に傍観視しないで
あろうし、問題を厳しく取り上げると言明し
た。

各党組織が革命に対する忠実性を基
本尺度にして全ての人々を正確に評価
し、幹部との活動、党員との活動、大衆と
の活動を画期的に改善し、特に党大会の
決定貫徹と今年の活動で重要な分を受
け持っている活動家が実績をあげるように
要求の度合いを強めると述べた。

そして、全ての党組織が党決定の貫
徹のための組織・政治活動を実質的に行
い、行政・経済部門の活動家の活動を積
極的に後押しして斬新な大衆工作方法で
大衆の勢いをいっそう高揚させると言及し
た。

討論者は、こんにちの激動的な時代に

合わせて全ての単位が革命的に活動し、
沸き返るように党の指導を不断に強め、金
正恩総書記が構想して意図する全ての
問題が最も正確かつ完璧に実行されるよ
うに総力をあげると総会で決意した。

総会は、各部門別に今年遂行すべき課
題を具体的に討議して、決定書の草案を
作成するための協議会に移った。党中央
指導機関のメンバーは、国家経済の土台
を打ち固め、われわれの革命を新しい跳
躍期へ移行させるための革新的な活動
計画を確定するために関係部門の活動家
と共に討議を深めた。

総会では、第1議案に対する決定書の
草案を作成するための分科別協議会が
あった。工業、農業、軽工業、建設分科
に分けられて行われた各協議会では、金
正恩総書記が行った報告の内容を深く研
究し、それに立脚して各部門の今年の活
動計画を立てるための討議を深めた。自ら
の部門の活動を革新するための真摯な思
索と努力によって、新しい予備と可能性が
積極的に探究され、創意的かつ建設的な
意見が提起されたことで、初期に提出され
た目標が全般的に更新された。

工業分科協議会は趙甬元党中央委員
会書記と金徳訓内閣総理が指導した。同
協議会では、総会で行った金正恩総書記
の綱領的な報告を深く研究、学習したこと
に基づいて、今年に各工業部門で達成
すべき戦闘目標が上程され、討議が深め
られた。金属工業部門で現行の鉄生産を
正常化しながら新しい生産能力を造成す
ることに力を集中し、化学工業の自立性と
技術力を高め、電力、石炭、機械、採取
工業をはじめとする基幹工業部門と鉄道
運輸部門で相互協同と有機的連係を強
化して、確固たる生産成長を成し遂げるた
めの建設的な意見が提起された。

農業分科協議会は、党中央委員会部
長の金才竜、李哲萬の両氏と、チュ・チョ
ルギュ内閣副総理兼農業相が指導した。
協議会で参加者は、穀物増産の安定的
で持続的な発展の基盤を打ち固めること
に関する金正恩総書記の思想と意図を深
く刻み付けて、農業の企画を先を見通し
て行って今年の穀物生産目標を無条件
達成するための具体的な問題を深く論議
した。いかなる災害性気候の中でも、農業

生産を安全に保障できる科学技術上の対
策を立て、穀物栽培面積を増やし、畜産と
野菜、果樹栽培、工芸部門にも力を入れ
て、人民の食生活を向上させることに関す
る方途的問題が重要に討議された。

軽工業分科協議会は、崔竜海最高人
民会議常任委員会委員長と朴泰成党中
央委員会書記、朴明順党中央委員会部
長、リ・ソンハク内閣副総理同志が指導し
た。

同協議会では、人民の食衣住問題を
解決する上で大きな分を占める軽工業部
門が大いに奮発して新しい出発をすること
に関する金正恩総書記の崇高な志を深く
刻み付けて、原料、資材の国産化比重
を画期的に高めるための対策的問題を真
摯に討議した。紡織、メリヤス、製靴工業
をはじめ軽工業部門で設備の元の性能を
回復して新しい生産能力を造成し、地方
産業をもり立てて人民の生活に切実に必
要な消費財を責任をもって生産、保障する
ための指標別計画と遂行方途が具体的
に協議された。

総会では、分科別協議会で決定書草
案の作成過程に提起された補充意見をま
とめた報告があった。分科別協議会を通
じて作成された決定書の草案は、党大会
が示した戦略的課題と方針が正確に具現
され、今年の各部門別活動方向と戦闘目
標の科学性と現実性、動員性が十分に反
映されたものに認められた。

総会は、第1の議案に対する決定書「第
8回党大会が示した5カ年計画の初年の
課題を貫徹することについて」を全会一致
で採択した。

総会は、第2の議案「全社会的に反社
会主義、非社会主義との闘いをより度合
い強く繰り広げることについて」を討議し
た。

金正恩総書記が、第2の議案に対する
報告を行った。

金正恩総書記は報告で、新しい発展
段階に入っているわれわれの革命は反社
会主義的・非社会主義的傾向との闘いを
いつにもまして強化していくことを求めてい
ると強調し、われわれの思想と制度を脅か
し、一心団結を阻害する悪性腫瘍を断固
と手術してしまう革命的意志と決心を宣明
した。
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報告では、党組織と勤労者団体組織、
政権機関と法律執行機関で反社会主
義、非社会主義との闘いを強力に展開す
ることに関する課題が提起された。中央
から道・市・郡に至るまで強力な連合指揮
部を組織して反社会主義、非社会主義と
の闘いを一律に統一的に掌握し、集中的
かつ多角的に強力に展開することが言及
された。特に、党組織が活動家の間で現
れる権勢と官僚主義、不正腐敗行為を克
服するための作戦を強力に展開するととも
に、反社会主義的・非社会主義的行為を
庇護、助長させる対象を活動家の陣容か
ら断固と除去することが強調された。

経済管理問題を早急に解決することを
わが国家の社会主義的性格を固守し、反
社会主義的・非社会主義的傾向を根絶
するためのきわめて重要な課題に掲げて、
一つひとつきちんと決断力を持って解決し
ていかなければならない。金正恩総書記
は報告で、全ての活動家が反社会主義、
非社会主義との闘いを低調に、言葉だけ
で行ってはいつになってもそれを終息させ
られず、その代価を自分自身とわが人民
が高価に支払うことになるということを銘記
すべきだと述べ、祖国と人民、次代の運
命をかけて自分の部門、自分の単位で現
れる反社会主義的・非社会主義的行為を
無慈悲に抑止、掃滅し、朝鮮式社会主義
を強固にして発展させるための闘いで自
分の責任と本分を全うしていくことを強調し
た。

総会は、第2議案に対する決定書「全
社会的に反社会主義、非社会主義との
闘いをより度合い強く繰り広げることについ
て」を全会一致で採択した。

総会は、第3議案「党中央委員会のス
ローガン集を修正することについて」を討
議した。党中央委員会のスローガン集は、
党の戦略的かつ政策的なスローガンが集
大成された政治文書として、全党と全人民
を党の周りにしっかり結束させ、チュチェの
革命偉業の遂行へ鼓舞、激励する上で
重要な役割を果たしている。党の権威と指
導力が非常に強化され、社会主義建設が
深化、発展している現実は、党中央委員
会のスローガン集の政治的性格と品位を
全面的に保障することを求めている。

党中央委員会のスローガン集の修正に

関する報告があった。総会は、党中央委
員会のスローガン集が朝鮮労働党が恒久
的に掲げるべき路線と戦略・戦術、政治理
念を集約的に反映した政治的なスローガ
ンに修正されることで、領袖の思想と不滅
の革命業績、絶対的な権威を擁護し、わ
が党の革命的性格を固守し、社会主義偉
業を勝利のうちに前進させていく思想的武
器としての使命を果たすようになると認めな
がら、修正したスローガン集を党中央委員
会のスローガン集にすることに関する決定
を採択した。

総会は、第4議案「『朝鮮労働党規約
解説』の審議について」を討議した。

朝鮮労働党金正恩総書記が、「朝鮮
労働党規約解説」を総会で審議するよう
になった趣旨について述べた。金正恩総
書記は、第8回党大会は革命発展の要求
に即して党規約の一部の内容を修正、補
足したと強調し、党規約の解説集を立派
に作るのは党を組織的・思想的に強固に
し、党組織の戦闘的機能と役割を強め、
党員の党生活を強化する上で非常に重
要な意義を持つと述べた。

金正恩総書記は、党規約解説集は当
然、党大会と党大会の間に党の全ての活
動を組織、指導する党中央委員会の総会
で決定されなければならないと言及し、今
回党規約解説集を審議して下部に送れ
ば各級党組織と党員がそれを深く研究し、
全ての党活動と党生活を党規約上の規
範の要求通りにのみすることを強調した。

総会は、党中央指導機関のメンバーが
十分な事前研究を行ったことに基づいて、
党規約解説集の草案を朝鮮労働党規約
解説集にすることに関する決定を採択し
た。

総会は、第5議案「組織問題」を審議し
た。

党中央委員会政治局委員、委員候補
を召還および補欠選挙した。

李善権氏を党中央委員会政治局委員
に補欠選挙した。金成男氏を党中央委員
会政治局委員候補に補欠選挙した。

会議では、党中央委員会書記を選挙し
た。

呉秀容氏を党中央委員会書記兼経済
部長に選挙した。

党中央委員会委員、委員候補を召還お

よび補欠選挙した。
キム・ドンイル、キム・ヨンナム、キム・チョ

ルスの各氏を党中央委員会委員候補か
ら委員に補欠選挙した。ホン・ヒョクチョル、
リ・ギョンホ、チェ・ヨンジン、リョン・グンチョ
ル、チョン・ソチョルの各氏を党中央委員会
委員候補に補欠選挙した。

金正恩総書記が、総会を締めくくった。
金正恩総書記は、党中央委員会第8期第
2回総会は上程された全ての議案に対す
る討議を成功裏に終えたと述べ、去る4日
間、毎日、瞬間瞬間、指導機関のメンバー
が緊張して動員された状態で党と国家の
活動の討議に真摯に参加したことについ
てありがたく思っているが、これは自分の人
民に立てた誓約を厳かに、徹底的に履行
して、時代と革命が付与した重い任務を
果たそうとする意志の発現であり、表出で
あると述べた。

金正恩総書記は、本総会で討議された
一つひとつの議題はわれわれの革命事業
と党の強化、発展において特別な意義を
持つと述べ、今回重要で差し迫ったわれ
われの当面課題に対する明白な認識を共
有し、明確な方向を確定したと語った。ま
た、社会主義制度の存立と発展を阻害す
る内部の否定的要素を制圧、掃滅するた
めの強力な政策的武器と全党を武装させ
て奮い立たせられる政治的手段がもたら
されたと言及した。

金正恩総書記は、今回の総会を通じて
わが党中央委員会は問題解決の出路を
正しく探し、そこに全てを服従、志向させて
いく自分の指導力をいっそう洗練させて貴
重な経験を積むことになったと述べた。そし
て、第8回党大会を大事にするわが人民
に党大会が決定した変革的課題を必ず
現実に転換させようとする第8期党中央委
員会の強い意志を具体的な実践計画で
示したところにも意義があると評価した。

金正恩総書記は、われわれがもうひとつ
の必須の自己発展の立派な工程を踏み出
しただけに、党中央委員会は決定した課
題に対する正確な指導と徹底的な執行に
よって、革命事業を前進させ、人民が変
わった実状を感じられるようにすべきである
と述べた。

金正恩総書記は、全ての部門、全ての
単位の活動家が今年の活動で非常防疫
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事業の完璧さを保障することが重要な課
題の中の第1順位であることを銘記し、防
疫活動において厳しく徹底すべきであり、
全ての状況に迅速に対処しなければなら
ないと強調し、国家非常防疫司令部が最
大の緊張性と警戒心を堅持し、全国に強
い防疫規律を確立するための新しい措置
を講じた。

金正恩総書記は、わが人民のより裕福
で幸せな生活と国家経済の整備、補強、
自立的発展を力強く促すために、党中央
が以前から先を見通して準備してきたこと
に言及し、今回の総会をきっかけに経済
幹部の活動態度と働きぶりにおいて実際
の変化が起きることを期待すると述べ、新
たな5カ年計画の遂行を裏付けられる画
期的な対策を立てた。

金正恩総書記は、全ての党中央指導
機関のメンバーが総会の決定を生命のよ
うに大事にし、党の決定が無条件徹底的
に執行されるように全力を尽くさなければな
らない、愛する自分の人民にわれわれの
衷情に対して検閲を受ける時になったと述
べて、全ての同志たちがもっと努力し、奮
闘してわが党の雄大な闘争綱領を実践す
るための革命にこぞって奮い立つことをお
願いすると切 と々語った。

国家科学院恩情養豚場竣工
2021年2月16日発『朝鮮中央通信』に

よれば、国家科学院養豚場が新たに建設
され、竣工した。同工場は省力化、省エ
ネ化、敷地節約化の方針の下、国産の設
備で整備されたとのことである。同月15日、
朝鮮労働党中央委員会崔相建書記と国
家科学院金承進院長ほか関係者が養豚
場を視察した。

朝鮮労働党中央軍事委員会
第8期第1回拡大会議

2021年2月25日付『労働新聞』によれ
ば、同月24日、朝鮮労働党中央軍事委員
会第8期第1回拡大会議が党中央委員会
の本部庁舎で行われた。

金正恩朝鮮労働党総書記兼朝鮮民主
主義人民共和国国務委員長が、党中央
軍事委員会第8期第1回拡大会議を指導
した。拡大会議には、朝鮮労働党中央軍
事委員会の李炳哲副委員長と委員が参

加した。また、朝鮮人民軍軍種および軍団
級単位の指揮メンバーと人民軍党委員会
の執行委員、一部の武力機関の指揮官、
党中央委員会の当該部署の副部長が参
加した。

朝鮮労働党中央軍事委員会第8期第
1回拡大会議では、人民軍指揮メンバー
の軍事・政治活動と道徳生活において提
起される一連の欠点を指摘し、人民軍内
に革命的な道徳規律を確立するための問
題が主要に討議された。

金正恩総書記は同会議で、人民軍内
に革命的な道徳規律を確立するのは単な
る実務的問題ではなく、人民軍の存亡と
軍建設と軍事活動の成敗に関わる運命
的な問題であると述べ、この重大な問題
の解決のためには何よりも新世代の人民
軍指揮メンバーの政治意識と道徳観点を
確立するための教育と統制を強化すべき
であると語った。

会議では、人民軍内の全ての党組織と
政治機関が革命規律と道徳気風を立てる
ことを現時期、党中央の用兵体系を確立
し、戦闘力を強化するとともに、革命軍隊
の気高い精神的・道徳的優越性を発揚す
るための主な課題に掲げて度合い強く繰
り広げることについて強調された。

会議では次に、武力機関の主要職制
指揮メンバーの解任および任命に関する
組織問題が取り扱われた。

朝鮮労働党中央軍事委員会は、キム・ソ
ンギル氏を朝鮮人民軍海軍司令官に任
命し、海軍中将の軍事称号を授与した。キ
ム・チュンイル氏を朝鮮人民軍航空・対空
軍司令官に任命し、航空軍中将の軍事称
号を授与した。

会議ではまた、主要指揮メンバーの軍
事称号の昇格に関する決定を採択した。

朝鮮労働党中央軍事委員会の決定に
従って、朝鮮民主主義人民共和国の金
正官国防相と朝鮮人民軍のクォン・ヨンジ
ン総政治局長に朝鮮人民軍次帥称号が
授与された。

朝鮮労働党中央軍事委員会委員長
命令

2021年2月25日発『朝鮮中央通信』に
よれば、指揮メンバーの軍事称号を昇格さ
せることについての朝鮮労働党中央軍事

委員会委員長命令が出された。内容は次
の通り。

朝鮮労働党中央軍事委員会は主要指
揮メンバーの軍事称号を次のように昇格さ
せることを命令する。
△中将
チュ・ドンチョル、コ・ウォンナム、キム・ヨンム
ン、キム・チュンソン、チャン・スンモ
△少将
リ・ミョンホ、キム・チョルジュ、チョン・ボンチャ
ン、シン・ジョンナム、チェ・デウン、リ・ドゥイ
ル、チョン・ウンチョル、カン・チョルリョン、カ
ン・ギョンホ、パク・ジェヨン、ハン·ジョンシ
ク、チョン・ヨンチョル、ファン・ソンチョル、ソ
ン・ヨンセ、シン・ジェヨン、オ・ヨンス、キム・ジ
ンウク、チョン・ミョンハク、チュ・チョルジン、
リ・ミョンホ、リ・インス、パク・テイ、ソ・チャン
ホ、チェ・インチョル、リム・ハク、キム・ミョン
イル、ハン・ジョンチョル

朝鮮労働党中央軍事委員会委員長
金正恩

内閣総会拡大会議
2021年2月26日発『朝鮮中央通信』に

よれば、同月25日、内閣総会拡大会議が
テレビ会議の方式で行われた。

金徳訓内閣総理が会議を指導した。パ
ク・ジョングン内閣副総理、チョン・ヒョンチョ
ル内閣副総理をはじめとする内閣のメン
バーが参加した。内閣の直属機関、省機
関の活動家、道・市・郡人民委員会委員
長、農業指導機関、重要工場、企業の活
動家が傍聴した。

内閣総会拡大会議では、「朝鮮労働党
第8回大会と党中央委員会第8期第2回
総会の決定を貫徹することについて」を討
議した。

報告をパク・ジョングン内閣副総理兼国
家計画委員会委員長が行った。報告は、
内閣と国家経済指導機関で党大会決定
貫徹のための今年の人民経済計画の作
成過程に消極的でことなかれ主義的な傾
向を発露させた原因を分析、総括した。報
告は、今年の経済活動の中心に立脚して
経済作戦を目的指向性をもって行い、人
民経済計画を無条件に遂行するための
対策的問題を提起した。省、中央機関と
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道・市・郡人民委員会、企業が内閣責任
制、内閣中心制の要求に即して経済活動
に対する国家の統一的指導システムを確
立し、自分の任務と権限、活動限界を明白
にして活動する制度と秩序を立てることに
関する問題が重要に強調された。

5カ年計画の期間に達成すべき各部門
の科学技術発展目標を戦略的集中性の
原則に基づいて現実性あるものに立て、そ
の遂行を頑強に推し進め、科学技術の威
力で生産正常化と改修・近代化、原料、資
材の国産化、リサイクリングを積極的に実
現することについて言及された。客観的経
済法則の要求に即して活動家が経済管
理を改善する上で提起される方法論的問
題に対する研究を深化させ、実践で提起
される偏向を適時に正すことについて指摘
した。

国家の法と人民の利益を侵害する単
位特殊化と本位主義に終止符を打つため
の闘争を度合い強く展開していくべきであ
ると強調した。

報告では、変化する現実と生産力発展
水準、科学技術の発展に応じた計画化方
法を絶えず完成し、企業が生産と経営活
動を独自的に、主動的に行いながら創意
性を最大限に発揮し、環境の変化に機敏
に対応できるように経済的条件と法律的
環境を保障するための対策をより強力に
立てるべきだという課題が提起された。

報告者は、経済幹部が今年の戦闘目標
を遂行できる方途は自分らの闘争気風と
活動態度に革命的な改善をもたらすところ
にあるということを銘記し、経済活動におい
て革新、大胆な創造、絶え間ない前進を
志向し、奨励することを強調した。

会議では、キム・グァンナム金策製鉄連
合企業所支配人、マ・ジョンソン化学工業
相、リ・ソンハク内閣副総理、チェ・リョンギ
ル国家計画委員会副委員長、チュ・チョル
ギュ内閣副総理兼農業相が討論した。

各討論では、第8回党大会が示した自
分の部門、自分の単位の5カ年計画期間
の目標と党中央委員会第8期第2回総会
の課題貫徹のための方途的問題が具体
的に言及された。各討論者は、党と人民
の大いなる信頼と期待を瞬間も忘れず、優
れた活動能力と熱情、献身性を発揮して
今年の目標遂行において変革的成果を収

めていく決意を表明した。
会議では、金属工業と化学工業部門の

工場、企業に必要な労力、設備、資材、
資金を集中的に供給し、国内の燃料で鉄
鋼材を生産するための技術的問題を解決
し、社会主義企業責任管理制の要求に
即して経営管理、企業管理を改善するこ
とに関する問題が討議された。

科学研究部門との緊密な連携の下で自
らの技術力量を強化する活動を強く推し
進め、原料、資材を国産化するための年
次別計画を確定した。

生産と経営活動に支障をきたしている
要因を調べて対策を立て、全ての企業が
生産を正常化することのできる現実的な
方法を研究、導入するための方案が討議
された。遊休資材と副産物、廃棄物をリサ
イクルし、代替原料を積極的に利用して一
般消費財の生産を増やし、人民経済の全
ての部門と企業の生産的・消費的連携を
強めることが強調された。

協同農場の生産土台を築くための活動
に中心を据えて経営管理方法を画期的に
改善し、灌漑施設と農地を復旧することを
はじめ農業生産計画を無条件に遂行す
る上で提起される実践的問題も協議され
た。

会議は、内閣が国の経済司令部として
の役割を果たし、全ての経済幹部が社会
主義経済管理改善と科学技術発展の促
進を新たな5カ年計画遂行の根本方途と
し、経済建設と人民の生活向上のための
闘いで責任と本分を全うしていくことにつ
いて強調した。

総会拡大会議では、真摯な討議に基
づいて内閣決定「朝鮮労働党第8回大会
が示した国家経済発展5カ年計画を徹底
的に遂行することについて」と「朝鮮労働
党中央委員会第8期第2回総会で提示さ
れた綱領的課題を貫徹することについて」
が全員賛成で採択された。

咸鏡北道清津市に新型のトロリーバス
2021年2月26日付『労働新聞』によれ

ば、咸鏡北道で新たに造ったトロリーバス
が今、清津市の街を軽快に走っている。道
党委員会では人民の生活上の便宜を図
る活動を重且つ大なる問題と推し、清津
市の交通問題解決に深い関心を払った。

道の幹部は清津バス工場の物質的・技術
的土台を強め、トロリーバス生産に必要な
設備と資材を優先的に保障するための対
策を追随させた。特に人民の便宜を最優
先、絶対視する原則でトロリーバスの形は
言うまでもなく、装備品も高い質的水準で
完成するように積極的に後押しした。

大安親善ガラス工場と城川江電機工場
をはじめとする関連単位で責任をもって設
備と資材を保障した。清津工業大学の教
師、研究者も生産現場に来て工場の技術
者と一つになって技術上の問題を解決し
た。新型のトロリーバスは人民の交通上の
便宜を保障し、清津市の街を軽快に走っ
ているとのことである。

リニューアルされた新浦魚類缶詰
工場竣工

2021年3月1日発『朝鮮中央通信』によ
れば、咸鏡南道新浦市にある新浦魚類缶
詰工場のリニューアル工事が終了した。同
年2月28日、ソン・チュンソプ水産相ら関係
部門の活動家らが更新工事が完了した
工場を視察した。

平安南道養老院が完成
2021年3月1日発『朝鮮中央通信』によ

れば、平安南道平原郡龍二里に平安南
道養老院が建設された。同年2月28日に
は、平安南道党員会アン・グムチョル責任
書記、道人民委員会姜亨奉委員長が現
地を視察した。

慈江道江界市に慈江道芸術劇場竣工
2021年3月3日付『 労働新聞 』によれ

ば、慈江道江界市に慈江道芸術劇場が
建設され、竣工した。同劇場は、江界市
の中心に流れる将子江のふもとに建てら
れ、1500余席の観覧ホールとエントランス
などを有しており、化粧室と創作室、部門
別レッスン室、便宜施設が芸術家の創作
活動のために備っているとのことである。

同月2日に行われた竣工式にはリ・ヒョン
グン慈江道人民委員会委員長、関係者、
道芸術団芸術家、劇場従業員、建設者、
江界市内の勤労者が参加した。

竣工の辞をリ・ヒョングン委員長が述べ
た。この中で、重機械手段が集中される中
で青年突撃隊員が土砂を短期間に処理
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し、膨大なコンクリート打込をやり遂げること
によって骨組工事を日程より早めて終えた
ことについて言及した。また、建設者は大
胆で、創造的な施工法を取り入れて大型ト
ラス架設と設置、内モルタル塗り、石貼り
付けなどを諸期日に完成し、関連単位研
究者、技術者と協力して舞台の自動制御
系を実現したし、観覧ホールの照明、音響
条件を十分に保障したと彼は述べた。

3月2日は北朝鮮の植樹の日
2021年3月4日付『 朝鮮新報 』によれ

ば、北朝鮮では3月2日が植樹の日で、この
日を迎え、春期の植樹が全国的に始まり、
一日で百数十万株の木が植えられたとの
ことである。

第一回市、郡党責任書記講習会
2021年3月4日、5日、6日、7日付『労働

新聞』によれば、第1回市、郡党責任書記
講習会が同月3日〜6日、朝鮮労働党中央
委員会本部会議室で開かれた。

同講習会には、全国の市・郡党責任書
記と各道党責任書記、道党委員会の当
該部署の活動家が参加した。また、党中
央委員会の各書記と当該部署の部長、第
1副部長、そして地方党の活動に関わる
活動家が参加した。

金正恩総書記が、開講の辞を述べた。
金正恩総書記は開講の辞で、社会主

義建設の各部門を新たな発展段階へ移
行させ、全国の均衡的同時発展を促すう
えで市・郡党の活動を革新することが持つ
意義を特別に重視して、第8回党大会と党
中央委員会第8期第2回総会の思想が手
配された以後、真っ先に市・郡党責任書記
のための講習会を催したことに言及した。

金正恩総書記は、朝鮮労働党政策の
末端指導単位、実行単位であり、農村経
営と地方経済を指導する地域的拠点であ
り、国の全般的発展を支える強力なとりで
である市・郡の重要性と市・郡党委員会が
占める位置について指摘した。新しい局面
を迎えた北朝鮮の社会主義建設は市・郡
の強化、発展を本格的に推し進める強力
な牽引力を早急にもたらすことを求めてい
ると述べ、市・郡党組織が自分の地域の
発展を導いていく上で党中央の派遣員で
ある市・郡党責任書記の役割が大変重要

であると語った。市・郡党責任書記は社会
主義建設の地域的拠点を受け持っている
朝鮮労働党の中核であり、人民と最も近
くに居ながら彼らを見守る重い責任を担っ
た野戦政治活動家であると述べ、市・郡党
責任書記が革命的な政治意識を持って
活動において根本的な変化を起こしてこ
そ、党大会の決定を貫徹し、朝鮮式社会
主義が急速に前進、発展することができる
と強調した。

金正恩総書記は、第8回党大会が全国
の市・郡を自立的に、多角的に発展させら
れる重要な政策的方向を明らかにしただ
けに、いまや全てが責任書記の奮発力と
役割にかかっていると述べ、党中央は現
在の状況で市・郡党責任書記の実務水準
を高め、活動作風を改善することから市・
郡発展の新しい転換点をもたらすことを決
心し、今回の講習会を手間を掛けて特別
に準備したと語った。

金正恩総書記は、今回の講習を通じて
市・郡党責任書記が党中央委員会の前で
自分の活動状況を全面的に総括し、市・
郡強化の重要性と政策的要求に対する
正しい認識を持って優れた経験を交換、
共有しながら自分の市・郡をもり立てる明確
な方途を探すために、積極的に、責任を
もって誠実に学習すべきであると述べた。
市・郡党責任書記が党と国家の重要な戦
略的砦、拠点を守っている重大な任務と
責任感を深く自覚し、どうすれば自分の地
域を社会主義理想郷につくって人民の要
求と大きな期待に報いるか、どうすれば党
と国家を鉄壁で擁護する鋼鉄の城塞、頑
丈な礎石になるようにするかを真摯に研究
すべきであると述べた。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記
が自分の地域を導いていける政治的・実
務的資質と能力を実質的に固める見地
から、人民大衆第一主義を具現したチュ
チェの党活動の原理と方法を深く体得し、
市・郡党の活動において画期的転換をもた
らすための方法論を一つひとつ刻み付け
るべきだと強調した。今回の講習会が第
8回党大会の決定貫徹のための初の部門
別会議として、党中央の構想と意図に即し
て市・郡党責任書記の思想観点と活動ス
タイル、実務水準と精神的・道徳的風貌を
根本的に革新し、市・郡強化、発展の新し

い転換点をもたらす重要な契機になるとの
確信を表明し、第1回市・郡党責任書記講
習会の開講を宣言した。

講習会では、市・郡党責任書記の近年
の党活動状況を全面的に分析し、収めら
れた成果と経験、現れた欠点と原因を総
括し、実際の改善対策を立てるための会
議が行われた。

朝鮮労働党中央委員会政治局常務委
員会委員で党中央委員会の組織書記で
ある趙甬元書記が、市・郡党責任書記が
党活動に力を入れて党の市・郡強化路線
と政策を貫徹していくことに関する報告を
提起した。組織書記は、わが党が革命発
展の各時期に市・郡の強化、発展のため
に打ち出した重要な思想・理論と政策、そ
の偉大な生命力に触れ、党中央の意図を
体して市・郡の発展においてはっきりした成
果をおさめている責任書記らの経験を紹
介した。報告では、現時期一部の市・郡党
責任書記と市・郡党委員会の活動で現れ
ている欠点が解剖学的に分析された。党
内活動を軽視し、行政・経済活動に対する
党的指導、政策的指導を正しく行っていな
い欠点とわが党の人民大衆第一主義政
治を正しく具現していない偏向が辛辣に
批判された。現在の実態は、党内活動、
対人活動に手間をかけず、行政・経済活
動にだけ偏って革命的党風を堅持しない
なら、わが党活動が真に党と革命隊伍を
全一体に固めて革命の前進速度を加速
させる生きた党活動、革命的な指導になり
得ないということを示すと組織書記は指摘
した。

報告は、市・郡党委員会が時代と革命
発展の要求に即して自分の地域の発展を
導いていく強力な牽引機となり、市・郡の主
婦となって党の市、郡強化路線と政策を
貫徹していくことを強調した。

組織書記は、全ての市・郡党責任書
記が党中央の地域的補佐官らしく活動家
と党員と勤労者を第8回党大会と党中央
委員会第8期第2回総会の決定貫徹のた
めの闘いへ力強く奮い立たせる上で受け
持っている責任と本分を全うしていこうと呼
び掛けた。

会議では、党中央委員会が市・郡党委
員会の党政策実行状況について評価し
た全国的な市・郡別順位が発表された。
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同月4日、朝鮮労働党総書記である金
正恩総書記が、講習会を指導した。

会議で行われた討論では、リ・ハンゴル
（黄海北道）燕灘郡党責任書記、コ・ジュ
グァン（咸鏡北道）会寧市党責任書記、ポ
ン・ソングォン（平壌市）兄弟山区域党責
任書記、リ・ビョングッ（慈江道）煕川市党
責任書記、リ・ヨンサン（咸鏡南道）長津郡
党責任書記、リ・ギョンチョル（江原道）伊
川郡党責任書記、シン・ミョンソン（平安北
道）雲山郡党責任書記が、党活動と市・
郡の経済活動、人民の生活向上と教育
事業の発展において収めた成果と経験に
ついて述べた。

討論に参加した各責任書記は、わが人
民の心に大事に刻み付けられた党への忠
誠心を強く発揚させ、党活動に人民大衆
第一主義を積極的に具現するなら、いか
なる不利な条件と環境の中でも大衆の底
知れない力と知恵で困難と難関、立ち遅
れを払拭して市・郡の発展においてはっきり
した転変をもたらすことができると語った。

ファン・ヨンチョル（黄海南道）殷栗郡党
責任書記、オ・ドクチョル（江原道）文川市
党責任書記、キム・ミョンイル（清津市）水
南区域党責任書記、アン・ミョンシク（平安
南道）大同郡党責任書記、キム・ジンサム

（黄海北道）黄州郡党責任書記、シン・
ミョンス（両江道）恵山市党責任書記、カ
ン・ミョンホ（平壌市）船橋区域党責任書
記、リ・グクソン（咸鏡南道）耀徳郡党責任
書記、キム・スンイル（黄海北道）新渓郡党
責任書記、パク・イルナム（清津市）新岩
区域党責任書記、ペク・グァンチョル（江原
道）平康郡党責任書記、ハン・チョル（両
江道）普天郡党責任書記、カン・ホヨン（黄
海南道）青丹郡党責任書記、ホ・ミョンチョ
ル（平安南道）孟山郡党責任書記は、こ
れまでの自分の活動と市・郡党委員会の
活動で発露した欠点と偏向を批判的見地
から分析した。

各討論者は、党内活動、対人活動を疎
かにして行政実務的に活動した問題、基
層党組織を強化するための活動を形式的
に行った問題、行政・経済活動に対する党
的指導を正しくせず、ほらを吹いて市・郡の
暮らしをもり立てられずにいる問題、人民へ
の無条件的な奉仕精神に欠けて人民の
生活を改善できずにいる問題、労働党の

活動家らしい精神的・道徳的風貌を備えら
れずにいる問題などを克服し、党活動を画
期的に革新しようとする決意を披歴した。

会議では、市・郡党活動を責任をもって
行わなくて重大な欠点を発露させた活動
家に対する鋭い批判が行われた。討論
と批判を通じて参加者は、党中央の要求
と党的原則から脱線すれば、どんなに重
大な結果を招くかを骨身に染みるほど自覚
し、自分の活動に内在している欠点を深
刻に反省して、その克服方途について深く
研究した。

金正恩総書記が、綱領的な結語を述
べた。

金正恩総書記は結語で、現時期、市・
郡党委員会の活動を改善するのは全党
を強固にし、その指導的機能と役割を向
上させ、市・郡の発展を促す上でいっそう
重要な問題に提起されていると述べ、全
国の市・郡党委員会が自分の使命と役割
を円滑に遂行してこそ、党と国家の全般
活動がスムーズに運ばれ、朝鮮式社会
主義の全面的発展が促進されると強調し
た。党中央委員会がわが革命の最高参
謀部なら、市・郡党委員会は当該地域の
全ての活動を策定、指導する政治的参謀
部であり、このように重要な位置を占めてい
る市・郡党委員会の活動の成果いかんは
全的に、市・郡党責任書記の能力と活動
にかかっていると述べた。

金正恩総書記は、党活動の強化と市・
郡の発展において責任書記の役割を強め
るための重要な課題と方途を示した。金
正恩総書記は、何よりも党内活動に力を入
れてわれわれの革命陣地、階級的基盤を
うち固めることを強調した。党内活動は、党
を組織的・思想的に強化し、活動家と党員
を党と革命に忠実な闘士に準備させ、全
人民を党の周りに固く結集させて党政策
の貫徹へ力強く呼び起こすための党活動
の重要な部分であると述べ、市・郡党責任
書記が何事にぶつかっても党内活動を鉄
則に、主眼にとらえるべきだと語った。

金正恩総書記は、幹部陣容を立派に整
えるのに特別な力を入れるべきだと述べ、
対幹部活動で党的原則、革命的原則を
厳格に堅持して幹部陣容を精鋭幹部化
し、そのために対幹部活動体系を革新的

に改善することに関する具体的な課題を
提示した。

金正恩総書記は、党勢拡大活動と党
隊列の管理を責任をもって行い、基層党
組織を強固にし、活動家と党員に対する
党生活手配と指導を実質的に行うことに
ついて言明した。

市・郡党責任書記が基層党組織を重
視する党中央の意図を銘記し、初級党、
党細胞との活動を党委員会的な活動に
転換させて、基層党組織が党活動を発展
する現実の要求に即して改善していくよう
に正しく導かなければならないと述べた。

金正恩総書記は、党生活を強化するの
が党活動のキーポイントであり、党の隊列
を組織的・思想的に強固にするための保
証であるだけに、市・郡党委員会は基層党
組織が党生活総括と党学習をはじめ、党
組織・思想生活を正常的に実質的に手配
して行い、党会議の運営方法を絶えず改
善して活動家と党員の党生活水準を高め
るようにすべきであると教えた。特に、新た
に改正した党規約と党規約解説集に対す
る学習を強化し、それを徹底的に順守す
る気風が全党に確立するようにし、党生活
の手配と指導を党大会の決定貫徹へ確
固と志向させることを強調した。

金正恩総書記は、農村党の活動を強
化して農村階級的基盤をうち固めるべき
重要性に触れ、市・郡党委員会が里党書
記、管理委員長をはじめ農村初級活動家
の陣容を打ち固め、彼らの責任感と役割
を強めるための党的指導を強化すべきで
あると述べた。市・郡党責任書記は、農村
への指導活動において農作業の一面に
だけ偏らず3大革命を推し進め、里党活動
をもり立てるのに力を入れるべきであると指
摘した。

金正恩総書記は、市・郡党組織が大衆
を教育し、自覚させるための実効性ある方
法を絶えず探究、適用して全社会に革命
的で健全な生活気風が確固と支配するよ
うにし、反社会主義、非社会主義を制圧、
掃滅する闘いが大衆自身の活動に転換さ
れるようにすべきであると強調した。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
党委員会の各部署に対する指導と統制を
強化して、市・郡の全ての活動を党中央の
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意図に合わせて正確に手配、展開し、活
動家と党員と勤労者を奮い立たせて市・
郡に提起された革命課題を立派に遂行し
ていくべきだと述べ、そのための具体的な
任務を提示した。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記は
当該地域の政治、経済、軍事、文化をは
じめ、全般の事業に責任を負う党責任活
動家であるだけに、自分の政治実務水準
と活動能力を画期的に高め、活動作風と
風貌を絶え間なく改善すべきであると強調
し、次のように続けた。党中央が派遣した
全権代表である責任書記にとって最も重
要な表徴は、高い党性と政治実務的資質
である。市・郡党責任書記は、党の思想と
路線に精通するために目的意識的に粘り
強く努力することで、党の政策においては
詰まるところのない博士になるべきであり、
事業の手配と総括の全過程を活動家たち
に党の政策を信念として刻み付ける教育
過程になるようにすべきである。これととも
に、党の活動実務にも精通し、多面的な
知識を身につけて高い文化的素養を兼備
するために努力すべきである。全国の全て
の市・郡を自立的に、多角的に発展させよ
うとするこんにちの時代には、責任書記の
水準はすなわち、市・郡の発展である。市・
郡党責任書記は、党の政策と党の活動実
務はもちろん、自分の市・郡の発展に直結
している農業と工業、建築と国土管理、教
育、保健医療など、多岐にわたる先進技術
と知識を習得するために情熱的に粘り強く
努力すべきである。

金正恩総書記は、人民は党中央委員
会の尊厳と権威、母なる党の愛と信頼を
郡党委員会、特に責任書記の活動方法と
作風を通じて実際に感得を受けると述べ、
市・郡党責任書記が活動方法と作風、活
動スタイルを画期的に改善することについ
て重ねて強調した。

郡党委員会は、人民が真に心の扉を開
けて訪ねてきて胸の内を打ち明けられる実
家、人民の心の中に根を下ろした郡党委
員会になるべきであり、責任書記が郡の女
主人になるべきであるということはわが党
が自分の存在方式、革命的党風を堅持し
て人民大衆第一主義政治を実現するた
めの最も一般的で初歩的な要求であると
述べた。

金正恩総書記は、一部の責任書記の
活動と生活で党と革命に対する忠実性、
人民に対する献身性、同志に対する尊重
の心、活動に対する誠実性が乏しい傾向
が現れていることに対して厳しく指摘し、そ
の思想的根源を明白に究明した。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記
は自身を革命的に鍛練して徹底的に修養
し、党と革命に対する忠実性から幹部と
党員の模範になるべきであると教えた。そ
して、自分自身から党組織と党員大衆を
動かし、政治活動を先立たせる固有な党
活動方法を体得して具現すべきであり、実
践的模範で下部の活動家を教育すべき
であると述べた。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
巧みな大衆工作方法を具現することにつ
いて強調した。朝鮮労働党の人民的性
格、人民大衆第一主義政治を具現する上
で市・郡党責任書記は当然、旗手になり、
模範になるべきだと述べて、人民の生活
上の苦衷を解決する活動を最優先視し、
一人に会っても実の父母、実の子息のよう
に対し、彼らの眼光と表情、平凡な言葉か
ら本音を読み取って対策を立てることので
きる真の党活動家になることについて言明
した。また、朝鮮労働党の伝統的な大衆
工作方法通りに大衆の中に深く入って彼
らに頼り、彼らの精神力と知恵を汲み上げ
て、その力で活動の成果を収めるべきだと
強調した。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
発言と行動、道徳風貌をはじめとする全て
の面で大衆のモデルになるべきであり、そ
のためには自身を特殊化せず、いつどこに
居ても目下の人と人民を尊重し、革命の先
輩を敬うべきであると述べた。市・郡党責
任書記は、つねに自分を派遣した党中央
の権威と威信、労働党の革命的党風を考
えて礼儀作法を守る上でも垂範になるべき
だと語った。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記
は活動と生活において清廉潔白性を堅持
し、権勢と官僚主義、不正腐敗行為を絶
対にしてはならないと述べ、自分自身が党
の前に、人民の前に潔白であるばかりか、
家族、親戚も絶対に私利私欲を追求しな
いように戒め、郡内の全ての活動家が権
勢と官僚主義、不正腐敗行為をしないよ

うに強く掌握、統制すべきであると強調し
た。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
第8回党大会と党中央委員会第8期第2
回総会が示した課題を貫徹するための活
動を用意周到に企画し、指導して、市・郡
の経済活動と人民の生活改善において
明確な実績を上げるべきだと述べて、次の
ように続けた。市・郡党責任書記の前に提
起される優先的な経済課題は、農業生産
量を画期的に増やすことである。農業部
門の活動家と勤労者を党の農業政策貫
徹を目指す闘いへ力強く奮い立たせる活
動をつねに重視し、党的な力量を集中す
べきである。市・郡協同農場経営委員会
が農事の企画を当該地域の特性に即し
て科学的に、細部的に立てて徹底的に実
行するように要求性を強め、経営委員会の
活動上の権威を立ててやって市・郡内の
農事を実質的に指導するようにすべきであ
る。特に、農業部門に根深いホラをなくす
ための闘いを度合い強く展開しなければな
らない。金正恩総書記は、郡を立派に築
いて郡内の住民を豊かに暮らせるようにす
るのは市・郡党責任書記の当然な任務に
なると述べ、市・郡所在地と農村を時代文
明の高さで築くための計画を現実性あるも
のに立て、自前の技能工力量と建設装備
に頼って地方の建設を力強く推し進める
べきだと語った。

自分の地域の自然地理的条件を積極
的に利用して地方産業工場を活性化し、
一般消費財の生産を増やし、草食家畜の
飼育をはじめ畜産を広範囲に行い、養魚
を大々的に展開して人民の生活を向上さ
せることについて指摘した。

金正恩総書記は、責任書記が自分の
市・郡を発展させ、人民の生活を向上させ
るための正しい戦略を立て、自分の地域
の経済的土台と潜在力を最大限動員、利
用する上で提起される方途的問題を具体
的に教えた。

金正恩総書記は、偉大なわが人民に
仕える上で最も多くの仕事を担っている市・
郡党責任書記は必ず真の革命家、共産
主義者になるべきであり、そうなるには党中
央と思想と志と呼吸をともにするために絶
え間ない努力を傾けなければならないと強
調した。
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金正恩総書記は、今回の講習会をきっ
かけに、市・郡党責任書記の眼識がいっそ
う広くなり、政治意識と革命熱意がよりいっ
そう高揚して自分の市・郡を裕福で文化的
な社会主義楽園に変貌させていく上で新
しい大きな歩みを踏み出すとの確信を表
明した。

金正恩総書記は、今年もわれわれの闘
争課題は膨大で条件は不利であり、わが
党に対する人民の期待と願いはいつよりも
極めて大きいということを銘記すべきである
と述べ、今こそ党中央が打ち出した正確
な路線を徹底的に堅持し、正確な政治的
指導を実現すべき時であり、したがって市・
郡党責任書記に付与された責任はたい
へん重くて重要であると再三強調した。

金正恩総書記は、こみ上げる激情と新
しい信念に満ちている市・郡党責任書記
に偉大なわが党のために、偉大なわが人
民のためにみんなが力を合わせて闘って
いこうと温かく訴えた。

3日目の同月5日には、党と革命隊伍の
一心団結を全面的に固め、市、郡を自立
的に、多角的に発展させるための党の指
導を実質的におこなううえでの問題を総合
的に体系的に再認識させる講習が行われ
た。

朝鮮労働党中央委員会政治局委員で
党中央委員会経済書記である呉秀容書
記と朝鮮労働党中央委員会政治局委員
で党中央委員会組織指導部長の金才竜
氏が講習に出演した。講習では、市・郡党
委員会で党組織事業と党の思想活動を
革新して革命陣地、階級的基盤をしっかり
打ち固め、活動家と党員、勤労者を党大
会決定貫徹へと巧みに奮い立たせる問
題が取り扱われた。

組織指導部長は、幹部陣容と党隊列を
しっかり整え、基層党組織の戦闘力を高
め、党の人民大衆第一主義政治を徹底
的に具現し、青年を革命の継承者、党の
後続部隊に準備する上で提起される党活
動の実務的問題について講義した。市・
郡党委員会が農村党活動を重視し、農村
の初級活動家と除隊軍人との活動を強化
し、思想、技術、文化の3大革命を深化さ
せて農業勤労者を革命化、労働者たち化
するための課題と方途を詳細に解説した。
時代と革命発展の切実な要求に即して大

衆の思想・精神力と創造的熱意を向上さ
せるための政治教育活動を斬新に繰り広
げ、党宣・伝鼓舞力量を総動員して思想
の浸透力、思想活動の実効性を高めるこ
とに言及した。

講習ではまた、地方経済を発展させ、人
民生活を向上させるうえで市・郡党組織の
役割を強めるための方法論的問題が取り
扱われた。

講習に出演した経済書記は、朝鮮労
働党の市・郡重視思想、市・郡強化路線
の総体的目標どおりにすべての市・郡を文
化的で富強な社会主義建設の地域的拠
点、自分の固有の特色を持つ発展した地
域に作るには市・郡党委員会と責任書記
が経済活動に対する党の指導、政策的
指導をよくしなければならないと強調した。
市・郡の経済発展において大きな分を占め
る農産と畜産、水産をもりたてるのに優先
的な力を入れて人民の食の問題と軽工業
の原料を解決するうえでの対策問題を具
体的に説明した。農場で科学的な営農
方法を取り入れ、社会主義的分配原則を
正確に適用するようにしてはっきりした成果
をおさめた市・郡党委員会の経験を紹介し
ながら経済書記は、農業生産の主人であ
る農業勤労者の生産的熱意を高めるため
の活動を先行させながら多収穫運動を高
調させ、農村の物質的・技術的土台を固
める活動を実質的に指導することに言及
した。自分の地域の自然地理的特性に即
して地方産業工場を活性化し、一般消費
財の生産を増やして、市・郡の面ぼうを一
新させ、教育、保健医療、スポーツを発展
させるための方途的問題について解説し
た。

講習では、すべての市・郡党責任書記
が党と人民が付与した重大な任務を深く
自覚し、党活動を強化して自分の市・郡を
革命化された地域に作り、地方の経済発
展と人民生活向上を目指す闘いで組織
者、旗手としての責任と役割を果たしてい
くことについて強調された。

最終日、4日目である、同月6日は、朝鮮
労働党中央委員会政治局常務委員会委
員である党中央委員会組織書記の趙甬
元書記が、党中央の唯一的指導体系をよ
り徹底的に立てることに関する題で講義し
た。

趙甬元書記は、党中央の唯一的指導
体系をいっそう確立することがわが党の建
設と党活動、党の指導力と戦闘力を強化
する上で持つ重要性と意義について明ら
かにし、市・郡党組織が党中央の指導に
忠実に従う上で必ず堅持すべき原則と課
題を具体的に解説した。党中央の指示に
従って党組織が一糸乱れず動き、党の決
定を無条件最後まで実行する革命的規律
と秩序を確立して、全ての市・郡を党と国
家を鉄壁に擁護する鋼鉄の城塞、頑丈な
礎石にうち固めることについて述べた。

講習では、市・郡党責任書記が金正恩
総書記を首班とする党中央委員会を擁護
し、支えるところにわが革命の勝利と祖国
の富強・繁栄、人民の幸せな明日があると
いう哲理を刻み付けて、時代と革命が付
与した聖なる任務に限りなく忠実であらな
ければならないと強調した。

講習会では、党の雄大な市・郡強化路
線を体して自分の地域を一心団結のとり
で、社会主義楽園に立派に転変させると
いう市・郡党責任書記の固い決意を盛り込
んだ誓書が採択された。

金正恩総書記は、講習会を指導しなが
ら、市・郡党責任書記の活動において指針
となる貴重な教えを与えた。

金正恩総書記は、市・郡党委員会は党
の路線と政策の貫徹を企画し、実行する
基本戦闘単位であり、市・郡党委員会が
党中央の指導思想と指導力をそのまま具
現して大衆を革命事業へと力強く奮い立
たせてこそ、社会主義建設の全般的な部
門で勝利の旗をはためかすことができると
述べた。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
いつよりも高い責任感をもって活動家と党
員、大衆との活動に精通し、巧みに展開し
て地域発展のための闘いを大衆自身の活
動に確固と転換させなければならないと教
えた。

責任書記自身だけでなく、市・郡党委員
会の活動家をわが党の市・郡重視思想と
路線で武装、団結させ、彼らの集団的知
恵を発揮させて実質的な成果を収めなけ
ればならないと述べ、全ての活動を党政
策的要求と具体的な実情に合わせて手
配し、広範な大衆に頼るなら、占領できな
い要塞とはありえないと信念と勇気を与え
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た。
金正恩総書記は、市・郡党責任書記

が発展志向的な目標を明確に設定し、そ
の実現のために継続革命、継続闘争する
なら、全ての市・郡が住みよい故郷として
変遷するだろうと述べ、党中央が地方の
均衡的かつ飛躍的な変革のために構想
している重大な事業について具体的に紹
介した。市・郡党責任書記は今回の講習
会で紹介された優れた経験を自分の活動
に積極的に具現して前途を頑強に切り開
き、市・郡の発展を力強く導いていかなけ
ればならないと述べ、責任書記が常に民
心を重視し、自分の活動に対する評価を
人民から受けなければならないと懇ろに教
えた。

金正恩総書記は、市・郡党活動に関連
して提起された多くの問題は各道党責任
書記にも責任があると述べ、各道党責任
書記が道内の市・郡党委員会の活動を改
善し、市・郡党責任書記を指導し、支援
する上で自分の職分を果たすべきであると
強調した。

金正恩総書記は、第1回市・郡党責任
書記講習会の閉講の辞を述べた。

金正恩総書記は、わが党中央は社会
主義建設を次の段階へ画期的に移行さ
せる上で市・郡党責任書記の役割に大き
な期待をかけてこんかいの講習会をたい
へん重視したと述べ、講習会を通じて全て
の責任書記を再武装、再自覚、再奮発さ
せ、市・郡党委員会の活動を改善、強化す
るための実際の経験が蓄積されたと語っ
た。そして、全国の市・郡党責任書記が党
中央の意図を一致して深く刻み付け、高揚
した政治的熱意と真摯な思索、積極的な
姿勢で会議と講習に誠実に参加したこと
について高く評価した。

金正恩総書記は、これから市・郡内の
活動家と党員と勤労者がわが党の歴史
で初めてとなる講習会に出席して帰ってき
た責任書記をより大きな期待をかけて注視
するということを常に銘記すべきであると述
べ、今回、責任書記が厳かに立てた誓い
は自分の郡内の人民に対しての誓約であ
り、どんなことがあっても無条件実践すべき
至上の課題であると強調した。全ての市・
郡党責任書記が現在よりも数十、数百倍
の果敢な勇気と奮発力、尽きることのない

熱情と献身性を発揮して自分の地域を党
中央と思想と志でしっかりとつながった一
心団結のとりで、人民が実質的な福利と
文明を享受する幸福の地盤に転変させる
という高い理想と強烈な意欲をもって頑強
に実践すべきであると述べた。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
歴史的な党大会と党総会が提示し、今回
の講習会で具体化された戦略・戦術的方
針と闘争課題に徹底的に立脚して党活動
を革新し、市・郡を強化、発展させる上で
自分の責任と役割を果たしていくことに言
及した。全ての市・郡党責任書記が今日か
ら、新たに任命されて新たに活動を開始
するという新しい観点と立場に立って党政
策貫徹のための組織・政治活動を非常に
強く、迫力あるものに繰り広げ、市・郡の強
化、発展の方向舵の役割を立派にして人
民が喜び、実感できるはっきりした変化と成
果をもたらすべきであると頼んだ。

金正恩総書記は、市・郡党責任書記が
人民に対する無条件的な奉仕精神、社会
主義建設の地域的拠点に責任を負う活
動家らしい組織展開力と実務能力、気高
い道徳風貌を身につけるべきであると述
べ、みんなが第8回党大会が下した決定
が輝かしい貫徹として歴史に末永く残るよ
うに一意専心で奮闘しようと胸熱く語った。

金正恩総書記は、偉大なわが人民に仕
える道で人民が実際に認める本物の忠実
なしもべになろうと熱烈にアピールして、第1
回市・郡党責任書記講習会の閉講を宣言
した。

南浦市に農業研究院水稲研究所
温泉研究分所が新たに竣工

2021年3月12日発『朝鮮中央通信』に
よれば、南浦市に農業研究院水稲研究
所温泉研究分所が建設され、竣工した。

金属工業部門での成果
2021年3月13日発『朝鮮中央通信』に

よれば、金属工業部門の幹部と労働者た
ちが生産土台の整備、補強に力を入れな
がら鉄鋼材生産で成果を収めているとの
ことである。

各地の製鉄、製鋼所でエネルギー節約
型の酸素熱法溶鉱炉を建設し、圧延鋼材
生産土台を補強する活動が積極的に推

進されている。
金策製鉄連合企業所の幹部と労働者

たちが消極と保守を排撃し、新しい基準、
新しい記録を創造し、鉄鋼材生産のより大
きな展望を切り開いている。同連合企業
所ではチュチェ鉄生産工程を整備、補強
し、技術的に完備するうえで提起される数
十件の技術革新案導入計画を現実性あ
るものに講じたところに基づいてその遂行
対策を追随させながら生産工程間の連携
を強化している。酸素分離器分工場の技
術者、労働者は斬新な着想と大胆な実践
で大型酸素分離機の生産性を高めるた
めの合理的な技術的方案をみつけ、必要
な設備を増設するとともに運転操作方法を
より完成して従来より酸素生産量を1.3倍
に増やした。酸素熱法高炉プラントでは溶
鉱炉に吹入される酸素の純度と量に合うよ
うに炉の運用を科学技術的に綿密にして
取り掛かり一回あたりの鉄湯生産量を増や
しながら日別、週別、月別銑鉄の生産目標
を狂いなく遂行しているとのことである。

運輸単位では鉄道車両を保守整備し
て輸送をよりスムーズにできる保証をもたら
しているし、製鉄、圧延工務部門の加工
職場でもチュチェ鉄生産工程が鉄鋼材生
産で効果をあげられるように各種の部品と
付属品を適時に生産供給している。

黄海製鉄連合企業所の労働者たちが
生産能力拡張のための膨大な工事を促し
ながら鉄鋼材生産で連日、革新を起こし
ているとのことである。同連合企業所では
酸素熱法溶鉱炉と酸素分離機をはじめと
する設備を質的に整備保守するうえで提
起される問題を適時に解決するための対
策を講じる一方、合理的な炉運用方法を
積極的に取り入れて鉄湯生産量を増やす
ようにしている。酸素分離器2職場の労働
者、技術者は設備の稼働率を高めて良質
の酸素を円満に生産供給しているし、製
鋼職場では UHP 電気炉の溶解時間を
短縮し、1回あたりの鉄湯生産量を向上で
きる作業方法を引き続き探究導入して成
果を成し遂げている。

鉄鋼材増産でわが党を忠実に支えた
前世代の闘争気風、活動方式に見習い
千里馬製鋼連合企業所の幹部と労働者
たちも生産土台の整備補強に力量を集中
しながら鉄鋼材生産に力を注いでいると
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のことである。製鋼職場、圧延プラント、ガ
ス発生炉職場などの労働者は「一人はみ
んなのために、みんなは一人のために！」と
いうスローガンを高く掲げ、作業班、交替が
相互協力し、支援しながら頑強な闘争を
展開して毎日、高い生産実績を記録してい
る。

先行工程を任された保山製鉄所では
回転炉の整備保守を先を見通して綿密に
して取り掛かり、設備管理を技術規定と標
準操作法の要求通りにしながら当面の生
産を日程計画どおり推し進めているとのこ
とである。

原料保障単位でも連帯的革新を起こし
て鉄鋼材増産を裏付けているとのことであ
る。

茂山鉱山連合企業所の幹部と労働者
たちは、自力と技術で足りない設備と部
品、資材を解決しながら鉄精鋼生産を中
断することなく推し進めている。殷栗鉱山、
載寧郡鉱山をはじめとする鉄鉱石生産単
位でも生産土台を整備、補強し、より合理
的な採掘法、剥土処理方法を広く取り入
れるための技術的対策を講じている。

黒鉛と電極、耐火物生産単位で近代化
を重要にとらえて新しい技術開発と導入
に拍車をかけて生産を増やしている。興
山鉱山では国家科学院中央鉱業研究所
との緊密な連携の下で現存の設備を最
大限、効果的に利用して高品位黒鉛精鉱
をより多く生産できる新しい空気機械植付
線工程を整えることをはじめ単位の物質
的・技術的土台をさらに固めるための活動
を実質的に展開している。生産土台の強
化と電極の質を高めることに優先的な力を
注いでいる興南電極工場では合理的な
生産方法を導入するための技術革新運
動を活発に展開している。

耐火物生産単位では原料選別、粉砕
工程を整えておき、耐火物の質を高めると
ともに坑の浸水復旧を急ピッ チに促しなが
ら生産性を裏付けられる坑開発に力を集
中しているとのことである。

各道の総合食料工場で、
各地の原料に依拠した製品開発

2021年3月14日付『労働新聞』によれ
ば、各道の総合食料工場で、各地の原
料に依拠した製品開発が進められてい

るとのことである。咸鏡北道清津市松坪
区域寿松洞にある輸城川総合食料工場

（2020年1月19日付『 朝鮮新報 』に詳し
い記事がある）、平安北道新義州市にあ
る鴨緑江総合食料工場、慈江道にある将
子山総合食料工場、両江道にある青峰
総合食料工場などが紹介されている。

中朝首脳の口頭親書交換
2021年3月22日発『新華社』によれば、

習近平中国共産党中央委員会総書記と
中央委員会の指令により、宋涛中国共産
党中央対外連絡部長が同日北京で北朝
鮮の李竜男駐中国大使と面会した。李竜
男大使は朝鮮労働党第8回大会の状況
を全体的に知らせ、中国党と人民が習近
平書記の指導の下で、グローバルな公共
衛生の危機に対抗するのに成功し、全面
的にややゆとりある生活を建設し、徹底的
に貧困をなくす闘争において世間が注目
する成果を上げていると高く評価する。北
朝鮮と中国の関係を強化し、世界の羨望
の的に発展させ、友情と団結をもって社会
主義の大義を促進することは、私と朝鮮党
と人民の揺るぎない立場である。 朝鮮は、
朝中間の友好関係が、時代の要求と両国
民の志向、願い、基本的利益に従って昇
華し発展することを固く信じているとの金
正恩総書記の口頭親書を伝達した。

宋涛対外連絡部長は、習近平総書記
から金正恩総書記への、再び第8回朝鮮
労働党大会を祝福し、中国と朝鮮の伝統
的な友情は両党、両国、両国人民の共通
の宝であると述べた。 新しい状況下で、
私たちは朝鮮の同志と協力して、中朝関
係を維持、強化、発展させ、両国の社会
主義的目的を促進し、継続的に新しい結
果を達成し、両国民により良い利益をもた
らすことを望んでいる。現在、百年に一回
あるような情勢の変化とパンデミックの影響
が重なっている中で国際的および地域的
状況が大きく進化していることを強調した。 
中国は、朝鮮および関係者と協力して、半
島問題の政治的解決の方向性を順守し、
半島の平和と安定を維持し、地域の平
和、安定、発展および繁栄に新たな積極
的な貢献をする用意がある、との口頭親書
を伝達した。

同月23日付『労働新聞』によれば、金正

恩総書記が中国共産党中央委員会総書
記、中華人民共和国主席習近平同志に
口頭親書を送った。金正恩総書記は、厚
い同志的関係に基づいて両党の戦略的
意志疎通を強化すべき時代の要求に従っ
て中国共産党中央委員会総書記、中華
人民共和国主席習近平同志に口頭親書
を送って朝鮮労働党第8回大会の情況を
通報した。

金正恩総書記は朝鮮労働党第8回大
会が変化した対内外形勢と現実に合わ
せて党と国家活動において新たな革新を
起こすための科学的且つ現実的な闘争
路線と戦略・戦術的課題を打ち出したこと
について具体的に触れた。金正恩総書
記は、大会が党の指導力と戦闘力を強化
し、健全な発展を遂げ、国家社会制度を
強化、発展させるための実践的な対策を
講じ、現段階における経済戦略と新たな
展望計画を討議、決定したことをはじめ、
わが革命の前進方向と闘争方針を確定
したことについて披れきした。

金正恩総書記は、わが党が朝鮮半島
の情勢と国際関係環境を真摯に研究、分
析したことに基づいて、国防力強化と北南
関係、朝米関係に関する政策的立場を討
議、決定したことについて深みあるものに
通報するとともに、敵対勢力の全方位的な
挑戦と妨害策動に対処して朝中両党、両
国が団結と協力を強化することについて
強調した。

金正恩総書記は、中国共産党と中国人
民が習近平総書記同志の指導の下で世
界的な保健医療危機の大災難を成功裏
に抑止し、敵対勢力のヒステリックな誹謗、
中傷と圧迫の中でも社会主義をしっかり守
りながら初歩的な富裕な社会を全面的に
建設するための闘いで注目に値する成果
をおさめていることについて自分の事のよう
にうれしく思うと述べた。

金正恩総書記は、親善と団結の威力で
社会主義の偉業を活力に満ちて前進させ
ていくというのは、朝鮮労働党と朝鮮人民
の確固不動の意志であるとし、中国共産
党創建100周年と朝中友好協力相互援
助条約締結60周年を迎える意義深い今
年も両党の協同が良好に行われ、朝中親
善関係が時代の要求と両国人民の志向
と念願、根本的利益に合致するように昇
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華、発展されるとの確信を表明した。
金正恩総書記は、習近平総書記同志

の健康と中国共産党と人民を指導する重
任の遂行においてさらなる成果があること
を心から願った。

金正恩朝鮮労働党総書記、朝鮮民主
主義人民共和国国務委員長でに中国共
産党中央委員会総書記、中華人民共和
国主席である習近平同志から口頭親書
が寄せられた。

習近平同志は、金正恩同志が口頭親
書を送って朝鮮労働党第8回大会情況を
通報してくれたことに謝意を表し、温かい
挨拶を送るとともに党大会が成功裏に行
われたことを改めて祝った。

習近平同志は、伝統的な中朝友好は
両党、両国、両国人民の共同の貴重な富
であるとし、新しい形勢の下で朝鮮同志た
ちと手を取合って努力することによって中
朝関係を立派に守り、立派に強固なもの
にし、立派に発展させ、両国社会主義の
偉業が絶えず新たな成果を収めるように促
し、両国人民により立派な生活を与える用
意があると述べた。

また、国際および地域情勢は深刻に変
化しているとし、朝鮮半島の平和・安定を
守り、地域の平和と安定、発展と繁栄のた
めに新たな積極的貢献をする用意がある
と語った。

金正恩総書記がキューバ共産党
中央委員会第1書記に口頭親書

2021年3月24日発『朝鮮中央通信』に
よれば、金正恩総書記がキューバ共産党
中央委員会第1書記のラウル・カストロ・ルス
同志に口頭親書を送って朝鮮労働党第8
回大会の状況を通報した。

金正恩総書記は、朝鮮労働党第8回大
会が変化した内外の形勢と現実の要求
に即して党と国家活動において新たな革
新を起こすための科学的かつ現実的な闘
争路線と戦略・戦術的課題を打ち出したこ
とと、党の指導力を強化し、国家社会制
度を強固にし、発展させるための実践的な
対策を講じ、国防力強化と北南関係、朝
米関係に関する政策的立場を討議、決定
したことについて詳細に言明した。

金正恩総書記は、社会主義偉業の勝
利を目指す闘いの道でキューバとの戦略

的かつ同志的な団結と協力のきずなを強
固にし、発展させ、反帝共同闘争を果敢
に展開していくという朝鮮労働党の意志を
再び宣明した。

金正恩総書記は、社会主義制度を守る
ためのキューバ共産党と人民の闘いに対
するわが党と人民の全面的な支持と連帯
を再確言し、4月に行われるキューバ共産
党第8回大会が党をいっそう強化し、その
指導的役割を強め、富強な社会主義国家
を建設するためのキューバ共産党の闘い
で画期的な前進をもたらす有意義な契機
になるとの確信を表明した。

金正恩総書記がベトナム共産党
書記長に口頭親書

2021年3月24日発『朝鮮中央通信』に
よれば、金正恩総書記がグエン・フー・チョ
ンベトナム共産党中央委員会書記長兼ベ
トナム社会主義共和国国家主席である
同志に口頭親書を送って朝鮮労働党第8
回大会の状況を通報した。

金正恩総書記は、朝鮮労働党第8回大
会が変化した内外の形勢と現実の要求
に即して党と国家活動において新たな革
新を起こすための科学的かつ現実的な闘
争路線と戦略・戦術的課題を打ち出したこ
とと、党の指導力を強化し、国家社会制度
を強固にし発展させるための実践的な対
策を講じ、国防力強化と北南関係、朝米
関係に関する政策的立場を討議、決定し
たことについて詳細に言明した。

金正恩総書記は、社会主義偉業の勝
利を目指す闘いの道でベトナムとの伝統的
な友好・協力関係を絶えず強固にし、発展
させていくという朝鮮労働党の意志を再び
宣明した。

金正恩総書記は、グエン・フー・チョン書
記長が第13回党大会の決定を貫徹して
富強な社会主義国家を建設するためのベ
トナム人民の闘いを策定、指導する重要
な活動でさらなる成果を収めることを心か
ら願った。

金正恩総書記がラオス人民革命党
書記長に口頭親書

2021年3月24日発『朝鮮中央通信』に
よれば、金正恩総書記がトンルン・シスリット
ラオス人民革命党中央委員会書記長兼

ラオス人民民主共和国国家主席に口頭
親書を送って朝鮮労働党第8回大会の状
況を通報した。

金正恩総書記は、朝鮮労働党第8回大
会が変化した内外の形勢と現実の要求
に即して党と国家活動において新たな革
新を起こすための科学的かつ現実的な闘
争路線と戦略・戦術的課題を打ち出したこ
とと、党の指導力を強化し、国家社会制
度を強固にし、発展させるための実践的な
対策を講じ、国防力強化と北南関係、朝
米関係に関する政策的立場を討議、決定
したことについて詳細に言明した。

金正恩総書記は、社会主義偉業の勝
利を目指す闘いの道でラオスとの同志的
かつ兄弟的な友好・協力関係を全面的に
拡大、発展させていくという朝鮮労働党の
意志を再び宣明した。

金正恩総書記は、トンルン・シスリット同
志が第11回党大会の決定を貫徹するた
めのラオス人民革命党とラオス人民の闘
いを策定、指導する重要な活動でさらなる
成果を収めることを心から願った。

平壌市1万世帯の住宅建設着工式で
行った金正恩総書記の演説

2021年3月24日付『労働新聞』は、同
日23日に平壌市1万世帯の住宅建設着
工式で行った金正恩総書記の演説「5万
世帯の住宅建設によってわれわれの首都
をいま一度壮大に変貌させよう」を掲載し
た。演説内容は次の通り。

栄誉ある首都建設に決起した全ての建
設者と人民軍将兵の皆さん！

今日われわれは、わが国の首都建設史
に今一つの意義深い里程標を印す光栄
にあずかりました。今年度の初頭に開かれ
た朝鮮労働党第8回大会と朝鮮労働党
中央委員会第8期第2回総会では、5カ年
計画期間に全国的に住宅建設を力強く推
し進めるとともに、われわれの首都だけにも
5万世帯の住宅を建設し、そのために毎年
1万世帯ずつ建設することを決定しました。

党大会で決定された重大かつ壮大な
闘争課題の中で最も張り合いのある誇らし
い革命事業が今日、ついに本格的なスター
トを切ることになりました。偉大なわが国家
の首都平壌に5万世帯の近代的な住宅を
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建設することは、首都市民により安定した
文化的な生活条件を提供するためにわが
党が大胆に構想し、準備してきた宿願で
す。

党と政府は、首都の不足する住宅の世
帯数を掌握してその解決策を深く検討して
きたし、これはわが党と政府にとって最も重
大な課題となっていました。

党中央委員会は、この重大な課題をい
かなる不利な条件と環境の下でも、どんな
ことがあっても必ず果すべき栄誉ある革命
課題として受け止め、人民大衆第一主義
をいっそう確実に具現する原則に立って
建築発展の構想と建設政策を再確定しま
した。

建設の方向と順序を改めて策定し、国
家建設総予算の多くを住宅建設に支出す
るようにし、その実行のための作戦と準備
活動を行ったうえで第8回党大会で5万世
帯の住宅建設を政策化しました。

わが党と国家が示した大規模の住宅
建設作戦は、何らかの経済的利益のため
のものではなく、徹頭徹尾、国家の財産と
勤労者大衆の創造的労働の結果がその
まま勤労者自身の福利となるようにするた
めの崇高な事業です。

今日を出発点として今後党創立80周年
に当たる2025年までに毎年1万世帯ずつ
5万世帯の住宅を新たに建設すれば、今
建設中の1万6000余世帯を含めておよそ
7万世帯の住宅が建設され、首都の住宅
問題は立派に解決されるでしょう。

首都にスケールが大きく大々的に住宅を
建設することは、折り重なる困難に立ち向
かって力強く前進するわが国家、わが人
民の不敗の闘争気概を誇示するうえでも
大きな意義があります。

周知のように、今年の平壌市の1万世
帯住宅の建設はようやくのことで決まりまし
た。

実際、挑戦と障害がいつにもまして厳し
くなる今のような状況下で、このような大規
模な建設を行うこと自体が想像を絶する途
方もないことだと言わざるを得ません。

今年の1万世帯の住宅建設は、5年前
の黎明通りの建設を始める時とは全く異な
る状況下で行われるものであり、さらにはそ
の何倍もの作業量を短時日内にやり遂げ
なければならない膨大な工事です。

しかし、わが党は1万世帯の住宅建設
が首都市民の生活と直結しており、党大
会の決定を狂いなく貫徹するための初年
度の重要な政治的活動であるため、無条
件に推し進めることにしました。

われわれには、最も困難な時期に最も壮
大、かつ立派な大建設を繰り広げるという
大きな誇りと自負、胆力があり、この膨大な
建設課題を十分に実行できるという自信と
経験、土台があります。

今はまだ建築形成案でしか見られない
特色のある高層・超高層住宅が今年の末
にこの松新・松花地区に林立するようにな
れば、わが国家の潜在力とわが人民の創
造力はいま一度大きく誇示されるでしょう。

この過程に、われわれのチュチェ建築
は一段と飛躍し発展するであろうし、自分
の方式、自分の力、自分の手で新しい生
活を創造し、発展させていくわれわれの建
設は、より大きな前進力を持つようになるで
しょう。

グリーン建築、乾式工法のような先進的
な建築技術、建設工法が大胆に、革新的
に導入され、建設装備と建材を生産する
工業基地の土台が一層拡大、強化される
であろうし、われわれの建設部隊と建設者
はより強力になり、有能になるでしょう。

今日の大建設は、首都の建設史におい
ても記念碑的な意義を有します。これから
始まる5万世帯の住宅建設は、首都平壌
の都市区画を東西方向と北の方向に拡
大し、大規模で近代的な新しい市街を形
成する歴史的な建設事業です。平壌市の
松新地区と松花地区、西浦地区、金泉
地区、9・9節通り地区に毎年順次に1万世
帯の住宅と独特な公共建物が建設されれ
ば、わが国家の首都はいっそう壮大華麗
に様変わりするであろうし、これは最も困難
かつ栄えある21世紀の20年代を象徴する
意義深い記念碑となるでしょう。

将来、われわれが建設する新しい市街
で暮らすことになる市民と次世代は、最悪
の挑戦をはねのけて世界に堂 と々誇れる
巨大な建築群を建設したわれわれの時代
の主人公を、英雄的な世代としていつまで
も追憶するでしょう。このように、今日の大
建設は栄光の時代を歴史に記録する偉
大な事業です。

同志の皆さん！
建設は時代の到達した精神的高さと国

力の集合体であり、文明と発展のための大
きな第一歩です。わが国家第一主義を掲
げて富強と繁栄へと進む今日、首都の5万
世帯の住宅建設場は社会主義建設の新
たな高揚期、激変期を象徴する主要攻撃
戦線となるでしょう。われわれは5万世帯の
住宅建設を通じて、首都の面貌をいま一
度変えるだけでなく、社会主義建設を段階
別に確信をもって強化、発展させる新しい
前進の時代、活力の時代を開くことになる
でしょう。

党中央委員会は、膨大な大工事を作
戦しながら建設の主役となる強力な主力
部隊の編制に優先的な注目を払いました。
党中央が5万世帯の住宅建設を決定する
際、真っ先に信頼したのは言うまでもなく、
党と人民に限りなく忠実な革命武力です。
人民軍は祖国と人民をしっかり守る国家
防衛の使命と責任を全うしながら、人民の
幸福を創造するうえでも常に大きな役割を
果たしてきました。これまで数多くの大建設
戦域と被害復旧建設で英雄的偉勲を立
てた人民軍が基本戦線を担当してこそ、
全般的な建設大戦で確実な成果を収める
ことができます。私は、われわれの人民軍
を誰よりもよく知っています。私は、われわれ
の将兵が創造的な建設闘争においても、
自分の戦闘的気質を余すところなく発揮し
て、党と人民の期待に必ず徹底した貫徹
をもって応えるものと確信します。

これまで黎明通りの建設をはじめ重要な
建設現場でめざましい勲功を立てた首都
建設委員会と速度戦青年突撃隊、革命
史跡地建設局、対外建設局をはじめとす
る社会の主要建設部隊も今回の大建設
戦闘に参加することになります。

大建設戦闘の成否は、直接の担当者
である指揮メンバーと人民軍軍人、建設
者にかかっています。わが党と国家の建
設政策と指導は、最終的にはそれぞれの
建設部門の幹部の創造的熱意と努力に
よって現実化し、党はわれわれの建設者
の熱烈な愛国心と才能を何よりも大いに信
じています。

設計部門に提起される任務が最も重要
です。建設そのものが高度の創造的活動
であり、建築物が造形化、芸術化、多機能
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化、知能化している今日、設計の重要性は
より大きくなっています。設計部門に対する
わが党の要求は、設計図の一つの線、ひ
とつの点にもわれわれの時代の思想と精
神、躍動する気概が宿り、世界と堂 と々張
り合う高い理想と文明水準が反映されるよ
うにすることです。設計部門の活動家はす
でに確定・示達された市街形成案と設計
案通りに、全ての対象設計を党の建築美
学的思想が立派に具現された満点のもの
に作成し、当該の設計図を施工部門に早
急に提供しなければなりません。

施工を受け持った各建設単位は、建設
工事に即刻着手して日程計画を日別、週
別、月別に必ず遂行し、今年の上半期内
に担当した建築物の骨組工事を基本的
に終えなければなりません。全ての建設部
隊と単位では、施工の質を高めることを主
な課題とし、建設工事の全工程を質の保
証で一貫させなければなりません。

全ての幹部と建設者が党と国家に対
し、人民と次世代に対し、そして歴史に対
して自分の忠誠心と愛国心、良心を検証
されるという姿勢と立場をつねに堅持する
とき、全ての建築物は名実ともにわれわれ
の時代の立派な創造物となるでしょう。

建設監督部門の役割を強めて、党と国
家の建設政策、人民の要求と利益、建築
の安全性をしっかり遵守し保障するように
すべきです。

1万世帯の住宅建設に必要な資材と
設備を最優先的にそのつど保障すべきで
す。セメントや鉄鋼材、各種の建材品や設
備の生産を受け持った工場、企業では、
労働者たちの革命的熱意と創造力を最
大限に発揮させ、任された生産課題を期
限内に立派に遂行することによって、首都
の住宅建設の成果を保証しなければなり
ません。

鉄道運輸をはじめとする輸送部門でも、

超過輸送運動を力強く繰り広げて、首都
の大建設場と鉄鋼材や建材の生産基地
に必要な貨物を迅速に運搬すべきです。

全ての活動で政治活動、思想攻勢を優
先させて、人民軍軍人と建設者の忠誠心
と愛国心、創造的知恵を余すところなく発
揚させ、建設の初めから終わりまで全ての
建設現場が天をも衝く勢いで沸き立つよう
にしなければなりません。こうして、大衆を張
り合いのある建設闘争に奮い立たせるだ
けでなく、今日の壮大な首都建設戦闘場
が新たな時代精神を生み出し、勇敢な実
践家、逞しい社会主義的勤労者を育て上
げる熾烈な革命戦域、立派な学校になるよ
うにすべきです。

また、建設に参加した軍人と建設者の
健康と生活に気を配り、よく見守ることを最
も重視すべきです。国家非常防疫システ
ムの要求に即して建設全域に防疫哨所と
施設を手抜かりがなく整え、防疫規定を自
発的に徹底的に守る気風を確立するととも
に、各種の事故と災害を防止し、建設者
が何の不便もなく作業に専念できるように
最善を尽くすべきです。軍人や建設者へ
の給養活動を当該単位にのみ任せるので
なく、国家的な保障システムを強めて、全
ての建設戦闘員に所定の供給量が確実
に提供されるように綿密に手配しなければ
なりません。

同志の皆さん！
今日はわれわれが鍬入れをしますが、数

カ月後にはこの地域に新しい人民の通り、
われわれが誇りとする素晴らしい大建築
群が生まれるでしょう。他でもなく、この世
で一番立派で偉大なわが人民の素晴らし
い拠りどころとなる理想的な市街の建設に
汗と熱情を惜しみなく捧げることより誇らしく
幸せな、誉れ高いことはありえません。

より美しく、より壮大に変貌するわれわれ

の首都の明日のために、
その中で、新しい文明を思う存分創造し

享受するわれわれの父母兄弟と子供たち
のために、

第8回党大会の決定の立派な実行のた
めに、みなともに力強く闘っていきましょう。

金正恩総書記が新たに生産された
旅客バスの試作品を見た

2021年3月26日発『朝鮮中央通信』に
よれば、金正恩総書記が新たに生産され
た旅客バスの試作品を見た。金正恩総
書記は、党中央委員会第8期第2回総会
を指導する多忙な中でも平壌市民の交通
問題を解決するための決定的対策を立て
る遠大な構想を示して首都交通網発展に
おいて提起される問題を具体的に協議し
た。金正恩総書記が打ち出した課題を体
して平壌市旅客運輸総合企業所と平壌
バス工場の活動家と労働者たちは、短期
間内に交通バスと二階建てバス試作品を
開発して党中央に報告した。

金正恩総書記は、党と政府の幹部であ
る趙甬元書記、金徳訓総理、チョン・サン
ハク書記、李日煥書記、呉秀容書記、崔
相建書記、金才竜部長、金栄煥平壌市
党委員会責任書記同志と共に党中央委
員会の庁舎で旅客バス試作品を見た。

金正恩総書記は、旅客バスに上がって
技術的特性を一つひとつ具体的に調べ、
平壌市が自分の技術陣と生産土台に依
拠してバスを製作し、旅客運輸手段の問
題を解決することを決意したのはよいこと
であると述べ、党で積極的に後押しする
ので都市美化にマッチし、人民が利用す
るのにも便利な旅客バスを量産すべきだと
述べたとのことである。

 ERINA 調査研究部主任研究員
三村光弘
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研　究　所　だ　よ　り
ERINA日誌
4月2日  所内セミナー「韓国の現状（2020年度在外研究の

報告）」（ERINA 会議室、帝京大学短期大学現
代ビジネス学科准教授　李燦雨 ERINA 共同研究
員）

4月8日  東アジア貿易研究会理事会（東京、三村主任研究
員）

4月9日  現地事情セミナー「ロシアの生活と経済 ～在住者に
聞く～」についてプレスリリース

4月20日  事業創造大学院大学「新興国市場と地域企業」講
義（オンライン、新井調査研究部長）

4月20日 『ERINA REPORT (PLUS)』 No.159発行
4月23日  現地事情セミナー「ロシアの生活と経済 ～在住者に

聞く～」（オンライン、一般社団法人ロシア NIS 貿易
会モスクワ事務所　齋藤大輔所長、ロシア極東連
邦大学日本学科　フジヤトフ・タギル教授）

4月27日  国際問題研究所、韓国国家安保戦略院主催「第8
回 JIIA－INSS 会議」（オンライン、三村主任研究
員）

4月30日  慶応義塾大学研究プロジェクト「朝鮮民主主義人民
共和国への新たな視座」出席（東京、三村主任研
究員）

5月14日  公的競争的資金等のコンプライアンス説明会
（ERINA 会議室）

5月15日  Green European Foundation 主催・国際セミナー
「Mining for Minerals- Can it be fair」・講演（オ
ンライン、エンクバヤル主任研究員）

5月17日  新潟東港コンテナターミナル活性化協議会出席（株
式会社新潟国際貿易ターミナル、安達部長）

5月24日  吉林大学東北アジア研究センター北極研究所主催
「中ロの北極圏の持続可能な発展協力およびエネ
ルギー安全保障に関する国際フォーラム」・発表（オ
ンライン、新井調査研究部長）

5月26日  2021年度第1回新潟県海外ビジネスサポートデスク
連携会議（新潟県自治会館、蔡経済交流推進員）

5月26日  一般社団法人ロシア NIS 貿易会・沿海地方政府主
催「日ロ極東医療協力フォーラム」【ERINA 後援】

（オンライン）
5月27日  新潟県モンゴル交流協会総会・講師（ホテル日航新

潟、エンクバヤル主任研究員）
5月28日  出前授業（上越市立柿崎中学校、蔡経済交流推

進員）
5月31日 ERINA 理事会
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お願い
ERINA REPORT（PLUS）の送付先が変更になりましたら、
お知らせください。

　今号は、同時開催した「2021北東アジア経済発展国際会
議（NICE）」と「第12回日露エネルギー・環境対話」の特集、
インタビュー、セミナー報告が2つ、ロシア出張記と盛りだくさん
なコンテンツとなり、かつてないボリュームとなった。国際会議は、
オンライン配信したことで国内外からの多くの皆様にご参加い
ただいた。2020年には新型コロナウイルスの影響で延期を余
儀なくされたが、そのおかげでオンライン開催という手法を得、
国内外の講師も参加しやすくなり、参加者数を伸ばすこととなっ
た。北東アジア地域経済協力への期待を感じつつ、対面で
の意見・情報交換の大切さも考えながら、次回の開催につい
て考える日々 が続く。	 （S）

編 集 後 記
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